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１

（１）環境保全・創出の推進体制
　１　環境部の組織　（Ｈ２４．４．１）

１ 環境行政全般

環 境 政 策 課

環 境 部

温 暖 化 対 策 課

エ コ タ ウ ン 課

大 気 環 境 課

水 環 境 課

産業廃棄物指導課

資源循環推進課

自 然 環 境 課

み ど り 再 生 課

中央環境管理事務所

西部環境管理事務所

東松山環境管理事務所

秩父環境管理事務所

北部環境管理事務所

越谷環境管理事務所

東部環境管理事務所

環境科学国際センター

環境整備センター

（企画担当／支援担当）

（総務・砂利対策・自然ふれあい担当／野生生物担当）

調整担当／総務経理担当／職員担当
企画・環境影響評価担当／放射線対策担当

総務・企画調整担当／エコライフ推進担当／エコエネルギー推進担当
温暖化対策計画制度・排出量取引担当

総務担当／自動車対策担当／企画・監視担当
規制担当／化学物質担当

総務・騒音・悪臭担当／土壌・地盤環境担当
浄化槽転換・川の国応援団担当／水環境担当／浄化槽普及促進担当

総務担当／撤去・環境保全担当／審査担当
収集運搬業担当／監視・指導担当

総務・企画調整担当／一般廃棄物・リサイクル担当
資源循環工場整備担当

総務・総合調整・基金担当／身近なみどり担当
緑地保全・自然再生担当

　２　附属機関（審議会等）
　（ア）環境審議会

　環境審議会は、環境の保全に関する基本的事項を調査審議するため、環境基本法第４３条、自然環境保全法
第５１条及び執行機関の附属機関に関する条例に基づき設置されています。

　環境審議会委員（任期：Ｈ２４．８．１～Ｈ２６．７．３１）

所　属　・　職　名氏　　名所　属　・　職　名氏　　名
埼玉県生活協同組合連合会常務理事滝 澤 玲 子（公財）中央温泉研究所研究員大 塚 晃 弘
（社）埼玉県猟友会会長菱沼要治郎埼玉大学准教授小 口 千 明
埼玉県商工会議所女性会連合会副会長増井千恵子日本工業大学教授小 野 雄 策
埼玉県農業協同組合中央会常務理事矢 作 俊 信東京農工大学准教授金 子 弥 生
埼玉県議会議員北 堀　 篤埼玉大学大学院教授◎ 窪 田 陽 一
埼玉県議会議員高 橋 政 雄埼玉大学助教関 口 和 彦
埼玉県議会議員松 沢 邦 翁弁護士高 松 佳 子
行田市長工 藤 正 司埼玉県女性薬剤師会副会長並木美穂子
公募委員飯 島　 希早稲田大学大学院教授○ 吉 田 徳 久
公募委員寺 岡 豊 博（財）埼玉県生態系保護協会越谷支部長池 田 敦 子

◎　会長　　　○　副会長

（Ｈ２４．９．１現在）
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所　属　・　職　名氏　　名所　属　・　職　名氏　　名
元東京農工大学大学院技術経営研究科客員教授工 藤 信 之弁護士◎ 坂 下 裕 一
元工学院大学工学部教授塩 田 正 純弁護士○ 新 井 幸 好
東京工業大学マネージメントセンター総合安全管理センター准教授長谷川紀子東京農工大学大学院農学研究院教授片 山 葉 子
東京電機大学工学部准教授保 倉 明 子杏林大学医学部准教授苅 田 香 苗
埼玉大学理事（研究・国際担当）・副学長山 口 宏 樹弁護士川井理砂子

所　属　・　職　名氏　　名所　属　・　職　名氏　　名
（一財）日本環境衛生センター次長佐 藤 幸 世（独）国立環境研究所主任研究員青 野 光 子
（独）国立環境研究所上席主席研究員田 邊　 潔東京農業大学准教授荒 井　 歩
東京理科大学教授出 口　 浩埼玉大学大学院助教ヴィレヌーヴ　真澄美
（一財）自然環境研究センター上席研究員畠 瀬 � 子明治大学准教授上野佳奈子
埼玉大学大学院准教授松 本 泰 尚埼玉大学准教授小 口 千 明
芝浦工業大学教授村 上 公 哉（公財）埼玉県埋蔵文化財調査事業団専門員小野美代子
明治大学法科大学院教授柳　憲一郎埼玉大学大学院教授小 林 哲 也
立正大学学部長米 林　 仲埼玉大学大学院教授佐々木　寧
日本女子大学学術研究員渡 辺 愛 子（独）国立環境研究所客員研究員佐々木裕子

　（イ）公害審査会
　公害審査会は、公害に係る民事上の紛争について、あっせん・調停・仲裁の手続きにより迅速かつ適正な
解決を図るため、公害紛争処理法第１３条に基づき設置されています。

　公害審査会委員（任期：Ｈ２１．１２．２２～Ｈ２４．１２．２１） （Ｈ２４．９．１現在）

◎　会長　　　○　会長代理

　（ウ）環境影響評価技術審議会委員
　環境影響評価技術審議会は、環境影響評価に関する技術上の重要事項を調査審議するため、執行機関の附
属機関に関する条例に基づき、昭和５５年１２月に設置されました。

　環境影響評価技術審議会委員（任期：Ｈ２４．４．１～Ｈ２６．３．３１） （Ｈ２４．９．１現在）

※　環境管理事務所について
　地域における環境保全対策は、地域の自然特性、環境の状況、社会経済の動向、地域住民の要求等に対応して総
合的に講じる必要があります。埼玉県では、地域の環境問題を総合的に把握し、きめ細かい環境行政を推進するた
め、県内７か所に環境管理事務所を設置しています。

（工場・事業場への立入検査）
　大気汚染や水質汚濁を防止するため、工場又は事業
場に焼却炉など一定の施設を設置する場合の事前届出
を審査しています。
　設置した施設については、立入検査を行い、施設の
設置者が自ら排出ガスや排出水を測定した結果により
排出基準の適合を確認しています。
　また、定期的に排出ガスや排出水を測定し、測定結
果が排出基準を超えた場合には、勧告や改善命令など
の措置を行っています。
（浄化槽関係）
　住宅その他建築物に浄化槽を設置する場合、事前に
届出をさせ、審査しています。
　また、浄化槽相談員を置き、浄化槽の適正な維持管
理を指導しています。
（異常水質事故）
　公共用水域において油の流出、魚類の浮上・へい死
などが発生した場合、河川管理者などと連携して発生
源の特定や被害の拡散防止など応急措置を行ってい 

ます。
（土壌・地下水関係）
　工場又は事業場の施設を廃止した場合や大規模な土
地改変を行う場合に、土地の管理者等に土壌汚染状況
を確認させ、汚染されていた場合には土壌の浄化を指
導しています。土壌の汚染があった場合、地下水への
影響を確認し、地下水汚染があったときはその浄化措
置を指導しています。
　また、地盤沈下を防止するため、地下水の採取に関
する規制を行っています。
（化学物質関係）
　化学物質による人や環境への影響を軽減させるた
め、化学物質管理促進法や県生活環境保全条例に基づ
き、事業者から排出量や移動量、取扱量について届出
を受けています。また化学物質を適正管理するための
手順書や環境負荷低減主任者の届出等を受理するほ
か、県条例に基づき事業所への立入検査を実施してい
ます。

大気・水質関係
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自然保護関係

　狩猟免許試験と免許の更新、県内狩猟者の登録、傷
病野生鳥獣の保護、緑化の推進などの事務を行ってい
ます。
　県内には秩父多摩甲斐国立公園及び１０か所の県立自
然公園を指定しており、中央、西部、東松山、秩父、
北部の各環境管理事務所において建築物の新築等の許
可、届出の受理、歩道等の施設の設置・修繕等を行っ
ています。

砂利関係

　西部、東松山、秩父、北部、東部の各環境管理事務
所管内で砂利、岩石、土の採取が行われており、事業
者の登録、採取計画の認可のための指導等を行ってい
ます。
　また、随時、各事業所等への立入検査を実施して、
岩石等の崩落などによる災害の未然防止や無認可、不
法採取の監視に努めています。

　　３　環境保全に関する主な条例、計画等の概要

環境保全に関する主な条例

◆埼玉県環境基本条例
　本県における環境の保全及び創造に関する取組の基
本的な方向と枠組みを示すものとして、平成７年４月
から施行されました。環境への負荷の少ない持続的に
発展できる社会の構築等を基本理念に、行政、事業者、
県民の責務などについて定めています。
◆埼玉県生活環境保全条例
　大気汚染や水質汚濁など工場等を排出源とする産業
型公害の規制措置のほか、自動車交通公害などの都市
・生活型公害対策や増大する廃棄物の処理対策、化学
物質の適正管理対策に関する必要な事項を定めていま
す。平成１３年７月に従来の公害防止条例（昭和３７年６
月制定）を全部改正し、平成１４年４月から施行されま
した。
◆埼玉県環境影響評価条例
　環境に著しい影響を及ぼすおそれのある事業の実施
に際し、あらかじめその事業の実施による影響につい
て調査・予測を行い、環境保全のための措置を検討す
る手続きを定めています。平成７年１２月から施行され
ました。
◆埼玉県戦略的環境影響評価実施要綱
　事業の計画案段階で、環境面の影響を社会経済面の
推計と連携させながら調査・予測することによって環
境保全のあり方を検討する制度として、平成１４年４月
から施行されました。
◆埼玉県地球温暖化対策推進条例
　県、事業者、県民、環境保全活動団体等の責務を規
定し、県民総ぐるみでの取組により、地球温暖化対策

を推進するための幅広い対策を定めています。具体的
な温室効果ガス削減のための制度を盛り込み「ストッ
プ温暖化・埼玉ナビゲーション２０５０（埼玉県地球温暖
化対策実行計画）」の実効性を高めています。
◆埼玉県土砂の排出、たい積等の規制に関する条例
　土砂の排出、たい積等に関し必要な規制を行うこと
により、無秩序な土砂のたい積を防止し、県民の生活
の安全の確保及び生活環境の保全に寄与することを目
的として平成１５年２月に施行されました。土砂の排出
やたい積を行うに際しての必要な手続きを定めていま
す。
◆埼玉県ごみの散乱防止に関する条例
　県土の環境美化を推進し、快適な生活環境の確保を
図るために、ごみの散乱防止に関し必要な事項を定め
ています。平成１３年４月から施行されました。
◆ふるさと埼玉の緑を守り育てる条例
　緑の保全と創出を一層推進するため、市民団体等と
の協働による緑地の保全や、敷地面積１,０００㎡以上の建
築行為に際して緑化計画書の届出を行うことを定めて
います。平成１７年３月にふるさと埼玉の緑を守る条例
（昭和５４年３月制定）を一部改正し、平成１７年１０月か
ら施行されました。
◆埼玉県希少野生動植物の種の保護に関する条例
　希少な野生動植物を絶滅から守り、県民共通の財産
として次代に継承するため、希少野生動植物の種の保
護に必要な事項を定めています。平成１２年１２月から全
部施行されました。
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温暖化対策関係

　家電製品等の省エネルギー情報提供の義務付け等に
よる地球温暖化対策を推進するため、店舗への立入検
査を行うほか、事業者が提出する省エネルギー性能説
明推進者の届出の受理などを行っています。

自動車対策関係

　ディーゼル車の運行規制や低公害車の導入等による
排出ガス対策、低燃費車の導入やエコドライブ等によ
るCO２削減対策を推進するため、運行車両の検査や事
業場の立入検査等を行うほか、事業者が提出する自動
車使用管理計画、自動車地球温暖化対策計画の受理等
を行っています。

廃棄物・残土関係

　一般廃棄物については、市町村等の処理施設などに
立入検査を行っています。また、産業廃棄物について
は、産業廃棄物処理施設や特定有害産業廃棄物排出事
業所に対して重点的に立入検査を実施しています。さ
らに、悪質な不法投棄、不適正な処理が後を絶たない
ため、監視パトロールを強化しています。
　また、無秩序な土砂のたい積防止を目的として土砂
の排出及びたい積の規制業務を行っています。

��
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環境保全に関する主な計画

●埼玉県環境基本計画
　「環境基本条例」の基本理念の実現を図るための総合
的な計画で、４つの長期的な目標と１８の施策展開の方
向を示すとともに、重要取組施策については、具体的
な目標を設定しています。
●埼玉地域公害防止計画
　現に公害が著しいか、又は、人口及び産業の急速な
集中により公害が著しくなるおそれがある地域を対象
として、総合的な公害防止策を講じ、地域住民の健康
を保護し、生活環境を保全しようとするものです。
（昭和４７年度以降９回策定）
●埼玉県環境配慮方針
　「環境基本計画」に基づき、県が実施する公共事業や
事務事業（オフィスづくり）において、環境へ配慮す
べき事項を定めました。オフィスづくり部門では、平
成１３年３月新たに「埼玉県地球温暖化対策実行計画」を
策定し、温室効果ガスの排出削減目標を定めました。
公共事業については、平成１４年３月に改訂しました。
●ストップ温暖化・埼玉ナビゲーション２０５０
　（埼玉県地球温暖化対策実行計画）
　地球温暖化対策の視点から２０５０年の本県のあるべき
姿を描き、その達成に向けた中期目標とその実現のた
めの施策を示しています。計画の最終年度の２０２０年に
おける本県の温室効果ガス排出量を２００５年比で２５％削
減するという目標を定めています。
●埼玉県自動車排出窒素酸化物及び自動車排出粒子状
物質総量削減計画
　「自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質

の特定地域における総量の削減等に関する特別措置
法」（自動車NOx・PM法）の規定に基づき平成１５年７
月に策定しました。
●化学的酸素要求量、窒素含有量及びりん含有量に係
る総量削減計画

　国が策定した「化学的酸素要求量、窒素含有量及び
りん含有量に係る総量削減基本方針」を受けて、東京
湾に流入する汚濁負荷量の総量を削減する目的で、第
７次総量削減計画を平成２４年２月に策定しました。
●埼玉県廃棄物処理基本計画
　県内で発生する廃棄物の発生抑制、再使用、再生利
用、適正処理を推進し、廃棄物を取り巻く諸情勢の変
化や新たな課題への対応を図るための具体的な施策を
取りまとめたものです。第７次計画を平成２３年３月に
策定しました。
●彩の国豊かな自然環境づくり計画
　本県の自然環境を保全・創造するための基本的な考
え方を示したもので、「自然ネットワークの形成」「生
物多様性の確保」「自然と人とのふれあいの推進」の３
つの方針を示しています。平成１１年３月に策定しまし
た。
●埼玉県広域緑地計画
　緑の将来像を「緑とともに暮らす、ゆとり・安らぎ
「埼玉」」とし、ふるさと埼玉を象徴する緑を守り、新
たな緑を育てていくことにより、緑豊かな埼玉を形成
していくために、平成１８年３月に策定し、平成２４年７
月に改訂しました。

（２）市町村の環境基本計画策定状況及び環境保全に係る条例の制定状況
（平成２４年１０月１日現在）
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Ｈ１９．３．２３熊谷市土砂等のたい積の規制に関する条例
Ｈ２２．１０．２９熊谷市ペット霊園の設置の許可等に関する条例

自然環境の保全に係るもの公害防止・生活環境保全に係るもの環境保全の基本的姿勢や方向を示すもの
市町村名

制定時期条例名称制定時期条例名称
制定時期
策定時期

（上段）条例名称
（下段）計画名称

Ｈ１３．５．１さいたま市みどりの条例Ｈ１３．５．１さいたま市廃棄物の処理及び再生利用に関する条例Ｈ１３．５．１さいたま市環境基本条例さいたま市
Ｈ１３．５．１さいたま市空き地の環境保全に関する条例Ｈ１６．１さいたま市環境基本計画
Ｈ１４．１２．２６さいたま市風致地区内における建築等の規制に関する条例Ｈ２３．３改訂
Ｈ１５．３．１４さいたま市環境影響評価条例
Ｈ１９．３．１５さいたま市路上喫煙及び空き缶等のポイ捨ての防止に関す

る条例
Ｈ２０．１０．１７さいたま市生活環境の保全に関する条例
Ｈ２３．１２．２７さいたま市水質汚濁防止法に規定する特定事業場に係る排

出水の汚染状態の測定の回数を定める条例
Ｈ２４．７．３さいたま市空き家等の適正管理に関する条例

Ｈ２．３．２６
Ｈ２１．３．２５

川越市緑の基金条例
川越市地区計画区域内に
おける建築物の緑化率の
最低限度に関する条例

Ｓ４４．１１．１
Ｈ７．６．２７
Ｈ１１．４．１

Ｈ１４．１２．２４
Ｈ１８．１２．２２
Ｈ１９．３．２０
Ｈ１９．１２．１９

川越市あき地の環境保全に関する条例
川越市廃棄物の処理及び再生利用に関する条例
川越市一般廃棄物処理施設生活環境影響調査結果縦覧等手
続条例
川越市土砂のたい積等の規制に関する条例
川越市路上喫煙の防止に関する条例
川越市廃棄物処理施設設置等紛争の予防及び調整条例
川越市地球温暖化対策条例

Ｈ１８．９．２５川越市良好な環境の保全に
関する基本条例

川 越 市

Ｈ１０．３
Ｈ１９．３

川越市環境基本計画
第二次川越市環境基本計画

Ｈ１８．１２．２７熊谷市ホタルの保護に関
する条例

Ｈ１７．１０．１熊谷市ダイオキシン類排出抑制条例Ｈ１７．１０．１熊谷市環境基本条例熊 谷 市
Ｈ１７．１０．１熊谷市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例Ｈ２０．３熊谷市環境基本計画
Ｈ１７．１０．１熊谷市が設置する一般廃棄物処理施設に係る生活環境影響

調査結果の縦覧等の手続に関する条例
Ｈ１７．１０．１熊谷市廃棄物焼却施設の設置等に係る紛争の予防及び調整

に関する条例
Ｈ１７．１０．１熊谷市あき地の環境保全に関する条例
Ｈ１７．１０．１熊谷市墓地、埋葬等に関する法律施行条例
Ｈ１８．６．２７熊谷市路上等の喫煙及び吸い殻の散乱の防止に関する条例
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自然環境の保全に係るもの公害防止・生活環境保全に係るもの環境保全の基本的姿勢や方向を示すもの
市町村名

制定時期条例名称制定時期条例名称
制定時期
策定時期

（上段）条例名称
（下段）計画名称

Ｈ１１．１２．２１川口市緑のまちづくり推
進条例

Ｓ４３．１２．２６川口市あき地の環境保全に関する条例Ｈ１０．９．２８川口市環境基本条例川 口 市
Ｓ４５．４．１川口市公害防止資金融資及び利子助成に関する条例Ｈ１３．３川口市環境基本計画
Ｈ７．３．１６川口市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例Ｈ２０．３改訂川口市環境基本計画
Ｈ１０．９．２８川口市が設置する一般廃棄物処理施設に係る生活環境影響

調査結果の縦覧等の手続きに関する条例
Ｈ２３．３第２次川口市環境基本計画

Ｈ１１．９．３０川口市飲料容器等の散乱の防止に関する条例
Ｈ１７．３．２５川口市路上喫煙の防止等に関する条例
Ｈ２２．３．２４川口市レジ袋の大幅な削減に向けた取組の推進に関する条

例
Ｓ４７．３．３０行田市廃棄物の処理及び清掃に関する条例Ｈ１４．３．２９行田市環境基本条例行 田 市
Ｓ４７．９．２７行田市あき地の環境保全に関する条例Ｈ１６．３行田市環境基本計画
Ｈ１４．９．３０行田市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例Ｈ２１．３改定
Ｈ２０．７．１行田市産業廃棄物処理施設等の設置に係る紛争の予防及び

調整に関する条例
Ｈ２１．３．３１行田市路上喫煙及びポイ捨ての防止に関する条例
Ｈ１７．４．１秩父市環境保全条例Ｈ１８．３．２４秩父市環境基本条例秩 父 市
Ｈ１７．４．１秩父市廃棄物の処理及び清掃に関する条例Ｈ１８．１０秩父市環境基本計画
Ｈ１８．３．２４秩父市産業廃棄物処理施設の設置等に係る紛争の予防及び

調整に関する条例
Ｈ１８．９．２６秩父市土砂等のたい積の規制に関する条例

Ｈ２３．９．３０ふるさと所沢のみどりを
守り育てる条例

Ｓ４４．１０．１
Ｈ７．１２．２８
Ｈ９．４．１

Ｈ１１．３．２６
Ｈ１５．７．１
Ｈ１８．３．２７
Ｈ１１．１２．２８

所沢市あき地の雑草除去に関する条例
所沢市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例
ダイオキシンを少なくし所沢にきれいな空気を取り戻すた
めの条例
所沢市ダイオキシン類等の汚染防止に関する条例
所沢市土砂のたい積の規制に関する条例
所沢市歩きたばこ等の防止に関する条例
所沢市一般廃棄物処理施設の設置等に係る生活環境影響調
査結果の縦覧等の手続に関する条例

Ｈ９．４．１所沢市環境基本条例所 沢 市
Ｈ１１．３
Ｈ２３．３

所沢市環境基本計画
第２期所沢市環境基本計画

Ｈ８．３．２９飯能市環境保全条例Ｈ２０．６．２６飯能市環境基本条例飯 能 市
Ｈ１５．３飯能市環境基本計画
Ｈ２０．８改定

Ｈ２２．３．２２加須市水と緑と花のまち
づくり基金条例

Ｈ２２．３．２３加須市環境保全条例Ｈ２２．３．２３加須市環境基本条例加 須 市
Ｈ２２．３．２３加須市廃棄物の処理及び清掃に関する条例Ｈ２４．３加須市環境基本計画
Ｈ２２．３．２３加須市ペット霊園等の設置等に関する条例
Ｈ１８．１．１０本庄市環境保全条例Ｈ１８．１．１０本庄市環境基本条例本 庄 市
Ｈ１８．１．１０本庄市土砂のたい積の規制に関する条例Ｈ２０．３本庄市環境基本計画
Ｈ１８．１．１０本庄市廃棄物の排出の抑制及び適正処理の促進に関する条

例
Ｈ１８．１．１０本庄市墓地、埋葬等に関する法律施行条例
Ｈ１８．１．１０本庄市自転車等放置防止条例
Ｈ１８．１．１０本庄市再生資源保管・積替場所設置及び管理に関する条例
Ｈ１９．１２．２８本庄市廃棄物の減量及び処理に関する条例
Ｈ２１．３．２７本庄市ペット霊園の設置等の適正化に関する条例
Ｈ２２．３．３１本庄市散骨場の設置等の適正化に関する条例
Ｓ４８．３．２４
Ｓ５２．４．１
Ｈ１５．６．３０

東松山市あき地の環境保全に関する条例
東松山市廃棄物の処理及び清掃に関する条例
東松山市土砂等による土地の埋立て等及び不法投棄の規制
に関する条例

Ｈ８．１２．１８東松山市美しく住みよい環
境づくり基本条例

東 松 山 市

Ｈ１１．３．３１
Ｈ２３．４．１改
定

東松山市環境基本計画

Ｈ１７．１０．１春日部市緑の保全と緑化
の推進に関する条例

Ｈ１７．１０．１春日部市あき地の環境保全に関する条例Ｈ１９．３．２０春日部市環境基本条例春 日 部 市
Ｈ１７．１０．１春日部市土砂のたい積の規制に関する条例Ｈ２０．３春日部市環境基本計画
Ｈ１７．１０．１春日部市廃棄物の処理及び再利用に関する条例
Ｈ２２．１２．１７春日部市ペット霊園の設置の許可等に関する条例

Ｓ４７．９．２９狭山市緑化推進及び緑地
保全に関する条例

Ｓ４４．１２．２７狭山市あき地の環境保全に関する条例Ｈ９．９．３０狭山市環境基本条例狭 山 市
Ｈ７．１２．２６狭山市廃棄物の処理及び再利用に関する条例Ｈ１０．３狭山市環境基本計画
Ｈ１０．１２．２８狭山市ダイオキシン類の排出の抑制に関する条例Ｈ１５．３改定
Ｈ１１．３．１９狭山市が設置する一般廃棄物処理施設に係る生活環境影響

調査結果の縦覧等の手続きに関する条例
Ｈ２４．３第２次狭山市環境基本計画

Ｈ１１．７．１狭山市ポイ捨ての防止に関する条例
Ｈ１４．３．２８狭山市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例
Ｈ１６．６．２２狭山市廃棄物焼却炉の設置等の手続きに関する条例
Ｈ１９．９．２７狭山市歩きたばこ等の防止に関する条例
Ｓ５６．１０．１羽生市空き地等の環境保全に関する条例Ｈ１３．３．３０羽生市環境基本条例羽 生 市
Ｈ５．６．２５羽生市廃棄物の処理及び再生利用等に関する条例Ｈ１５．３羽生市環境基本計画
Ｈ７．３．３０羽生市空き缶等の散乱防止に関する条例Ｈ２３．３第２期羽生市環境基本計画
Ｈ７．３．３０羽生市飼い犬ふん害等防止条例
Ｈ７．３．３０羽生市自転車等の放置防止に関する条例
Ｈ１４．３．２９羽生市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例
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自然環境の保全に係るもの公害防止・生活環境保全に係るもの環境保全の基本的姿勢や方向を示すもの
市町村名

制定時期条例名称制定時期条例名称
制定時期
策定時期

（上段）条例名称
（下段）計画名称

Ｈ１４．１２．２０羽生市一般廃棄物処理施設の設置等に係る生活環境影響調
査結果の縦覧等の手続に関する条例

羽 生 市

Ｓ５３．３．３０鴻巣市緑化推進条例Ｓ４５．４．２０鴻巣市あき地の環境保全に関する条例Ｈ１２．６．３０鴻巣市環境基本条例鴻 巣 市
Ｓ４７．４．３鴻巣市廃棄物の処理及び清掃に関する条例Ｈ１５．３鴻巣市環境基本計画
Ｈ１８．３．３０鴻巣市墓地等の経営の許可等に関する条例Ｈ２０．３改定
Ｈ１８．３．３０鴻巣市ペット霊園の設置等に関する条例
Ｈ１９．１０．１鴻巣市路上喫煙及び空き缶等のポイ捨て並びに犬のふんの

放置の防止に関する条例
Ｈ１８．１．１深谷市ダイオキシン類の排出を抑制する条例Ｈ１８．１．１深谷市環境基本条例深 谷 市
Ｈ１８．１．１深谷市廃棄物の処理及び再利用に関する条例Ｈ２０．３深谷市環境基本計画
Ｈ１８．１．１深谷市くらしの環境美化条例
Ｈ１８．１．１深谷市墓地、埋葬等に関する法律施行条例
Ｈ１９．３．３０深谷市土砂等のたい積の規制に関する条例
Ｈ２２．３．２９深谷市ペット霊園の設置の許可等に関する条例
Ｈ２３．１２．１９深谷市一般廃棄物処理施設の設置等に係る生活環境影響調

査結果の縦覧等の手続に関する条例
Ｓ４８．１２．２５上尾市自然環境保全と緑

化推進に関する条例
Ｓ５０上尾市公害対策審議会条例

（～平成６年８月１日）
Ｈ９．９．３０上尾市環境基本条例上 尾 市
Ｈ１０．３
Ｈ２２．３

上尾市環境基本計画
第二次上尾市環境基本計画 Ｈ２．３．２９上尾市みどりの基金条例Ｓ５２．１２．２６上尾市あき地の環境保全に関する条例

Ｈ１１．９．３０上尾市自然学習館条例Ｓ５８．７．１上尾市自転車駐車場条例
Ｓ５８．１２．２６上尾市自転車放置防止条例
Ｈ６．６．２３上尾市環境審議会条例
Ｈ７．９．２９上尾市廃棄物の処理及び再利用に関する条例
Ｈ１１．３．３０上尾市ポイ捨て等の防止及び環境美化の促進に関する条例
Ｈ１４．１２．２７上尾市土砂等のたい積の規制に関する条例
Ｈ１５．９．２６上尾市斎場条例
Ｈ１６．９．２７上尾市墓地等の経営の許可等に関する条例
Ｈ１７．１２．２８上尾市ペット霊園の設置等に関する条例
Ｈ２２．３．２５上尾市路上喫煙の防止に関する条例
Ｈ２２．３．２５上尾市一般廃棄物処理施設建設基金条例
Ｈ２２．６．３０上尾市人と動物との調和のとれた共生に関する条例

Ｓ６２．３．２４草加市みどりの条例Ｓ４７．９．３０草加市廃棄物の処理及び再利用に関する条例Ｈ１２．３．２８草加市環境基本条例草 加 市
Ｓ５１．７．１草加市あき地の環境保全に関する条例Ｈ１２．３草加市環境基本計画
Ｈ１６．９．１７草加市公害を防止し市民の環境を確保する条例Ｈ１７．３改定
Ｈ１８．３．２４草加市ポイ捨て及び飼い犬のふんの放置の防止に関する条

例
Ｈ２２．３改定

Ｈ５．３．２４越谷市廃棄物の処理及び再利用に関する条例Ｈ１２．３．３１越谷市環境条例越 谷 市
Ｈ１２．３．３１越谷市まちをきれいにする条例Ｓ５８．３越谷市環境管理計画
Ｈ１９．１２．２５越谷市路上喫煙の防止に関する条例Ｈ２３．１２改定
Ｈ１０．６．２３蕨市さわやか環境条例Ｈ１３．３．３０蕨市環境基本条例蕨 市
Ｈ１９．３．２６蕨市路上喫煙の防止等に関する条例Ｈ１５．３蕨市環境基本計画

Ｓ４９．７．１戸田市緑化推進条例Ｓ４９．１２．２９
Ｓ６０．９．２７
Ｈ１２．３．２８
Ｈ１９．１２．１４
Ｈ２１．１２．２１

戸田市あき地の環境保全に関する条例
戸田市自転車放置防止条例
戸田市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例
戸田市ポイ捨て等及び歩行喫煙をなくす条例
戸田市地球温暖化対策条例

Ｈ１２．３．２８戸田市環境基本条例戸 田 市
Ｈ１４．３戸田市環境基本計画
Ｈ１９．３改訂

Ｓ６０．１２．２５入間市樹林等の保護及び
緑化推進に関する条例

Ｓ４５．３．２８入間市空閑地の環境保全に関する条例Ｈ１０．９．３０入間市環境基本条例入 間 市
Ｈ１４．６．２８
Ｈ１６．６．２９

入間市土砂等による土地の埋め立て等の規制に関する条例
入間市産業廃棄物の処理施設の設置等に係る周辺環境の保
全に関する条例

Ｈ１２．３．２１
Ｈ２１．３

入間市環境基本計画
第二次入間市環境基本計画

Ｓ６４．１．６
Ｈ１４．３．２２

朝霞市緑化推進条例
朝霞市みどりの基金条例

Ｓ４４．１２．２５
Ｓ６２．１．７
Ｈ１０．１２．２４
Ｈ１２．３．２１
Ｈ１８．３．２８

朝霞市あき地の環境保全に関する条例
朝霞市自転車等放置防止条例
朝霞市廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例
朝霞市ポイ捨ての防止に関する条例
朝霞市路上喫煙の防止に関する条例

Ｈ８．９．３０朝霞市住み良い環境づくり
基本条例

朝 霞 市

Ｈ１４．３朝霞市環境基本計画
Ｈ２４．３第２次朝霞市環境基本計画

Ｓ５１．３．２３
Ｈ１３．１０．１

志木市みどりの条例
志木市自然再生条例

Ｓ４５．９．２１志木市あき地の環境保全に関する条例Ｈ１５．１２．２４志木市環境基本条例志 木 市
Ｈ１１．３．３志木市廃棄物の減量化、再生利用及び適正処理等に関する

条例
Ｈ１１．３
Ｈ２１．３

志木市環境基本計画
第二期志木市環境基本計画

Ｈ１１．１２．２２志木市ポイ捨て防止に関する条例
Ｈ１８．３．２４志木市路上喫煙防止条例
Ｈ２３．３．２２志木市ペット霊園の設置の許可等に関する条例

Ｓ４９．３．２５和光市緑の保護及び緑地
保全に関する条例

Ｓ４８．６．３０
Ｈ１０．１２．２４
Ｈ１３．１２．２７

Ｈ１８．３．２０
Ｈ１８．３．２０
Ｈ１８．６．１５

和光市あき地の環境保全に関する条例
和光市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例
和光市空き缶等のポイ捨て及び飼い犬のふんの放置の防止
に関する条例
和光市路上喫煙の防止に関する条例
和光市墓地等の経営の許可等に関する条例
和光市土砂等のたい積の規制に関する条例

Ｈ１５．３．２５和光市環境基本条例和 光 市
Ｈ１５．５和光市環境基本計画
Ｈ２０．３和光市環境基本計画（改訂

版）
Ｈ２３．３第二次和光市環境基本計画
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１

自然環境の保全に係るもの公害防止・生活環境保全に係るもの環境保全の基本的姿勢や方向を示すもの
市町村名

制定時期条例名称制定時期条例名称
制定時期
策定時期

（上段）条例名称
（下段）計画名称

Ｈ３．３．２９新座市みどりのまちづく
り条例

Ｓ４６．１２．２３
Ｈ８．３．２９
Ｈ１１．３．２９
Ｈ１３．３．３０
Ｈ１５．３．３１
Ｈ１５．９．３０
Ｈ１８．３．２８

新座市あき地の環境保全に関する条例
新座市飼い犬ふん害等防止条例
新座市ダイオキシン類規制条例
新座市ポイ捨ての防止に関する条例
新座市土砂等のたい積の規制に関する条例
新座市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例
新座市路上喫煙の防止に関する条例

Ｈ９．１２．２５新座市環境基本条例新 座 市
Ｈ１２．３．３１新座市環境基本計画
Ｈ１９．１１．３０新座市環境基本計画（見直

し）
Ｈ２３．３．３１第２次新座市環境基本計画

Ｈ４．４．１桶川市みどりの保全及び
推進に関する条例

Ｓ４７．１１．１桶川市あき地の環境保全に関する条例Ｈ１２．３桶川市環境基本計画桶 川 市
Ｈ１６．１０．１桶川市土砂等のたい積の規制に関する条例Ｈ２４．３改定
Ｈ２０．４．１桶川市路上喫煙の防止に関する条例

Ｈ２２．３．２３久喜市街路樹等の管理及
び選定に関する条例

Ｈ２２．３．２３
Ｈ２２．３．２３
Ｈ２２．３．２３

Ｈ２２．３．２３

Ｈ２３．１０．５

久喜市空き地の環境保全に関する条例
久喜市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例
久喜市空き缶等のポイ捨て及び飼い犬のふんの放置の防止
に関する条例
久喜市放置自動車の発生の防止及び適正な処理に関する条
例
久喜市路上喫煙の防止に関する条例

久 喜 市

Ｈ２２．３．２３久喜市自然環境の保全に
関する条例

Ｓ４７．６．２３
Ｓ４９．６．２０
Ｈ１７．６．３０
Ｈ１８．３．３１
Ｈ１８．３．３１

北本市廃棄物の処理及び清掃に関する条例
北本市空き地環境保全に関する条例
北本市土砂等のたい積の規制に関する条例
北本市墓地等の経営の許可等に関する条例
北本市ペット霊園の設置等に関する条例

Ｈ１０．６．２６北本市環境基本条例北 本 市
Ｈ１２．３北本市環境基本計画
Ｈ２０．３北本市環境基本計画＜改訂

版＞

Ｈ２１．３．２３八潮市緑の基金条例Ｓ４５．３．１４あき地等に繁茂した雑草類の除去に関する条例Ｈ１９．１２．１９八潮市環境基本条例八 潮 市
Ｓ４９．１２．２４八潮市公害防止条例Ｈ２１．４．１八潮市環境基本計画
Ｈ５．６．１７八潮市廃棄物の処理及び再生利用に関する条例
Ｈ７．３．２４八潮市放置自転車の発生の防止及び適正な処理に関する条

例
Ｈ１４．９．２５八潮市ペット霊園の設置等に関する条例
Ｈ１６．９．２８八潮市空き缶等のポイ捨て及び飼い犬のふんの放置の防止

に関する条例
Ｈ１６．１２．２４八潮市土砂等のたい積及び投棄の規制に関する条例
Ｈ１８．３．２２八潮市墓地等の経営の許可等に関する条例
Ｈ１９．３．２３八潮市屋外広告物条例
Ｈ２１．８．１２八潮市路上喫煙防止条例

Ｓ５６．１０．８みどりの保護及び緑化の
推進に関する条例

Ｓ４９．１２．２６富士見市あき地等環境保全条例Ｈ１３．１２．１５富士見市環境基本条例富 士 見 市
Ｈ１９．６．２５富士見市をきれいにする条例Ｈ１５．３

Ｈ２０．３．３１
富士見市環境基本計画

Ｓ６３．３．１６
Ｈ４．３．２１

三郷市みどりの条例
三郷市みどりの基金条例

Ｓ４８．９．２９三郷市あき地の環境保全に関する条例Ｈ１３．６．１５三郷市環境基本条例三 郷 市
Ｓ５０．６．１８三郷市公害防止条例Ｈ１８．３三郷市環境基本計画
Ｓ５８．６．１６三郷市自転車等の放置の防止に関する条例
Ｓ６０．１２．１６三郷市ラブホテルの建築規則に関する条例
Ｈ９．３．２１三郷市空き缶等の散乱防止に関する条例
Ｈ１７．３．２９三郷市墓地等の経営の許可に関する条例
Ｈ１７．６．１６三郷市土砂のたい積の規制に関する条例
Ｈ２１．３．２３三郷市廃棄物の処理及び再利用並びに資源物の持ち去り防

止に関する条例
Ｓ４６．２．１５蓮田市空閑地の環境保全に関する条例Ｈ１３．３．２７蓮田市環境基本条例蓮 田 市
Ｈ１４．９．３０蓮田市環境保全条例Ｈ１５．３蓮田市環境基本計画
Ｈ１７．３．２９蓮田市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例
Ｈ９．１２．１８坂戸市環境保全条例Ｈ１４．３．２７坂戸市環境基本条例坂 戸 市
Ｈ１３．３．３０坂戸市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例Ｈ１５．１２坂戸市環境基本計画

Ｈ２０．２坂戸市環境基本計画（中間
年次改訂版）

Ｓ５１．１０．１３幸手市あき地の環境保全に関する条例Ｈ１７．１２．２７幸手市環境基本条例幸 手 市
Ｈ１６．３．２２幸手市土砂等のたい積の規制に関する条例Ｈ１６．１２幸手市環境基本計画
Ｈ２１．３．１９幸手市自転車等の放置防止に関する条例
Ｈ２１．１２．１８幸手市産業廃棄物処理施設の設置等に係る紛争の予防及び

調整に関する条例
Ｈ２２．３．２３幸手市墓地等の経営の許可等に関する条例

Ｈ２１．３．２６鶴ヶ島市水土里の基金条
例

Ｈ１１．１２．２２鶴ヶ島市の環境を保全する条例Ｈ１１．１２．２２美しく住みよい鶴ヶ島市の
環境づくりの基本を定める
条例

鶴 ヶ 島 市

Ｈ１５．１鶴ヶ島市環境基本計画
Ｈ４．３．１９日高市緑の基金条例Ｓ４８．３．２７日高市空き地の環境保全に関する条例Ｈ２２．４．１日高市環境基本条例日 高 市

Ｈ９．９．３０日高市環境保全条例
Ｈ４．３．２４吉川市みどりの条例Ｈ１０．３．２３吉川市環境保全条例Ｈ１２．３．９吉川市環境保全指針吉 川 市
Ｈ１７．１０．１
Ｈ２３．３．２３

ふじみ野市みどりの条例
ふじみ野市緑の基金条例

Ｈ１７．１０．１ふじみ野市空き地の環境保全に関する条例Ｈ１９．３．２２ふじみ野市環境基本条例ふじみ野市
Ｈ２０．１２．１９
Ｈ２３．３．２３

ふじみ野市廃棄物の処理及び再利用に関する条例
ふじみ野市路上喫煙の防止及びまちをきれいにする条例

Ｈ２０．３ふじみ野市環境基本計画行
動計画
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自然環境の保全に係るもの公害防止・生活環境保全に係るもの環境保全の基本的姿勢や方向を示すもの
市町村名

制定時期条例名称制定時期条例名称
制定時期
策定時期

（上段）条例名称
（下段）計画名称

Ｓ４７．３．２５白岡市空き地等の環境保全に関する条例Ｈ２２．９．２９白岡市環境基本条例白 岡 市
Ｈ２３．３白岡市環境基本計画

Ｈ１１．３．３１伊奈町緑の保全及び緑化
の推進に関する条例

Ｓ４７．１．１０伊奈町あき地の環境保全に関する条例Ｈ１２．１２．２７伊奈町環境基本条例伊 奈 町
Ｈ１５．３伊奈町環境基本計画

Ｈ２．３．２０三芳町みどりの保護育成
及び活用に関する条例

Ｈ１１．３．１８三芳町ダイオキシン類排出抑制に関する条例Ｈ１５．３三芳町環境基本計画三 芳 町

Ｈ８．４．２毛呂山町環境保全条例毛 呂 山 町
Ｈ１９．１２．１２毛呂山町土地の埋立て等の規制に関する条例
Ｈ１６．６．１０越生町環境保全条例越 生 町
Ｈ１６．６．１０越生町土砂のたい積の規制に関する条例
Ｓ４４．９．３０滑川町公災害防止条例滑 川 町
Ｈ１６．９．１０滑川町土砂等による土地の埋立て等及び不法投棄の規制に

関する条例
Ｈ１５．３．７滑川町の環境をよくする条例

Ｈ２．６．２５嵐山町の緑を豊かにする
条例

Ｈ７．３．１７
Ｈ１８．３．９
Ｈ２３．６．１０

嵐山町環境保全条例
嵐山町土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例
緑と清流・オオムラサキが舞う嵐山町ストップ温暖化条例

Ｈ２３．６．１０嵐山町環境基本条例嵐 山 町

Ｈ１９．４．１嵐山町里地里山づくり条
例

Ｈ１６．１２．１７小川町環境保全条例Ｈ１４．１０小川町環境基本計画小 川 町
Ｓ４８．６．１２川島町公害防止条例川 島 町
Ｓ５８．１２．２３川島町あき地等の環境保全に関する条例
Ｈ７．９．２５川島町土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例
Ｈ１８．３．２２川島町産業廃棄物処理施設の設置等に係る周辺環境の保全

に関する条例
Ｓ５１．１０．６吉見町あき地の環境保全に関する条例Ｈ２３．４．１吉見町環境基本条例吉 見 町
Ｈ６．３．１０吉見町土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例Ｈ２３．４．１吉見町環境基本計画
Ｈ５．１２．１５鳩山町環境保全条例鳩 山 町
Ｈ１５．１２．１８鳩山町土砂のたい積の規制に関する条例
Ｈ１８．２．１ときがわ町環境保全条例Ｈ１９．３．１５ときがわ町環境基本条例ときがわ町

Ｈ２０．３ときがわ町環境基本計画
Ｈ２０．１２．１１横瀬町みどりの基金条例Ｈ３．１２．１８横瀬町土砂等による土地の埋立等の規制に関する条例Ｈ２２．１２．１０横瀬町環境基本条例横 瀬 町

Ｈ３．１２．１７皆野町土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例Ｈ２２．１２．２１皆野町環境基本条例皆 野 町
Ｓ５７．１０．３長�町環境美化の促進に関する条例Ｈ２２．１２．２０長�町環境基本条例長 � 町
Ｈ１７．１０．１小鹿野町廃棄物の処理及び清掃に関する条例Ｈ１７．１０．１小鹿野町生活環境保全条例小 鹿 野 町
Ｈ１７．１０．１小鹿野町土砂等による土地の埋め立て等の規制に関する条

例
Ｈ１７．１０．１小鹿野町浄化槽設置及び管理等に関する条例
Ｈ１．５．１東秩父村埋土及び盛土等規制条例東 秩 父 村
Ｈ１６．３．２４美里町土砂のたい積の規制に関する条例Ｈ１３．４．１美里町環境基本条例美 里 町
Ｈ１７．３．２４美里町産業廃棄物処理施設の設置等の紛争予防条例Ｈ１４．８美里町環境基本計画
Ｈ２２．１０．１美里町環境保全条例
Ｈ１８．１．１神川町廃棄物の処理及び清掃に関する条例Ｈ１８．１．１神川町環境基本条例神 川 町
Ｈ１８．１．１神川町産業廃棄物処理施設の設置等の紛争予防等に関する

条例
Ｈ１９．１．１７
Ｈ２３．４．１

神川町環境基本計画

Ｈ１１．１２．１０上里町廃棄物の処理及び清掃に関する条例Ｈ１２．９．１３上里町環境基本条例上 里 町
Ｈ１５．１．２２上里町産業廃棄物処理施設の設置等の紛争予防条例Ｈ１５．３．３１上里町環境基本計画
Ｈ１０．６．２６寄居町廃棄物の減量及び処理に関する条例Ｈ１４．１２．２４寄居町環境基本条例寄 居 町
Ｈ１４．１２．２４寄居町廃棄物処理施設の適正化に関する条例Ｈ１７．３寄居町環境基本計画
Ｓ６２．３．１８宮代町あき地環境保全条例Ｈ１３．３宮代町環境基本計画宮 代 町
Ｈ１５．３．２７宮代町土砂のたい積の規制に関する条例
Ｈ１８．６．１２宮代町きれいなまちづくり条例
Ｈ１９．３．１９宮代町自転車等の放置の防止に関する条例
Ｓ４６．１２．２０杉戸町あき地の環境保全に関する条例Ｈ１５．３．２８杉戸町環境基本条例杉 戸 町
Ｓ５０．１０．１杉戸町廃棄物の処理及び清掃に関する条例Ｈ１５．３杉戸町環境基本計画
Ｓ６２．３．１９
Ｈ１３．１２．２１
Ｈ１４．３．２９

杉戸町自転車の放置防止に関する条例
杉戸町土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例
杉戸町墓地、埋葬等に関する条例

Ｈ２０．３杉戸町環境基本計画（第２
期実施計画書）

Ｈ１２．３．１５松伏町環境保全条例松 伏 町
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１
市町村長 事業者 住民等 知　事 

（３）条例による環境影響評価手続フロー
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２ 大気関係

（１）ばい煙発生施設設置状況

埼玉県生活環境保全条例（指定ばい煙）大気汚染防止法（ばい煙）
計市県施　設　の　種　類項番号計市県施　設　の　種　類項番号

３５０３５焙焼炉及び焼結炉１
２,２３６９４４１,２９２ボイラー（小型ボイラーを除く）１ ２,３２７６１９１,７０８小型ボイラー
１０１ガス発生炉及び加熱炉２

３２５２７金属溶解炉
（精錬又は鋳造用）２

１０１焙焼炉及び焼結炉等３
２３０６４１６６金属溶解炉５
１５１２１１３０金属加熱炉６

０００焼成炉
（釉薬瓦製造用）３

４０４石油加熱炉７
７０７セメント焼成炉

９ ６０６窯業用溶融炉

０００溶解炉
（銅・鉛・亜鉛の精錬用）４

２０１１９その他の焼成炉
３９１３８反応炉及び直火炉１０
５３１６３７骨材乾燥炉１１

１０１溶解炉
（鉛の第二次精錬用等）５

１２５１６１０９その他の乾燥炉
５２３製鋼用等の電気炉１２

２６０７９１８１廃棄物焼却炉１３

２７１０１７溶解炉
（アルミニウムの二次精錬用）６

５３２銅・亜鉛等精錬用溶解炉１４
２０２塩化水素反応施設１９
０００複合肥料反応施設２１

７１１９５２焼却能力
１００㎏／時以上廃　

棄　
物　
焼　
却　
炉

７

３０３複合肥料等溶解炉
１０３７鉛精錬用溶解炉２４
１７０１７鉛蓄電池製造用溶解炉２５

２９９８０２１９
焼却能力
１００㎏／時未満
３０㎏／時以上

２７９１８ガスタービン（常用）２９ ３５７１９３１６４ガスタービン（非常用）
１４２２９１１３ディーゼル機関（常用）３０

１,０６０３５２７０８焼却能力
３０㎏／時未満

１,０４５４９８５４７ディーゼル機関（非常用）
１１９５６６３ガス機関（常用）３１ ６３３ガス機関（非常用）
０００ガソリン機関（常用）３２

１,５２５４６６１,０５９施　設　数　計７,１９８２,５５７４,６４１施　設　数　計
１,４２８４４４９８４（届出事業所数）３,０８２１,２３３１,８４９（届出事業所数）

規制対象施設数合計　８,７２３
（規制対象事業所数　　４,０４９）

（Ｈ２４.３.３１現在）

（Ｈ２４.３.３１現在）（２）粉じん発生施設設置状況

埼玉県生活環境保全条例（指定粉じん）大気汚染防止法（一般粉じん）
計市県施　設　の　種　類項番号計市県施　設　の　種　類項番号
１２０２８９２たい積場１

０００コークス炉１
１,６３７３１２１,３２５コンベア２

１０１１２８９
破砕機、摩砕機
（鉱物、岩石、セメント）

３２７３６５２０８たい積場２

６３１９４４破砕機（コンクリート）４
８７８１２１７５７ベルトコンベア３

２４０２４分級機５
１１４２５８９ふるい６

１７９１８１６１破砕機及び摩砕機４
７０７クリンカクーラー７

３０４５３２５１
ホッパー及び
バッチャープラント

８１２２８１１４ふるい５

２,３７０４４９１,９２１施　設　数　計１,４５２２１２１,２４０施　設　数　計
３９１１１０２８１（届出事業所数）２９１８７２０４（届出事業所数）

規制対象施設数合計　３,８２２
（規制対象事業所数 　　５０１）

※特定粉じん発生施設はありません。
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２

（Ｈ２４.３.３１現在）

大気汚染防止法
計市県施設の種類項番号

４０４
揮発性有機化合物を溶剤として
使用する化学製品の製造の用に
供する乾燥施設

１

２３１２２吹付塗装施設２
３８０３８塗装の用に供する乾燥施設３

８１１０７１

印刷回路用銅張積層板、粘着テー
プ若しくは粘着シート、はく離紙
又は包装材料の製造に係る接着
の用に供する乾燥施設

４

３８４３４接着の用に供する乾燥施設５

３６３３３オフセット輪転印刷の用に供す
る乾燥施設６

７１７６４グラビア印刷の用に供する乾燥
施設７

５０５工業の用に供する揮発性有機化
合物による洗浄施設８

０００ガソリン、原油、ナフサその他の
揮発性有機化合物の貯蔵タンク９

２９６２５２７１施設数計
規制対象事業所数　８３（県７２、市１１）

（３）指定炭化水素類発生施設設置状況

※　使用施設は事業所数を記載しています。

（Ｈ２４.３.３１現在）（４）揮発性有機化合物排出施設数 （Ｈ２４．３．３１現在）

埼玉県生活環境保全条例

計市県施設の種類項番号

７０７
貯蔵用
屋外タンク

１

２,３１４８００１,５１４
給油用
地下タンク

２

６０６
出荷用ローディ
ングアーム

３

２２７７２１５５
ドライクリーニ
ング用乾燥機

４

２,１６２６７７１,４８５製造設備５

１３２２４１０８使用施設　※６

４,８４８１,５７３３,２７５施設数計

規制対象事業所数　１,０７５（県７３１、市３４４）

（５）有害大気汚染物質規制対象事業所数

埼玉県生活環境保全条例
計市県規制対象物質項番号計市県規制対象物質項番号
４７１３３４トリクロロエチレン１０９４５アクリロニトリル１
６５１７４８ニッケル化合物１１７２５エチレンオキシド２
１０１砒素及びその化合物１２４１１３２８六価クロム化合物３
０００１,３- ブタジエン１３０００クロロエチレン４
０００ベリリウム及びその化合物１４１７６１１クロロホルム５
２２２２０ベンゼン１５４２２１,２- ジクロロエタン６
３８７３１ホルムアルデヒド１６９４２０７４ジクロロメタン７
５９１３４６マンガン及びその化合物１７０００水銀及びその化合物８

２１４１７テトラクロロエチレン９ ４２５１０３３２２合　　　　　　計

（６）埼玉県生活環境保全条例により県が定める粒子状物質排出基準

測　定　方　法
粒子状物質の量の許容限度粒 子 状 物 質 対 策

自 動 車 の 種 別
（ 車 両 総 重 量 ） 平成１８年４月１日から平成１５年１０月１日から

１０・１５モード０.０５２ｇ／km０.０８ｇ／km１,７００キログラム以下

１０・１５モード０.０６ｇ／km０.０９ｇ／km１,７００キログラム超
２,５００キログラム以下

ディーゼル自動車用
１３モード０.１８ｇ／kWh０.２５ｇ／kWh２,５００キログラム超
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（７）県内の自動車保有台数及び低公害車普及割合の推移

平成２３年度平成２２年度平成２１年度平成２０年度平成１９年度項　　　目
２,６６７,３０３２,６９８,４７８２,７６３,５４６２,７９５,８７２登録自動車数
１,１９４,８９９１,０７０,６６３９７３,８８２８５３,７７６低 公 害 車 数
４４.８％３９.７％３５.２％３０.５％普 及 割 合

（８）県内の低公害車普及状況の推移

平成２３年度平成２２年度平成２１年度平成２０年度平成１９年度車　　　　種
６６６５電 気 自 動 車
３０００プラグインハイブリッド車

１,８２５１,７６８１,６３６１,４６０天 然 ガ ス 自 動 車
１１２３メ タ ノ ー ル 自 動 車

５１,９８４２８,３１７２２,７４１１８,０８８ハ イ ブ リ ッ ド 自 動 車
５３,８１９３０,０９２２４,３８５１９,５５６次 世 代 自 動 車

１,１４１,０８０１,０４０,５７１９４９,４９７８３４,２２０低 燃 費 低 排 出 ガ ス 車

１,１９４,８９９１,０７０,６６３９７３,８８２８５３,７７６合 計

（軽自動車・自動二輪を除く／関東運輸局調べ）

　ア　環境基準
（９）大気の汚染に係る環境基準及びその評価方法

（軽自動車・自動二輪を除く／関東運輸局調べ）
※低公害車＝天然ガス自動車、電気自動車（燃料電池車を含む。）、プラグインハイブリッド自動車、ハイブリッド自動車、

メタノール自動車、国土交通省が認定する低燃費かつ低排出ガス自動車

（単位：台）

※１　光化学オキシダントとは、オゾン、パーオキシアセチルナイトレート、その他の光化学反応により生成される酸化
性物質（中性ヨウ化カリウム溶液からヨウ素を遊離するものに限り、二酸化窒素を除く。）をいう。

※２　浮遊粒子状物質とは、大気中に浮遊する粒子状物質であって、その粒径が１０μｍ以下のものをいう。
※３　微小粒子状物質とは、大気中に浮遊する粒子状物質であって、粒径が２.５μｍの粒子を５０％の割合で分離できる分粒

装置を用いて、より粒径の大きい粒子を除去した後に採取される粒子をいう。
※４　平成８年１０月２５日、紫外線蛍光法が追加された。
※５　平成８年１０月２５日、オゾンを用いる化学発光法が追加された。
※６　平成８年１０月２５日、紫外線吸光法及びエチレンを用いる化学発光法が追加された。
※７　昭和５６年６月１７日、圧電天びん法とベータ線吸収法が追加された。

昭和４８年５月８日非分散型赤外分析計を用いる方法
１時間値の１日平均値が１０ppm以下
であり、かつ、１時間値の８時間平
均値が２０ppm以下であること。

一 酸 化 炭 素
（CO）

昭和４８年５月８日

中性ヨウ化カリウム溶液を用いる吸光
光度法若しくは電量法、紫外線吸収法又
はエチレンを用いる化学発光法※６

１時間値が０.０６ppm以下であるこ
と。

光化学オキシダント※１

（Ox）

濾過捕集による重量濃度測定方法又
はこの方法によって測定された重量
濃度と直線的な関係を有する量が得
られる光散乱法、圧電天びん法若し
くはベータ線吸収法※７

１時間値の１日平均値が０.１０mg／
�以下であり、かつ、１時間値が
０.２０mg／�以下であること。

浮遊粒子状物質※２

（SPM）

平成２１年９月９日

濾過捕集による質量濃度測定方法又
はこの方法によって測定された質量
濃度と等価な値が得られると認めら
れる自動測定機による方法

１年平均値が１５μg／�以下であり、
かつ、１日平均値が３５μg／�以下
であること。

微小粒子状物質※３

（PM２.５）

告示年月日測定方法環境上の条件物　　質

昭和４８年５月１６日溶液導電率法又は紫外線蛍光法※４
１時間値の１日平均値が０.０４ppm以
下であり、かつ、１時間値が０.１ppm
以下であること。

二 酸 化 硫 黄
（SO２）

昭和５３年７月１１日
ザルツマン試薬を用いる吸光光度法
又はオゾンを用いる化学発光法※５

１時間値の１日平均値が０.０４ppmか
ら０.０６ppmまでのゾーン内又はそれ
以下であること。

二 酸 化 窒 素
（NO２）
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（１１）大気汚染常時監視局・測定結果一覧（平成２３年度）
　ア　一般環境大気測定局

設　
　

置　
　

主　
　

体

微小粒子状物質浮遊粒子状物質光化学オキシダント一酸化炭素二酸化窒素二酸化硫黄

測　定　場　所測　定　局
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（適○
否×）

（μg/�）（μg/�）
（適○
否×）

（mg/�）（mg/�）
（適○
否×）

（ppm）（ppm）
（適○
否×）

（ppm）（ppm）
（適○
否×）

（ppm）（ppm）
（適○
否×）

（ppm）（ppm）

政○０.０５００.０２２×０.１３８０.０２９○０.７０.３○０.０３５０.０１８○０.００４０.００２市 役 所さいたま市役所

政○０.０５７０.０２２×０.１５００.０３０○０.０３５０.０１８根岸東児童公園さいたま市根岸

政○０.０４９０.０１９×０.１３６０.０２９○０.０３３０.０１７○０.００２０.００１駒場運動公園さいたま市駒場

政○０.０５２０.０２１×０.１３８０.０２８○０.０３５０.０１８○０.００３０.００１大 宮 小 学 校さいたま市大宮

政○０.０５９０.０２８×０.１３６０.０２８○０.０３７０.０２１宮 原 中 学 校さいたま市宮原

政○０.０５００.０１８×０.１５３０.０３０○０.０３６０.０１９春 里 中 学 校さいたま市春里

政○０.０５３０.０２４×０.１２９０.０２８○０.７０.４○０.０３４０.０１７○０.００３０.００２指 扇 小 学 校さいたま市指扇

政○０.０５３０.０２４×０.１３２０.０２９○０.０３００.０１４○０.００５０.００３片 柳 中 学 校さいたま市片柳

政○０.０５３０.０２２×０.１４５０.０２９○０.０３５０.０１７岩 槻 区 役 所さいたま市岩槻

政○０.０５２０.０２０×０.１３４０.０３０○０.０３５０.０１７○０.００３０.００１城 南 中 学 校さいたま市城南

県○０.０５４０.０２３×０.１４３０.０３１○０.０３４０.０１６衛 生 研 究 所衛 生 研 究 所

政○０.０５４０.０１９×０.１３４０.０３０○０.０３００.０１６○０.００２０.００１市 所 有 地川 越 市 川 越

政○０.０５４０.０２１×０.１４１０.０３１○０.０３２０.０１６○０.００２０.００１歌声の杜公園川 越 市 高 階

　イ　環境基準の評価方法（要約）

（１０）環境基準達成状況

評　　　価　　　方　　　法物　　　質

１年間の測定を通じて得られた１日平均値のうち高い方から数えて２％の
範囲にある測定値を除外した後の最高値を環境基準と比較して評価を行
う。ただし、環境基準を超える日が２日以上連続した場合には、非達成と
評価する。

長 期 的 評 価
（１日平均値の２％除外値）

二 酸 化 硫 黄
一 酸 化 炭 素
浮 遊 粒 子 状 物 質

１年間の測定を通じて得られた１日平均値のうち、低い方から数えて９８％
目に当たる値を環境基準と比較して評価を行う。

長 期 的 評 価
（９８％値評価）

二 酸 化 窒 素

長期基準（１年平均値）に関する評価は、測定結果の１年平均値を長期基
準と比較する。短期基準（１日平均値）に関する評価は、１年間の測定を
通じて得られた１日平均値のうち、低い方から数えて９８％目に当たる値を
短期基準と比較する。長期基準と短期基準の両方を満足した局について、
環境基準が達成されたと評価する。

長 期 的 評 価微 小 粒 子 状 物 質

連続して又は随時に行った測定結果により、測定を行った日又は時間につ
いて環境基準と比較して評価を行う。なお、１日平均値の評価に当たって
は、１時間値の欠測（異常値を含む）が１日（２４時間）のうち４時間を超
える場合には評価の対象としない。

短 期 的 評 価

二 酸 化 硫 黄
一 酸 化 炭 素
光化学オキシダント
浮 遊 粒 子 状 物 質

（注）この環境白書では、二酸化硫黄、一酸化炭素及び浮遊粒子状物質については長期的評価で記述している。

達成率（％）非達成局数達成局数有効局数測定局物質
１００.００３３３３一般環境大気測定局

二 酸 化 硫 黄
１００.００５５自動車排ガス測定局
１００.００５６５６一般環境大気測定局

二 酸 化 窒 素
１００.００２７２７自動車排ガス測定局
１００.００６６一般環境大気測定局

一 酸 化 炭 素
１００.００１０１０自動車排ガス測定局
０.０５６０５６一般環境大気測定局光化学オキシダント

１００.００５６５６一般環境大気測定局
浮 遊 粒 子 状 物 質

９５.８１２３２４自動車排ガス測定局
０.０３０３一般環境大気測定局

微 小 粒 子 状 物 質
０.０３０３自動車排ガス測定局

（注）有効局とは、年間の測定時間が６,０００時間以上、微小粒子状物質については有効測定日数が２５０日以上の測定局をいう。

（平成２３年度）
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県○０.０５８０.０２４×０.１４３０.０３２○０.０２６０.０１３芦 山 公 園坂 戸

県×４７.６１８.４○０.０６２０.０３０×０.１４１０.０３１○０.０３００.０１４○０.００２０.００１市 所 有 地幸 手

県○０.０４９０.０２０×０.１３６０.０３１○０.０２２０.０１１○０.００１０.００１高麗川南公民館日 高

県○０.０５００.０２５×０.１３２０.０３２○０.０１９０.０１０○０.００２０.００１福 祉 会 館毛 呂 山

県○０.０４７０.０２０×０.１５５０.０３３○０.０１８０.００８小川高等学校小 川

県○０.０４２０.０１７×０.１２３０.０３９○０.３０.２○０.００９０.００３○０.００１０.０００堂 平 山東 秩 父

県○０.０４４０.０１７×０.１４８０.０３４○０.０１５０.００７○０.００２０.００１寄 居 小 学 校寄 居

設　
　

置　
　

主　
　

体

微小粒子状物質浮遊粒子状物質光化学オキシダント一酸化炭素二酸化窒素二酸化硫黄

測　定　場　所測　定　局
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（適○
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（μg/�）（μg/�）
（適○
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（mg/�）（mg/�）
（適○
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（ppm）（ppm）
（適○
否×）

（ppm）（ppm）
（適○
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（ppm）（ppm）
（適○
否×）

（ppm）（ppm）

政○０.０５１０.０２１×０.１３２０.０３０○０.０３１０.０１７○０.００２０.００１伊勢原第５緑地川越市霞ヶ関

県○０.０５４０.０２２×０.１５４０.０３２○０.６０.３○０.０２７０.０１３○０.００２０.００１市 役 所熊 谷

県○０.０５６０.０２４×０.１３００.０３２○０.０２８０.０１５妻沼中央公民館熊 谷 妻 沼 東

政○０.０４９０.０２０○０.０３９０.０１９西 中 学 校川口市横曽根

政○０.０４８０.０１９×０.１３７０.０２７○０.０４３０.０２２○０.００５０.００３東スポーツセンター川 口 市 南 平

政○０.０４５０.０１８×０.１２９０.０２８○０.０３９０.０１８新 郷 浄 水 場川 口 市 新 郷

政○０.０４９０.０２０×０.１０００.０２７○０.０３２０.０１５樋ノ爪児童公園川 口 市 芝

県○０.０５８０.０２５×０.１４８０.０３２○０.０２７０.０１４保健センター行 田

県○０.０４６０.０１９×０.１２９０.０２８○０.０１９０.０１０○０.００２０.００１農林振興センター秩 父

政○０.０４６０.０２０×０.１２６０.０２９○０.０３７０.０１９○０.００２０.００１市 所 有 地所沢市東所沢

政○０.０４９０.０２０×０.１２２０.０３０○０.０３２０.０１６○０.００２０.００１市 所 有 地所 沢 市 北 野

政×０.１２２０.０２９所沢市民武道館所 沢 市 中 富

県○０.０４８０.０２０×０.１３１０.０３２○０.０１９０.０１０県土整備事務所飯 能

県○０.０５８０.０２４×０.１３８０.０３２○０.０２８０.０１４礼 羽 小 学 校加 須

県○０.０４７０.０２２×０.１４２０.０３２○０.０３００.０１５○０.００３０.００１環境科学国際センター環境科学国際Ｃ

県○０.０５５０.０２３×０.１３４０.０３２○０.０２５０.０１３○０.００２０.００１本庄東中学校本 庄

県○０.０４７０.０２０×０.１３８０.０３５○０.０１７０.００９児玉児童公園本 庄 児 玉

県○０.０５１０.０２０×０.１４７０.０３２○０.０２８０.０１５五領町近隣公園東 松 山

県○０.０５８０.０２３×０.１５９０.０３１○０.０３４０.０１６○０.００３０.００１谷原第１公園春 日 部

県○０.０６２０.０２５×０.１３３０.０３０○０.０２９０.０１６堀 兼 公 民 館狭 山

県○０.０６２０.０３１×０.１３６０.０３３○０.０２８０.０１３○０.００３０.００１中 央 公 園羽 生

県×３９.３１５.０○０.０６４０.０２６×０.１５００.０３３○０.０２７０.０１４○０.００７０.００３市 役 所鴻 巣

県○０.０５５０.０２１×０.１３９０.０３５○０.０２３０.０１２桜ヶ丘小学校深 谷

県○０.０５７０.０２７×０.１４９０.０３３○０.０２８０.０１４○０.００３０.００１浅間台大公園上 尾

市○０.０５００.０２２×０.１５００.０３０○０.４０.２○０.０４１０.０２０○０.００４０.００１草 加 保 健 所草 加 市 西 町

政○０.０５４０.０２２×０.１５１０.０２８○０.０３８０.０１９○０.００４０.００１東越谷第二公園越谷市東越谷

県○０.０５８０.０２７×０.１５４０.０３０○０.０４２０.０２１○０.００３０.００１旧川口保健所戸田・蕨分室戸 田 ・ 蕨

市○０.０５００.０２２×０.１４００.０２９○０.７０.３○０.０３７０.０１８○０.００３０.００１市 所 有 地戸 田 市 中 町

県○０.０５００.０２１×０.１３１０.０３１○０.０２７０.０１４○０.００２０.００１富 士 見 公 園入 間

県○０.０５９０.０２３×０.１２２０.０２８○０.０３８０.０２０鳩ヶ谷中学校鳩 ヶ 谷

県○０.０５９０.０２３×０.１２７０.０２８○０.０３９０.０２２第 四 小 学 校和 光

県○０.０５８０.０２４×０.１２３０.０２７○０.０３８０.０２０○０.００２０.０００水道管理センター新 座

県○０.０５３０.０２２×０.１４８０.０３１○０.０３５０.０１７久喜南中学校久 喜

県×４１.４１６.０○０.０５３０.０２６×０.１２２０.０２６○０.０４３０.０２１○０.００３０.００１市 水 道 部八 潮

県○０.０５００.０２１×０.１２７０.０２８○０.０３２０.０１６市 役 所富 士 見

県○０.０５７０.０２３×０.１３７０.０２５○０.０４１０.０２１○０.００３０.００１早稲田小学校三 郷

県○０.０５９０.０２３×０.１５４０.０２８○０.０３６０.０２０蓮田中央小学校蓮 田
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　イ　自動車排出ガス測定局

設
置
主
体

微小粒子状物質浮遊粒子状物質一酸化炭素二酸化窒素二酸化硫黄

測　定　場　所測　定　局
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（適○
否×）

（μg/�）（μg/�）
（適○
否×）

（mg/�）（mg/�）
（適○
否×）

（ppm）（ppm）
（適○
否×）

（ppm）（ppm）
（適○
否×）

（ppm）（ppm）

政○０.０６４０.０２８○０.０４６０.０２６○０.００２０.００１国道１７号新大宮バイパスさいたま市曲本自排

政○０.０５４０.０２８○０.９０.５○０.０４５０.０２６東京外環自動車道さいたま市辻自排

政×５０.９１９.３○０.０５８０.０２６○０.８０.４○０.０４８０.０２８国道１７号新大宮バイパスさいたま市三橋自排

政○０.０５５０.０２１○０.０３５０.０２０県道さいたま菖蒲線さいたま市大和田自排

政○０.０５１０.０２０○０.０４２０.０２５国道１７号新大宮バイパスさいたま市与野公園自排

政○０.０５４０.０２１○０.０４３０.０２５東北縦貫自動車道さいたま市西原自排

政○０.０４９０.０２１○０.６０.３○０.０４１０.０２４国 道 １ ６ 号川 越 市 仙 波

県○０.０５８０.０２５○０.７０.４○０.０４００.０２５○０.００２０.００１国道１７号熊谷バイパス熊 谷 肥 塚 自 排

政○０.０５７０.０２３○０.０４７０.０２８県 道 足 立 川 口 線川 口 市 安 行

政○０.０５８０.０２４○０.７０.４○０.０４５０.０２５東京外環自動車道川 口 市 神 根

政○０.０４９０.０２０○０.０３３０.０１９国 道 ４ ６ ３ 号所 沢 市 航 空 公 園

政○０.０５７０.０２２○０.９０.６○０.０３６０.０２０国 道 ４ ６ ３ 号所 沢 市 和 ヶ 原

県○０.０３２０.０１９国 道 ４ ０ ７ 号東 松 山 岩 鼻 自 排

県○０.０５９０.０２５○０.０４４０.０２４国 道 １ ６ 号春 日 部 増 戸 自 排

県×３９.４１５.８○０.０６１０.０２８○０.０３７０.０２３○０.００２０.００１国 道 １ ７ 号鴻 巣 天 神 自 排

県○０.０２８０.０１５国 道 １ ７ 号深 谷 原 郷 自 排

市○０.０５７０.０２４○０.０４９０.０２５○０.００５０.００３国道４号草加バイパス草 加 市 花 栗 自 排

市○０.０５９０.０２３○０.０４５０.０２７東京外環自動車道草 加 市 原 町 自 排

県×４６.７１９.４○０.０５５０.０２５○１.００.６○０.０５４０.０３４○０.００３０.００１国道１７号新大宮バイパス戸 田 美 女 木 自 排

市○０.０５６０.０２４○０.９０.５○０.０５２０.０３３国道１７号新大宮バイパス戸 田 市 早 瀬

国－（３１.７）（１３.３）○０.０４７０.０２５○０.６０.４○０.０３５０.０２３国 道 １ ６ 号国 設 入 間 自 排※

県○０.０５７０.０２５○０.０５００.０２９国 道 １ ２ ２ 号鳩ヶ谷三ツ和自排

県○０.０５９０.０２３○０.９０.６○０.０５３０.０３２国 道 ２ ５ ４ 号朝 霞 幸 町 自 排

県○０.０５９０.０２５○０.０３８０.０２３東京外環自動車道和 光 新 倉 自 排

県×０.０６２０.０２７○０.０４７０.０２８県道さいたま栗橋線久 喜 本 町 自 排

県○０.０５３０.０２２○０.０３３０.０１９首都圏中央連絡自動車道鶴 ヶ 島 自 排

県○０.０３２０.０２０国 道 １ ４ ０ 号寄 居 桜 沢 自 排

注）　※国設入間自排局は、国が設置し、県が管理する測定局です。
（　）を付した国設入間自排局の微小粒子状物質については、標準測定法と等価性を有すると評価された機種で測定されたものではないため
参考値扱いとしました。
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（１２）各物質の年平均値の推移
　ア　 二酸化硫黄の濃度の推移

　イ　 二酸化窒素の濃度の推移

　ウ　 一酸化炭素の濃度の推移

０ 

０.００２ 

０.００４ 

０.００６ 

０.００８ 

２３ ２２ ２１ ２０ １９ １８ １７ １６ １５ 平成１４ 

年
平
均
値（
p
p
m
） 

（年度） 

一般環境大気測定局（３７有効測定局） 

自動車排出ガス測定局（５有効測定局） 

０.００４ 

０.００３ 

０.００３ ０.００３ 

０.００３ ０.００３ 

０.００２ ０.００２ 

０.００２ 

０.００２ 

０.００２ ０.００２ ０.００２ 

０.００１ ０.００１ ０.００１ 

０.００１ ０.００１ 

０.００１ ０.００１ 

０ 

０.０１ 

０.０２ 

０.０３ 

０.０４ 

０.０５ 

２３ ２２ ２１ ２０ １９ １８ １７ １６ １５ 平成１４ 

年
平
均
値（
p
p
m
） 

（年度） 

一般環境大気測定局（５５有効測定局） 

自動車排出ガス測定局（２４有効測定局） 

０.０３１ ０.０３１ 

０.０２２ ０.０２２ 

０.０３０ ０.０３０ 

０.０２１ ０.０２１ 

０.０２９ 

０.０２０ 

０.０２８ 
０.０２６ ０.０２６ 

０.０１９ 
０.０１７ ０.０１７ 

０.０２５ ０.０２４ 

０.０１６ ０.０１６ 

０ 

０.４ 

０.８ 

１.２ 

２３ ２２ ２１ ２０ １９ １８ １７ １６ １５ 平成１４ 

年
平
均
値（
p
p
m
） 

（年度） 

一般環境大気測定局（６有効測定局） 

自動車排出ガス測定局（８有効測定局） 

０.７ ０.７ 

０.６ ０.６ ０.６ 

０.５ ０.５ ０.５ ０.５ ０.５ 

０.５ ０.５ 

０.４ ０.４ ０.４ ０.４ ０.４ 

０.３ ０.３ ０.３ 
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２

　エ　光化学オキシダントの濃度の推移

　オ　浮遊粒子状物質の濃度の推移

　カ　非メタン炭化水素濃度の推移

０ 

０.０１ 

０.０２ 

０.０３ 

０.０４ 

２３ ２２ ２１ ２０ １９ １８ １７ １６ １５ 平成１４ 

年
平
均
値（
p
p
m
） 

（年度） 

一般環境大気測定局（５４有効測定局） 

０.０２７ ０.０２８ ０.０２８ ０.０２９ ０.０２９ 

０.０３２ ０.０３２ ０.０３２ 
０.０３４ 

０.０３０ 

０ 

０.０２ 

０.０４ 

０.０６ 

０.０８ 

２３ ２２ ２１ ２０ １９ １８ １７ １６ １５ 平成１４ 

年
平
均
値（
取
／
弱
） 

（年度） 

一般環境大気測定局（５５有効測定局） 

自動車排出ガス測定局（１８有効測定局） 

０.０４１ ０.０３９ ０.０３６ ０.０３６ 
０.０３３ 

０.０２８ ０.０２７ ０.０２６ ０.０２４ ０.０２４ 
０.０３６ 

０.０３３ ０.０３２ ０.０３２ 
０.０３０ 

０.０２７ ０.０２５ ０.０２４ ０.０２２ ０.０２２ 

０ 

０.１ 

０.２ 

０.３ 

０.４ 

０.５ 

２３ ２２ ２１ ２０ １９ １８ １７ １６ １５ 平成１４ 

年
平
均
値（
p
p
m
C
） 

（年度） 

一般環境大気測定局（１２有効測定局） 

自動車排出ガス測定局（１５有効測定局） 

０.３４ ０.３４ ０.３３ 
０.３１ 

０.２９ ０.２９ 
０.２６ 

０.２４ 
０.２２ ０.２１ ０.２９ 

０.２６ ０.２６ 
０.２３ 

０.２１ ０.２１ ０.２ ０.２ 
０.１７ ０.１７ 
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（１３）都道府県別光化学スモッグ注意報（警報）発令日数の推移

２３２２２１２０１９１８１７１６１５１４
年

都府県

２
１１
１０

１
１４
１６
１２

１
３
６
７
６

５
５
１１

１５
１６
８

１
１０
８
５

１
１３
１４
１０

２
１８
７
１５

１４
８
２

１
１３
１１
１５

山 形 県
福 島 県
茨 城 県
栃 木 県
群 馬 県

１７
１１
９
５
２

２５
１５
２０
１０
１１

１４
３
７
４
３

１８
１２
１９
１１
４

３２
１７
１７
２０
１５

１６
１１
１７
１４
１２

２６（１）
２８
２２
７
９

２３
２８
１８
１６
５

１９
１１
８
６
５

２１
２１（２）
１９
１１
１２

埼 玉 県
千 葉 県
東 京 都
神 奈 川 県
山 梨 県

１３２

１

２

１

１
７９

２
５１

１
１
４

長 野 県
新 潟 県
福 井 県
富 山 県
静 岡 県

１

１
１

１
２

４
１１

９

３
６
４

９

４
２
６

５

２
５
１０

２
２
４
６
７

１
２
１
７
７

１
３
２
３

１

２
３
４
５

愛 知 県
三 重 県
岐 阜 県
滋 賀 県
京 都 府

４

１

３

１２
２
２

９

１３
５
１

４

７
６
１
１
６

１１
４

１
６

１７
８
３
１
８

１０
９
７

１

１０
６
５

１４
７
２

１

１１
８
５
１
３

大 阪 府
兵 庫 県
奈 良 県
和 歌 山 県
岡 山 県

１７

３

６
１

３

５
４
１

１

６
３
２
１
３

９
２
３

８
１
１

１３
３
３

１

４
１
１

１

９
４
１

広 島 県
山 口 県
徳 島 県
香 川 県
愛 媛 県

１

１
１
１

２
２
２
２

２
１

４

３
４

１
１

高 知 県
福 岡 県
佐 賀 県
長 崎 県
熊 本 県

３
１

１大 分 県
鹿 児 島 県

８２１８２１２３１４４２２０１７７１８５（１）１８９１０８１８４（２）合　 　 計

（単位：日）

（　）内は警報発令延日数（内数）

（１４）都道府県別光化学スモッグ健康被害届出人数の推移

２３２２２１２０１９１８１７１６１５１４
年

都府県

１
５８
９

３３

７

９５

２０

３

２１
２
４

９
１

３６

１３
５
１６

８８３

１４０

１１
３
３

６

２１８
８

４６６

福 島 県
茨 城 県
栃 木 県
群 馬 県
埼 玉 県

（単位：人）
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２

２３２２２１２０１９１８１７１６１５１４
年

都府県

１

１４
１８
２６５

３
９４
１４

１

４
３５２

１３
２
１９９

２４７
２７６

７１
１５９
４

１
１２
１７

２９０
４１０
１２４

６

千 葉 県
東 京 都
神 奈 川 県
新 潟 県
福 井 県

１２
２１
７３３

３２０４
７７１

３

３
２
９

３１１

静 岡 県
愛 知 県
三 重 県
岐 阜 県
京 都 府

１

４
６
６

８２
３

３２６

４１４
３８

大 阪 府
兵 庫 県
岡 山 県
広 島 県
山 口 県

８

５
３３
４
１

１０
１６８

１
５１３

２８

１徳 島 県
愛 媛 県
福 岡 県
佐 賀 県
長 崎 県

２
１
３

３熊 本 県
大 分 県
鹿 児 島 県

６９１２８９１０４００１,９１０２８９１,４９５３９３２５４１,３４７合 計

（１５）有害大気汚染物質の環境基準

ジクロロメタンテトラクロロエチレントリクロロエチレンベンゼン物質

１年平均値が０.１５mg/�
以下であること

１年平均値が０.２mg/�であること
１年平均値が０.００３mg/�
以下であること

環境上
の条件

キャニスター若しくは捕集管により採取した試料をガスクロマトグラフ質量分析計により測定する方法又は
これと同等以上の性能を有すると認められる方法

測定
方法

平成１３年４月２０日平成９年２月４日
告　示
年月日

（１６）有害大気汚染物質の環境基準達成状況（平成２３年度）

達成率（％）達成地点数測定地点数
１００２５２５ベ ン ゼ ン
１００２０２０ト リ ク ロ ロ エ チ レ ン
１００２０２０テトラクロロエチレン
１００２０２０ジ ク ロ ロ メ タ ン
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（１７）有害大気汚染物質モニタリング結果（平成２３年度）
地点数沿道地点数固定発生源周辺地点数一般環境単位環境基準測定物質名
８１.２～１.６１１.１１６０.９２～１.６

μg/�

３以下ベンゼン
３１.１～１.４１１.５１６０.５１～２.７２００以下トリクロロエチレン
３０.１８～１.２１０.２３１６０.１０～０.５５２００以下テトラクロロエチレン
３２.１～７.０１３.４１６１.６～５.８１５０以下ジクロロメタン
３０.０３６～０.０６２１０.０６４１６０.０２０～０.０８７－アクリロニトリル
３０.０１７～０.０２６１０.０２６１６０.００７２～０.０４１－塩化ビニルモノマー
３０.１６～０.１９１０.２０１６０.１０～０.２６－クロロホルム
３０.１０１０.１１１６０.０８７～０.１３－１，２－ジクロロエタン
８０.１５～０.２２１０.１２１６０.０７１～０.１３－１，３－ブタジエン
７２.２～６.１１２.５９１.５～３.１－キシレン類
７１１～２６１１８９９.５～１２－トルエン
５１.７～３.１－－１０１.４～３.０－アセトアルデヒド
５１.８～３.０－－１０１.８～２.９－ホルムアルデヒド
１０.１２－－１１０.０５８～０.１０－酸化エチレン
６０.１４～０.２３１０.１２９０.０８３～０.１７

ng/�

－ベンゾ［a］ピレン
－－１２.７１１２.８～６.４－クロム及びその化合物
－－－－１１２.０～２.６－水銀及びその化合物
－－１２.４１２２.６～６.６－ニッケル化合物
－－１０.５６１２０.６９～１.７－ヒ素及びその化合物
－－１０.０１７１１０.００７９～０.０６４－ベリリウム及びその化合物
－－１１３１１１５～２８－マンガン及びその化合物
－－１６３８６０～８６－亜鉛及びその化合物
－－１３.９８２.９～４.０－バナジウム及びその化合物
－－１０.１７８０.２５～０.３５－カドミウム及びその化合物
－－１５.６８０.０１１～１２－鉛及びその化合物

（１８）地球環境モニタリング調査結果

（ppb） （ppb） 

熊　谷　市 東秩父村 

０.０ 

０.１ 

０.２ 

０.３ 

０.４ 

０.５ 

０.６ 

０.７ 

２３ ２２ ２１ ２０ １９ １８ １７ １６ １５ H１４ 
０.０ 

０.１ 

０.２ 

０.３ 

０.４ 

０.５ 

０.６ 

０.７ 

２３ ２２ ２１ ２０ １９ １８ １７ １６ １５ H１４ 
（年度） （年度） 

フロン１１ フロン１２ フロン１１３ 四塩化炭素 １,１,１－トリクロロエタン 
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２

０.０ 

０.１ 

０.２ 

０.３ 

０.４ 

０.５ 

０.６ 

０.７ 

２３ ２２ ２１ ２０ １９ １８ １７ １６ １５ H１４ 
０.０ 

０.１ 

０.２ 

０.３ 

０.４ 

０.５ 

０.６ 

０.７ 

２３ ２２ ２１ ２０ １９ １８ １７ １６ １５ H１４ 
０.００ 

０.０２ 

０.０４ 

０.０６ 

０.０８ 

０.１０ 

０.１２ 

０.１４ 

０.１６ 

０.１８ 

０.２０ 

０.２２ 

０.２４ 

０.００ 

０.０２ 

０.０４ 

０.０６ 

０.０８ 

０.１０ 

０.１２ 

０.１４ 

HCFCー２２ 
HFCー１３４a 
 

HCFCー１４１ｂ 
HCFCー１４２ｂ 

（年度） （年度） 

HCFCー２２ 
HFCー１３４a 
 

HCFCー１４１ｂ 
HCFCー１４２ｂ 

HCFC－１４１b HCFC－１４２bHCFC－２２ 

（ppb） （ppb） 

熊　谷　市 東秩父村 

HFC－１３４a

（１９）フロン回収破壊法・自動車リサイクル法の登録業者数

（２０）フロン回収量実績

事業者数事業所数
１,９８１２,０８０第１種フロン回収業者フロン回収破壊法

１,８６３
１,４３１

２,６８４
２,０９１自動車引取業者

自動車リサイクル法
４３２５９３フロン回収業者

（Ｈ２４.３.３１現在）

※自動車リサイクル法については、さいたま市と川越市を除く

総計

自動車リサイクル法
（カーエアコン）

フロン回収破壊法
（業務用冷凍空調機器）

年度
合計

市
県合計整備廃棄

川越市さいたま市
１７９.０５３.０６.７１０.７３５.６１２６.０２８.８９７.２１９
２２２.６５８.８９.３１１.６３７.９１６３.８６０.５１０３.３２０
２２６.４６５.７１０.０１３.７４２.０１６０.７６２.０９８.７２１
２２８.６５６.９８.７１１.７３６.５１７１.７６１.６１１０.１２２
２３７.３３６.４７.２７.７２１.５２００.９６９.６１３１.３２３

※フロン回収破壊法における「廃棄」とは機器を廃棄又は部品リサイクルの際に回収したフロン、「整備」とは機器を整
備（修理）の際に回収したフロン
※自動車リサイクル法によるフロン回収量は公益財団法人自動車リサイクル促進センターの公表値を基に算出。
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３ 化学物質関係

埼 玉 県 生 活 環 境 保 全 条 例
（県条例）

特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の
改善の促進に関する法律（化学物質管理促進法）

製造業等２４業種業 種対
象
事
業
所

２１ 人以上（全社）従 業 員 数

０．５トン以上
特定第一種指定化学物質　０.５トン以上
第一種指定化学物質　　　　１トン以上
特別要件施設（＊２）（量に関係なく届出）

事業所ごとの
年間取扱量等

特定化学物質　６０１物質
○第一種指定化学物質　４６２
　（特定第一種指定化学物質を含む。）
○第二種指定化学物質　１００
○県独自に定めた物質　　３９

 第一種指定化学物質　４６２物質
（特定第一種指定化学物質を含む。）対象化学物質（＊１）

取扱量（使用量、製造量、取り扱う量）環境中への排出量、事業所外への移動量届出（報告）内容
特定化学物質管理指針に基づく適正管理
・適正管理のための手順書の提出（＊３）
・環境負荷低減主任者の選任

化学物質管理指針に基づく適正管理
事業者による管理
の改善や環境保全
への取組
備考　政令及び県条例の改正により、平成２２年度データ分から対象事業所の業種数と対象化学物質の物質数が変わった。
（＊１）　対象化学物質
  第一種指定化学物質 ：人の健康や動植物に有害なおそれがある化学物質のうち、生産量などから環境中に広く存在する

化学物質
 特定第一種指定化学物質 ：第一種指定化学物質のうち、人に対して発がん性のある１５物質
  第二種指定化学物質 ：人の健康や動植物に有害なおそれがある化学物質のうち、生産量が増加すれば環境中に広く存在

すると見込まれる化学物質
  県独自に定めた物質 ：化学物質管理促進法の対象とならなかった物質で、県内の使用量が多いものや、内分泌かく乱作用

の疑いのある物質など。
（＊２）  特 別 要 件 施 設 ：下水道終末処理施設、廃棄物処理施設及びダイオキシン類対策特別措置法に規定する特定施設の

こと。
（＊３）  適正管理のための手順書 ：各事業所における化学物質の適正管理体制や取扱方法などについて整理したもの。

　ア　化学物質の排出量・移動量及び取扱量の集計結果（平成２２年度データ／平成２３年度届出）
　事業所から届出された化学物質の排出量等の集計結果は次のとおりです。
　埼玉県の届出排出量は、全国第４位と多く、トルエン、キシレンなどの揮発性有機化合物が多いことが特徴
です。
　なお、化学物質管理促進法と県条例では、届出等の要件が異なるために、件数や取扱量は一致しません。
　また、県条例に基づく集計結果については、「さいたま市生活環境の保全に関する条例」に基づく報告データ
も含んでいます。

　（ア）業種別届出件数・排出量・移動量・取扱量

県　条　例化学物質管理促進法業　　　　種 取扱量（＊６）件　数移動量（＊５）排出量（＊４）件　数
３８６,８９５８７９８,５１３８,６４９７９３製 造 業
１５,０５９６８７８６④１,２６０①６３出版・印刷・同関連産業
２２８,７８５②１８６②３,５３８①１,２４６③１７７②化学工業（医薬品製造業、農薬製造業を含む。）
２３,１３２⑤９３④８１２③１,２４７②９２④プラスチック製品製造業
７,１０３１３５③１,２４９②１,０４５⑤１１６③金属製品製造業
６２,１８７④７０⑤６９０⑤１７２６１電気機械器具製造業（電気計測器製造業を含む。）
４,４０９６７３０４１,１５０④５７輸送用機械器具製造業（船舶製造・修理業、舶用機関製造業を含む。）
７７,２７５③１９０５２０石 油 卸 売 業
３５１,２６７①６１３①０１２２６３６①燃 料 小 売 業
７２４３１７１７０⑤一般廃棄物処理業（ごみ処分業に限る。）
９,６３６８４２１２３３７１０１そ の 他

８２５,７９７１,６２６８,７３２９,１１４１,６２０合　　　　計
（注）○数字は、項目ごとの上位５番目までの順位を示す。
（＊４）排出量：事業所の生産工程などから排ガスや排水などに含まれて環境中に排出された量のことで、埼玉県では大

気への排出が全体の９７％を占める。
（＊５）移動量：事業所から排出された廃棄物や下水道に放流された排水の中に含まれている量のことで、埼玉県では廃

棄物に含まれての移動が全体の９９％を占める。
（＊６）取扱量：使用量（事業所において事業活動に伴い使用した量）、製造量（事業所において製造した量）、取り扱う

量（事業者自らは使用せず、卸売り、小売り等をするために、事業所において貯蔵所や貯蔵容器に移し
替える等して取り扱う量）の合計で、排出量や移動量の基礎になる量のこと。

（単位：トン／年）

（１）化学物質管理制度
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　（イ）物質別届出件数・排出量・移動量・取扱量

県　条　例化学物質管理促進法
物　質　名

取扱量件　数移動量排出量件　数
３１,５５１６９７③２１１３５７⑤６９６④エチルベンゼン
３,３０６６３６５５③１５９塩化第二鉄
１０６,４４５②９１７①４４０④９０６②８９２②キシレン
１,６８２９８２２７６０２③１４７ジクロロメタン（別名塩化メチレン）
１,０９６９７６２②０８ヘキサメチレンテトラミン
５６,４７４③６８６④４９１２５７０１③１,２,４－トリメチルベンゼン
２５７,７００①９１４②３,６７７①５,４２２①９０１①トルエン
４３,４６４⑤２１２０１８鉛
１６,３６７６３４２７⑤８５９フタル酸ビス（２－エチルヘキシル）
５２,５４３④６０３⑤１７０４８４④６１３ノルマル－ヘキサン
１０,８５２５５６０１３６４２⑤ベンゼン
－－（８１.４）（４.０７）１６２ダイオキシン類
１０,３４６１８６－－－塩化水素（塩酸を含む）
８,４９７１１１－－－硝酸
１９,４３２２０５－－－メタノール
３１,７４５１６６－－－メチルエチルケトン（別名MEK）
３５,７５６２２５－－－硫酸（三酸化硫黄を含む）

（注）○数字は、項目ごとの上位５番目までの順位を示す。
　　表中、塩化水素以下は化学物質管理促進法の対象外物質（県条例規則で定める物質のうち取扱量上位５物質まで表示）

（単位：トン／年　ダイオキシン類のみ　g-TEQ／年）

　（ウ）大気への排出量（上位５物質）

届出排出量
物　質　名順

位 （大気への排出量
に占める割合％）

（６１.５）５,４１９トルエン１
（１０.３）９０６キシレン２
（６.８）６０２ジクロロメタン（別名塩化メチレン）３
（５.５）４８４ノルマル－ヘキサン４
（４.０）３５７エチルベンゼン５

　（エ）公共用水域への排出量（上位５物質）

届出排出量
物　質　名順

位 （公共用水域への排
出量に占める割合％）

（３４.６）１０４ほう素化合物１
（３０.３）９１ふっ化水素及びその水溶性塩２
（１１.９）３６マンガン及びその化合物３
（７.９）２４亜鉛の水溶性化合物４
（４.３）１３ペルオキソ二硫酸の水溶性塩５

　イ　化学物質管理促進法に基づく届出以外の化学物質の排出量推計結果（平成２２年度データ／平成２３年度届出）

総排出量
届　出　外　排　出　量

届出排出量
届出外計移動体家　庭非対象業種対象業種

１９,８７６
（１００％）

１０,７６２
（５４.１％）

３,１３８
（１５.８％）

２,８８６
（１４.５％）

２,０２３
（１０.２％）

２,７１５
（１３.６％）

９,１１４
（４５.９％）

　届出によって把握される排出量の他に、対象業種でも届出対象とならない事業者や、建設業などのように対
象でない事業者、自動車や二輪車などの移動体や家庭などからの排出があります。国は、これらからの排出量
を都道府県別に推計し、集計しています。

　（ア）総排出量（届出排出量＋届出外排出量） （単位：トン／年）

　（イ）移動体からの排出量
　　　　（上位５物質）

排出量物質名順位
１,２２４トルエン１
７４９キシレン２
３３３ベンゼン３
２５６ホルムアルデヒド４
１９６エチルベンゼン５

　　（ウ）家庭からの排出量（上位５物質）

排出量製品の例物　質　名順位
９９６台所用合成洗剤、化粧品ポリ（オキシエチレン）＝アルキルエーテル１
６７０防虫剤、消臭剤ジクロロベンゼン２
４８８洗濯用合成洗剤直鎖アルキルベンゼンスルホン酸及びその塩３
１２５シャンプー、合成洗剤ポリ（オキシエチレン）＝ドデシルエーテル硫酸エステルナトリウム４
８７合成洗剤の中和剤２－アミノエタノール５

（２）化学物質環境モニタリング調査（平成２３年度）
　　工業団地周辺での環境リスクを把握するため、モニタリング調査を実施しています。
　ア　調査地域
　　　川越狭山工業団地周辺（川越市、狭山市）、富士見工業団地（行田市）

（単位：トン／年） （単位：トン／年）

（単位：トン／年） （単位：トン／年）
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　イ　調査内容
　　　調査地点：工業団地を囲む８地点及び工業団地の影響を受けにくいと考えられる１地点（対照地点）
　　　調査方法：各調査地点において大気を年４回採取し、分析しました。
　ウ　調査結果（平均値）

川　越　狭　山　工　業　団　地

環境基準

調査地点名

調査対象物質

対照北西西南西南南東東北東北
狭山市
入間川

川越市
藤倉

狭山市
新奥富

狭山市
新狭山

狭山市
東三ツ木

狭山市
青柳

狭山市
青柳

川越市
南台

川越市
大袋新田

８.７１０９.１１０１２１０１０１０１１－トルエン
１.５２.４２.０２.２４.２２.７２.２３.４２.６－キシレン
１.５２.４１.７２.０４.７２.８２.０２.１２.０－エチルベンゼン
０.１３０.２１０.１７０.１８０.４３０.２４０.２００.１９０.２５－１,３,５－トリメチルベンゼン
０.９７１.１１.１１.１１.２１.２１.２１.２１.５３以下ベンゼン
０.０７７０.１００.１１０.１１０.１１０.１１０.１１０.１１０.１５－１,３－ブタジエン
０.５６０.５５０.５６０.５７０.５６０.５６０.５６０.５５０.５６－四塩化炭素

（単位：主／弱）　（ア）川越狭山工業団地

　（イ）富士見工業団地 （単位：主／弱）

富　士　見　工　業　団　地

環境基準

調査地点名

調査対象物質

対照北西西南西南南東東北東北
行田市
荒木

行田市
富士見町

行田市
長野

行田市
長野

行田市
長野

行田市
小針

行田市
若小玉

行田市
若小玉

行田市
若小玉

９.５１２１２１１１０１２１０１０１２－トルエン
１.５１.８２.１１.８１.５１.８１.７１.５１.７－キシレン
１.７１.８２.１１.７１.６１.９１.８１.６１.８－エチルベンゼン
０.３００.４８０.４８０.５３０.４２０.９７２.２０.３１１.２－スチレン
０.４２４.７３.９２.５２.６４.２４.１１.７１.２－Ｎ,Ｎ－ジメチルホルムアミド
２.６２.９２.７２.３２.８２.５４.７３.３３.６１５０以下ジクロロメタン
０.９１１.０１.０１.０１.００.９２０.９４０.８９０.８８３以下ベンゼン
０.０８４０.０８４０.１１０.０９２０.０８２０.０８５０.０７９０.０７９０.０８７－１,３－ブタジエン
０.５４０.５６０.５４０.５４０.５５０.５４０.５４０.５５０.５５－四塩化炭素

（３）大気中石綿濃度調査結果一覧（平成２３年度）

総繊維数濃度（本／リットル）
測　定　場　所市町村名測定地域種別№

年平均冬季調査
１２／８～１２／１７

夏季調査
８／１５～８／２４

０.０９８０.０８５０.１１熊谷市久下公民館熊 谷 市住 宅 地 域１
０.０８９０.０９７０.０８１秩父市文化体育センター秩 父 市住 宅 地 域２
０.１７０.１５０.１９飯能市役所飯 能 市住 宅 地 域３
０.０９５０.０７９０.１１本庄市児玉総合支所本 庄 市住 宅 地 域４
０.０８７０.０６３０.１１春日部市役所春日部市住 宅 地 域５
０.０７８０.０５６０.０９９羽生市役所羽 生 市住 宅 地 域６
０.０９２０.０８４０.１０深谷市幡羅公民館深 谷 市住 宅 地 域７
０.１８０.２３０.１２鶴ヶ島市北公民館鶴ヶ島市住 宅 地 域８
０.１３０.１５０.１１小川町総合福祉センター小 川 町住 宅 地 域９
０.０７００.０５６０.０８４久喜市鷲宮東コミュニティセンター久 喜 市住 宅 地 域１０
０.０６２０.０６７０.０５６草加市花栗自排局草 加 市道路沿線地域１１
０.０９７０.０９５０.０９８戸田美女木自排局戸 田 市道路沿線地域１２
０.１９０.１１０.２６国設入間自排局入 間 市道路沿線地域１３
０.１１０.０５６０.１７上尾市北部浄水場上 尾 市その他の地域１４
０.０７００.０７００.０７０久喜菖蒲公園久 喜 市その他の地域１５
０.０６７０.０７８０.０５６西袋排水機場八 潮 市その他の地域１６
０.０８２０.０６３０.１０三芳町清掃工場三 芳 町その他の地域１７
０.１３０.０７３０.１８滑川町文化スポーツセンター滑 川 町その他の地域１８
０.０８７０.０６３０.１１吉見町越中公園吉 見 町その他の地域１９
０.５８０.５７０.５９埼玉県環境科学国際センター加 須 市その他の地域２０

※　１地域ごとに２か所、連続する３日間で試料採取を実施（１地域ごとに２か所×３日間＝６検体）。
※　１地域の平均値は６検体の数値の幾何（相乗）平均値。
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（４）ダイオキシン類対策特別措置法の特定施設
　ア　特定施設設置状況
　（ア）大気基準適用施設設置状況

事業所数施設数
施　　　　設　　　　の　　　　種　　　　類項番号

計市県計市県

００００００焼結鉱の製造の用に供する焼結炉１

５２３５２３製鋼用電気炉２

００００００亜鉛回収施設３

１２２１０４８２４６アルミニウム合金製造施設４

５７２６３１４t／時以上

廃棄物
焼却炉

５

８５１０７５２t ／ 時以上～４t ／時未満
９２１１８１２００kg／ 時以上～２t ／時未満
１３１２１１１０２００kg／ 時未満

２５６４９２０７３６５６８２９７小　　　　　　　　計

２７３５３２２０４１８７２３４６合　　　　　　　　　　計

（Ｈ２４.３.３１現在）

事業場数施設数
施　　　　設　　　　の　　　　　種　　　　類番号

計市県計市県

００００００
硫酸塩パルプ（クラフトパルプ）又は亜硫酸パルプ（サルファイトパルプ）
の製造の用に供する塩素又は塩素化合物による漂白施設

１

１１０１１０カーバイド法アセチレンの製造の用に供するアセチレン洗浄施設２
００００００硫酸カリウムの製造の用に供する廃ガス洗浄施設３
００００００アルミナ繊維の製造の用に供する廃ガス洗浄施設４

００００００
担体付き触媒の製造の用に供する焼成炉から発生するガスを処理する施設の
うち廃ガス洗浄施設

５

００００００塩化ビニルモノマーの製造の用に供する二塩化エチレン洗浄施設６

００００００
カプロラクタムの製造の用に供する硫酸濃縮施設、シクロヘキサン分離施
設、廃ガス洗浄施設

７

００００００
クロロベンゼン又はジクロロベンゼンの製造の用に供する水洗施設、廃ガス
洗浄施設

８

００００００
４－クロロフタル酸水素ナトリウムの製造の用に供するろ過施設、乾燥施設
及び廃ガス洗浄施設

９

００００００
２，３－ジクロロ－１，４－ナフトキノンの製造の用に供するろ過施設及び廃ガス
洗浄施設

１０

００００００
ジオキサジンバイオレットの製造の用に供するニトロ化誘導体分離施設及び
還元誘導体分離施設、ニトロ化誘導体洗浄施設及び還元誘導体洗浄施設、ジ
オキサジンバイオレット洗浄施設、熱風乾燥施設

１１

１０１１０１
アルミニウム又はその合金の製造の用に供する焙焼炉、溶解炉又は乾燥炉か
ら発生するガスを処理する施設のうち廃ガス洗浄施設、湿式集じん施設

１２

００００００亜鉛の回収の用に供する精製施設、廃ガス洗浄施設、湿式集じん施設１３

４０４４９０４９
担体付き触媒からの金属の回収の用に供する施設のうちろ過施設、精製施設
及び廃ガス洗浄施設

１４

６５９５６１４５２０１２５廃ガス洗浄施設、湿式集じん施設廃棄物焼却炉に係る廃ガス洗浄施設、
湿式集じん施設及び灰の貯留施設で
あって汚水又は廃液を排出するもの

１５ ２８９１９５３１４３９灰の貯留施設
９３１８７５１９８３４１６４小　　　　計

００００００
廃PCB等又はPCB処理物の分解施設及びPCB汚染物又はPCB処理物の洗浄施
設及び分離施設

１６

３０３６０６
フロン類の破壊の用に供する施設のうちプラズマ反応施設、廃ガス洗浄施設
及び湿式集じん施設

１７

１００１０１００１０下水道終末処理施設１８

００００００
水質基準対象施設（下水道終末処理施設を除く）を設置する工場又は事業場
から排出される水の処理施設

１９

１１２１９９３２６５３５２３０合　　　　　　　　　　計

　（イ）水質基準対象施設 （Ｈ２４.３.３１現在）

事業場数は、複数の特定施設を有する場合、最も事業内容を反映する施設区分で集計した。
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　（ア）大気基準適用施設

基準値を超えた施設数測定結果
（最小～最大）
（ng-TEQ ／弱N）

報 告 施 設 数
施設の種類

市県市県
０００.００４～３.３２３製 鋼 用 電 気 炉

０００.０～０.６９２３７ア ル ミ ニ ウ ム
合 金 製 造 施 設

１００.０～９.５６２２３３廃 棄 物 焼 却 炉
１０－６６２７３合　　　　計

（平成２３年度）

　（イ）ばいじん及び燃え殻 （平成２３年度）

排出基準（pg-TEQ ／L）特　　　　　定　　　　　施　　　　　設

１０

カーバイド法アセチレンの製造に供するアセチレン洗浄施設
アルミニウム又はその合金の製造の用に供する焙焼炉、溶解炉又は乾燥炉から発生するガ
スを処理する施設のうち、廃ガス洗浄施設、湿式集じん施設
担体付き触媒からの金属の回収の用に供する施設のうち、ろ過施設、精製施設及び廃ガス洗浄施設
廃棄物焼却炉に係る廃ガス洗浄施設、湿式集じん施設及び灰の貯留施設
フロン類の破壊の用に供する施設のうち、プラズマ反応施設、廃ガス洗浄施設及び湿式集じん施設
下水道終末処理施設

　（エ）水質基準適用事業場に適用される基準値（抜粋）

県内に所在する特定施設に係るもののみを記載した。

行政措置件数
行政検査数立入検査数

行 政 指 導命　　　令
市県市県市県市県
４２０３２３３１６４３４４大気基準対象施設
００００　１　６　４１３１水質基準対象施設

　（ウ）立入検査数及び行政措置件数 （平成２３年度）

基準値を超えた事業場数測定結果（pg-TEQ／L）
（最小～最大）

報 告 事 業 場 数
特　定　施　設

市県市県
０００.００００５５～０.９５７４廃棄物焼却炉に係る施設
０００.０～０.０５３０２フロン類の破壊施設
０００.０００３９～０.２６０１０下水道終末処理施設

００－７１６合　　　　　計

　（ウ）水質基準適用事業場

　イ　設置者による測定結果報告

（平成２３年度）

※１　ばいじん及び燃え殻をともに報告している場合、１施設として計上しているため、合計は一致しない。
※２　市とは、法令等により事務が移譲されているさいたま市、川越市、川口市、所沢市、越谷市を表す。

基準値を超えた施設数測定結果
（最小～最大）
（ng-TEQ ／ｇ）

報 告 施 設 数
項　　　目

市県市県
４２９０.０～１６０５０２１０ば い じ ん
１１０.０～９５２１９９燃 え 殻 
５３０－５４２１０合　　　　計
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（５）土壌の汚染に係る環境基準

環　　境　　上　　の　　条　　件項　　　　　　目
検液１Lにつき０.０１mg以下であり、かつ、農用地においては、米１kgに
つき０.４mg以下であること。カドミウム

検液中に検出されないこと。全シアン
検液中に検出されないこと。有機燐
検液１Lにつき０.０１mg以下であること。鉛
検液１Lにつき０.０５mg以下であること。六価クロム
検液１Lにつき０.０１mg以下であり、かつ、農用地（田に限る。）において
は、土壌１kgにつき１５mg未満であること。砒素

検液１Lにつき０.０００５mg以下であること。総水銀
検液中に検出されないこと。アルキル水銀
検液中に検出されないこと。PCB
農用地（田に限る。）において、土壌１kgにつき１２５mg未満であること。銅
検液１Lにつき０.０２mg以下であること。ジクロロメタン
検液１Lにつき０.００２mg以下であること。四塩化炭素
検液１Lにつき０.００４mg以下であること。１，２－ジクロロエタン
検液１Lにつき０.０２mg以下であること。１，１－ジクロロエチレン
検液１Lにつき０.０４mg以下であること。シス－１，２－ジクロロエチレン
検液１Lにつき１mg以下であること。１，１，１－トリクロロエタン
検液１Lにつき０.００６mg以下であること。１，１，２－トリクロロエタン
検液１Lにつき０.０３mg以下であること。トリクロロエチレン
検液１Lにつき０.０１mg以下であること。テトラクロロエチレン
検液１Lにつき０.００２mg以下であること。１，３－ジクロロプロペン
検液１Lにつき０.００６mg以下であること。チウラム
検液１Lにつき０.００３mg以下であること。シマジン
検液１Lにつき０.０２mg以下であること。チオベンカルブ
検液１Lにつき０.０１mg以下であること。ベンゼン
検液１Lにつき０.０１mg以下であること。セレン
検液１Lにつき０.８mg以下であること。ふっ素
検液１Lにつき１mg以下であること。ほう素

備考　
１　検液とは、土壌を１０倍量の水と混合して振とうすることによって、汚染物質を溶出させた液。
２　カドミウム、鉛、六価クロム、砒素、総水銀、セレン、ふっ素及びほう素に係る環境上の条件のうち検液中濃度
に係る値にあっては、汚染土壌が地下水面から離れており、かつ、原状において当該地下水中のこれらの物質の
濃度がそれぞれ地下水１Lにつき０.０１mg、０.０１mg、０.０５mg、０.０１mg、０.０００５mg、０.０１mg、０.８mg及び１mgを超えていな
い場合には、それぞれ検液１Lにつき０.０３mg、０.０３mg、０.１５mg、０.０３mg、０.００１５mg、０.０３mg、２.４mg及び３mgとする。

３　「検液中に検出されないこと」とは、平成３年８月環境庁告示第４６号別表中「測定方法」の欄に掲げる方法によ
り測定した場合において、その結果が当該方法の定量限界を下回ることをいう。

４　有機燐とは、パラチオン、メチルパラチオン、メチルジメトン及びEPNをいう。

（６）特定有害物質及び要措置区域又は形質変更時要届出区域の指定に係る土壌の汚染状態の基準（土壌汚染対策法）

１５０mg／kg以下０.０１mg／L以下カドミウム及びその化合物
第
二
種
特
定

有
害
物
質

２５０mg／kg以下０.０５mg／L以下六価クロム化合物
（遊離シアン）５０mg／kg以下検出されないことシアン化合物

１５mg／kg以下
（総水銀）０.０００５mg／L以下

水銀及びその化合物
（アルキル水銀）検出されないこと

１５０mg／kg以下０.０１mg／L以下セレン及びその化合物

土壌含有量基準土壌溶出量基準特定有害物質の種類
０.００２mg／L以下四塩化炭素第

一
種
特
定
有
害
物
質

０.００４mg／L以下１，２－ジクロロエタン
０.０２mg／L以下１，１－ジクロロエチレン
０.０４mg／L以下シス－１，２－ジクロロエチレン
０.００２mg／L以下１，３－ジクロロプロペン
０.０２mg／L以下ジクロロメタン
０.０１mg／L以下テトラクロロエチレン
１mg／L以下１，１，１－トリクロロエタン

０.００６mg／L以下１，１，２－トリクロロエタン
０.０３mg／L以下トリクロロエチレン
０.０１mg／L以下ベンゼン
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土壌含有量基準土壌溶出量基準特定有害物質の種類
１５０mg／kg以下０.０１mg／L以下鉛及びその化合物第

二
種
特
定

有
害
物
質

１５０mg／kg以下０.０１mg／L以下砒素及びその化合物
４,０００mg／kg以下０.８mg／L以下ふっ素及びその化合物
４,０００mg／kg以下１mg／L以下ほう素及びその化合物

０.００３mg／L以下シマジン第
三
種
特
定

有
害
物
質

０.０２mg／L以下チオベンカルブ
０.００６mg／L以下チウラム
検出されないことPCB
検出されないこと有機りん化合物

備考
１　土壌溶出量基準は２５の特定有害物質すべてについて、土壌含有量基準は「第二種特定有害物質」の９物質に限り定められている。
２　土壌溶出量基準は、（５）土壌の汚染に係る環境基準の表の「環境上の条件」の欄の検液中濃度に係る値と同じ値になっている。
３　埼玉県生活環境保全条例に基づく土壌の汚染に係る基準は、溶出量基準と同じであるが、含有量基準は設定されていない。

（７）農用地の土壌汚染状況調査の分析測定結果

調査地点の分析測定結果

調査年度
玄米中（現物）土壌中（乾物）

カドミウム（基準値０.４mg／kg）砒素（基準値１５mg／kg）銅（基準値１２５mg／kg）
調査地点平均最低最高調査地点平均最低最高調査地点平均最低最高

４６０.１１０.０２０.３７９０１.９tr１１.８９０１１.３０.１３２.３（５４～５７）
全県一巡目

４８０.０９nd０.３０９０１.４tr５.３９０９.００.１２３.６（５９～６２）
全県二巡目

４６０.０９tr０.３８９０１.８tr８.０９０９.３０.３２１.６（元～４）
全県三巡目

３１０.０６tr０.３０８７２.２tr１３.１８７９.４０.２２８.７（６～９）
全県四巡目

５００.０９tr０.２８１８０２.００.１１１.３１８０１１.２０.１３０.８（１１～１４）
全県五巡目

４７０.０６tr０.３１１８０１.７０.１６.４１８０８.９tr２１.５（１６～１９）
全県六巡目

２６０.０３tr０.２２１２６１.５tr７.９１２６８.９tr２１.７（２１～２３）
全県七巡目

（注）県農林総合研究センター（旧県農業試験場）の分析測定結果で、昭和５８年、６３年、平成５年、１０年、１５年、２０年は
各調査巡の取りまとめ年である。
nd：検出限界以下　tr：極微量検出

（８）公共用水域の水質汚濁に係る環境基準
　　　　人の健康の保護に関する環境基準

１mg／L以下ほう素０.１mg／L以下１,１－ジクロロエチレン
０.０５mg／L以下１,４－ジオキサン０.０４mg／L以下シス－１,２－ジクロロエチレン

１mg／L以下１,１,１－トリクロロエタン
該　当　水　域達　成　期　間
全公共用水域直ちに達成され、維持されるように努めるものとする。

基　準　値項　　　目基　準　値項　　　目
０.００６mg／L以下１,１,２－トリクロロエタン０.００３mg／L以下※カドミウム
０.０３mg／L以下トリクロロエチレン検出されないこと。全シアン
０.０１mg／L以下テトラクロロエチレン０.０１mg／L以下鉛
０.００２mg／L以下１,３－ジクロロプロペン０.０５mg／L以下六価クロム
０.００６mg／L以下チウラム０.０１mg／L以下砒素
０.００３mg／L以下シマジン０.０００５mg／L以下総水銀
０.０２mg／L以下チオベンカルブ検出されないこと。アルキル水銀
０.０１mg／L以下ベンゼン検出されないこと。ＰＣＢ
０.０１mg／L以下セレン０.０２mg／L以下ジクロロメタン
１０mg／L以下硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素０.００２mg／L以下四塩化炭素
０.８mg／L以下ふっ素０.００４mg／L以下１,２－ジクロロエタン

備考
１　基準値は年間平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については、最高値とする。
２　「検出されないこと」とは、昭和４６年１２月２８日環境庁告示第５９号別表１測定方法の欄に掲げる方法により測定した場
合において、その結果が当該方法の定量限界を下回ることをいう。

※　カドミウムの環境基準は、平成２３年１０月２７日に改正された。（旧基準値：０.０１mg／L以下）
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（９）公共用水域における健康項目の環境基準非達成の状況

環　境
基準値平均値最大値基準値超

過検体数
総検
体数項目名地点名

（所在地）河川名

１０mg／L１１mg／L
（１.１）

２８mg／L
（２.８）４１２硝酸性窒素及び

亜硝酸性窒素
県道本庄妻沼線交差点

（本庄市）元小山川

※（　）内は基準値の何倍かを示す。

（１０）地下水の水質汚濁に係る環境基準

基　準　値項　　　目基　準　値項　　　目
１mg／L以下１，１，１－トリクロロエタン０.００３mg／L以下※カドミウム

０.００６mg／L以下１，１，２－トリクロロエタン検出されないこと。全シアン
０.０３mg／L以下トリクロロエチレン０.０１mg／L以下鉛
０.０１mg／L以下テトラクロロエチレン０.０５mg／L以下六価クロム
０.００２mg／L以下１，３－ジクロロプロペン０.０１mg／L以下砒素
０.００６mg／L以下チウラム０.０００５mg／L以下総水銀
０.００３mg／L以下シマジン検出されないこと。アルキル水銀
０.０２mg／L以下チオベンカルブ検出されないこと。PCB
０.０１mg／L以下ベンゼン０.０２mg／L以下ジクロロメタン
０.０１mg／L以下セレン０.００２mg／L以下四塩化炭素
１０mg／L以下硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素０.００２mg／L以下塩化ビニルモノマー
０.８mg／L以下ふっ素０.００４mg／L以下１，２－ジクロロエタン
１mg／L以下ほう素０.１mg／L以下１，１－ジクロロエチレン
０.０５mg／L以下１,４－ジオキサン０.０４mg／L以下１，２－ジクロロエチレン

備考
１　基準値は年間平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については、最高値とする。
２　「検出されないこと」とは、平成９年３月環境庁告示第１０号別表の「測定方法」の欄に掲げる方法により測定した
場合において、その結果が当該方法の定量限界を下回ることをいう。

※　カドミウムの環境基準は、平成２３年１０月２７日に改正された。（旧基準値：０.０１mg／L以下）

（１１）地下水水質概況調査結果
　ア　項目別検出状況

１００.００１３９１,１,２－トリクロロエタン
１００.００１３９トリクロロエチレン
１００.００１３９テトラクロロエチレン
１００.００１３９１,３－ジクロロプロペン
１００.００１３９チウラム
１００.００１３９シマジン
１００.００１３９チオベンカルブ
１００.００１３９ベンゼン
１００.００１３９セレン
９０.６１３１３９硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素

基準適合率（％）基準超過本数調査井戸数項　　　　　目
１００.００１３９カドミウム
１００.００１３９全シアン
９９.３１１３９鉛
１００.００１３９六価クロム
９７.８３１３９砒素
１００.００１３９総水銀
１００.００１５アルキル水銀
１００.００１３９ＰＣＢ
１００.００１３９ジクロロメタン
１００.００１３９四塩化炭素
１００.００１３８塩化ビニルモノマー
１００.００１３９１,２－ジクロロエタン
１００.００１３９１,１－ジクロロエチレン
１００.００１３９１,２－ジクロロエチレン
１００.００１３９１,１,１－トリクロロエタン

（平成２３年度）
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基準適合率（％）基準超過本数調査井戸数項　　　　　目
１００.００１３９ふっ素
１００.００１３９ほう素
１００.００１３９１,４－ジオキサン

※１　所沢市（２地点）の測定期間は、第２回は７／２５－８／１

　イ　環境基準超過地点

基準値（mg／L）濃　度（mg／L）地　　　点項　　　　　目
０.０１以下０.０３５１地点鉛
０.０１以下０.０１１～０.０９５３地点砒素
１０以下１１～５３１３地点硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素

（平成２３年度）

　ウ　調査地点数及び環境基準適合割合の推移

環境基準適合地点数
の割合（％）

環境基準適合地点数
（井戸本数）

調査地点数
（井戸本数）調査市町村数年度

８７.０１２７１４６５５１９
８５.７１２６１４７５８２０
９２.４１３４１４５５６２１
８６.９１２６１４５５５２２
８７.８１２２１３９５６２３

河　　川　　底　　質土　　　　　　　壌水　　　　　　　質大　　　　　　　気

１５０pg－TEQ／g以下１,０００pg－TEQ／g以下年間平均値が
１pg－TEQ／L以下

年間平均値が
０.６pg－TEQ/�以下

（１２）ダイオキシン類に係る環境基準

調査結果（pg－TEQ／�）
調査地点

（測定局名）
調査機関

地域
分類 平均値

第４回
１／１２－１９

第３回
１０／１９－２６

第２回
７／２１－２８

第１回
５／１８－２５

０.０４５０.０７６０.０５００.０２１０.０３４八潮局（水道部）

埼　玉　県
（１２地点）

一　般
環　境

０.０５４０.１１０.０５８０.０２１０.０２７新座局（水道管理センター）
０.０５１０.０９００.０５３０.０２３０.０３９富士見局（市役所）
０.１９０.０２６―０.３５―日高局（高麗川南公民館）
０.０５１０.０８００.０５４０.０２８０.０４３久喜局（久喜南中学校）
０.０４８０.０８００.０５８０.０２１０.０３４加須局（礼羽小学校）
０.０７７０.１５０.０８２０.０２９０.０４６鴻巣局（市役所）
０.０４７０.０７５０.０５９０.０２１０.０３１東松山局（五領町近隣公園）
０.０２２０.０１９０.０２９０.０２２０.０１６小川局（小川高校）
０.０５８０.０６３０.０９９０.０３９０.０３２深谷局（桜ヶ丘小学校）
０.０２５０.０２１０.０３６０.０２６０.０１５本庄児玉局（児玉児童公園）
０.０１７０.０１６―０.０１７―秩父局（農林振興センター）
０.０４４０.０３４０.０６７０.０２９０.０４４さいたま市大宮局（大宮区役所）さいたま市

（２地点） ０.０５９０.０７１０.０６１０.０３００.０７４さいたま市役所局
０.０４５０.０７２０.０５４０.０２１０.０３２川越市川越局（川越市宮下町２丁目）川　越　市
０.０６２０.０９９―０.０２４―川口市芝局（樋ノ爪児童公園）川　口　市
０.０５４０.０７１０.０５２０.０３５０.０５７所沢市教育センター所　沢　市

（２地点） ０.１１０.２７０.０６１０.０５９０.０４９所沢市東所沢
０.０６１０.０９８０.０５００.０５２０.０４３越谷市役所越　谷　市
０.０５４０.０８７０.０６５０.０２９０.０３４三ヶ尻（熊谷市三ヶ尻）埼　玉　県固定発生源周辺
０.０６１０.０６１０.０８００.０３５０.０６７戸田美女木自排局（西部福祉センター）

埼　玉　県
（３地点）

沿　道 ０.０７２０.０７７０.０４７０.１１０.０５４草加市花栗自排局（花栗中学校）
０.０４７０.０８４０.０５７０.０１９０.０２６朝霞幸町自排局（旧朝霞第４小学校）

（１３）ダイオキシン類対策特別措置法に基づく常時監視結果（平成２３年度）
　ア　大気
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　イ　公共用水域（河川水・河川底質）

調査機関
調　査　結　果

採　取　日備
考調　査　地　点河　川　名NO. 河川底質

［pg－TEQ／g］
河川水［pg－TEQ／L］

年平均値測定値

国土交通省
０.２４０.０８２０.０８２Ｈ２３.１０.２５秋ヶ瀬取水堰

荒 川

２
０.５２０.０９７０.０９７Ｈ２３.１０.２５基治　 水　 橋３

埼 玉 県
０.１１０.０１７０.０１７Ｈ２３.１１.８基親 鼻 橋８
０.１００.０１６０.０１６Ｈ２３.１１.８基中津川合流点前９

さいたま市
４.３

０.６７
０.９４Ｈ２３.１０.２７

基八 丁 橋芝 川１０
－０.３９Ｈ２４.１.２８

川 口 市
３.７

０.８１
０.７５Ｈ２３.１０.１２

基山 王 橋新 芝 川１２
－０.８６Ｈ２４.１.１３

さいたま市

１.３
０.３４

０.４５Ｈ２３.１０.２７
基中 土 手 橋

鴨 川
１８

－０.２３Ｈ２４.１.２８
１１.０

０.２１
０.３２Ｈ２３.１０.２７

加 茂 川 橋１９
－０.０９４Ｈ２４.１.２８

川 越 市０.１１０.０１２０.０１２Ｈ２３.１０.１４初 雁 橋
入 間 川

２２

埼 玉 県
３.７０.０２０.０２Ｈ２３.１１.４基給食センター前２５
０.１５０.０２７０.０２７Ｈ２３.１１.７基兜川合流点前槻 川３１
３.３０.４２０.４２Ｈ２３.１１.７基吉 見 橋和田吉野川４１

国土交通省

－

０.７７

１.４Ｈ２３.６.６

潮 止 橋中 川４５
－０.７２Ｈ２３.８.１７
－０.３４Ｈ２３.１０.１８
－０.６１Ｈ２３.１１.２８
１３

１.８

４.０Ｈ２３.６.６

基内 匠 橋

綾 瀬 川

５２
－１.７Ｈ２３.８.１７
－０.５４Ｈ２３.１１.１
－０.９７Ｈ２３.１１.２８
－

１.６

３.８Ｈ２３.６.６

手 代 橋５３
－１.１Ｈ２３.８.１７
２.７０.９８Ｈ２３.１１.１
－０.６６Ｈ２３.１１.２８
－

１.３

２.８Ｈ２３.６.６

槐 戸 橋５４
－１.２Ｈ２３.８.１７
３９０.３１Ｈ２３.１１.１
－０.７７Ｈ２３.１１.２８

さいたま市
１４

０.９２
１.６Ｈ２３.１０.２７

基畷 橋５５
－０.２３Ｈ２４.１.２８

埼 玉 県

－

１.５

２.２Ｈ２３.４.４

伝 右 橋伝 右 川５６
－１.８Ｈ２３.７.１５

１３０１.４Ｈ２３.１１.２５
－０.７６Ｈ２４.１.１２
－

１.２

０.９Ｈ２３.４.４

基綾瀬川合流点前古 綾 瀬 川５７
－１.８Ｈ２３.７.１５
３８１.６Ｈ２３.１１.２５
－０.５６Ｈ２４.１.１２

越 谷 市

０.６９０.３５０.３５Ｈ２３.１１.２９基中 島 橋元 荒 川６０
－

１.８

０.９４Ｈ２３.４.２１

基昭 和 橋新 方 川６４
－４.９Ｈ２３.７.１５
６.６０.５６Ｈ２３.１１.２９
－０.６１Ｈ２４.１.２６
－

０.６１

０.９８Ｈ２３.４.２１

基ふ れ あ い 橋大落古利根川６５
－０.７１Ｈ２３.７.１５
２.４０.３８Ｈ２３.１１.２９
－０.３９Ｈ２４.１.２６

埼 玉 県７.６０.２４０.２４Ｈ２３.１１.４基い ろ は 橋
新 河 岸 川

６９
川 越 市１.３０.０１８０.０１８Ｈ２３.１０.１４旭 橋７０
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調査機関
調　査　結　果

採　取　日備
考調　査　地　点河　川　名NO. 河川底質

［pg－TEQ／g］
河川水［pg－TEQ／L］

年平均値測定値
埼 玉 県０.３３０.１２０.１２Ｈ２３.１１.４基三 園 橋白 子 川７１
川 越 市１.１０.０１８０.０１８Ｈ２３.１０.１４基不 老 橋不 老 川７７
国土交通省１.９０.０７３０.０７３Ｈ２３.１０.１７基利 根 大 堰利 根 川８０

埼 玉 県

０.４９０.１７０.１７Ｈ２３.１１.７基昭 和 橋福 川８７
１.７０.２７０.２７Ｈ２３.１１.７基県道本庄妻沼線交差点元 小 山 川９２
－

１.３

２.１Ｈ２３.４.４

松 江 新 橋

古 綾 瀬 川

B
－０.８８Ｈ２３.７.１５
９３１.６Ｈ２３.１１.２５
－０.６Ｈ２４.１.１２
－

１.６

０.４１Ｈ２３.４.４

弁 天 橋C
－２.９Ｈ２３.７.１５
９２１.９Ｈ２３.１１.２５
－１.３Ｈ２４.１.１２
－

０.９６

１.２Ｈ２３.４.４

佐 藤 橋

綾 瀬 川

D
－１.５Ｈ２３.７.１５
－０.８７Ｈ２３.１１.２５
－０.２７Ｈ２４.１.１２

さいたま市
１７

０.５７
０.９４Ｈ２３.１０.２７

新 簀 子 橋E
－０.１９Ｈ２４.１.２８

埼 玉 県

－０.２４０.２４Ｈ２３.１１.２５関 橋F
－

０.９１

０.５７Ｈ２３.４.４

上 綾 瀬 橋G
－２.３Ｈ２３.７.１５
－０.６４Ｈ２３.１１.２５
－０.１３Ｈ２４.１.１２

所 沢 市
１１０.０７７０.０７７Ｈ２３.１１.４金 井 沢 橋不 老 川Ｈ
０.２８０.０４６０.０４６Ｈ２３.１１.４清 柳 橋柳 瀬 川I

越 谷 市

－

１.５

１.５Ｈ２３.４.２１

綾 瀬 川 橋綾 瀬 川J
－３.３Ｈ２３.７.１５
４.８０.５７Ｈ２３.１１.２９
－０.５８Ｈ２４.１.２６

国土交通省
１.５０.０６７０.０６７Ｈ２３.１０.２５浦 山 ダ ム浦 山 川K
０.６８０.０６７０.０６７Ｈ２３.１０.２５基二 瀬 ダ ム荒 川L２

　ウ　地下水常時監視結果（平成２３年度） 環境基準：１［pg－TEQ／L］以下

調　査　結　果
［pg－TEQ／L］採　取　日調　　査　　地　　点調　査　機　関NO.

０.０１５Ｈ２３.１０.３西区西遊馬さいたま市さいたま市１
０.０２３Ｈ２３.１０.６山城川越市川越市２
０.０２０Ｈ２３.１１.２１三ヶ尻熊谷市

埼玉県
３

０.０１７Ｈ２３.９.９里
川口市

４
０.０２９Ｈ２３.５.２５緑町川口市５
０.０１４Ｈ２３.１２.１５北河原行田市

埼玉県

６
０.０１５Ｈ２３.１１.２２銚子口春日部市７
０.０１５Ｈ２３.１１.１４水野狭山市８
０.０１５Ｈ２３.１２.１４平方上尾市９
０.０１４Ｈ２３.１２.１４新川町越谷市越谷市１０
０.０４７Ｈ２３.１１.２９東大輪久喜市

埼玉県

１１
０.０１８Ｈ２３.１０.２１阿諏訪毛呂山町１２
０.０１６Ｈ２３.１１.２西平ときがわ町１３
０.０２２Ｈ２３.１２.１５猪俣美里町１４

注１）NO.欄の数字は、平成２３年度公共用水域水質測定計画の測定地点番号、アルファベットは、同測定計画にない地点を
示しています。

注２）備考欄の「基」は、環境基準点であることを示しています。
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　エ　土壌常時監視結果（平成２３年度）
環境基準：１，０００［pg－TEQ／g］

調　査　結　果
［pg－TEQ／g］採　取　日調　　査　　地　　点NO.

０.２０Ｈ２３.１０.３番場公園さいたま市１
０.２６Ｈ２４.２.３今成小学校

川越市

２
０.０４１Ｈ２４.２.３川越市立教育センター３
１３Ｈ２４.２.３かし野台地内４
６.８Ｈ２４.２.３中福受水場５
０.２７Ｈ２３.１２.１９安行天沼公園

川口市
６

１.９Ｈ２３.１２.１９本町一丁目広場遊園７
４９Ｈ２３.１２.１９仲町公園８
５.４Ｈ２３.８.４太子公園

行田市
９

０.９９Ｈ２３.８.４向町公園１０
０.８８Ｈ２３.８.４つきみちした公園１１
０.０８０Ｈ２３.１１.３０飯能第一小学校

飯能市

１２
１.４Ｈ２３.１１.３０双柳小学校１３
０.１１Ｈ２３.１１.３０美杉台小学校１４
０.０３８Ｈ２３.１１.３０東吾野小学校１５
０.７４Ｈ２３.１１.３０原市場中学校１６
０.０６８Ｈ２３.１１.２４共和保育所本庄市１７
０.１２Ｈ２３.９.７岩瀬小学校

羽生市

１８
０.０１７Ｈ２３.９.７手子林小学校１９
１.７Ｈ２３.９.７三田ヶ谷小学校２０
０.０４６Ｈ２３.９.７新郷第一小学校２１
３５Ｈ２４.１.１０戸田市役所

戸田市
２２

４９Ｈ２４.１.１０北部公園（市営球場）２３
０.８１Ｈ２３.７.２２宮戸保育園

朝霞市

２４
４.１Ｈ２３.７.２２栄町第五児童遊園地２５
２.８Ｈ２３.７.２２膝折町一丁目児童遊園地２６
０.３２Ｈ２３.７.２２向原公園２７
０.０８６Ｈ２３.１０.７戸ヶ崎みなみ公園

三郷市
２８

１.６Ｈ２３.１０.７彦成公園２９
１１Ｈ２３.８.１９入西公民館

坂戸市
３０

７.７Ｈ２３.８.１９勝呂公民館３１
８.１Ｈ２４.１.１２鶴ヶ島市富士見公民館鶴ヶ島市３２
１.４Ｈ２４.２.８西小学校

ふじみ野市

３３
１.３Ｈ２４.２.８三角小学校３４
１.７Ｈ２４.２.８大井西中学校３５
０.５７Ｈ２４.２.８大井東中学校３６

　（ア）一般環境把握調査（調査機関：市）

環境基準：１，０００［pg－TEQ／g］

調　査　結　果
［pg－TEQ／g］採　取　日調　　査　　地　　点NO.

２４Ｈ２３.１２.２６久伊豆神社
蓮田市

１
１５Ｈ２３.１２.２６平野団地自治会館２
２３Ｈ２３.１２.２６伊奈学園総合高等学校

伊奈町

３
０.３６Ｈ２３.１２.２６伊奈町立小針中学校４
７.２Ｈ２３.１２.２６伊奈町中継第一ポンプ場５
０.０２３Ｈ２３.１２.２６伊奈はなぞの幼稚園６
１.４Ｈ２３.１２.２６県民活動総合センター７
１.１Ｈ２３.１２.２６伊奈町制施行記念公園８

　（イ）発生源周辺状況把握調査（調査機関：県）
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（注）　１　自然環境保全：自然探勝等の環境保全 
２　水　　道１級：ろ過等による簡易な浄水操作を行うもの 
　　　 〃 　２級：沈殿ろ過等による通常の浄水操作を行うもの 
　　　 〃 　３級：前処理等を伴う高度の浄水操作を行うもの 

　　　３　水　　産１級：ヤマメ、イワナ等貧腐水性水域の水産生物用並びに水産２級及び水産３級の水産生物用 
　　　 〃 　２級：サケ科魚類及びアユ等貧腐水性水域の水産生物用及び水産３級の水産生物用 
　　　 〃 　３級：コイ、フナ等、β―中腐水性水域の水産生物用 
４　工業用水１級：沈殿等による通常の浄水操作を行うもの 
　　　 〃 　２級：薬品注入等による高度の浄水操作を行うもの 
　　　 〃 　３級：特殊の浄水操作を行うもの 

　　　５　環 境 保 全：国民の日常生活（沿岸の遊歩等を含む。）において不快感を生じない限度

（１）生活環境の保全に関する環境基準
　ア　河川（湖沼を除く。）
　（ア）

　（イ）

基　　　　　　　準　　　　　　　値

利用目的の適応性

項
目

類
型

大腸菌群数
溶存酸素量
（DO）

浮遊物質量
（SS）

生物化学的
酸素要求量
（BOD）

水素イオン
濃度（pH）

５０MPN
／１００ mL以下

７.５mg／L以上２５mg／L以下１mg／L以下
６.５以上

８.５以下

水 道 １ 級
自 然 環 境 保 全
及びＡ以下の欄に掲げるもの

ＡＡ

１,０００MPN
／１００ mL以下

７.５mg／L以上２５mg／L以下２mg／L以下
６.５以上

８.５以下

水 道 ２ 級
水 産 １ 級
水 浴
及びＢ以下の欄に掲げるもの

Ａ

５,０００MPN
／１００ mL以下

５mg／L以上２５mg／L以下３mg／L以下
６.５以上

８.５以下

水 道 ３ 級
水 産 ２ 級
及びＣ以下の欄に掲げるもの

Ｂ

―５mg／L以上５０mg／L以下５mg／L以下
６.５以上

８.５以下

水 産 ３ 級
工 業 用 水 １ 級
及びＤ以下の欄に掲げるもの

Ｃ

―２mg／L以上１００mg／L以下８mg／L以下
６.０以上

８.５以下

工 業 用 水 ２ 級
農 業 用 水
及 び Ｅの欄に掲げるもの

Ｄ

―２mg／L以上
ごみ等の浮遊
が認められな
いこと。

１０mg／L以下
６.０以上

８.５以下
工 業 用 水 ３ 級
環 境 保 全Ｅ

全公共用水域のうち、水域類型ごとに指定する水域該当
水域

備考：１　基準値は、日間平均値とする。（湖沼もこれに準ずる。）

該当水域
基　　　準　　　値

水生生物の生息状況の適応性
項 目　

　類 型 ノニルフェノール※全　亜　鉛

全公共用水域
のうち、水域
類型ごとに指
定する水域

　０.００１mg／L以下０.０３mg／L以下
イワナ、サケマス等比較的低温域を好む水生
生物及びこれらの餌生物が生息する水域

生 物 Ａ

０.０００６mg／L以下０.０３mg／L以下
生物Ａの水域のうち、生物Ａの欄に掲げる水
生生物の産卵場（繁殖場） 又は幼稚仔の生育
場として特に保全が必要な水域

生物特Ａ

　０.００２mg／L以下０.０３mg／L以下
コイ、フナ等比較的高温域を好む水生生物及
びこれらの餌生物が生息する水域

生 物 Ｂ

　０.００２mg／L以下０.０３mg／L以下
生物Ｂの水域のうち、生物Ｂの欄に掲げる水
生生物の産卵場（繁殖場） 又は幼稚仔の生育
場として特に保全が必要な水域

生物特Ｂ

備　考：１　基準値は、年間平均値とする。（湖沼もこれに準ずる。）

※　平成２４年８月２２日環境省告示
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　イ　湖　沼（天然湖沼及び貯水量が１,０００万弱以上であり、かつ、水の滞留時間が４日間以上である人工湖）
　（ア）

基　　　　　　　　準　　　　　　　　値

利用目的の適応性

項目　

　類型
大腸菌群数溶存酸素量

（DO）
浮遊物質量
（SS）

化学的酸素
要　求　量
（COD）

水素イオン
濃度（pH）

５０MPN
／１００ mL以下

７.５mg／L以上１mg／L以下１mg／L以下
６.５以上
８.５以下

水 道 １ 級
水 産 １ 級
自 然 環 境 保 全
及びＡ以下の欄に掲げるもの

ＡＡ

１,０００MPN／
　１００ mL以下

７.５mg／L以上５mg／L以下３mg／L以下
６.５以上
８.５以下

水 道 ２ 、 ３ 級
水 産 ２ 級
水 浴
及びＢ以下の欄に掲げるもの

Ａ

－５mg／L以上１５mg／L以下５mg／L以下
６.５以上
８.５以下

水 産 ３ 級
工 業 用 水 １ 級
農 業 用 水
及びＣの欄に掲げるもの

Ｂ

－２mg／L以上
ごみ等の浮遊
が認められな
いこと。

８mg／L以下
６.０以上
８.５以下

工 業 用 水 ２ 級
環 境 保 全Ｃ

全公共用水域のうち、水域類型ごとに指定する水域該当
水域

備考：水産１級、水産２級及び水産３級については、当分の間、浮遊物質量の項目の基準値は適用しない。

（注）１　自然環境保全：自然探勝等の環境保全
２　水　　道１級：ろ過等による簡易な浄水操作を行うもの
　　　〃　２、３級：沈殿ろ過等による通常の浄水操作、又は、前処理等を伴う高度の浄水操作を行うもの
３　水　　産１級：ヒメマス等貧栄養湖型の水域の水産生物用並びに水産２級及び水産３級の水産生物用
　　　 〃 　２級：サケ科魚類及びアユ等貧栄養湖型の水域の水産生物用並びに水産３級の水産生物用
　　　 〃　 ３級：コイ、フナ等富栄養湖型の水域の水産生物用
４　工業用水１級：沈殿等による通常の浄水操作を行うもの
　　　 〃 　２級：薬品注入等による高度の浄水操作、又は、特殊な浄水操作を行うもの
５　環 境 保 全：国民の日常生活（沿岸の遊歩等を含む。）において不快感を生じない限度

　（イ）

該当水域
基　　　準　　　値

利用目的の適応性
項目　

　類型 全　　燐全　窒　素

全公共用水域のうち、
水域類型ごとに指定す
る水域

０.００５mg／L以下０.１mg／L以下自 然 環 境 保 全
及びⅡ以下の欄に掲げるものⅠ

０.０１mg／L以下０.２mg／L以下

水 道 １ 、 ２ 、 ３ 級
（ 特 殊 な も の を 除 く 。）
水 産 １ 種
水浴及びⅢ以下の欄に掲げるもの

Ⅱ

０.０３mg／L以下０.４mg／L以下水 道 ３ 級 （ 特 殊 な も の ）
及びⅣ以下の欄に掲げるものⅢ

０.０５mg／L以下０.６mg／L以下水 産 ２ 種
及 び Ⅴ の 欄 に 掲 げ る も のⅣ

０.１mg／L以下１mg／L以下

水 産 ３ 種
工 業 用 水
農 業 用 水
環 境 保 全

Ⅴ

備考：１　基準値は、年間平均値とする。
２　水域類型の指定は、湖沼植物プランクトンの著しい増殖を生ずるおそれがある湖沼について行うものとし、
全窒素の項目の基準値は、全窒素が湖沼植物プランクトンの増殖の要因となる湖沼について適用する。

３　農業用水については、全燐の項目の基準値は適用しない。

（注）１　自然環境保全：自然探勝等の環境保全
２　水　　道１級：ろ過等による簡易な浄水操作を行うもの
　　　　〃　　２級：沈殿ろ過等による通常の浄水操作を行うもの
　　　　〃　　３級：前処理等を伴う高度の浄水操作を行うもの（「特殊なもの」とは、臭気物質の除去が可能な特

殊な浄水操作を行うものをいう。）
３　水　　産１種：サケ科魚類及びアユ等の水産生物用並びに水産２種及び水産３種の水産生物用
　　　　〃　　２種：ワカサギ等の水産生物用及び水産３種の水産生物用
　　　　〃　　３種：コイ、フナ等の水産生物用
４　環　境　保　全：国民の日常生活（沿岸の遊歩等を含む。）において不快感を生じない限度
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　（ウ）

該当水域
基　　　準　　　値

水生生物の生息状況の適応性
項　目

類　型 ノニルフェノール全　亜　鉛

全公共用水
域のうち、
水域類型ご
とに指定す
る水域

　０.００１mg／L以下０.０３mg／L以下イワナ、サケマス等比較的低温域を好む水生生
物及びこれらの餌生物が生息する水域生 物 Ａ

０.０００６mg／L以下０.０３mg／L以下
生物Ａの水域のうち、生物Ａの欄に掲げる水生
生物の産卵場（繁殖場） 又は幼稚仔の生育場と
して特に保全が必要な水域

生物特Ａ

　０.００２mg／L以下０.０３mg／L以下コイ、フナ等比較的高温域を好む水生生物及び
これらの餌生物が生息する水域生 物 Ｂ

　０.００２mg／L以下０.０３mg／L以下
生物Ｂの水域のうち、生物Ｂの欄に掲げる水生
生物の産卵場（繁殖場） 又は幼稚仔の生育場と
して特に保全が必要な水域

生物特Ｂ

（２）地点別BOD７５％値と環境基準達成率の推移

平成２３年度平成２２年度平成２１年度平成２０年度平成１９年度類
型地　点　名

基
準
点

番
号水域名

○４.４×７.３×５.４○４.６○５.０C笹目橋○１荒川下流（１）

○
１.１

○
１.３

○
１.１

○
０.９

○
１.５A治水橋○３

荒 川 中 流 １.０１.４１.８１.１１.４A開平橋○４
０.９１.２１.００.８１.１A久下橋○６

○０.６○０.６○０.７○０.７○０.９A正喜橋○７荒川上流（２） ０.８０.７１.２１.３１.０A親鼻橋○８
○＜０.５○＜０.５○０.８○０.９○＜０.５AA中津川合流点前○９荒川上流（１）

○４.９○５.４○６.５○６.１○５.８E八丁橋　　　　　※○１０芝 川 ５.７５.５５.２５.０５.５E山王橋　　　　　※○１２
○４.４×６.２×８.３×１０　×７.４C中土手橋○１８鴨 川

○１.５○１.９○１.４○１.３×２.１A入間大橋○２０入 間 川 下 流 ０.７１.０１.００.５０.７A落合橋○２１
○＜０.５○＜０.５○１.３○１.１○０.７A給食センター前○２５入 間 川 上 流
○１.９○１.８○１.６○１.３○２.６B落合橋○２６越 辺 川 下 流
○０.９○０.６○１.７○１.３○１.１A今川橋○２７越 辺 川 上 流
○０.５○０.７○０.６○０.５○０.５A東松山橋○２９都 幾 川
○１.６○２.３○２.５○１.５○２.３B兜川合流点前○３１槻 川
○＜０.５○＜０.５○＜０.５○０.５○＜０.５A高麗川大橋○３３高 麗 川
○２.２○２.０○１.７○１.４○２.０B�橋○３５小 畔 川
○１.２○１.２○２.７○１.７○２.３B大和橋○３６霞 川
○０.５○０.５○１.５○１.６○０.７A成木大橋○３７成 木 川
○３.９○２.６○４.２○２.７○３.３C徒歩橋○３８市 野 川 下 流
○２.０○２.０○２.９○２.０○２.３B天神橋○３９市 野 川 上 流
○２.６○２.８○２.６○２.１○３.０B吉見橋○４１和 田 吉 野 川
○０.７○＜０.５×１.２○０.９○０.８AA赤平橋○４２赤 平 川
○１.１○１.０○１.４○１.６○１.２A原谷橋○４３横 瀬 川
○３.５○２.５○３.５○２.７○４.４C八条橋○４６中 川 中 流
○３.８○３.０○３.４○３.４○４.４C豊橋○４８中 川 上 流
○４.８○３.４○４.４○３.９○４.０C内匠橋○５２綾 瀬 川 下 流
○３.４○３.２○４.１○４.０○４.８C畷橋○５５綾 瀬 川 上 流
○７.０○４.５○４.９○７.１○６.５D綾瀬川合流点前○５７古 綾 瀬 川
○４.０○４.０○４.８○４.２○３.５C措三橋○５９大 場 川
×５.７○３.７○２.６○４.１○３.９C中島橋○６０元 荒 川
×５.３○３.９○３.０○４.０○３.２C昭和橋○６４新 方 川
○４.０○２.５○２.９○４.４○３.２Cふれあい橋○６５大落古利根川

○４.１○２.９○３.７○３.７○４.２D笹目橋○６８新 河 岸 川 ２.２１.８２.３２.３２.１Dいろは橋○６９
○２.８○２.２○２.４○２.１○３.６D三園橋○７１白 子 川
○１.７○１.７○１.８○１.８○１.４C東橋○７２黒 目 川
○３.３○２.０○２.５○２.６○１.６C栄橋○７４柳 瀬 川
○５.３○４.９○４.６○３.８○４.７E不老橋　　　　　※○７７不 老 川

○
１.６

○
１.５

○
２.０

○
１.２

○
１.４A栗橋○７９

利 根 川 中 流 １.０１.３１.６０.９１.４A利根大堰○８０
１.５１.５１.６０.７１.５A坂東大橋○８３

○１.３○１.８○１.５○１.５○１.７A流山橋○８４江 戸 川 上 流
×５.３×３.２×６.８×６.４×９.０B昭和橋○８７福 川
○２.６○２.７○２.６○２.７×3.５B新明橋○８８小 山 川 下 流
×２.２○１.５×２.２○１.９×２.８A一の橋○８９小 山 川 上 流
○３.０○２.６○２.８○２.３×３.７B森下橋○９１唐 沢 川
×５.６×７.２×４.３×４.１×６.１B県道本庄妻沼線交差点○９２元 小 山 川
○０.６○０.８○０.８○０.９○０.７A神流川橋○９３神 流 川（３）
○０.６○０.７○０.６○０.８○０.７A藤武橋○９４神 流 川（２）
３９４０３８４１３７環 境 基 準 達 成 数
８９９１８６９３８４環境基準達成率（％）

○：環境基準達成　　×：環境基準非達成　　単位：取／L

※　平成２４年２月２４日の埼玉県告示により、芝川はD類型に、不老川はC類型に指定された（平成２３年度の環境基準は旧類型で評価）。
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（３）BOD環境基準適合割合の推移

注１）環境基準適合割合（％）＝環境基準に適合する日数／測定日数×100 
注２）類型指定されていない測定地点のデータは含まれていない 

　ア　全水域における環境基準適合状況（８５地点・３５河川４５水域）

　イ　水域別（荒川水系）

　ウ　水域別（利根川水系）

６０ 

７０ 

８０ 

９０ 

１００ 

２３ ２２ ２１ ２０ １９ １８ １７ １６ １５ 平成１４ 

適
合
割
合（
％
） 

（年度） 

８５ ８４ 
８６ 

８４ 
８７ 

８４ 

９２ 

８７ 

９２ 
８９ 

６０ 

７０ 

８０ 

９０ 

１００ 

荒川水系 

新河岸川水系 

入間川水系 

２３ ２２ ２１ ２０ １９ １８ １７ １６ １５ 平成１４ 

適
合
割
合（
％
） 

（年度） 

９５ ９７ 

９３ 
９３ 

９１ ９０ 
９６ 

９１ ９７ 
９７ 

９３ ９４ 

９５ 

９１ 
９０ 

８８ ８７ 

９２ 

８５ 

９１ 

９３ 

８１ 
８５ ８７ 

９６ 
９８ 

９８ ９９ １００ ９９ ９９ 

５０ 

６０ 

７０ 

８０ 

９０ 

１００ 

利根川水系 

綾瀬川水系 

中川水系 

２３ ２２ ２１ ２０ １９ １８ １７ １６ １５ 平成１４ 

適
合
割
合（
％
） 

（年度） 

８５ 

７９ 

７５ 

７９ ８０ 

７２ 

８３ ８３ 

９１ 

８３ 

７４ 

８６ 

７５ 

６０ 

７９ 
８４ 

８１ 
８６ 

８６ 

７３ 

６０ ６０ 

８８ 

８１ 

９２ 

８６ 

９３ 

７７ 
７８ 
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（４）生活環境項目の地点別年度平均値（平成２３年度）
　ア　河　川

全亜鉛
（mg/ L）

大腸菌群数
（MPN/１００mL）

DO
（mg/ L）

SS
（mg/ L）

COD
（mg/ L）

BOD
（mg/ L）pH地　点　名

基準点環
境
基
準

類　
　

型

地
点
番
号

河　川　名区分 生
物

一
般

０.０１７２４,０００８.５１０６.７３.２７.５笹 目 橋○○生物ＢC１

荒 川

荒 川

－８,８００９.８１１３.２１.２７.７秋 ケ 瀬 取 水 堰生物ＢA２
０.００５１１,０００９.７１２３.１１.０７.６治 水 橋○○生物ＢA３
０.００７５,３００９.８１９３.５１.１７.６開 平 橋○○生物ＢA４
－５,６００１０１５２.８０.６７.６御 成 橋生物ＢA５
０.００３５,０００１０６２.５０.７７.８久 下 橋○○生物ＢA６
０.００２４,４００１０５２.００.６７.９正 喜 橋○○生物特ＢA７
０.００５４,７００１１４１.８０.８８.４親 鼻 橋○○生物ＡA８
０.００７８３０１１５１.００.５７.８中津川合流点前○○生物ＡAA９
０.０２２２００,０００５.５２３６.１４.１７.４八 丁 橋○○生物ＢE１０

芝 川
０.０４２７４,０００５.５１１５.１３.３７.４境 橋生物ＢE１１
０.０１１２４,０００５.９１６６.２４.８７.３山 王 橋○○生物ＢE１２新 芝 川
０.００８１２０,０００６.８３５.７５.５７.６論 處 橋１３

藤右衛門川
０.０１７２２０,０００６.３１４３.９３.１７.６柳 橋１４
０.０１４－６.６１４６.８３.２７.３荒 川 合 流 点 前１５菖 蒲 川
０.０１７－６.９１３６.２３.０７.３笹 目 樋 管１６

笹 目 川
０.０２２２５,０００５.７７５.３３.３７.５市立浦和南高校脇１７
０.０３１４５,０００７.４２３５.９４.１７.５中 土 手 橋○○生物ＢC１８

鴨 川
０.０４３２５,０００５.６１２５.８３.５７.４加 茂 川 橋生物ＢC１９
０.００６６,３００９.６１０３.７１.４７.６入 間 大 橋○○生物ＢA２０

入 間 川

入間川

０.００５２,９００１０５２.２０.６７.７落 合 橋○○生物ＢA２１
０.００５４,８００１１４２.３１.１７.７初 雁 橋生物ＢA２２
０.００５４,０００１０２２.９１.０７.８富 士 見 橋生物ＢA２３
０.００４４,０００１０２２.９１.１７.８豊 水 橋生物ＢA２４
０.００１６,７００１１１１.４０.６７.９給食センター前○○生物ＡA２５
０.００７８,７００８.８８３.９１.８７.６落 合 橋○○生物ＢB２６

越 辺 川 ０.００５１９,０００１１３２.３０.８７.９今 川 橋○○生物ＢA２７
０.００３２２,０００１０１２.００.８７.９山 吹 橋○生物ＡA２８
０.００２２,２００１１３１.６０.６７.８東 松 山 橋○○生物ＢA２９

都 幾 川
０.００２４７,０００１０１１.６０.７７.７明 覚○生物ＡA３０
０.００４３１,０００１０２２.４１.３８.０兜 川 合 流 点 前○○生物ＢB３１

槻 川
０.００２１３,０００１１１１.５０.６８.２大内沢川合流点前○生物ＡB３２
０.００２１,４００９.７２０.９０.５７.６高 麗 川 大 橋○○生物ＢA３３

高 麗 川
０.００３５,０００１０３１.２０.５８.１天 神 橋○生物ＡA３４
０.０１２１６,０００９.６１９５.２１.６７.８� 橋○○生物ＢB３５小 畔 川
０.０１２６８,０００１１３３.２１.０８.１大 和 橋○○生物ＢB３６霞 川
０.００２１２,０００１０１１.６０.５８.１成 木 大 橋○○生物ＡA３７成 木 川
０.０１５－１０１１６.３２.８７.９徒 歩 橋○○生物ＢC３８

市 野 川

荒 川

０.０２１３５,０００１２４５.５１.６８.５天 神 橋○○生物ＢB３９
０.００９２３０,０００１１８６.９３.３８.２八 幡 橋４０滑 川
０.０１７６,３００８.８１６４.３２.０７.７吉 見 橋○○生物ＢB４１和田吉野川
０.００９９,０００１０５１.６０.７８.３赤 平 橋○○生物ＡAA４２赤 平 川
０.００８３４,０００１１２２.２１.０８.５原 谷 橋○○生物ＡA４３横 瀬 川
０.００８５２０１１４１.６０.６８.１落 合 橋４４中 津 川
０.０１６－７.３１６５.９４.９７.５潮 止 橋生物ＢC４５

中 川中 川

０.０１３－７.８１３５.４３.４７.５八 条 橋○○生物ＢC４６
０.０１５－７.３２１５.７３.０７.４弥 生 橋生物ＢC４７
０.０２０－６.９３０６.０２.７７.３豊 橋○○生物ＢC４８
０.０１３１５,０００７.７２９５.８２.７７.３松 富 橋生物ＢC４９
０.０２０－７.９２２６.２３.２７.３行 幸 橋生物ＢC５０
０.０４１－６.６２４９.９１０７.３道 橋生物ＢC５１
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全亜鉛
（取／L）

全りん
（取／L）

全窒素
（取／L）

大腸菌群数
（MPN／１００mL）

DO
（取／L）

SS
（取／L）

COD
（取／L）pH地点名

基準点環境基準
類　　型

地点
番号湖　沼　名 生

物
一
般

０.００２０.０２３１.３２４２１１３２.３８.３
湖
心

○○
湖
沼
生
物
Ａ

湖
沼
Ａ
Ⅲ

L1
下久保ダム貯水池
（ 神 流 湖 ）

０.００５０.０１３０.４５２,９７０９.２２１.７７.７
湖
心

○○
湖
沼
生
物
Ａ

湖
沼
Ａ
Ⅲ

L2
二瀬ダム貯水池
（ 秩 父 湖 ）

　イ　湖　沼

全亜鉛
（mg/ L）

大腸菌群数
（MPN/１００mL）

DO
（mg/ L）

SS
（mg/ L）

COD
（mg/ L）

BOD
（mg/ L）pH地　点　名

基準点環
境
基
準

類　
　

型

地
点
番
号

河　川　名区分 生
物

一
般

０.０２８－４.７１６６.６３.７７.４内 匠 橋○○生物ＢC５２

綾 瀬 川

綾瀬川

０.０３３－５.１１６７.０４.０７.３手 代 橋生物ＢC５３
０.０１９－６.４１４６.５３.９７.４槐 戸 橋生物ＢC５４
０.０２９２９,０００７.７２３５.４３.２７.５畷 橋○○生物ＢC５５
０.０３２－５.１１０６.０３.３７.３伝 右 橋５６伝 右 川
０.０４１－５.０１５１１６.０７.２綾瀬川合流点前○○生物ＢD５７古 綾 瀬 川
０.０２３－５.６１５６.０３.４７.３水 神 橋５８毛 長 川
０.０１８－５.３１９７.４３.６７.４� 三 橋○○生物ＢC５９大 場 川

中 川

０.０１０１５,０００８.１１７５.９４.４７.５中 島 橋○○生物ＢC６０
元 荒 川 ０.０１４４２,０００７.０２３６.３４.５７.３八 幡 橋生物ＢC６１

０.０１３２００,０００７.１１２４.４２.１７.３渋 井 橋生物ＢC６２
０.０１７５３,０００６.６１９４.６２.５７.３前 屋 敷 橋６３忍 川
０.０１１３０,０００６.７２３６.５３.９７.４昭 和 橋○○生物ＢC６４新 方 川
０.００８２０,０００８.６１６５.９４.２７.６ふ れ あ い 橋○○生物ＢC６５

大落古利根川 ０.００９３７,０００７.５１６５.２３.３７.２小 渕 橋生物ＢC６６
０.０１４－７.３２２５.８３.７７.３杉 戸 古 川 橋生物ＢC６７
０.０２０７７,０００７.１１１６.２３.４７.３笹 目 橋○○生物ＢD６８

新 河 岸 川

新河岸川

０.０１９１４０,０００６.９１２４.２１.８７.０い ろ は 橋○○生物ＢD６９
０.０１４２４,０００７.４１４３.８１.８６.７旭 橋生物ＢD７０
０.０１６７９,０００６.８５５.０２.５７.３三 園 橋○○生物ＢD７１白 子 川
０.０１５５９,０００１０７２.６１.３７.７東 橋○○生物ＢC７２

黒 目 川
０.００８４２,０００９.６７２.４０.９７.５都 県 境 地 点生物ＢC７３
０.０２９１２０,０００７.４９６.６２.８７.２栄 橋○○生物ＢC７４

柳 瀬 川
０.００５－１０２２.５１.６７.８二 柳 橋生物ＢC７５
０.０１２－９.４６３.４２.０７.５中 橋７６東 川
０.０１８１８０,０００１１３６.４３.９７.６不 老 橋○○生物ＢE７７

不 老 川
０.０２２－９.２２７.０３.５７.６入 曽 橋生物ＢE７８
０.０１３１２,０００９.６１８３.１１.４７.４栗 橋○○生物ＢA７９

利 根 川

利根川

０.００９４,８００１０１０２.６１.０７.５利 根 大 堰○○生物ＢA８０
０.０１７７,４００１０１９３.３１.３７.５刀 水 橋生物ＢA８１
０.０１１７,８００１０１７３.１１.１７.５上 武 大 橋生物ＢA８２
０.０１１１９,０００１１１８３.２１.２７.４坂 東 大 橋○○生物ＢA８３
０.０１０７,４００９.８２３３.８１.１７.６流 山 橋○○生物ＢA８４

江 戸 川
０.００９５,７００９.８２０４.２１.１７.６野 田 橋生物ＢA８５
０.００８１７,０００９.６１５３.６１.０７.５関 宿 橋生物ＢA８６
０.０２０３５０,０００６.２９５.７４.４７.４昭 和 橋○○生物ＢB８７
０.０１５６９,０００１２９４.５２.０８.１新 明 橋○○生物ＢB８８

小 山 川 ０.０１１４７,０００１１６３.８１.７７.９一 の 橋○○生物ＢA８９
０.００８８,９００１１２１.７０.６８.０新 元 田 橋○生物ＡA９０
０.０１３１２０,０００１２１０５.０２.３８.４森 下 橋○○生物ＢB９１唐 沢 川
０.０３０３７０,０００８.１８６.７４.２７.５県道本庄妻沼線交差点○○生物ＢB９２元 小 山 川
０.００２９,７００９.９２１.６０.６７.８神 流 川 橋○○生物ＡA９３

神 流 川
０.００２１９,０００１０３１.８０.６７.９藤 武 橋○○生物ＡA９４
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群
馬
県
 

茨
城
県
 

千 葉 県  

東
京
都
 

凡
例
 

忍
 

滑
 

5.
1㎎
/L
～
10
㎎
/L
 

3.
1㎎
/L
～
5.
0㎎
/L
 

3.
0㎎
/L
以
下
 

B
O
D
年
度
平
均
値
 

措 三 橋  

落 合 橋  

前 屋 敷 橋  

新 元 田 橋  

山 吹 橋  

明 覚  

大 内 沢 川 合 流 点 前  

八
幡
橋
 

小 渕 橋小 渕 橋  小 渕 橋  松 富 橋  

（
５
）
河
川
水
質
状
況
（
平
成
２３
年
度
）
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４

BOD年度平均値（mg／L）
地　　点　　名（所在地）河川名順位

２１年度２２年度２３年度
３.１７.２②１０道橋（加須市）中 川１
３.９⑮４.３⑩６.０綾瀬川合流点前（草加市）古 綾 瀬 川２
８.４①７.３①５.５ 論  處  橋 （川口市）

ろん しょ はし

 藤  右  衛  門  川 
とう え も ん かわ

３
３.７⑱３.３⑰４.９潮止橋（八潮市）中 川４
４.８⑥５.２⑤４.８山王橋（川口市・東京都足立区）新 芝 川５
２.６１.８４.５八幡橋（白岡市・蓮田市）元 荒 川６
２.５３.２⑲４.４中島橋（越谷市）元 荒 川７
５.５③３.５⑬４.４昭和橋（熊谷市）福 川７
３.０２.５４.２ふれあい橋（松伏町・越谷市）大落古利根川９
３.６⑲５.１⑥４.２県道本庄妻沼線交差点（本庄市）元 小 山 川９

（６）主要地点におけるBOD年度平均値
　ア　BOD年度平均値の低い地点

BOD年度平均値（mg／L）
地　　点　　名（所在地）河川名順位

２１年度２２年度２３年度
０.５①０.５①０.５高麗川大橋（坂戸市）高 麗 川

１
０.７③０.５①０.５中津川合流点前（秩父市）荒 川
１.５０.５①０.５成木大橋（飯能市）成 木 川
０.９⑨０.６⑧０.５天神橋（日高市）高 麗 川
１.０⑪０.５①０.６落合橋（秩父市）中 津 川

５

１.２⑳０.５①０.６給食センター前（狭山市）入 間 川
１.３０.５①０.６大内沢川合流点前（東秩父村）槻 川
０.６②０.６⑧０.６東松山橋（東松山市）都 幾 川
０.７③０.６⑧０.６正喜橋（寄居町）荒 川
０.７③０.６⑧０.６藤武橋（上里町・群馬県藤岡市）神 流 川
０.８⑥０.７⑭０.６落合橋（川島町・川越市）入 間 川
０.８⑥０.７⑭０.６神流川橋（上里町・群馬県高崎市）神 流 川
１.１⑭０.８⑲０.６御成橋（鴻巣市）荒 川

　イ　BOD年度平均値の高い地点

※　丸数字は各年度の順位（空欄は２１位以下）

クロロ
フィルａ
（主/ L）

りん酸
性りん
（ｍｇ/ L）

全りん
（ｍｇ/ L）

有機性
窒　素
（ｍｇ/ L）

硝酸性
窒　素
（ｍｇ/ L）

亜硝酸
性窒素
（ｍｇ/ L）

アンモニア
性窒素
（ｍｇ/ L）

全窒素
（ｍｇ/ L）

導電率
（ｍＳ/ｍ）

ＳＳ
（ｍｇ/ L）

ＣＯＤ
（ｍｇ/ L）湖沼名

＜１＜０.０１０.０１９０.１６０.９８０.０１０＜０.１０.９７１５＜１０.７玉 淀 湖
８＜０.０１０.０１３０.１５２.００.００６＜０.１２.４１０３３.０円 良 田 湖
２＜０.０１０.０１２０.１０３.９０.００５＜０.１３.６８３２.４間 瀬 湖
６＜０.０１０.００７０.０８１.９０.０１０＜０.１２.２１０２０.５鎌 北 湖
９＜０.０１０.０２００.３７０.５９０.００８＜０.１１.２１１３２.８宮 沢 湖
３７０.０４０.１２０.７００.３７０.０７４＜０.１１.７１９３３５.７伊 佐 沼
６＜０.０１０.０２７０.３６０.６７０.０１７０.３１.３２５２３.４柴 山 沼
１７０＜０.０１０.１９２.９０.４６０.０４００.４３.２２３３３１６山 ノ 神 沼
７６＜０.０１０.０７８１.５０.１１０.００６＜０.１１.６２０２３１２別 所 沼

（７）湖沼水質調査結果（平成２３年度）
　【　夏　季　】

ＤＯ
（ｍｇ/ L）ｐＨ濁り色相透明度

（ｍ）
全水深
（ｍ）

水温
（℃）

気温
（℃）天候採取

時刻
採取
年月日湖沼名

９.６８.４無し淡黄緑色３.５８１４.８０１７.４１９.６曇り１１:００Ｈ２３.１０.２０玉 淀 湖
１１８.４無し淡白黄色１.８０１３.２５２５.８３２.３晴れ１３:４０Ｈ２３.９.８円 良 田 湖
９.１７.３無し淡黄色１.６３１６.８５２３.１３５.６晴れ１１:００Ｈ２３.９.８間 瀬 湖
９.１７.７無し淡白黄色１.９０１５.６０２１.３３５.２晴れ１３:４０Ｈ２３.９.７鎌 北 湖
９.６８.６無し淡黄色１.８０７.００２６.２３４.５晴れ１０:４０Ｈ２３.９.７宮 沢 湖
１１８.８有り中白黄色０.２４２.２０３１.０３２.５晴れ１５:５５Ｈ２３.９.７伊 佐 沼
４.６７.２無し淡黄色１.４１４.４０２７.８３６.６晴れ１０:０５Ｈ２３.８.２４柴 山 沼
１３８.６有り中黄緑色０.３５１.８０２８.０３１.１曇り１１:１０Ｈ２３.８.２４山 ノ 神 沼
１４９.３やや有り淡黄緑色０.６４１.５０２８.４３２.８晴れ１４:００Ｈ２３.８.２４別 所 沼

※　各湖沼とも表層水（水面下０.５ｍ）を採取した。
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クロロ
フィルａ
（主/ L）

りん酸
性りん
（ｍｇ/ L）

全りん
（ｍｇ/ L）

有機性
窒　素
（ｍｇ/ L）

硝酸性
窒　素
（ｍｇ/ L）

亜硝酸
性窒素
（ｍｇ/ L）

アンモニア
性窒素
（ｍｇ/ L）

全窒素
（ｍｇ/ L）

導電率
（ｍＳ/ｍ）

ＳＳ
（ｍｇ/ L）

ＣＯＤ
（ｍｇ/ L）湖沼名

＜１０.０４０.０４９０.１８１.５０.０１６０.１１.８２１＜１１.９玉 淀 湖
７＜０.０１０.０１８０.２８０.７５０.００７＜０.１１.１１４２３.７円 良 田 湖
３＜０.０１０.０１８０.２１１.７０.０１３＜０.１２.１１０＜１２.７間 瀬 湖
５＜０.０１０.０１２０.１４１.２０.０１２０.１１.５１３２２.０鎌 北 湖
１１＜０.０１０.０３２０.３２０.４００.０１１０.５１.２１４２４.０宮 沢 湖
１２＜０.０１０.０２１０.３３１.７０.０１３＜０.１２.１３０５３.８柴 山 沼
２００.０２０.０７００.５１３.７０.０３７０.２４.４２４８８.１山 ノ 神 沼
１２＜０.０１０.０３４０.４１１.５０.０３６０.１２.２２８５５.４別 所 沼

　【　冬　季　】

ＤＯ
（ｍｇ/ L）ｐＨ濁り色相透明度

（ｍ）
全水深
（ｍ）

水温
（℃）

気温
（℃）天候採取

時刻
採取
年月日湖沼名

１３８.１無し無色９.０８１３.５５４.６７.２晴れ１４:３０Ｈ２４.２.２１玉 淀 湖
１３７.６無し淡黄色３.０８１２.９５４.５９.５晴れ１３:３０Ｈ２４.２.２１円 良 田 湖
１３７.４無し淡黄緑色４.７３１４.８７４.９９.０晴れ１０:４０Ｈ２４.２.２１間 瀬 湖
１１７.４無し淡黄色２.８０１５.１０５.３７.１雨１３:５０Ｈ２４.２.６鎌 北 湖
１２７.７無し淡黄色１.９５７.６０６.６１０.６曇り１１:１０Ｈ２４.２.６宮 沢 湖
１３７.９無し淡黄色１.２０３.８５４.５１０.５曇り１１:００Ｈ２４.２.１柴 山 沼
１３８.０無し中黄色０.８０１.４０５.０１０.２晴れ１１:４０Ｈ２４.２.１山 ノ 神 沼
１４８.１無し淡黄色０.８０１.５０６.６９.５曇り１４:３０Ｈ２４.２.１別 所 沼

※　各湖沼とも表層水（水面下０.５ｍ）を採取した。
※　伊佐沼については、改修工事のため欠測。

（８）県全域水質汚濁発生源総括表（平成２２年度）

※「排水量」及び「BOD負荷量」は「基礎データ」を基に計算。

BOD負荷量
（t／日）
（構成比％）

排水量
（×１０３ｍ３／日）

基礎データ区　　　　　　　　　分

７.３１,４３３５,２９１千人下 水 道

生活系

０.６３８１１８〃５０１～ 合 併 処 理 浄 化 槽
６.３２０９７４５〃～５００合 併 処 理 浄 化 槽
０.００（０）〃５０１～単独処理浄化槽
４.３８０（９３５）〃～５００単独処理浄化槽
０.０６（１６６）〃し 尿 処 理 場
０.２１（６）〃そ の 他
４１.０８７１,１０７〃雑 排 水
５９.７（７０.４）１,７６６７,２６１〃小　　　　　　　　　　計
０.７１７１２８件下 水 道

産業系
２.５１６１６５２〃規 制 対 象 事 業 場
１２.２９５－ 〃そ の 他 の 事 業 場
１５.４（１８.２）４２７－小　　　　　　　　　　計
０.００.０２８件下 水 道

畜産系

０.００.２１〃規 制 対 象 畜 舎
２.２０.３３４８百頭牛その他

の畜舎
２.４０.１１,２１５〃豚
０.１０.０１１〃馬

４.７（５.５）０.６（全飼育頭数）
２,０１６〃小　　　　　　　　　　計

１.３２８９２８件下 水 道

その他系
０.５－６２,７２２ ha山 林
０.４－４２,０７６〃水 田
２.８－２７５,００９〃そ の 他
５.０（５.９）２８９３７９,８０７〃小　　　　　　　　　　計
８４.８（１００.０）２,４８３－ －合　　　　　　　　　　計
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ときがわ町 

(熊谷市、行田市、秩父市、加須市、深谷市、 

皆野町、美里町、寄居町)

(本庄市、神川町、上里町)

（５３） 

（８） 

（３） 

（１０）埼玉県における総量規制
　①指定地域（太線枠内）（平成２４年４月１日現在） 

（９）特定事業場・指定排水工場等の業種内容（平成２３年度・政令市等を含む）

※及び＊は指定排水工場等 
◎及び※は届出数＝規制対象数 

届出 
規制対象 

０ 
２００ 
４００ 
６００ 
８００ 
１,０００ 
１,２００ 
１,４００ 
１,６００ 

１,０６２ 

１９ 

９６７ 

１７５ 
５９ 
１４ ７２ ５９ ２６４ ９３ １４ 

１２８ 
７２ 

２４８ 

５９ 

７３０ 

４４８ 

８１５ 

２００ 
２６７ 

２６４ 

１,４９２ １,４５６ １,４９２ 

１８７ 

１,４５６ 

４１ 
２１３ 

９３ 

４４２ 

９６２ 

７２９ 

３１０ 

２２ １９ ５２ ２１ ６４ １５ ２ 

パ
ン
菓
子
製
造
業
＊ 

カ
ッ
ト
野
菜
※ 

飲
食
店
※ 

コ
ル
ゲ
ー
ト
マ
シ
ン
※ 

特
定
給
食
施
設
等
※ 

共
同
調
理
場
・
病
院
等
※ 

弁
当
仕
出
・
製
造
※ 

そ
の
他
の
特
定
事
業
場 

指
定
地
域
特
定
施
設
◎ 

下
水
道
終
末
処
理
施
設 

　
し
尿
処
理
施
設
◎ 

試
験
研
究
機
関 

自
動
式
車
両
洗
浄
施
設 

洗
た
く
業 

飲
食
店
等 

旅
館
業 

金
属
製
品
製
造
業 

窯
業 

化
学
工
業 

繊
維
工
業 

食
料
品
製
造
業 

畜
産
農
業 

＊パン菓子製造業は「さいたま市生活環境の保全に
関する条例」により規制対象となっている。 

生活排水 

産業排水 

第１次 
５９年度実績 

第２次 
元年度実績 

第３次 
６年度実績 

第４次 
１１年度実績 

第５次 
１６年度実績 

第６次 
２１年度実績 

５０ 

１４ 

５ 

６９ 

生活排水 

産業排水 

５５ｔ／日 

３８ 

１２ 
６ ５ 

１１年度実績 第５次 
１６年度実績 

第６次 
２１年度実績 

第５次 
１６年度実績 １１年度実績 第６次 

２１年度実績 

４.１t／日 

６.５ｔ／日 
３.７ｔ／日 
生活排水 

１.３ｔ／日 
産業排水 
１.５ｔ／日 
その他 

０.４ 

０.６ 

３.５t／日 

２.８ ２.５ 
０.５ ０.５ 
０.８ ０.８ 

②化学的酸素要求量 ③窒素含有量

④りん含有量 
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行 政 処 分排水基準
超過件数

排水検査
検査数

立入検査
件数 その他注　意改善勧告改善命令一時停止命令

０
（０.０％）

６３
（６.８％）

１１
（１.２％）

１
（０.１）

０
（０.０％）

７５
（８.１％）

　９２９１,４２１県

２５
（２.１％）

１６８
（１４.４％）

１０
（０.９％）

０
（０.０％）

０
（０.０％）

２０３
（１７.４％）

１,１６５１,２９８政令市等

２５
（１.２％）

２３１
（１１.１％）

２１
（１.０％）

１
（０.０％）

０
（０.０％）

２７８
（１３.３％）

２,０９４２,７１９合　計

生活排水対策推進
協議会設置年月

生活排水対策推進
計画策定年月

生活排水対策重点
地域指定年月日

関連流域市町村流　域　名

平成５年４月
第１次　平成４年３月
第２次　平成１９年３月

平成３年８月９日
川越市、所沢市、
狭山市、入間市

不老川流域

平成５年１０月平成５年３月平成４年７月６日本庄市、上里町元小山川流域

平成８年３月平成７年３月平成６年３月１０日
加須市、羽生市、
久喜市

中川上流域

平成１４年１１月平成１４年３月平成１２年９月６日秩父市、小鹿野町赤平川流域

平成１５年１１月平成１５年３月平成１４年２月１８日
秩父市、横瀬町、
皆野町、長辰町

荒川上流域

平成１７年２月平成１６年３月平成１４年１２月１９日
嵐山町、小川町、
ときがわ町、東秩父村

槻川・都幾川
上流域

※　（　）内は排水検査件数に対する同欄件数の割合

２３年度２２年度２１年度２０年度１９年度１８年度１７年度１６年度１５年度１４年度１３年度
５５３５４８５４２５３３５２６５１８５１１５０１４９６４８９４８２処理人口（万人）整備

状況 ６６５６５４６４４６３３６２２６０８５９９５８６５７５５６４５５１処理面積（錫）
７７.４７６.７７６.１７５.２７４.５７３.５７２.９７１.６７１.０７０.４６９.６処理人口普及率（％）
１７.５１７.２１６.９１６.７１６.４１６.０１５.８１５.４１５.１１４.９１４.５処理面積整備率（％）

（１１）排水基準超過に対する行政措置状況（平成２３年度）

（１２）生活排水対策重点地域の指定状況（平成２４年４月１日現在）

（１３）浄化槽設置基数及び浄化槽整備事業の推移

（１４）下水道普及状況

浄化槽整備事業（県費補助）浄 化 槽 設 置 基 数

補　助　額
（千円）

補助基数（基）市町村数
合併処理浄化
槽の割合（％）

うち合併処理
浄化槽（基）

総設置基数
（基）

３８４,２９３３,５８５６９１９.７１２３,９２１６２７,５４１１３年度
３０２,６３６３,３６９７１２１.２１３５,０８９６３８,７０９１４年度
３０８,７２０３,３５４７２２２.５１４６,２７５６４９,８９５１５年度
３０６,４４７３,４７２７２２４.０１５８,８６６６６２,４８６１６年度
２２０,１０８３,０７１５５２５.４１７１,４０６６７５,０２６１７年度
２０８,７９６２,７４４５２２６.８１８４,４９８６８８,１１８１８年度
２１４,０３４２,４９７５３２９.４１８０,９０２６１６,３５１１９年度
１７１,４２２２,３６５５３３０.８１８９,００１６１３,０９８２０年度
１５３,６８３２,０８０４６３２.２１９６,６７５６１１,５７４２１年度
１４６,６８９１,９７０４４３５.２１９９,３８３５６６,４６９２２年度
２８５,５２９８９４４５３８.３２１０,８９３５５１,３１７２３年度
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現　　　　　　況全体計画
処理開始
年 月 日

事業着手
年 月 日 処理区域内

人口（人）
処理水量
（弱／日）

処理能力
（弱／日）

処理区域内
人口（人）

処理能力
（弱／日）

１,７２９,８１６６５７,５７８９３５,０００
７系列１,７６４,５００８９５,４００

８系列
昭和４７年
１０月１日

昭和４２年
３月２７日

荒 川
水循環センター

荒川左岸
南 部

３２２,７０３１３９,７９０２２３,７５０
３.５系列４３４,３００２３３,１００

５系列
昭和５６年
４月１日

昭和４６年
１２月１３日

元 荒 川
水循環センター

荒川左岸
北 部

１,４４１,８９５
４７０,９８６６９９,６６０

５系列
１,５７４,０００

８
系
列

７８９,９００

昭和５６年
４月１日

昭和４６年
１２月１３日

新 河 岸 川
水循環センター

荒川右岸
５１,７８３５２,７００

２系列
３
系
列

平成１８年
４月１日－新 河 岸 川 上 流

水循環センター

１,２５３,９２０３９３,５８４５４９,５８０
８系列１,４５４,０００７６５,０００

１４系列
昭和５８年
４月１日

昭和４８年
３月２９日

中 川
水循環センター中　　川

１１０,１８７４４,７１４７５,０００
３系列１３１,６００８９,５００

４系列
昭和５８年
４月１日

昭和５２年
９月１７日

古 利 根 川
水循環センター古利根川

１６,０８３３,８６８１０,１５２
１.５系列２５,６００１５,９００

３系列
平成４年
４月１日

昭和６１年
３月１５日

荒 川 上 流
水循環センター荒川上流

３４,６５３１０,６５２１７,６００
３系列４２,２００２２,８００

４系列
平成６年
４月１日

平成元年
１０月３日

市 野 川
水循環センター市 野 川

４４,６１４１４,１８８３０,０００
２系列１２０,８００７７,７００

５系列
平成２１年
４月１日

平成１７年
３月１４日

小 山 川
水循環センター

利 根 川
右 岸

４,９５３,８７１１,７８７,１４３２,５９３,４５０５,５４７,０００２,８８９,３００－－－計

（１６）流域下水道の計画と現況（平成２４年４月１日現在）

（注）処理水量は、２３年度実績（日平均）であり、計欄は、各流域処理水量（弱／日）の合計値である。

項　目

流域名 処理場

ときがわ町 

ふじみ野市 

（注１）単独公共下水道は、一部事務組合が事業主体となる下水道を含む。（坂戸、鶴ヶ
島下水道組合、毛呂山・越生・鳩山公共下水道組合及び皆野・長辰上下水道組合
の３組合） 

（１５）埼玉県流域下水道・公共下水道計画現況（平成２４年４月１日現在）
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油類の流出 
　１００件 
　　４７％ 

　魚類のへい死 
　　５５件 
　　２６％ 

着色水・濁水 
　　３８件 
　　１８％ 

その他 
１８件 
９％ 

現象別件数 
総数２１１件 
（１００％） 

自然現象 
　１０件 
　１８％ 

不明 
３４件 
６２％ 

その他 
４件 
７％ 

工事現場等 
６件 
１１％ 

魚類のへい死 
総数５５件 
（１００％） 

工場・事業場等からの排水 
１件 
２％ 

工場・事業場等からの排水 
　　　３０件 
　　　３０％ 不明 

４０件 
４０％ 

その他３件３％ 

交通事故等 
１４件 
１４％ 

工事現場等６件６％ 

油類の流出 
総数１００件 
（１００％） 

不法投棄７件７％ 

（１７）異常水質事故の現象別発生件数（平成２３年度）

（１８）異常水質事故における魚類のへい死の発生原因内訳（平成２３年度）

（１９）異常水質事故における油類の流出の発生原因内訳（平成２３年度）
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２３年度２２年度２１年度１８年度１５年度１２年度９年度平成
６年度６０年度５５年度昭和

５０年度区　　　分

３３３３２３２９９２６７２２７１６９９３６０６１１雨 水 の 利 用

７５７５７２７１５８５６４６４２１２６０業務ビル等の各施設から
発生した下水の再利用

２３２３２３２２２２２２２１２１１６８３下 水 道 処 理 場 の
処 理 水 の 利 用

４９４９４９４９４０３４２４２３１３９２工業用水道用水の利用

４８０４７０４４３４０９３４７２８１１８４１４６４７２４６計

（２０）雑用水利用施設の推移

（注）施設数について、平成１８年度までは埼玉県長期水需給の見通し（平成１９年１２月）から掲載。
　　　平成２０年度以降は土地水政策課の調査による。

（２１）原水別・利用用途別雑用水利用の状況（平成２３年度）

施 設 数そ の 他環 境 ・
修 景 用洗浄用水洗　 車散水用水冷 房 ・

冷 却 用
水　 洗
ト イ レ原水別用途別施設

３３３４０１６１１６１１１１２２２１雨 水 の 利 用

７５２７５４１８１５６４業務ビル等の各施設から発
生 し た 下 水 の 再 利 用

２３５２２４０１２０２下 水 道 処 理 場 の
処 理 水 の 利 用

４９１８３１５０９３５２９工業用水道用水の利用

４８０６５２８５５１０１３９８２３１６計

（注）雑用水を複数の用途に使用している例が多いため、施設数と用途別件数の合計は一致しない。

平　成　２０　年平　成　１９　年平　成　１８　年年次
地域名 計工業用建築物用水道用計工業用建築物用水道用計工業用建築物用水道用

５７.８１３.６１.９４２.３６１.３１２.７１.８４６.８６０.０１１.８１.３４６.９東部地域
１５４.８３７.２２.１１１５.５１５８.６３１.５３.３１２３.８１５３.２３０.３２.３１２０.６中央部地域
１５７.１４４.５１０.２１０２.４１５６.４４２.９９.８１０３.７１６１.９４５.４１１.３１０５.２西部地域
９１.５２１.２２.８６７.５８９.６２０.０２.６６７.０８５.１１９.５２.９６２.７北東部地域
３１.４５.２０.９２５.３３２.５５.２０.６２６.７３１.６４.６０.５２６.５比企地域
１９８.６５４.５３.８１４０.３２０８.７５５.４６.８１４６.５１９６.９５１.４３.３１４２.２北部地域

６９１.２１７６.２２１.７４９３.３７０７.１１６７.７２４.９５１４.５６８８.７１６３.０２１.６５０４.１
計

１００％２５.５％３.１％７１.４％１００％２３.７％３.５％７２.８％１００％２３.７％３.１％７３.２％

平　成　２３　年平　成　２２　年平　成　２１　年年次
地域名 計工業用建築物用水道用計工業用建築物用水道用計工業用建築物用水道用

６６.０１０.８３.３５１.９６９.２１１.５３.５５４.２５９.７１１.４２.９４５.４東部地域
１５２.７２６.７４.０１２２.０１６５.４３０.１３.７１３１.６１４４.８２８.１３.５１１３.２中央部地域
１５３.４３６.８１２.２１０４.４１６７.３４０.６１２.９１１３.８１５７.８４０.２１２.０１０５.６西部地域
８１.３１８.７３.４５９.２８７.１１９.１３.４６４.６８７.０１８.７３.０６５.３北東部地域
２６.０４.１０.７２１.１２７.２４.４０.８２１.９２９.５５.２０.６２３.７比企地域
１８８.７５２.２３.３１３３.２１９３.７５２.９３.３１３７.５１９３.６５２.７４.３１３６.６北部地域

６６８.０１４９.３２６.９４９１.７７１０.０１５８.７２７.５５２３.８６７２.４１５６.３２６.３４８９.８
計

１００％２２.４％４.０％７３.６％１００％２２.４％３.９％７３.８％１００％２３.２％３.９％７２.８％

（単位：千弱／日）

注　（１）　水道用は採取量報告に基づく数量。
　　（２）　建築物用は条例に基づく採取量報告と建築物用地下水の採取の規制に関する法律に基づく採取量報告数値を合

算。
　　（３）　工業用は条例に基づく採取量報告と工業用水法に基づく採取量報告を合算。
　　　　　但し、２種指定地域やその他の地域は工業統計による数値を採用。

（２２）地域別地下水採取量
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ときがわ町 

岩槻観測所 

大宮観測所 

浦和東観測所 

（２３）地盤沈下・地下水位観測所分布図（平成２４年４月１日現在）

観測市町村年間最大
沈下量年次観測市町村年間最大

沈下量年次観測市町村年間最大
沈下量年次

越谷市２.２１３年久喜市（旧鷲宮町）６.７昭和５６年

川口市

１８.７昭和３６年

加須市（旧北川辺町）２.４１４年久喜市（旧栗橋町）５.３５７年２３.６３７年

所沢市２.５１５年久喜市（旧鷲宮町）５.２５８年２０.８３８年

越谷市４.７１６年

久喜市（旧栗橋町）

６.０５９年１８.８３９年

久喜市（旧栗橋町）１.８１７年５.６６０年１８.５４０年

加須市（旧大利根町）

１.９１８年４.７６１年１５.６４１年

２.７１９年４.８６２年１６.５４２年

１.１２０年５.４６３年戸田市１６.０４３年

所沢市１.６２１年４.６平成元年草加市１３.８４４年

加須市
２.４２２年４.４２年朝霞市２０.９４５年

１２.５＊２３年４.２３年新座市１９.４４６年

＊平成２３年３月１１日の東北地方太平洋
沖地震に伴う地殻変動による地盤沈下
の影響が大きいため参考値とする。

加須市（旧北川辺町）４.７４年

所沢市

２３.８４７年

久喜市（旧鷲宮町）
３.２５年２５.２４８年

４.８６年２７.２４９年

越谷市４.４７年１４.７５０年

久喜市（旧栗橋町）４.０８年１４.１５１年

越谷市
３.４９年９.８５２年

２.４１０年久喜市（旧鷲宮町）１２.５５３年

久喜市（旧鷲宮町）
３.３１１年久喜市（旧鷲宮町・旧栗橋町）９.６５４年

２.９１２年久喜市（旧鷲宮町）７.９５５年

（２４）年間最大沈下量　経年変化 単位：㎝
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（２５）利根川水系・荒川水系水資源開発施設現況図（平成２４年４月１日現在）

吉見浄水場 吉見浄水場 



５

（備考）工業専用地域については適用されない。

地域の
類 型

該 当 地 域

時 間 の 区 分

昼 間
�
�
午前６時から�

�午後１０時まで

夜 間
�
�

午後１０時から �
�翌日の午前６時まで

Ａ

第１種低層住居専用地域
第２種低層住居専用地域
第１種中高層住居専用地域
第２種中高層住居専用地域

５５デシベル以下 ４５デシベル以下

Ｂ

第 １ 種 住 居 地 域
第 ２ 種 住 居 地 域
準 住 居 地 域
用途地域の定めのない地域

Ｃ

近 隣 商 業 地 域
商 業 地 域
準 工 業 地 域
工 業 地 域

６０デシベル以下 ５０デシベル以下

（備考）車線とは、１縦列の自動車が安全かつ円滑に走行するために必要な一定の幅員を有する帯状の車道部分をいう。

地 域 の 区 分 昼 間 夜 間

Ａ地域のうち２車線以上の車線を
有する道路に面する地域 ６０デシベル以下 ５５デシベル以下

Ｂ地域のうち２車線以上の車線を有す
る道路に面する地域及びＣ地域のうち
車線を有する道路に面する地域

６５デシベル以下 ６０デシベル以下

区 分 昼 間 夜 間
屋 外 ７０デシベル以下 ６５デシベル以下
窓 を 閉 め た 屋 内 ４５デシベル以下 ４０デシベル以下

（備考）１ 幹線交通を担う道路とは、高速自動車国道、一般国道、県道、４車線以上の市町村道及び自動車専用道路をいう。
２ 近接する空間とは、道路端からの距離が２車線以下では１５m、３車線以上では２０mの区間をいう。
３ 窓を閉めた屋内の基準を適用することができるのは、個別の住居等において騒音の影響を受けやすい面の窓を
主として閉めた生活が営まれていると認められるときである。

物質濃度規制地域 臭気指数規制地域
２２の特定悪臭物質の濃度（単位ppm）による規制 臭気全体のにおいの強さによる規制

※臭気指数とは、においを感じなくなるまで、においを無臭空気で希釈した時の希釈倍率（臭気濃度）を対数化して、１０倍
した数値。

（１）騒音に係る環境基準（騒音の評価手法は、等価騒音レベル）
ア 一般地域の環境基準

イ 道路に面する地域の環境基準

ウ 幹線交通を担う道路に近接する空間の環境基準（特例）

（２）悪臭防止法に基づく規制内容

騒音・振動・悪臭関係
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（３）騒音規制法と振動規制法の対象工場等数
（Ｈ２４．３．３１現在）

（６）新幹線鉄道騒音に係る環境基準の地域指定の概要

（４）自動車騒音に係る要請限度（騒音の評価手法
は、等価騒音レベル）
ア 区域の区分と要請限度

イ 幹線交通を担う道路に近接する区域に係る要請
限度（特例）

ウ 区域の類型

※用途地域については都市計画法による。

（５）新幹線鉄道騒音に係る環境基準の概要
環境基準

（注）地域の類型Ⅰ：主として住居の用に供される地域。
地域の類型Ⅱ：Ⅰ以外の地域であって通常の生活を

保全する必要がある地域。

区 分 施設・作業の種類 工場等数

騒
音
規
制
法
対
象

特

定

施

設

金属加工機械
空気圧縮機等
土石用粉砕機等
織機
建設用資材製造機械
穀物用製粉機
木材加工機械
抄紙機
印刷機械
合成樹脂用射出成形機
鋳型製造機

２，６６３
３，９１８
２３７
３２１
１７６
２４
９２９
６０
８３７
６７７
９９

計 ９，９４１

特
定
建
設
作
業

くい打機等を使用する作業
びょう打機を使用する作業
さく岩機を使用する作業
空気圧縮機を使用する作業
コンクリートプラント又はアスファ
ルトプラントを設けて行う作業
バックホウを使用する作業
トラクターショベルを使用する作業
ブルドーザーを使用する作業

１１０
３
７９９
１８４
４

２９５
５
４６

計 １，４４６

振
動
規
制
法
対
象

特
定
施
設

金属加工機械
圧縮機
土石用粉砕機等
織機
コンクリートブロックマシン等
木材加工機械
印刷機械
ゴム練用のロール機等
合成樹脂用射出成形機
鋳型製造機

２，３２４
１，８３７
１７０
２６３
２２
６１
５０２
５７
５７４
５４

計 ５，８６４

特
定
建
設
作
業

くい打機等を使用する作業
鋼球を使用して破壊する作業
舗装版粉砕機を使用する作業
ブレーカーを使用する作業

１１０
１
２３
７４２

計 ８７６

１ 指定地域の範囲
東北新幹線・上越新幹線の軌道中心線から左右両側にそれぞれ３００m以内の地域。ただし、戸田市、蕨市及び

さいたま市（旧大宮市の区域を除く。）の区域では軌道中心線から左右両側にそれぞれ２００m以内の地域とし、ま
た、長大スパンけた橋りょうの各橋台からそれぞれ４００mの区間では、軌道中心線から左右両側にそれぞれ４００m
以内の地域とする。

２ 類型の当てはめ
類型Ⅰ 第１種低層住居専用地域、第２種低層住居専用地域、第１種中高層住居専用地域、第２種中高層住

居専用地域、第１種住居地域、第２種住居地域、準住居地域、用途地域が定められていない地域
類型Ⅱ 近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域

３ 指定から除外する地域及び類型を当てはめない地域
工業専用地域、河川区域、鉄道用地

区域の区分
時間の区分
昼間 夜間

１ ａ区域及びｂ区域のうち１車
線を有する道路に面する区域 ６５デシベル ５５デシベル

２ ａ区域のうち２車線以上の車
線を有する道路に面する区域 ７０デシベル ６５デシベル

３

ｂ区域のうち２車線以上の車
線を有する道路に面する区域
及びｃ区域のうち車線を有す
る道路に面する区域

７５デシベル ７０デシベル

昼 間 夜 間
７５デシベル ７０デシベル

区域の
類 型

該当地域

ａ区域

第１種低層住居専用地域、第２種低層住居専
用地域
第１種中高層住居専用地域、第２種中高層住
居専用地域

ｂ区域
第１種住居地域、第２種住居地域、準住居地
域、用途地域の定めのない地域

ｃ区域
近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業
地域

地域の類型 基 準 値
Ⅰ ７０デシベル以下
Ⅱ ７５デシベル以下
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（注）１ 測定結果欄の距離は、測定地点側の軌道中心からの距離である。
２ 測定結果欄の＿は、環境基準値を超えたことを示す。

新幹線名 測 定 区 域
（測定年月日） 用途地域（類型）

騒音レベル（デシベル）振動レベル（デシベル）
２５m ５０m １００m ２５m

東

北

新

幹

線

大
宮
駅
以
北

上 尾（上り側）
（Ｈ２３．１０．２７）

第２種住居地域
（Ⅰ） ７８ ６９ ― ５１

伊 奈（上り側）
（Ｈ２３．１０．４）

無 指 定
（Ⅰ） ７３ ６７ ６４ ５４

白 岡（下り側）
（Ｈ２３．１１．１６）

第１種住居地域
（Ⅰ） ７２ ６９ ６１ ５７

久 喜（下り側）
（Ｈ２３．１１．３０）

第１種住居地域
（Ⅰ） ６８ ６４ ６３ ６３

大
宮
駅
以
南

戸 田（下り側）
（Ｈ２３．１２．２０） 第１種住居地域

（Ⅰ）

７０ ６６ ― ５２

戸 田（上り側）
（Ｈ２３．１２．２０） ７７ ６７ ― ５３

上

越

新

幹

線

上 尾（下り側）
（Ｈ２３．６．１４）

無 指 定
（Ⅰ） ７２ ６９ ６９ ５２

鴻 巣（上り側）
（Ｈ２３．１１．２５）

無 指 定
（Ⅰ） ７５ ７１ ６９ ６２

行 田（下り側）
（Ｈ２３．５．３１）

第１種住居地域
（Ⅰ） ７６ ６８ ６３ ６２

熊谷宮本（下り側）
（Ｈ２３．５．１３）

商 業 地 域
（Ⅱ） ７２ ６５ ６４ ６２

熊谷三ヶ尻（下り側）
（Ｈ２３．４．２０）

無 指 定
（Ⅰ） ７５ ７０ ６８ ４３

本 庄（下り側）
（Ｈ２３．５．２）

無 指 定
（Ⅰ） ７５ ６８ ６７ ５７

（備考）Ⅰ類型：専ら住居の用に供される区域
Ⅱ類型：Ⅰ以外の地域であって、通常の生活を保全する必要がある区域

※うるささ指数（WECPNL）とは、Weighted Equivalent Continuous Perceived Noise Levelの略で、加重等価平均感覚騒音レベ
ルといい、航空機騒音の測定評価のために考案されたもの。これは、１機ごとの騒音の大きさに、夕（１９：００～２２：００）
に１機飛行すると昼間（７：００～１９：００）の３機分、夜間（２２：００～７：００）に１機飛行すると昼間の１０機分に相当する
として時間帯ごとの飛行回数を重み付けして算出するもので、単位として使用される。

地 域 の 類 型 基 準 値（単位：WECPNL）
Ⅰ ７０以下
Ⅱ ７５以下

※Lden（時間帯補正等価騒音レベル）とは、昼間（７：００～１９：００）、夕（１９：００～２２：００）、夜間（２２：００～７：００）の時
間帯別に重みを付けて求めた等価騒音レベルである。

地 域 の 類 型 基 準 値
Ⅰ ５７デシベル以下
Ⅱ ６２デシベル以下

対 象
範 囲（滑走路中心線から）

東 側 西 側 南 側 北 側
３� ２� ７� １０�入 間 飛 行 場

横 田 飛 行 場 ３� ２� 都県境 １７�

（７）東北・上越新幹線鉄道騒音・振動測定結果（平成２３年度）

（８）航空機騒音に係る環境基準の概要
○環境基準

○新環境基準（Lden）：平成２５年４月１日施行

（９）航空機騒音に係る環境基準の地域指定の概要
ア 対象飛行場
入間飛行場、横田飛行場

イ 指定地域の範囲
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地域の類型 当 て は め る 地 域

Ⅰ 第１種低層住居専用地域、第２種低層住居専用地域、第１種中高層住居専用地域、第２種中高
層住居専用地域、第１種住居地域、第２種住居地域、準住居地域、用途地域の定めのない地域

Ⅱ 近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域

番号 測定地点 類型 うるささ指数
（WECPNL値）

Lden
（dB）

騒音発生回数
（上段：総数、
下段：１日平均）

有効測定日数
（日）

入
間
飛
行
場
南
側

１
康寿園
（所沢市東狭山ヶ丘）

Ⅰ ７６ ６０
１４，８２１

３６６
４１

２
宮前小学校
（所沢市東狭山ヶ丘）

Ⅰ ７３ ５８
１４，６０２

３６６
４０

３
所沢西高等学校
（所沢市北野新町）

Ⅰ ７１ ５５
９，０８９

３６６
２５

４
小手指小学校
（所沢市小手指元町）

Ⅰ ６７ ５２
６，１７６

３３０
１９

入
間
飛
行
場
北
側

５
狭山緑陽高等学校
（狭山市広瀬東）

Ⅰ ７１ ５７
１５，０２９

３３９
４４

６
綜研化学�駐車場
（狭山市柏原）

Ⅰ ７８ ６２
１８，１６８

３６６
５０

７
柏原幼稚園
（狭山市柏原）

Ⅰ ７５ ６０
１６，１３９

３６６
４４

８
老人福祉センター宝荘
（狭山市柏原）

Ⅰ ６７ ５３
１０，５６６

３６６
２９

横
田
飛
行
場
北
側

９
金子小学校
（入間市西三ツ木）

Ⅰ ７２ ５７
５，００９

３６６
１４

１０
飯能南高等学校
（飯能市阿須）

Ⅰ ６７ ５４
４，２８２

３６６
１２

１１
加治東小学校
（飯能市岩沢）

Ⅰ ６２ ５０
３，０４３

３６６
８

１２
飯能第一中学校
（飯能市双柳）

Ⅰ ６４ ５１
３，９２２

３６６
１１

※ うるささ指数及びLden欄の は、環境基準値を超えたことを示す。

環境基準値

類 型 基準値 類型 基準値

うるささ指数
Ⅰ ７０

Lden（dB）
Ⅰ ５７

Ⅱ ７５ Ⅱ ６２

区域区分
基準値（臭気指数）

（１） （２）
Ａ 区 域 （Ｂ、Ｃ区域を除く区域） １５ １５
Ｂ 区 域 （農業振興地域） １８ ２１
Ｃ 区 域 （工業地域・工業専用地域） １８ １８

ウ 地域の類型を当てはめる地域

エ 当てはめから除外する地域
工業専用地域、入間基地内

（１０）航空機騒音発生状況概要（平成２３年度）

（１１）悪臭防止法に基づく臭気指数規制の概要
ア 敷地境界線における規制基準
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平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

騒

音

工事・事業場 ３９５ ４０６ ３６５ ３７３ ３０８

建 設 作 業 ３１４ ２５８ ２５９ ２３０ ３０４

交 通 ７２ ５３ ７１ ６９ ７０

近 隣 ２１０ ２０２ １８４ １８４ １８０

そ の 他 ２６６ ３１８ ２５０ ２５９ ２６１

合 計 １，２５７ １，２３７ １，１２９ １，１１５ １，１２３

振

動

工事・事業場 ３８ ４３ ３８ ３６ ４８

建 設 作 業 ９６ ７４ ６３ ７７ ９９

交 通 ３２ １３ １６ １２ １８

そ の 他 ２０ １６ １８ ９ １４

合 計 １８６ １４６ １３５ １３４ １７９

悪

臭

製 造 事 業 所 ２１６ １８７ １６１ １３８ １１５

家 庭 生 活 １５１ １１０ １２０ １０７ １２１

商店・飲食店 ２３ ２４ ３１ １８ ３４

そ の 他 ６４１ ５４１ ５１５ ４９７ ４４８

合 計 １，０３１ ８６２ ８２７ ７６０ ７１８

イ 煙突等の排出口における規制基準
敷地境界線の基準を用いて、悪臭防止法施行規則第６条の２に定める換算式により算出します。

ウ 排出水中の規制基準
敷地境界線の基準を用いて、悪臭防止法施行規則第６条の３に定める換算式により算出します。
換算式 Iw=L＋１６

Iw :（排出水の臭気指数）
L :（敷地境界線における規制基準）

（１２）騒音・振動・悪臭に係る苦情件数の推移 （単位：件）
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６

計 画 の 名 称 計 画 期 間 目 的 対象市町村 承認年月日
荒川水系流域公害防止計画 昭和４７～５６年度 水 質 汚 泥 防 止 ５４市町村 昭和４７年１２月１９日
埼玉地域公害防止計画 昭和４８～５６年度 水質以外の公害防止 ３６市町村 昭和４８年１２月１８日

埼玉地域公害防止計画 昭和５２～５６年度 前期２計画の一本化
（大気、水質等の公害防止）５４市町村 昭和５３年３月１７日

埼玉地域公害防止計画 昭和５７～６１年度 大気、水質等の公害防止 ５４市町村 昭和５８年３月１５日
埼玉地域公害防止計画 昭和６２～平成３年度 大気、水質等の公害防止 ５４市町 昭和６３年３月１４日
埼玉地域公害防止計画 平成４～８年度 大気、水質等の公害防止 ５４市町 平成５年３月１１日

埼玉地域公害防止計画 平成９～１３年度 大気、水質等の公害防止 ５２市町
（後、合併により５０市町） 平成１０年２月２６日

埼玉地域公害防止計画 平成１４～１８年度 大気、水質等の公害防止 ４９市町
（後、合併により４６市町） 平成１５年２月２４日

埼玉地域公害防止計画 平成１９～２２年度 大気、水質等の公害防止 ２３市町 平成２０年３月１７日
埼玉地域公害防止計画 平成２３～３２年度 大気、水質等の公害防止 １６市町 平成２４年３月１６日※

※公害防止対策事業計画承認日

旧
鳩
ヶ 

　
谷
市 

（１）公害防止計画
ア 公害防止計画の概要

公害防止計画は、環境基本法第１７条に基づく計画であり、公害が著しい、または、著しくなるおそれがあり、
かつ、公害の防止に関する施策を総合的に講じなければ公害の防止を図ることが著しく困難になると認められ
る地域について、都道府県知事が策定する計画です。
本計画に基づいて実施される環境大臣の同意を得た公害防止対策事業については、「公害の防止に関する事業

に係る国の財政上の特別措置に関する法律」により、国の負担または補助の割合について、かさ上げの措置が
講じられています。

イ 計画策定状況
計画策定状況については、表６－１－１のとおりです。

表６－１－１ 公害防止計画の策定状況

ウ 対象地域
直近の公害防止計画（平成２３～３２年度）における計画地域は図６－１－１のとおりです。

図６－１－１ 公害防止計画地域図（１５市１町）

公害防止制度関係
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区分 事 業 名
承 認 時 に
お け る
計画事業費

平成２２年度
事 業 費
（見込み）

左欄の国費 進捗率
（累 計）補助金 嵩上げ額

特
例
負
担
適
用
事
業

下水道（終末処理場） ７４，８６８ １６，５６９ １０，８２４ ０ ７８．９％

廃棄物処理施設整備 １，２５３ ０ ０ ０ ８３．０％

航空機騒音防止対策 １，４０３ １８７ ９６ ０ ９８．５％

河川環境・流域保全整備事業 ３８０ ９６ ４８ １６ １４３．４％

監視測定施設等 ０ ５２ ０ ０ 皆増

特例負担適用事業（計） ７７，９０４ １６，９０４ １０，９６８ １６ ７９．８％

特
例
負
担
非
適
用
事
業

下水道（管渠） １３３，６９０ １６，９７５ ９９．１％

合併浄化槽設置費補助 ２，６１６ ３４４ ６６．０％

農業集落排水補助 ２，０４７ ４９０ ９０．４％

その他 ４，５５３ ６６７ ３６６．４％

特例負担非適用事業（計） １４２，９０６ １８，４７６ １０６．９％

公 害 対 策 事 業 （計） ２２０，８１０ ３５，３８０ ９７．３％

対 象 者 県内で１年以上事業を営んでいる中小企業者等

融 資 対 象

公害発生防止機器・装置・施設の整備及び処理、吹き付けアスベストの飛散防止
工事等、事業系廃棄物処理施設の整備、フロン等の代替装置及び回収・破壊装置
の購入、低公害車用燃料供給施設の整備、再生資源利用促進施設の整備、省エネ
ルギー設備の導入、再生可能エネルギー利用設備の整備、産業廃棄物の適正処理
に要する経費

融

資

条

件

限 度 額 １億５，０００万円

融 資 割 合 融資対象経費の１００％以内（ただし、１０万円未満切り捨て）

利率（固定金利）
年１．５５％（ただし、信用保証付きは年１．２５％）、地球温暖化対策特別利率年０．９０％
（ただし、信用保証付きは年０．６０％）

返 済 期 間
１０年以内（ただし融資額３，０００万円以内、産業廃棄物の適正処理に要する経費及び
大企業の場合は７年以内）

返 済 方 法 １年以内据置、元金均等月賦返済

担 保 ・ 保 証 人 借入希望者と取扱金融機関との協議により定めます。

信 用 保 証 必要に応じて付します。

取 扱 金 融 機 関 銀行、信用金庫、信用組合、商工組合中央金庫の県内本・支店

表６－１－２ 公害防止計画の実施状況（地方公共団体等が主体となって講ずる経費） （単位：百万円）

（２）融資等助成制度
ア 環境みらい資金貸付制度

この制度は、都市・生活型公害の拡大や地球温暖化問題などに適切に対応するため、公害の防止をはじめ、
環境の保全と創造に必要な資金を長期間低利で貸し付けるものです。

表６－２－１ 環境みらい資金貸付制度の概要 （Ｈ２４．４．１現在）

平成２３年度の融資実績は、８件、２億１，３２０万円でした。
貸付対象別の融資額の割合は、「地球温暖化対策」が１億２，０６０万円（５件）で５６．６％、「公害防止施設等」が

９，２６０万円（３件）で４３．４％となっています。（図６―２―２）
業種別の融資額の割合は、食料品製造が３，８８０万円（１８．２％）、産業廃棄物処理業が７，９６０万円（３７．３％）、不動

産業が８，１８０万円（３８．４％）、給食サービスが１，３００万円（６．１％）となっています。（図６―２―３）
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融資額（千円） 

（年度） １７ 

６０１,７００ 

７９７,３００ 

５５２,４００ 

３１５,５００ 
１９１,３００ 

１３９,７００ 
２１３,２００ 

１８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ 
０ 

５００,０００ 

１,０００,０００ 

１,５００,０００ 

２１３,２００ ２１３,２００ 

７９,６００ 
３７.３％ 

産業廃棄物処理業 

８１,８００ 
３８.４％ 

不動産業 

３８,８００ 
１８.２％ 

食料品製造 

１３,０００ 
６.１％ 

給食サービス 

１２０,６００ 
５６.６％ 

地球温暖化対策 

９２,６００ 
４３.４％ 

公害防止施設等 

年 度
交 付 実 績

件 数 金 額
１７ ３９ ２，８８７
１８ ３３ ２，１３８
１９ ２８ １，７１５
２０ １８ １，２０６
２１ １６ ７９３
２２ １０ ３９７
２３ ９ ２０５

対 象 者 環境みらい資金を借り受けた者

補 助 率 年０．２５％（小規模企業者）

利子補助期間 環境みらい資金借受期間内

表６－２－３ 環境みらい資金利子補助金交付状況
（単位：千円）

※平成１７年度申込み分まで。平成１８年度で廃止

図６－２－１ 年度別融資額

図６－２－２ 貸付対象別融資額の割合 図６－２－３ 業種別融資額の割合

イ 環境みらい資金利子補助制度
この制度は、環境みらい資金を借り受けた者に対し、その利子の一部を補助し、借受者の金利負担を軽減す

るものです。（表６－２－２）
平成１７年度から平成２３年度までの利子補助実績は、表６－２－３のとおりです。

表６－２－２ 環境みらい資金利子補助制度の概要
（Ｈ２４．４．１現在）
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区 分 国 有 林 民 有 林 計

面 積（ ha ） １２，２３３ １０９，８８５ １２２，１１８

蓄 積（千�） ２，６３２ ２９，１９７ ３１，８２９

人 工 林（ ha ） ２，６１３ ５７，５５９ ６０，１７２

人 工 林 率（％） ２１ ５２ ４９

総数欄は、２種類以上重複指定した保安林があるため、各保安林の合計に合致しない。

保安林の種類
面 積（ha）

国 有 林 民 有 林 計
かん

水 源 涵 養 保 安 林 １１，８５９ ２６，１９２ ３８，０５１

土砂流出防備保安林 １０６ ９，１７２ ９，２７８

土砂崩壊防備保安林 ３４５ ３４５

防 風 保 安 林 ５３ ５３

干 害 防 備 保 安 林 ９６７ ９６７

防 火 保 安 林 １ １

魚 つ き 保 安 林 ３５ ３５

保 健 保 安 林 ３，０６２ ３，５４１ ６，６０３

風 致 保 安 林 ２ ２

総 数 １１，８６３ ３６，０３０ ４７，８９３

区 分 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

造 林 １７４ １０２ １０４

下 刈 ３４０ ２３０ ２２５

除 伐 ６９ １０５ ３７

枝 打 ち ９０ ２１１ １５７

間 伐 ２，７０５ ２，４９１ ２，０３５

（１）森林の現況 （Ｈ２０．３．３１現在）

（２）保安林の種類別面積 （Ｈ２４．３．３１現在）

（３）森林整備の実績 （単位：ha）

自然環境関係
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（４）県自然環境保全地域の指定状況

面　　　積（ha）
指定年月日
（昭和）所　在　地保　全　地　域　名 野生動植物

保 護 地 区特別地区保全地域

２９３.００５０.３.２８

小鹿野町両神小森
字挽板の全域
字滝前の全域
字柴小屋の一部

小 鹿 野 町 滝 前
県自然環境保全地域

２０.１０５１.３.３０三芳町大字上富
字木の宮の一部

三 芳 町 多 福 寺
県自然環境保全地域

４.４６〃加須市志多見
字深町の一部

加 須 市 志 多 見 東
県自然環境保全地域

２.４３〃加須市志多見
字中川面の一部

加須市志多見中央
県自然環境保全地域

２.００〃加須市志多見
字中川面の一部

加 須 市 志 多 見 西
県自然環境保全地域

８.２０１６.８０５２.３.２９

小鹿野町般若
字諏訪久保の一部
字麻平の一部
字柿久保の一部
字聖天の一部

小 鹿 野 町 般 若
県自然環境保全地域

１０.３０１２.３０〃小鹿野町長留
字サスの一部

小鹿野町ようばけ
県自然環境保全地域

６.００６.００〃

秩父市吉田久長
字小鹿原の一部
字大久保の一部
字葉朽岩の一部

秩 父 市 白 砂
県自然環境保全地域

１１５.００１１５.００５３.３.２２小鹿野町河原沢
字皆和田の一部

小 鹿 野 町 尾 の 内
県自然環境保全地域

２.００２.００２.００〃ときがわ町大字田黒
字滝の入の一部

ときがわ町道元平
県自然環境保全地域

１０.００〃

熊谷市小江川
字大犬塚の一部
須賀広字大犬塚の一部
字西原の一部
柴字下原の一部
字塚越の一部

熊 谷 市 大 沼
県自然環境保全地域

１４.００５３.５.２９

嵐山町大字杉山
字中窪の一部
字上城の一部
字鷹城の一部
字城山の一部

嵐 山 町 杉 山
県自然環境保全地域

２.６３５４.３.２０酎田市大字黒浜
字上沼の一部

酎 田 市 上 沼
県自然環境保全地域

２.５０〃酎田市大字黒浜
字十九町の一部

酎 田 市 下 沼
県自然環境保全地域

５.０６５.０６１０.７１〃秩父市下吉田
字田中山の一部

秩 父 市 田 中 山
県自然環境保全地域

４.３１４.３１４.３１〃秩父市上吉田
字向堂の一部

秩 父 市 女 形
県自然環境保全地域

１１.３７１５０.８７５１８.２４１６地域合　　計

（Ｈ２４.３.３１現在）



地 区 名 市 町 村 名
計画決定
年月日

指定面積
（ha）

石戸（いしど）特別緑地保全地区 北 本 市 Ｈ４．１１．２４ ５．１

稲荷山（いなりやま）特別緑地保全地区 狭 山 市 Ｈ１２．４．５ ２．０

妙音沢（みょうおんさわ）特別緑地保全地区 新 座 市 Ｈ１６．２．５ ３．３

午王山（ごぼうやま）特別緑地保全地区 和 光 市 Ｈ１７．３．１６ ０．２

岡（おか）特別緑地保全地区 朝 霞 市 Ｈ１８．８．２５ ０．４

宮戸（みやど）特別緑地保全地区 朝 霞 市 Ｈ１８．８．２５ ０．５

大和田緑地公園（おおわだりょくちこうえん）
特別緑地保全地区

さいたま市 Ｈ１８．１２．２２ １．３

小深作（こふかさく）特別緑地保全地区 さいたま市 Ｈ１９．１２．２８ ０．２

東内野前町（ひがしうちのまえちょう）特別緑地保全地区 川 口 市 Ｈ２０．３．３ ０．３

金崎（かなざき）特別緑地保全地区 川 口 市 Ｈ２０．３．３ １．４

権現山（ごんげんやま）特別緑地保全地区 ふじみ野市
Ｈ２０．３．２５

変更Ｈ２１．２．１０
０．４

黒浜日野手（くろはまひので）特別緑地保全地区 � 田 市 Ｈ２１．３．２ ０．７

千手堂小千代山緑地（せんじゅどうこちよやまりょくち）
特別緑地保全地区

嵐 山 町 Ｈ２１．４．１ ３．７

大和田町一丁目（おおわだちょういっちょうめ）
特別緑地保全地区

さいたま市 Ｈ２１．１２．２８ ０．４

合 計 １９．９

区 域 名 都 市 名
計画決定
年月日

指定面積
（ha）

狭 山 近 郊 緑 地 保 全 区 域 所沢市、入間市 Ｓ４２．２．１６ ８８２．０

荒 川 近 郊 緑 地 保 全 区 域
川越市、さいたま市、上尾市、戸田市、朝霞市、
志木市、和光市、桶川市、富士見市、川島町

Ｓ４２．２．１６ ３，３０４．０

安 行 近 郊 緑 地 保 全 区 域 川口市 Ｓ４２．２．１６ ５８０．０

平林寺近郊緑地保全区域
（平林寺近郊緑地特別保全地区）

新座市
Ｓ４４．３．２８

（Ｓ４５．１０．１３
最終Ｈ６．３．２９）

６８．０
（６０．４）

入 間 近 郊 緑 地 保 全 区 域 入間市 Ｓ４４．３．２８ ３９８．０

合 計 ５，２３２．０

（５）特別緑地保全地区の指定状況 （Ｈ２４．３．３１現在）

（６）近郊緑地保全区域 （Ｈ２４．３．３１現在）
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規　模（ha）指定年月日所　　　　在　　　　地名　　　　　　　称

１７.００Ｓ５５.３.２５川越市
大字中福地内

川越市
中福ふるさとの緑の景観地

１９.０４Ｓ５６.３.２０川越市
大字下赤坂地内　外

川越市
下赤坂ふるさとの緑の景観地

１０.５０〃川越市
大字上松原地内

川越市
上松原ふるさとの緑の景観地

８.００Ｓ５７.３.３０川口市
大字西立野地内　外

川口市
西立野ふるさとの緑の景観地

６.３４Ｓ６０.３.２９さいたま市
見沼区大字染谷地内　外

さいたま市
染谷ふるさとの緑の景観地

４.１２Ｓ６１.３.２５さいたま市
西区大字西新井地内

さいたま市
西新井ふるさとの緑の景観地

１７.４３
Ｈ８.１２.１０
　１０.２.２０
　１２.３.１４
　２４.３.２３

所沢市
東狭山ヶ丘地内

所沢市
北中ふるさとの緑の景観地

１１.３６Ｈ１１.２.１９所沢市
大字下富地内

所沢市
駒ヶ原ふるさとの緑の景観地

７８.７７

Ｓ５６.３.２０
　５８.３.３１
　５９.３.３１
　６０.３.２９
　６１.３.２５
Ｈ７.１２.２２

狭山市
大字堀兼地内　外

狭山市
堀兼・上赤坂ふるさとの緑の景観地

１９.３２

Ｓ６２.３.３１
　６３.７.２９
Ｈ２.９.２１
　３.１０.１１
　５.８.２０
　６.１２.９
　７.１２.２２
　１１.２.１９

狭山市
大字上赤坂地内　外

狭山市
椚山ふるさとの緑の景観地

１１.８４
Ｈ８.１２.１０
　１０.２.２０
　１１.２.１９

狭山市
大字南入曽地内

狭山市
水野ふるさとの緑の景観地

７.０５Ｈ１１.２.１９狭山市
大字北入曽地内

狭山市
南入間野ふるさとの緑の景観地

１０.６４Ｈ１２.３.１４
　１３.３.６

狭山市
大字水野地内

狭山市
逃水ふるさとの緑の景観地

１７.８１Ｈ元.８.１５深谷市
櫛引地内

深谷市
櫛挽ふるさとの緑の景観地

１５.５８Ｈ２.９.２１深谷市（旧　岡部町）
櫛挽地内

深谷市
櫛挽ふるさとの緑の景観地

６.２６Ｓ５６.３.２０上尾市
中分地内　外

上尾市
藤波・中分ふるさとの緑の景観地

４.９４Ｓ６１.３.２５上尾市
大字原市地内

上尾市
原市ふるさとの緑の景観地

４８.５０Ｓ５５.３.２５新座市
野火止地内

新座市
平林寺ふるさとの緑の景観地

５.４８Ｈ４.１０.９
　１４.３.２９

北本市
高尾地内

北本市
高尾宮岡ふるさとの緑の景観地

３.１２Ｓ５８.３.３１酎田市
大字黒浜地内

酎田市
堀の内ふるさとの緑の景観地

８.７０Ｈ８.１２.１０
　１３.３.６

鶴ヶ島市
大字高倉地内

鶴ヶ島市
高倉ふるさとの緑の景観地

１２.９４Ｓ５６.３.２０ふじみ野市
亀久保地内　外

ふじみ野市
八丁ふるさとの緑の景観地

６.５１Ｓ５９.３.３１ふじみ野市
大井武蔵野地内

ふじみ野市
武蔵野ふるさとの緑の景観地

１９.７４
Ｓ５５.３.２５
　５６.３.２０
　５８.３.３１

三芳町
大字上富地内

三芳町
上富ふるさとの緑の景観地

１０.６２
Ｓ５９.３.３１
　６０.３.２９
Ｈ１３.３.６

三芳町
大字上富地内

三芳町
上富中西ふるさとの緑の景観地

１０.５５

Ｈ３.１０.１１
　４.１０.９
　５.８.２０
　６.１２.９
　７.１２.２２

吉見町
大字南吉見地内　外

吉見町
百穴ふるさとの緑の景観地

７.２２

Ｈ４.１０.９
　５.８.２０
　６.１２.９
　７.１２.１２
　８.１２.１０

吉見町
大字久米田地内

吉見町
和名沼ふるさとの緑の景観地

４.６１Ｈ３.１０.１１
　２２.２.１９

寄居町
大字用土地内

寄居町
櫛挽ふるさとの緑の景観地

４０３.９９－２８地区合　　　　　　計

（７）ふるさとの緑の景観地の指定状況 （Ｈ２４.３.３１現在）



緑のトラスト保全地名称
所在地 取得年度

保全面積
（うち県保全面積）

（㎡）

県負担額
（百万円）

地元市町
（地元保全面積）

（㎡）

地 元
負担額
（百万円）

第１号地 見沼田圃（たんぼ）周辺斜面林
さいたま市緑区南部領辻地内 Ｈ２，３ １１，３３６

（１１，３３６） ４７８ 旧 浦 和 市
（０） ２３８

第２号地 狭山丘陵・雑魚入樹林地
所沢市上山口地内 Ｈ６，７ ３３，８３７

（３３，８３７） １，０５８ 所 沢 市
（０） ５２９

第３号地 武蔵嵐山渓谷周辺樹林地
嵐山町鎌形地内 Ｈ９ １３５，０３８

（９６，６８９） ７７３ 嵐 山 町
（３８，３４９） ３９２

第４号地 飯能河原周辺河岸緑地
飯能市矢颪（やおろし）地内 Ｈ１０，１１ ２３，１９６

（１６，３８９） １８９ 飯 能 市
（６，７５３） ７９

第５号地 山崎山の雑木林
宮代町山崎地内 Ｈ１３ １３，２１６

（７，２４４） ９４ 宮 代 町
（５，９７２） ４７

第６号地 加治丘陵・唐沢流域樹林地
入間市寺竹地内 Ｈ１４，１５ １１１，３９７

（５９，１８２） ３００ 入 間 市
（５２，２１５） １９９

第７号地 小川原家屋敷林
さいたま市岩槻区馬込地内 Ｈ１２，１３ ７，３４０

（４，７２２）
（寄贈）

０
旧 岩 槻 市
（２，６１８） １５

第８号地 高尾宮岡の景観地
北本市高尾地内 Ｈ１８ ３５，４９９

（２２，１９１） １２３ 北 本 市
（１３，３０８） ７１

第９号地 堀兼・上赤坂の森
狭山市堀兼地内 Ｈ１９ ５９，８０２

（４２，６０８） ３５２ 狭 山 市
（１７，１９４） １５９

第１０号地 浮野の里
加須市北篠崎・多門寺地内 Ｈ２０ ５３，７７９

（４３，２２２） ４７ 加 須 市
（１０，５５７） ２６

第１１号地 黒浜沼
蓮田市黒浜地内 Ｈ２１ ６６，２８６

（４４，６８７） １０５ 蓮 田 市
（２１，５９９） ５１

計 ５５０，７２６
（３８２，１０７） ３，５１９ （１６８，５６５） １，８０６

※７号地は、保全面積７，３４０㎡のうち、６，８５０㎡は寄贈によるものである。

市 町 村 県取得分（㎡） 市取得分（㎡） 計 （㎡） 対象件数
さ い た ま 市 ３，５５９．４４ ３，６４５．３７ ７，２０４．８１ ６
川 口 市 ９，３３５．７９ ９，８６４．６４ １９，２００．４３ １０
所 沢 市 １５，５１５．０７ １９，３７６．９４ ３４，８９２．０１ １１
狭 山 市 ３１，２０８．４４ ３１，４６０．１７ ６２，６６８．５９ ２４
上 尾 市 １９，８９０．４８ ２６，２６７．４３ ４６，１５７．９１ １２
北 本 市 ９０２．００ ８５８．００ １，７６０．００ １
八 潮 市 ６５５．００ ６６０．００ １，３１５．００ ２

計 ８１，０６６．２０ ９２，１３２．５５ １７３，１９８．７５ ６６

保 全 地 の 名 称 所 在 地 面 積（㎡） 取得年度
谷 田 の 泉 入間市大字野田地内 ９，９７８．４８ ２０年度
菩 提 樹 池 周 辺 緑 地 所沢市大字山口及び上山口地内 １２，３９６．６８ ２０年度
ムサシトミヨ生息地周辺緑地 熊谷市大字久下及び佐谷田地内 ４，５７６．１１ ２１年度
彦兵衛下小笠原遺跡ふるさとの森 白岡町大字彦兵衛地内 ９，６６８．７１ ２２年度
金 崎 斜 面 林 保 全 緑 地 川口市大字東内野地内 ７９４．０９ ２２年度

計 ３７，４１４．０７

（８）緑のトラスト保全地の取得状況 （Ｈ２４．３．３１現在）

（９）身近な緑公有地化の状況 （Ｈ２４．３．３１現在）

（１０）まちのエコ・オアシス保全推進事業 （Ｈ２４．３．３１現在）
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創出面積
（ha）

うち
駐車場緑化
（ha）地 上 部 屋 上 壁 面

平 成 １７ 年 度 分 ４２ ４１．４ ０．６ ０．５ ０．９
平 成 １８ 年 度 分 １４７ １４４．３ １．１ １．４ ３．８
平 成 １９ 年 度 分 １２６ １２２．８ １．３ １．８ ２．３
平 成 ２０ 年 度 分 ７７ ７４．８ ０．９ １．０ ２．０
平 成 ２１ 年 度 分 ７０ ６９．３ ０．５ ０．３ １．８
平 成 ２２ 年 度 分 １０５ １０３．０ １．３ １．１ ２．６
平 成 ２３ 年 度 分 １０９ １０４．７ ３．１ １．２ ２．３

合 計 ６７６ ６６０．３ ８．９ ７．３ １５．８

区 分 国 営 公 園 県 営 公 園 市町村公園 埼玉県全体

都

市

公

園

箇 所 数 １ ３０ ４，６４５ ４，６７６
面 積（ha） ３０４．００ １，２７１．０８ ３，１３１．５６ ４，７０６．６４

住
区
基
幹
公
園

街 区 公 園
箇 所 数 ３，７０８ ３，７０８
面積（ha） ５９６．４２ ５９６．４２

近 隣 公 園
箇 所 数 １ ２６３ ２６４
面積（ha） ３．５０ ４８０．１０ ４８３．６０

地 区 公 園
箇 所 数 ４１ ４１
面積（ha） １８３．３０ １８３．３０

都
市
基
幹
公
園

総 合 公 園
箇 所 数 ９ ５３ ６２
面積（ha） ２１８．７０ ６１０．９２ ８２９．６２

運 動 公 園
箇 所 数 ２ ２６ ２８
面積（ha） ６６．６０ ３３０．８６ ３９７．４６

特

殊

公

園

風 致 公 園
箇 所 数 ７ ７
面積（ha） ４２．８８ ４２．８８

歴 史 公 園
箇 所 数 １７ １７
面積（ha） ３６．８２ ３６．８２

墓 園
箇 所 数 ２ ２
面積（ha） ４１．１４ ４１．１４

動植物公園
箇 所 数 １ １
面積（ha） ０．６３ ０．６３

広 域 公 園
箇 所 数 １０ ２ １２
面積（ha） ４８８．６０ １５３．４０ ６４２．００

国 営 公 園
箇 所 数 １ １
面積（ha） ３０４．００ ３０４．００

緩 衝 緑 地
箇 所 数 ４０ ４０
面積（ha） ３３．０５ ３３．０５

広 場 公 園
箇 所 数 ５ ５
面積（ha） １．５７ １．５７

都 市 緑 地
箇 所 数 ４ ３７１ ３７５
面積（ha） ４７１．４０ ５３２．７６ １，００４．１６

都 市 林
箇 所 数 ３ ３
面積（ha） ５８．８３ ５８．８３

緑 道
箇 所 数 ４ １０６ １１０
面積（ha） ２２．２８ ２８．８８ ５１．１６

（１１）緑化計画届出書による創出面積（平成１７年１０月～平成２４年３月届出分） （Ｈ２４．３．３１現在）

（１２）都市公園整備状況 （Ｈ２３．３．３１現在）
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種 類 ブック２００８ ブック２００２ 初 版 主な掲載種
哺 乳 類 ３９種 ４０種 ３９種 ホンドキツネ
鳥 類 １０４種 １０１種 ９２種 オオタカ
爬 虫 類 １２種 ９種 ８種 ヤモリ（ニホンヤモリ）
両 生 類 １４種 １３種 １１種 イモリ（アカハライモリ）
魚 類 ・円口 類 ３４種 ３６種 ３６種 ムサシトミヨ
無 脊 椎 動 物 ５８４種 ５１０種 ４１３種 ゲンジボタル

合 計 ７８７種 ７０９種 ５９９種

種 類 ブック２０１１ ブック２００５ 初 版 主 な 掲 載 種
維 管 束 植 物 ７６４種 ７６９種 ５９６種 カモメラン、ヤマブキソウ
蘚 苔 類 １１４種 １０７種 １０１種 ヒカリゴケ
藻 類 ３１種 ３１種 ３１種 シャジクモ
地 衣 類 ６９種 ６５種 ３９種 ヒラミヤイトゴケ
菌 類 ５３種 ６３種 ６５種 チチブクチキムシタケ

合 計 １，０３１種 １，０３５種 ８３２種

区分 種 名 科 名 指定年月日 保護管理事業
計 画 策 定 備 考

動

物

ムサシトミヨ トゲウオ科 Ｈ１２．１２．１ Ｈ１４．３ 県の魚
アカハライモリ イモリ科 Ｈ１２．１２．１ Ｈ１７．３
ソボツチスガリ フシダカバチ科 Ｈ１２．１２．１ Ｈ１７．１１

植

物

アオネカズラ ウラボシ科 Ｈ１２．１２．１ Ｈ１９．３
キレハオオクボシダ ヒメウラボシ科 Ｈ１２．１２．１ Ｈ１４．３
デンジソウ デンジソウ科 Ｈ１２．１２．１ Ｈ１７．３
イトハコベ ナデシコ科 Ｈ１３．１２．１
オニバス スイレン科 Ｈ１２．１２．１
タマノカンアオイ ウマノスズクサ科 Ｈ１２．１２．１ Ｈ１５．３
サワトラノオ サクラソウ科 Ｈ１３．１２．１
サクラソウ サクラソウ科 Ｈ１２．１２．１ 県の花
チチブイワザクラ サクラソウ科 Ｈ１２．１２．１
チチブリンドウ リンドウ科 Ｈ１３．１２．１ Ｈ２０．３
キタミソウ ゴマノハグサ科 Ｈ１２．１２．１ Ｈ２２．３
キバナコウリンカ キク科 Ｈ１２．１２．１ Ｈ２０．３
ミヤマスカシユリ ユリ科 Ｈ１２．１２．１
トダスゲ カヤツリグサ科 Ｈ１３．１２．１ Ｈ１９．３
ムギラン ラン科 Ｈ１３．１２．１ Ｈ１７．３
ホテイラン ラン科 Ｈ１２．１２．１ Ｈ２１．３
コクラン ラン科 Ｈ１２．１２．１ Ｈ１７．１１
トキソウ ラン科 Ｈ１２．１２．１
ムカデラン ラン科 Ｈ１２．１２．１ Ｈ１７．１１

（１３）埼玉県レッドデータブック掲載種
ア 動物編

イ 植物編

（１４）埼玉県希少野生動植物の種の保護に関する条例に基づく指定種一覧 （Ｈ２４．３．３１現在）
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番号 名 称 所 在 地 面積（ha） 期 限 番号 名 称 所 在 地 面積（ha） 期 限

１ 川 口 川口市 １０７４．０ ３０．１０．３１ ３７ 遺跡の森総合公園 児玉郡美里町 １５．０ ２６．１０．３１

２ 大 宮 公 園 さいたま市 ６５．２ ２９．１０．３１ ３８ 男 衾 中 学 校 大里郡寄居町 ４．０ ２９．１０．３１

３ 新 座 新座市 ５３０．０ ２６．１０．３１ ３９ 奥 橋 立 秩父市 ５２．０ ２４．１０．３１

４ 北 本 北本市、比企郡川島町 ６２４．０ ２８．１０．３１ ４０ 新河岸川・柳瀬川 富士見市、志木市 ５２．５ ３０．１０．３１

５ 喜 多 院 川越市 ７．０ ２６．１０．３１ ４１ 久喜菖蒲公園 久喜市 ４０．０ ３１．１０．３１

６ 東 入 間 川越市、狭山市、所沢市、
ふじみ野市、入間郡三芳町 １５１１．０ ３３．１０．３１ ４２ 倉 尾 小 学 校 秩父郡小鹿野町 １５．６ ３２．１０．３１

７ 狭 山 湖 所沢市、入間市 ５９７．０ ２８．１０．３１ ４３ 小川げんきプラザ 比企郡小川町 ４３．０ ３３．１０．３１

８ 西 武 蔵 飯能市 ９１３．０ ２９．１０．３１ ４４ 鷲 宮 神 社 久喜市 ２．８ ２４．１０．３１

９ 堂 平 山 秩父市、比企郡ときがわ町、
小川町、秩父郡東秩父村 ７５５．０ ２６．１０．３１ ４５ 名栗げんきプラザ 飯能市 ６００．０ ２５．１０．３１

１０ 滑 川 熊谷市、東松山市、比
企郡滑川町 ８０２．０ ３１．１０．３１ ４６ 智 光 山 公 園 狭山市 ５４．０ ２６．１０．３１

１１ 野 上 秩父郡長�町 ３０６．０ ３３．１０．３１ ４７ 笹 井 小 学 校 狭山市 １２．０ ２６．１０．３１

１２ 羊 山 公 園 秩父市、秩父郡横瀬町 １０３．０ ２７．１０．３１ ４８ 若 泉 公 園 本庄市 ８．０ ２７．１０．３１

１３ 矢 岳 秩父市 ７９０．０ ３１．１０．３１ ４９ 岩 槻 公 園 さいたま市 １８．０ ２７．１０．３１

１４ 大 血 川 奥 秩父市 １８０．０ ２６．１０．３１ ５０ 上 尾 上尾市 ６．３ ２９．１０．３１

１５ 奥 秩 父 秩父市 ６４９８．０ ２６．１０．３１ ５１ 荒 川 南 部 さいたま市、戸田市、朝霞市、志
木市、和光市、富士見市、川越市 ２０７０．６ ３０．１０．３１

１６ 白 石 山 秩父市 ３２７４．０ ３３．１０．３１ ５２ さきたま古墳公園 行田市 ４９４．９ ３１．１０．３１

１７ 中 津 川 秩父市 ３０２．０ ２７．１０．３１ ５３ 川 本 深谷市 １６．５ ３２．１０．３１

１８ 両 神 山 秩父市、秩父郡小鹿野
町 ２９１１．０ ３０．１０．３１ ５４ 東武動物公園 南埼玉郡宮代町、白岡町 ４７．９ ３２．１０．３１

１９ 両 神 秩父郡小鹿野町 １６５．０ ２８．１０．３１ ５５ 児玉白楊高等学校 本庄市 ８．８ ３３．１０．３１

２０ 西 秩 父 秩父市、秩父郡小鹿野町 ５７５．０ ２７．１０．３１ ５６ 玉川村川の広場 比企郡ときがわ町 ７７．３ ２４．１０．３１

２１ 観 音 山 秩父市、秩父郡小鹿野町 １１９９．０ ２６．１０．３１ ５７ 横 瀬 秩父郡横瀬町 ６６．０ ２４．１０．３１

２２ 神 川 児玉郡神川町 ３１８．０ ３２．１０．３１ ５８ 仙 元 山 公 園 深谷市 ３５．０ ２４．１０．３１

２３ 秋 平 本庄市、児玉郡美里町 ７３６．０ ３３．１０．３１ ５９ 長�第二小学校 秩父郡長�町 ５．５ ２５．１０．３１

２４ 美 里 児玉郡美里町 １９４．０ ２９．１０．３１ ６０ 荒 川 大 麻 生 熊谷市 ７０７．１ ２５．１０．３１

２５ 神 流 湖 秩父市、児玉郡神川町 ２８０．０ ２９．１０．３１ ６１ 立正大学・文殊寺 熊谷市 １０１．０ ２６．１０．３１

２６ 折 原 大里郡寄居町、秩父郡
皆野町 ７８５．０ ２５．１０．３１ ６２ 大 吉 越谷市 １０．３ ２６．１０．３１

２７ 越 谷 越谷市 １４５．０ ２９．１０．３１ ６３ み さ と 公 園 三郷市 １６．９ ２８．１０．３１

２８ 越 生 中 学 校 入間郡越生町 ２７．０ ２６．１０．３１ ６４ かわせみ河原 深谷市、大里郡寄居町 ６７．１ ２９．１０．３１

２９ 名 栗 小 学 校 飯能市 １５．０ ２７．１０．３１ ６５ まつぶし緑の丘公園 北葛飾郡松伏町 ２６．５ ３０．１０．３１

３０ 萩ヶ丘小学校 比企郡ときがわ町 １６．０ ２６．１０．３１ 合 計 ３０，４５２．０

３１ 小川西中学校 比企郡小川町 ５．０ ２８．１０．３１
特 別 保 護 地 区

３２ 宮 前 小 学 校 比企郡滑川町 ３５．０ ２７．１０．３１

３３ 高 篠 中 学 校 秩父市 ７．０ ２６．１０．３１ 番号 名 称 所 在 地 面積（ha） 期 限

３４ 両 神 小 学 校 秩父郡小鹿野町 ５．８ ３０．１０．３１ ア 狭 山 湖 所沢市、入間市 ５９１．０ ２８．１０．３１

３５ 金 沢 小 学 校 秩父郡皆野町 ６．４ ３０．１０．３１ イ 奥 秩 父 秩父市 １，９４３．７ ２６．１０．３１

３６ 旧 芝 川 川口市 ２１．０ ２８．１０．３１ 合 計 ２，５３４．７

（１５）鳥獣保護区 （Ｈ２４．３．３１現在）
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№ 診 療 機 関 名 所 在 地
１ エンゼル動物病院 さいたま市北区日進町３－２６２
２ 滝沢犬猫鳥の病院 さいたま市北区宮原町２－９５－３
３ おおわだ動物病院 さいたま市見沼区大和田町１－４９３－１
４ よしたに動物病院 さいたま市中央区大戸４－２６－１１
５ あず小鳥の診療所 さいたま市南区南浦和２－１４－１２
６ 池谷犬・猫・鳥の病院 川口市前川４－２４－５
７ 戸田動物病院 戸田市笹目４－１９－１６
８ ナカムラペット病院 桶川市坂田１５５８－１０５
９ 石黒動物病院 北本市東間４－４８
１０ 川辺家畜診療所 鴻巣市屈巣２５５３
１１ アリス動物病院 川越市南台２－４－８
１２ 霞ヶ関動物外科クリニック 川越市霞ヶ関北５－９－１６
１３ マリー動物病院 川越市久保町５－９ドミール川越１階
１４ しんせつ動物病院 川越市城下町２７－３
１５ 嵯峨獣医科 志木市柏町６－３０－５４
１６ みずほ台動物病院 富士見市西みずほ台１－２１－５
１７ 上福岡動物病院 ふじみ野市清見４－１－２７
１８ 所沢愛犬病院 所沢市上新井１０６
１９ シマダ動物病院 所沢市東所沢１－３０－３
２０ 高倉動物病院 入間市高倉５－４－５
２１ 比留間獣医科医院 入間市大字上谷ヶ貫６０１
２２ かしま動物病院 日高市高萩５９０－５
２３ 中居動物病院 飯能市大字中居５３－５
２４ ベル動物病院 飯能市双柳６９４－１
２５ オオヤマ野生動物診療所 東松山市美土里町２－２
２６ 東松山動物病院 東松山市石橋１１０８－１
２７ 高坂どうぶつ病院 東松山市高坂１２０１－２－２
２８ 岡動物病院 鶴ヶ島市脚折町５－１０－２８
２９ 山田獣医科病院 坂戸市大字長岡５０－１
３０ ちちぶ動物病院 秩父市下宮地町１８－２２
３１ スー動物病院 秩父市山田１２９８
３２ 坂本動物病院 熊谷市榎町３４７
３３ 篭原獣医科医院 熊谷市新堀１０７１－７
３４ あらい犬猫鳥の病院 熊谷市上之１７７４－２１
３５ 森の樹どうぶつ病院 熊谷市別府５－１０８－１
３６ 田坂どうぶつ病院 深谷市西島町３－１４－９
３７ アニマルクリニックこばやし 深谷市境７１５－３
３８ 大野犬猫病院 本庄市大字栗崎５－２
３９ コニーペットクリニック 本庄市児玉町金屋９３１－４
４０ 大橋獣医科医院 上里町大字七本木３５０１－８２
４１ 久保山動物医院 上里町大字三町５２５－２
４２ 浜坂動物病院 草加市吉町５－５－１６
４３ 荒川動物病院 越谷市東越谷４－３－２４
４４ ほーむず動物病院 越谷市瓦曾根１－２２－１１ ＳＫハイム１Ｆ
４５ 大相模動物クリニック 越谷市大成町３－６２－１
４６ 佐藤犬猫病院 三郷市戸ヶ崎５－４３－２
４７ 森田一獣医科病院 春日部市大場１１７３－２
４８ 柿沼動物病院 �田市城５１８－２
４９ 八木動物病院 �田市見沼町１４－１３
５０ 中村動物病院 加須市下高柳１５６２番地
５１ シロー動物病院 久喜市東１－１２－１２
５２ くりはし動物病院 久喜市大字松永２３１

（１６）傷病野生鳥獣保護診療機関 （Ｈ２４．４．１現在）
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年度種 １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３

イノシシ
狩 猟 ５３８ ３３６ ５６８ ３６０ ４９４ ３８１ ３８０ ２５９
有害捕獲等 ３２３ ２６２ ５３２ ２０７ ３８１ ５７３ ４６７ ３７６

計 ８６１ ５９８ １，１００ ５６７ ８７５ ９５４ ８４７ ６３５

シ カ
狩 猟 ３７２ ３３５ ７８１ ４７１ ７５０ ８３３ ７２１ ８６７
有害捕獲等 １７６ １４４ ２１７ ２８１ ４０１ ５６０ ６６０ ６３３

計 ５４８ ４７９ ９９８ ７５２ １，１５１ １，３９３ １，３８１ １，５００

ク マ
狩 猟 １ ４ ０ ２ １５ ３ ３ ３
有害捕獲等 ３ ０ ３６ ５ ６ ６ １１ １２

計 ４ ４ ３６ ７ ２１ ９ １４ １５

ハクビシン
狩 猟 ６ １２ ３２ ３５ ３７ ２０ ２５ ８
有害捕獲等 １１５ １８０ ３２０ ３９６ ９３７ ６２３ ６６５ ５５２

計 １２１ １９２ ３５２ ４３１ ９７４ ６４３ ６９０ ５６０

アライグマ
狩 猟 １０ ９ ３３ ２９ １１ ３０ １６ ２４
有害捕獲等 ２１ ６０ ４１７ ９０６ １，７５６ ２，３５８ １，９９９ ２，０４７

計 ３１ ６９ ４５０ ９３５ １，７６７ ２，３８８ ２，０１５ ２，０７１

サ ル
狩 猟 － － － － － － － －
有害捕獲等 ６４ ５２ ９６ ６７ １３３ １６２ １６３ １０３

計 ６４ ５２ ９６ ６７ １３３ １６２ １６３ １０３

そ の 他
獣 類

狩 猟 ３７８ ２７６ ２８７ ２４０ ２３２ １７７ １７６ １６７
有害捕獲等 ２３ １２ ２２ ４７ １４４ ２５４ １３２ １８６

計 ４０１ ２８８ ３０９ ２８７ ３７６ ４３１ ３０８ ３５３

獣 類
総 計

狩 猟 １，３０５ ９７２ １，７０１ １，１３７ １，５３９ １，４４４ １，３２１ １，３２８
有害捕獲等 ７２５ ７１０ １，６４０ １，９０９ ３，７５８ ４，５３６ ４，０９７ ３，９０９

計 ２，０３０ １，６８２ ３，３４１ ３，０４６ ５，２９７ ５，９８０ ５，４１８ ５，２３７

カ ワ ウ
狩 猟 － － － １４１ ７６ ６５ ７６ １０８
有害捕獲等 ０ ０ ０ １２ ４８ ２２ ６５ ２１

計 ０ ０ ０ １５３ １２４ ８７ １４１ １２９

カラス類
狩 猟 １，２１８ ９８４ ９４７ ８０７ ７７６ ５５６ ５２９ ４８０
有害捕獲等 ２，４６４ ２，４２０ ２，４８８ ２，２６８ １，４１１ １，８７１ １，５５８ １，７９６

計 ３，６８２ ３，４０４ ３，４３５ ３，０７５ ２，１８７ ２，４２７ ２，０８７ ２，２７６

スズメ類
狩 猟 ５，４７０ ３，５２５ ２，５７９ ２，８３７ １，２９３ １，２７６ １，１８６ ８４０
有害捕獲等 １，１３３ ９０３ １７０ ６２９ ５６３ ４３８ ４６３ ６６４

計 ６，６０３ ４，４２８ ２，７４９ ３，４６６ １，８５６ １，７１４ １，６４９ １，５０４

ムクドリ
狩 猟 １，０１０ ５８７ ４６７ ３７９ ３４１ ２２４ １８５ １５４
有害捕獲等 ２８０ ２４１ ９３ ２２８ ９３ １５０ １２７ １６１

計 １，２９０ ８２８ ５６０ ６０７ ４３４ ３７４ ３１２ ３１５

ド バ ト
狩 猟 － － － － － － － －
有害捕獲等 １，３２５ ８８５ １，１９２ ８９９ ５２３ １，３３６ ３２０ ６３３

計 １，３２５ ８８５ １，１９２ ８９９ ５２３ １，３３６ ３２０ ６３３

そ の 他
鳥 類

狩 猟 １７，０１２ １２，８００ １３，３２１ １１，５８６ １０，８６７ １１，０６２ ８，１９１ ６，６６９
有害捕獲等 ７７９ ６２１ ３５９ ５６６ ４４２ ７４６ １，０４５ ３９６

計 １７，７９１ １３，４２１ １３，６８０ １２，１５２ １１，３０９ １１，８０８ ９，２３６ ７，０６５

鳥 類
総 計

狩 猟 ２４，７１０ １７，８９６ １７，３１４ １５，７５０ １３，３５３ １３，１８３ １０，１６７ ８，２５１
有害捕獲等 ５，９８１ ５，０７０ ４，３０２ ４，６０２ ３，０８０ ４，５６３ ３，５７８ ３，６７１

計 ３０，６９１ ２２，９６６ ２１，６１６ ２０，３５２ １６，４３３ １７，７４６ １３，７４５ １１，９２２

市民管理協定の名称 協定の対象緑地の所在地 面積（㎡） 協 定 期 間 認定年月日

第１号太田ヶ谷市民の森市民管理協定 鶴ヶ島市大字太田ヶ谷地内 １１，３１５ Ｈ２３．４．１～Ｈ２８．３．３１ Ｈ２３．３．２９

第５号五味ヶ谷市民の森市民管理協定 鶴ヶ島市大字五味ヶ谷地内 ９，３７１ Ｈ２３．４．１～Ｈ２８．３．３１ Ｈ２３．３．２９

第８号藤金市民の森市民管理協定 鶴ヶ島市大字藤金地内 １０，６３１ Ｈ２３．１．１～Ｈ２７．１２．３１ Ｈ２３．３．２９

川田谷市民緑地（２）市民管理協定 桶川市大字川田谷地内 ３，２７２ Ｈ２０．４．１～Ｈ２５．３．３１ Ｈ１８．１．１９

川田谷栗原市民緑地市民管理協定 桶川市大字川田谷地内 １，３４７ Ｈ２０．１．１～Ｈ２５．３．３１ Ｈ２０．１．３１

川田谷武城市民緑地市民管理協定 桶川市大字川田谷地内 １，６９８ Ｈ２０．１．１～Ｈ２５．３．３１ Ｈ２０．１．３１

三芳町市民緑地市民管理協定 三芳町大字北永井地内 ４，９６２ Ｈ１９．１１．１１～Ｈ２５．３．３１ Ｈ２０．５．２０

加納峯市民緑地市民管理協定 桶川市大字加納地内 ３，８５９ Ｈ２１．１．１～Ｈ２６．１２．３１ Ｈ２１．２．３

北本市市民緑地市民管理協定第１号 北本市大字北本宿地内 ２，１４７ Ｈ２２．４．１～Ｈ２７．３．３１ Ｈ２２．５．２７

北本市市民緑地市民管理協定第２号 北本市大字北本宿地内 １，８９０ Ｈ２２．４．１～Ｈ２７．３．３１ Ｈ２２．５．２７

計 ５０，４９２

（１７）有害鳥獣捕獲・狩猟捕獲実績の経年変化 （単位：頭、羽）

（１８）市民管理協定の設定状況 （Ｈ２４．５．３１現在）
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８ 廃棄物関係

（１）廃棄物・リサイクル関連法の概要
　大量生産、大量消費、大量廃棄の一方通行型の社会から循環型社会への転換を推進するために、「循環型社会形成
推進基本法」を中心とした様々な法律が整備されています。
１　循環型社会形成推進基本法（平成１２年制定）
　循環型社会の形成についての基本原則や国等の責務を定めるとともに基本計画の策定などについて定めること
により、環境への負荷ができる限り低減される「循環型社会」の形成を推進する。

２　廃棄物処理法（廃棄物の処理及び清掃に関する法律）（昭和４５年制定）
　廃棄物の排出抑制や適正な処理（分別、保管、収集、運搬、再生、処分等）を行うことにより、生活環境の保
全と公衆衛生の向上を図る。

３　資源有効利用促進法（資源の有効な利用の促進に関する法律）（平成１２年制定）
　資源の有効利用を図るとともに、廃棄物の発生抑制や環境保全に資するため、主に事業者等の取組を中心に廃
棄物の発生抑制、再生部品等の利用及び原材料としての利用を促進する。

４　容器包装リサイクル法（容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律）（平成７年制定）
　家庭等から排出されるごみの約６０％（容積比）を占めている容器包装廃棄物についての製造・利用事業者など
によるリサイクルを義務付けることにより、一般廃棄物の減量と資源の有効利用を図る。

５　家電リサイクル法（特定家庭用機器再商品化法）（平成１０年制定）
　家電製品の製造・販売事業者などに、廃棄物となった製品の回収、リサイクルを義務付けることにより、家電
製品の効果的なリサイクルの推進と廃棄物の減量化を図る。対象となる家電製品は、テレビ、冷蔵庫・冷凍庫、
洗濯機・衣類乾燥機、エアコンとなっている。

６　建設リサイクル法（建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律）（平成１２年制定）
　建設工事の受注者などに、建築物などの分別解体や建設廃棄物のリサイクルなどを義務付け、建設工事に係る
資材の有効利用の確保及び廃棄物の適正な処理を図る。

７　食品リサイクル法（食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律）(平成１２年制定)
　売れ残りや食べ残し又は製造過程において発生する食品廃棄物について、発生抑制及び減量化により最終処分
量を減少させるとともに、飼料や肥料等の原材料としてリサイクルするため、食品関連事業者による食品循環資
源の再生利用等の促進を図る。

８　自動車リサイクル法（使用済自動車の再資源化等に関する法律）（平成１４年制定）
　自動車製造業者及び関連事業者による使用済自動車の再資源化等を適正かつ円滑に実施するための措置を講じ
ることにより、使用済自動車の適正な処理とリサイクル等を図る。

９　グリーン購入法（国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律）（平成１２年制定）
　国等が率先して、再生品などの環境物品等の調達を推進し、情報提供その他の環境物品等への需要の転換の促
進を図る。

１０　PCB特別措置法（ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法）（平成１３年制定）
　PCB廃棄物の保管、処分等について必要な規制等を行うとともに、その処理に必要な体制の整備を図る。

１１　東日本大震災により生じた災害廃棄物の処理に関する特別措置法（平成２３年制定）
　東日本大震災により生じた災害廃棄物を国が被害を受けた市町村に代わって処理するための特例を定め、あわ
せて、国が講ずべきその他の措置について定める。

１２　小型家電リサイクル法（使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律）（平成２４年制定）
　使用済小型電子機器等に利用されている金属その他有用なものの相当部分が回収されずに廃棄されている状況
にあることから、使用済小型電子機器等の再資源化を促進するための措置を講ずることにより、廃棄物の適正な
処理及び資源の有効な利用の確保を図る。
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全排出量
①＋②
＋③＋④

資源ごみ
集団回収量

④

自家処理量

③

総搬入量

①＋②

直接搬入量

②

計画収集
処理量
①

年度

２,６４８,８９２１６４,９６７１,０５５２,４８２,８７０１６７,８３６２,３１５,０３４１９
２,５５９,５０５１５２,２２９１,３６４２,４０５,９１２１３８,８６５２,２６７,０４７２０
２,４６７,２３６１４１,２８４０※２,３２５,９５２１４１,１５２２,１８４,８００２１
２,４１８,６１２１３９,５２００※２,２７９,０９２１３４,０４２２,１４５,０５０２２

（３）ごみ処理状況の推移 （単位：t）

（２）ごみ処理の状況（平成２２年度）

２,４１８,６１２ ２,２７９,０９２ 

１,９００,４１２ 

１,８２９,２８８ 

１,６７８,９５３ １０９,１９０ 

１６５,０１２ 

１１２,２６９ 

１６９,６４７ 

３１,７６３ 

１,３７１ 

１３９,５２０ １３９,５２０ 

０ 

５８６,４４８ 
２４.２％ 

１,０４１,３４５ 
４３.１％ 

１,６９２,０５０ 
７０.０％ 

１４２,３２４ 
５.９％ 

１３,０９７ 

７１,１２４ 

２８５,６３１ 

２,２８１,３０２ 

２,２１０ 
処分繰越等 

資源化（直接） 

集団回収 

資源化（セメント等） 

処理後最終処分 

直接最終処分 

最終処分 再生利用 発電リサイクル量 減量化 

（単位：t）

※　２１年度から推計値のため、計上しないこととしました。

（４）ごみの総搬入量の種類別内訳

合計その他※※資源ごみ※粗大ごみ不燃ごみ可燃ごみ混合ごみ年度

２,４８３２３４６３６１１３１,８１７１６９
１９

１００％０.１％１３.９％１.４％４.６％７３.２％６.８％
２,４０６２３１７３５１０７１,７８２１６３

２０
１００％０.１％１３.２％１.４％４.４％７４.１％６.８％
２,３２６※※※２３０５３４１０２１,７２４１５８

２１
１００％０.１％１３.１％１.５％４.４％７４.１％６.８％
２,２７９２２９８３５１００１,６９０１５４

２２
１００％０.１％１３.１％１.５％４.４％７４.１％６.８％

※　　　缶、びん、古紙、布など再生利用を目的として回収したものをいいます。
※※　　従来「その他」に区分されていたごみ処理場への直接搬入ごみが平成１９年度から「混合ごみ」、「可燃ごみ」などに細分

化されました。
※※※　端数処理の関係で合計が合いません。

（単位：千t）
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（５）１日当たりのごみ排出量の推移

１人１日当たりのごみ排出量
（g）

１日当たりのごみ排出量
（t）

年度

９６２６,７８７１９
９３１６,５９５２０
８９６６,３７２２１
８７５６,２４４２２

（６）市町村における容器包装廃棄物の分別収集等の状況（平成２２年度）

実施市町村数

再　商　品　化収　　　集

品　目　名 再商品化率（％） 
Ｄ／（Ｂ＋Ｅ）

前年度保管残量（t） 
Ｅ

再商品化量（t） 
Ｄ

達成率（％） 
Ｃ

分別収集量（t） 
Ｂ

収集計画量（t） 
Ａ

６４８７.８４９１４,１１７８７.７１６,０３４１８,２７８無色ガラス
６４９２.６４５１２,２８７８９.４１３,２１７１４,７７８茶色ガラス
５７９６.８２９７,７０５１０１.７７,９３３７,８００その他ガラス
６３９１.１７７１８,１８１９８.５１９,８９０２０,１９０ペットボトル
３７９９.４７２４２,０１６８４.４４２,１７９４９,９６８その他プラスチック
（６）１００.０（０）（２９）（４２.６）（２９）（６８）（うち白色トレイ）
６６９.７０１,６６１１７０.０２,３８３１,４０２そ の 他 紙
６４９９.９１４１１,５８７７７.４１１,５８０１４,９５４スチール缶
６４９９.９４６９,９０４１０３.４９,８６３９,５３９ア ル ミ 缶
６４１００.００１,２１１９０.６１,２１１１,３３７紙 パ ッ ク
６４１００.００４４,６１２８８.３４４,６１２５０,５４４段 ボ ー ル

－９６.５３３２１６３,２８１８９.５１６８,９０２１８８,７９０合 計

注１　本表の数値は、国の調査方法に準じて算出したものです。
注２　実施市町村数は、第６期埼玉県分別収集促進計画に基づき分別収集を実施している市町村の数です。

（７）し尿処理の状況（平成２２年度）

総人口 
７,１３６,３４９人 

下水道終末処理場 

水洗化人口 
６,９６５,９８６人 

水洗化率 
９７.６％ 

自家処理量 
４３０kL

非水洗化人口 
１７０,３６３人 

非水洗化率 
２.４％ 

公共下水道人口 
５,１８９,００８人 

下水道水洗化率 
７４.５％ 

計画収集人口 
１６９,６７０人 

計画収集率 
９９.６％ 

自家処理人口 
６９３人 

自家処理率 
０.４％ 

下水道投入量 
０kL

下水道投入率 
０.０％ 

浄化槽人口 
１,７７６,９７８人 
（うち、コミュニティ 
プラント人口） 
９８０人 

浄化槽水洗化率 
２５.５％ 

し尿処理施設 
処理量 

８４２,６０８kL

し尿処理率 
１００.０％ 

処理量 
（計画収集処理量） 
８４２,６０８kL

浄化槽汚泥 
６９７,８９５kL

汲み取りし尿 
１４４,７１３kL



138

廃
棄
物
関
係

８

（８）水洗化人口

（９）し尿の総排出量の内訳・処理の状況

非 水 洗 化 人 口水 洗 化 人 口
総 人 口年度

自 家 処 理 人 口計 画 収 集 人 口浄 化 槽 人 口公共下水道人口
１,７５３１９６,３６２１,９１９,１７３４,９４０,２７８

７,０５７,５６６１９
０.０％２.８％２７.２％７０.０％
１,５３６１８５,５２３１,８５７,９４２５,０３９,７５８

７,０８４,７５９２０
０.０％２.６％２６.２％７１.１％
７４８１７２,８３６１,８４９,６１８５,０９１,３０５

７,１１４,５０７２１
０.０％２.４％２６.０％７１.６％
６９３１６９,６７０１,７７６,９７８５,１８９,００８

７,１３６,３４９２２
０.０％２.４％２４.９％７２.７％

（単位：人）

（単位：千kL）

処 理 内 訳
総 処 理 量

排 出 内 訳
総排出量年度

下水道投入し尿処理施設自家処理浄化槽汚泥生し尿
２５　８８０　

９０５
１　７１８　１８８　

　９０７１９
２.８％９７.２％０.１％７９.２％２０.７％
０　９１０　

９１０
１　７３５１７５　

　９１１２０
０.０％１００.０％０.１％８０.７％１９.２％
０　８７１　

８７１
０　７１６１５６　

　８７２２１
０.０％１００.０％０.０％８２.１％１７.９％
０　８４３　

８４３
０　６９８１４５　

　８４３２２
０.０％１００.０％０.０％８２.８％１７.２％

（１０）環境整備センターの埋立実績 （単位：t）

埋　立　量　の　内　訳　
埋　立　量年　　度

産 業 廃 棄 物一 般 廃 棄 物
１８,２７３４７,３８０６５,６５３１９
１７,５４９３９,１４５５６,６９４２０
９,４８０３５,７０９４５,１８９２１
１０,７５２３１,９２７４２,６７９２２
１１,０９８３０,５９３４１,６９１２３
１７０,０６６１,３１４,４４２１,４８４,５０８埋 立 量 累 計※

※　平成元年２月供用開始

（１１）登録廃棄物再生事業者数（平成２４年３月３１日現在）

登 録 事 業 者 総 数平成２３年度登録事業者数再　生　す　る　廃　棄　物　の　種　類
１１２５古紙・古繊維・紙くず
９２２金属くず
２３０廃プラスチック類
２０１木くず
２２０がれき類・コンクリートくず・鉱さい
２５０ガラスくず・陶磁器くず・空き瓶
１００その他
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（１４）産業廃棄物中間処理施設数（平成２３年度末）

施 設 数産 業 廃 棄 物 の 種 類処理方法
４１５廃プラスチック類、木くず、がれき類等破 砕
８７廃酸、紙くず、木くず、繊維くず等焼 却
６４金属くず切 断
６０金属くず圧 縮
８０廃プラスチック類、紙くず、繊維くず等圧縮梱包
４９廃プラスチック類溶融減容
４２廃プラスチック類、紙くず、繊維くず等破砕・減容
３４汚泥脱 水
２９廃酸、廃アルカリ中 和
２０動植物性残さ、家畜ふん尿発 酵
１３燃え殻、ばいじん等溶 融
１０廃プラスチック類、紙くず、繊維くず等圧縮減容
１０汚泥、動植物性残さ乾 燥
１０廃油蒸 留
７５汚泥等そ の 他

９９８合　　　　　　　　　　計

（１２）産業廃棄物処理業の申請及び許可件数（平成２３年度）

総許可件数（年度末）許可件数申請件数業　務　内　容
１１,０８６２,５００２,５７８産 業 廃 棄 物 収 集 運 搬 業
３４８８８９１産 業 廃 棄 物 中 間 処 分 業
８１６１３０１３２特別管理産業廃棄物収集運搬業
３３３３特別管理産業廃棄物中間処分業
１００最 終 処 分 業

１２,２８４２,７２１２,８０４　 合　 計　

（１３）産業廃棄物処理業の許可等の内訳

不 許 可 件 数許 可 件 数申 請 件 数
年　度

更新変更新規更新変更新規更新変更新規
１２０１１７４３２６５９２８８００２５９９０９１４
５２１５１,０２５２２３８７２１,１５３２４６９６８１５
１６３７１,２４０２３３９６０１,２５０２３３９９７１６
４２８１,２６６１９８８５９１,３２０２１６９２０１７
６０６１,３２２１８４８５７１,４１９２０６８９３１８
２０３１,２０８２３２８７６１,２２０２１８８８２１９
４０３１,５０５１７９７０７１,５５８１９０７２３２０
４０４１,５８７１８９７３６１,６３０１９８７４８２１
４０３１,５７２１８１６３６１,６３６１８４６３１２２
５１３１,７３８２３０７５３１,７８３２４１７８０２３

※（１３）の表の平成２３年度分について「申請件数」「許可件数」の「新規」「変更」「更新」を足すと、（１２）の表のそれ
ぞれ「申請件数」「許可件数」の合計になります。
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８

残 余 容 量（弱）箇　　所　　数施　　　設
７６３１安　　定　　型
００管　　理　　型

７６３１計

（１５）産業廃棄物最終処分場数（平成２３年度末）

合　
　
　
　

計

委
託
基
準
違
反
、
手
続
違

反
、
命
令
等
違
反

処　　理　　基　　準　　違　　反不　
　

法　
　

投　
　

棄

種　
　
　
　

類

そ

の

他

保

管

の

高

さ

騒

音

・

振

動

粉

じ

ん

の

飛

散

野

外

焼

却

衛
生
害
虫
の
発
生

悪

臭

の

発

散

廃
棄
物
の
飛
散
・
流
出

事
故
発
生
の
危
険

地
下
水
公
共
用
水
の
汚
染

６,６２６５４６２,６７０１,４９３２０３３２７３２８９０１,３５８２１１１０２件 数

１００８.３４０.３２２.５０.３０.５４.１０.４１.４２０.５０.００.２１.５構成比
（％）

（１６）不適正処理の内容（平成２３年度）

※　産業廃棄物処分業の許可を有するものに限る。

（１７）不適正処理された廃棄物の種類（平成２３年度）

計その他住宅造
成区域山 林草 地農 地土砂採

取跡地河川敷湖 沼用排水路河 川発 生 場 所

１０２４２３８４１１０２３００１１件 数

１００４１.２２.９７.８３.９１０.８０.０２２.６０.００.０１０.８構成比（％）

（１８）不法投棄発生場所（平成２３年度）

構成比
（％）件　数種　　　　類

０.２１８鉱 さ い

３２.７２,３５４が れ き 類

０.１６動 物 の 糞 尿

０.００動 物 の 死 体

０.００ば い じ ん

０.２１２動 物 系 固 形 不 要 物

０.００１３ 号 廃 棄 物

０.２１３特 管 廃 油

０.００特 管 廃 酸

０.０２特 管 廃 ア ル カ リ

０.７５２感 染 性 産 廃

２.３１６６特 定 有 害 物

２５.１１,８０５そ の 他

１００７,１９８合 計

構成比
（％）件　数種　　　　類

１.６１１４燃 え 殻

１.２８５汚 泥

（０.３）（２５）（ う ち 建 設 系 ）

０.８５７廃 油

０.０３廃 酸

０.２１１廃 ア ル カ リ

１２.２８８０廃 プ ラ ス チ ッ ク 類

０.２１８紙 く ず

１４.４１,０３３木 く ず

０.５３５繊 維 く ず

２.３１６３動 植 物 性 残 さ

０.１８ゴ ム く ず

２.２１５８金 属 く ず

２.８２０５ガ ラ ス 陶 磁 器 く ず
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（１）温暖化対策関係

課 題 名（実施期間） 調 査 研 究 結 果 概 要

温暖化および大気環境変化が
埼玉県の植物に及ぼす影響予測
（平成２２～２４年度）

地球温暖化や光化学オキシダント濃度上昇等の大気環境変化が、農作物など
の植物に及ぼす影響が懸念されている。そこで、農作物などへの影響を定量的
に評価することを目的に、シミュレーションモデルなどによる検討を行ってい
る。
平成２３年度は、埼玉県ではほとんど栽培されていないが、地球温暖化により

栽培に適した気象環境になると予測される温州みかんを対象に、栽培可能開始
年及び栽培限界年の推計を行った。その結果、県東部の広い地域で既に温州み
かんの栽培可能地域に入っていることが判明した。

自然環境データベースのGIS
による構築・運用 ―自然環境
変遷の把握とその影響―
（平成２２～２４年度）

近年、様々な分野で地理情報システム（GIS）データの整備が進みつつあり、
当センターも自然環境情報を中心にデータの収集や作成に取り組んできた。こ
の様なGISデータは研究だけではなく、環境情報を分かりやすく可視化し伝え
る目的にも利用されている。
当センターでは構築したGISデータベースを用い同一箇所における多時期デ

ータを解析し、埼玉県の土地利用や自然環境の変遷を調査している。
平成２３年度は、昭和５１年～平成１８年の森林面積の推移について解析を行っ

た。入間台地や比企丘陵など県中央部で森林が大きく減少し、また、秩父盆地
周辺でも減少率が大きいことが判明した。
一方秩父地方の吉田丘陵や上武山地、県南部の和光市周辺では、増加が認め

られるなど、地域により複雑な増減が起こっていることが明らかになった。

熱中症予防対策のための簡易
な大気熱環境指標の検討
（平成２２～２３年度）

夏季の高温による熱中症問題が顕在化してきている。近年、埼玉県では国内
観測史上最高気温を記録するなど高温化が進むとともに、熱中症による救急搬
送者や死亡者の数も増加している。そこで、熱中症を予防するための簡易な熱
環境指標の検討を行った。
平成２３年度は、出来るだけ多地点における熱中症指数の情報提供の可能性に

ついて検討を行った。その結果、大気汚染状況を監視するための測定局１８地点
に併設されている温湿度データを用いて、熱中症指数（WBGTモデル値）による
熱中症予防情報の発信が可能であることがわかった。

課 題 名（実施期間） 調 査 研 究 結 果 概 要

環境基準の設定を踏まえた大
気中微小粒子状物質の特性解明
（平成２１～２３年度）

大気中を浮遊する粒径２．５μm以下の微小粒子状物質（PM２．５）は平成２１年９月
に大気環境基準値が告示された。埼玉県では、１週間単位のPM２．５の測定を２０００
年から継続しているが、平成２１年度から、これと並行して、標準測定法に基づ
くPM２．５測定を行っている。
平成２１～２３年度の観測結果では、年平均値には緩やかな減少傾向が見られ

た。また、環境基準値３５μg m－３を超過した日が１０月から２月に集中していた。
PM２．５の環境基準達成には、秋季から冬季の濃度低減が不可欠であるといえ
る。

調査研究関係

（２）大気環境関係
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課 題 名（実施期間） 調 査 研 究 結 果 概 要

工場内で利用可能なVOC局
所対策手法の開発
（平成２３～２４年度）

埼玉県は、光化学大気汚染が特に深刻な地域であり、法規制対象外の中小施
策における自主的取組も求められている。
当センターは、県事業である中小企業の自主的取組の一環として、使用済ウ

エス入れを対象に、VOCの大気中への排出を効果的に抑制するための方法（装
置）の開発を行っている。
平成２３年度は、ウエス入れ内のVOC（トルエン）濃度変動を定量的に明らか

にするため、実験用の廃ウエス入れを作成し、蓋の構造（開け閉め方向や二重
構造）を検討し、VOC漏洩の抑制効果を確認した。

微小有機成分粒子の一次排出
および二次生成の寄与割合推定
に関する基礎的研究
（平成２３～２６年度）

PM２．５濃度は年々低下してきているものの、現状では環境基準を超えるレベ
ルにある。そこで、バイオマス燃焼起源及び二次生成の指標となるレボグルコ
サン及び水溶性有機炭素（WSOC）を測定し、微小有機成分粒子の発生源を適切
に推定するための手法検討やデータ収集などを行っている。
平成２３年度は、バイオマス燃焼起源が卓越すると考えられる秋季（平成２３年

１０～１２月）に、加須で日単位のサンプリングを実施した。
PM２．５が短期基準（日平均３５μg/m３）を超過した日数は９日であり、特に１１月

３日、５～６日はバイオマス燃焼起源の影響が大きいことが推測された。

課 題 名（実施期間） 調 査 研 究 結 果 概 要

埼玉県における回遊魚の遡上
及び陸封に関する実態調査
（平成２３～２５年度）

近年、東京湾を含む下流域の水質改善により平成２０年には荒川へ約１００万尾の
稚アユが遡上している。そこで、遡上する生物種（魚類・円口類・甲殻類）や
時期等の生態特性の実態を把握している。
平成２３年度は、回遊魚の遡上状況を調査した。ワカサギは幸手市中川で、マ

ルタウグイは、新河岸川、黒目川、柳瀬川、中川で確認された。アユは、新河
岸川、黒目川、柳瀬川、中川、綾瀬川、また、ボラは綾瀬川、黒目川、中川、
スズキは黒目川、柳瀬川、綾瀬川、モクズガニは黒目川でそれぞれ確認された。
アユの陸封について、利根川などで調査を実施したが実態は把握できなかっ

た。

光化学オキシダントによる植
物被害の軽減手法に関する検討
（平成２３～２５年度）

埼玉県では、夏季の光化学オキシダント濃度が著しく高く、その主成分であ
るオゾンによる植物被害が顕在化している。ホウレンソウなどの葉物野菜で
は、オゾンの被害が直接葉に現れるため、農業者にとって、経済的に極めて深
刻な問題となっている。そこで、このようなオゾンによる被害を軽減するため、
オゾンに強い品種の選定やオゾン被害を軽減する手法の検討を行っている。
平成２３年度は、ホウレンソウにオゾンを人工的に暴露し、可視被害の発現程

度に基づいて、品種間におけるオゾン感受性の差異を評価し、その成因を検討
した。その結果、気孔密度の高い品種ほど、オゾンに対する感受性が高く、葉
に被害が発現されやすいことが示唆された。

（３）自然環境関係
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課 題 名（実施期間） 調 査 研 究 結 果 概 要

PRBシステムを応用した廃棄
物最終処分浸出水の場内浄化シ
ステムの構築
（平成１９～２３年度）

安全・安心な廃棄物最終処分場を作るための資材を開発するため、大規模な
埋立実験装置を用いて研究を行った。県内の火山灰土壌と鋳物工場から排出さ
れる鉄粉廃棄物、溶融スラグを素材としたPRB（浸透性反応壁）を埋立地覆土と
して実験装置で埋立地浸出水に対する浄化機能の持続性を検証している。ま
た、埋立地内部保有水中の汚濁物質についてもその挙動解明を行っている。PRB
による保有水の浄化効果は実験装置設置後約６年が経過したが、持続している
ことが確認された。また、PRBを最終処分場に用いた場合のコストについては、
約３０％削減可能と推定された。

廃棄物処理における省エネと
温室効果ガスの発生抑制
（平成２１～２３年度）

本研究は、エネルギー投入量・コスト・温室効果ガス排出量削減の３つの視
点を基に、埼玉県における一般廃棄物処理の方向性を提示することを目的とし
た。一般廃棄物処理における温室効果ガス排出量のうち、そのほとんどは焼却
処理によるものであることがわかった。廃棄物処理における実質的な温室効果
ガス排出量を削減するためには、廃棄物焼却量の削減、廃棄物発電の一層の導
入、白煙防止の停止が重要である。

課 題 名（実施期間） 調 査 研 究 結 果 概 要

カオリン及び関連年度中のダ
イオキシン類分布調査と環境負
荷量推定
（平成２２～２３年度）

近年、新たなダイオキシン類の発生源として窯業原料である「カオリン粘土」
が注目されている。米国カオリンでは、日本の土壌環境基準を超えるダイオキ
シン類が検出されており、国内においても早急な汚染状況の把握が望まれてい
る。
平成２３年度は、高濃度でダイオキシン類を含有する米国産粘土（ボールクレ

イ）を使用し、加熱試験を行った。発生したガス及び残さ中のダイオキシン量
を測定した結果、ともに低い値であった。

雨水中のダイオキシンに関す
る研究
（平成２３～２５年度）

ダイオキシン類の環境基準は、人体への取り込みリスクをもとに制定された
ものであることから、大気環境基準を満たしていても、その大気を介した水が
水質環境基準を満たせない可能性が考えられる。
そこで、大気から雨とともに水環境に流入し得るダイオキシン類の量を把握

する。
平成２３年度は、降雨終了時から次の降雨の終了までの乾性および湿性の降下

物をステンレス製のポットに採取し、ダイオキシン類の濃度を調べた。１６試料
中１３試料は水質の環境基準を超過し、そのうちの２試料は排水基準を超過して
いた。汚染源解析を行ったところ、雨水試料中のダイオキシン類は主に燃焼由
来と判定され、現在でも廃棄物焼却で大気中に放出されたダイオキシン類が、
雨水として河川へ移行している可能性が考えられた。

課 題 名（実施期間） 調 査 研 究 結 果 概 要

生活排水中および河川水中の
重金属ナノ粒子の汎用的な定性
・定量分析方法の確立
（平成２３～２５年度）

酸化チタン（年間国内使用量１２５０t）と酸化亜鉛（４８０t）は、その大半が化粧
品に使用されている。化粧品は特に毎日消費者によって使用され、下水処理場
での処理後、河川等への水環境へと排出される。そこで、亜鉛ナノ粒子及びチ
タンナノ粒子の環境水中の粒径・形状別濃度分析手法の確立と挙動の評価を目
指している。
平成２３年度は超遠心分離器の調整など測定に必要な条件整備を行った。

（４）資源循環・廃棄物関係

（５）化学物質関係

（６）水環境関係
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課 題 名（実施期間） 調 査 研 究 結 果 概 要

活性汚泥モデルの活用による
下水処理プロセスからの温室効
果ガス発生抑制の検討
（平成２１～２３年度）

下水処理プロセスから発生する亜酸化窒素（N２O）の量は、曝気量などの運転
条件と密接に関わっている。そこで、下水処理場において、運転条件の変更に
伴う水処理系からのN２O発生特性を調査した。
対象とした県内の下水処理場では、平成２３年３月以前は硝化促進運転であっ

たが、それ以降は節電のため硝化抑制運転に切り替わり、曝気量を抑制してい
た。硝化促進運転では処理水のNO３-Nが高く、発生したN２Oも高かった。硝化抑
制運転に変更されると、NO３-NおよびN２Oが減少した。このように、硝化量が抑
制されたことでN２O発生が抑制されたことが明らかになった。

河川・池沼表面水の水質汚濁
特性評価と発泡・ぎらつき現象
の原因解明
（平成２１～２３年度）

親しみやすい水環境の維持・創造が望まれる一方で、河川・池沼の発泡や油
膜様のぎらつきが観察されており、人為起源のみならず、自然由来の物質も原
因となることが報告されている。そこで、河川・池沼の発泡やぎらつき現象の
実態把握を行い、その原因解明を目的とする。
平成２３年度も引き続き、比企丘陵の河川を対象に発泡原因物質調査を行っ

た。調査の結果、特に、晩秋から冬期は落葉の影響で水が滞留しやすく、また
落葉に付着した泡が安定化するため、泡が流下・消滅せずよくたい積していた。
この川の発泡原因物質は糖類である。水源からすでにある程度の濃度で存在し
ており、また付着藻類や植物なども寄与していることがわかった。またサポニ
ンなどの疎水性糖が発泡に関係している可能性が示唆された。

水環境における大型二枚貝の
多元的活用に関する基礎研究
―二枚貝の安定供給化の検討―
（平成２２～２４年度）

イシガイ科二枚貝は大きなろ過能力を有し、水質の長期安定化に寄与してい
る。また、タナゴ類の産卵母貝となるなど、様々な重要な役割を担っている。
しかし、近年、生息域や個体数が減少しており、二枚貝の保護や有効活用のた
めには、安定した稚貝供給手法を確立する必要がある。そのための基礎的情報
として、二枚貝の生息阻害環境因子を明らかにする目的で、埼玉県、富山県及
び岡山県の二枚貝生息地において、水質モニタリングを行った。
平成２３年度は、更に川島町の用水に隣接する休耕田にオンサイト実験装置を

設置し、生息流域で採取した二枚貝を放流し、実験に必要な通年の運転調整を
行った。

課 題 名（実施期間） 調 査 研 究 結 果 概 要

微動探査法における深度方向
指向性に関する研究
（平成２３～２４年度）

地表に設置された複数の微動センサ（微動アレイ）を用いた地下構造調査で
は、深度の方向性について十分な検討が行われていない。そこで、深度方向指
向性を理論的に明らかにすることを目的とし、基礎的な検討を行っている。
平成２３年度は、基礎的な検討として、地表面に設置した２点アレイについて

２次元断面内の指向性を検討した。その結果、深度方向も地表面方向と同一の
指向性を持つことが分かった。

埼玉県における地下水質特性
の総合評価とその応用に関する
研究
（平成２３～２６年度）

山地を除く埼玉県内全域を対象として地下水質の特性を総合的に評価するこ
とにより、各地域の地下水汚染問題の解決に役立つ効率的な環境マネジメント
手法を検討する。
平成２３年度は、井戸の諸元などの既存情報を取りまとめるとともに、約２３０か

所の井戸の水質を測定した。深度３０mを境に浅井戸と深井戸に区分したとこ
ろ、浅井戸は県北部から県西部に分布する小起伏山地・丘陵・台地群、そして
県央部の大宮台地等において顕著に確認された。一方深井戸は県東部の中川低
地や北東部の加須低地において確認された。また、浅井戸のpHは平均６．５であり
弱酸性を示すことが多く、深井戸は平均７．７の弱アルカリ性を示すことが多かっ
た。

（７）土壌・地下水・地盤関係
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課 題 名（実施期間） 調 査 研 究 結 果 概 要

低温地熱資源整備を目的とし
た地中熱利用地域特性解析
（平成２１～２３年度）

地下温度、地質情報、地下構造、水理学情報等の基礎情報を取得し、数値シ
ミュレーションにより利用可能量を推定することで、埼玉県における地中熱エ
ネルギーの利用を推進することを目的とする。
平成２３年度は、県内の平野部をほぼ網羅する地盤沈下監視用の地下水観測井

を活用し、深さ方向の地下温度分布を計測した（県内２５地点）。測定の結果、埼
玉県内の地下温度は、概ね１６℃～１９℃であり、地温勾配（深さ方向における温
度上昇の割合）は、０．０２～０．０３℃/mであることが分かった。また、埼玉県の地
質構造モデル、地下温度、地下水特性を用いて、埼玉県平野部における地中熱
利用ポテンシャルを見積もった。この結果、低地よりも台地のほうが、地中熱
ポテンシャルは高めであることがわかった。

沖積たい積物からの重金属類
溶出特性の解析と海成たい積物
の簡易判定法の開発
（平成２１～２３年度）

硫化鉱物を含む海成たい積物は、空気中に放置されることで酸性土壌へと変
化し、様々な塩類とともに有害重金属類が溶出することが知られている。そこ
で、海成たい積物からの重金属類溶出特性について検討し、硫黄含有量測定に
替わる海成たい積物の簡易な判別法を開発して、自然土壌による汚染リスクを
評価・管理することを目的とする。
平成２３年度は、土壌pHを中性付近に設定することで重金属類を不溶化する方

法について試みた。重金属類の不溶化条件は元素によって大きく異なり、鉄、
アルミニウム、カドミウム、亜鉛等は中性から塩基性領域で確実に不溶化でき
ることが分かった。一方、砒素、クロム、銅はpH８以上になると再び溶出し、
不溶化には土壌pHを中性付近に調整しなければならないことが分かった。
ホウ素は土壌pHを中性付近に設定しても不溶化することが困難であった。ホ

ウ素を不溶化するには、ホウ酸が解離するpH１０以上の設定が必要と考えられ
る。
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1０ 埼玉県環境マネジメントシステムの取組

（１）環境マネジメントシステムによる環境配慮の推進
　環境マネジメントシステムは、PDCAというサイクルにより、各機関が環境配慮について自由に取り組むシス
テムであり、全ての事業に環境配慮の視点を加えようとするものです。

（２）平成２３年度の取組状況
　①　取組状況の内訳

　②　本来事業に関する取組状況
　　本来事業に関する取組は６０２件で、主な取組状況は以下のとおり。
　　・県有施設への太陽光発電設備の設置（彩の国さいたま芸術劇場）
　　・講演会・企業訪問による中小企業の省エネサポート
　　・緑のカーテン設置支援
　　・バイパス整備によるCO２削減
　　・県庁ＰＣの省電力化推進
　　・エコ資材の導入促進
　　・民間企業と協力した自転車シェアリング

【埼玉県における自らについての環境配慮の取組】
　平成９年９月　「埼玉県環境配慮方針」策定

県が実施する公共事業や事務事業において環境配慮を徹底する手順を定めた。
　平成１１年２月　環境管理システム国際規格「ISO１４００１」を取得

本庁の機関について認証を取得。期間は平成１９年２月まで。
　平成１３年３月　「埼玉県地球温暖化対策実行計画」策定

「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づき、「環境配慮方針」の事務事業部門を盛り込み、
「埼玉県温室効果ガス削減計画」として策定。

　平成１４年３月　「埼玉県環境配慮方針～公共事業関連～」
「環境配慮方針」の公共事業部門についても対象事業の拡大や評価方法の見直しを行い、
新たに「埼玉県環境配慮方針～公共事業関連～」を策定。

　平成１９年５月　「埼玉県環境マネジメントシステム」開始
県独自のマネジメントシステムを開始。全庁を対象。

事　　　　　例Ｈ２３年度Ｈ２２年度Ｈ２１年度区　　　　分
紙・電気使用量の削減、廃棄物の削減、エコドライブ、
リサイクルの推進２,１９８２,１６０１,８４５エコオフィス活動に関するもの

緑のカーテン、花植え、植栽２４３２２５９０緑化活動に関するもの
バイパスの整備など本来業務について取り組むもの６０２６０９４２１本来事業に関するもの

３,０４３２,９９４２,３５６計

埼玉県環境マネジメントシステム 

CHECK 
点検及び是正処置 

ACTION 
マネジメントレビュー 

PLAN 
計　　画 

補完 

DO 
実施及び運用 

環境基本計画など 

マネジメントシステムの枠組
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埼 玉 県 環 境 方 針

基 本 理 念

　地球環境は人類生存の基盤です。私達は、これを次世代に引き継いでいきます。

　埼玉県は秩父の山々や武蔵野の雑木林、荒川など、緑と川の豊かな自然に恵まれ

ています。

　私達は、この潤いと安らぎのある自然を守り、持続可能な循環型社会を築いてい

きます。

　埼玉県は、「地球的規模で考え地域から行動する」を実践し、地球環境の保全に

貢献します。

　そして、恵み豊かで安心・安全な地域社会の実現を目指します。

　このため、全庁の職員が一致協力し、日本一の環境にやさしい県づくりを推進し

ます。

環 境 方 針

１　埼玉県は、県行政のすべての分野で環境の保全と創造のための目標を定めま

す。目標達成のための取組の後、それを点検・評価し、取組の継続的な改善を

進めます。

２　埼玉県は、事務・事業が環境に与える影響を認識し、自らの役割と責任を自覚

して業務を遂行します。

３　埼玉県は、県民・事業者と協働して省エネルギー・省資源活動を行い、循環型

社会を築きます。

４　埼玉県は、環境に関する法令等を遵守し、環境汚染の予防に努めます。

５　埼玉県は、環境の保全と創造のための取組を積極的に公表します。

２００７年５月２２日　　　　      

埼玉県知事　上田　清司 
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（３）環境配慮方針に基づく公共事業の実施結果について
１　公共事業の推進における環境配慮
　①　対　象

１　市街地の整備
２　道路の整備
３　河川・ダムの整備
４　公園、緑地の整備
５　下水道の整備
６　廃棄物処理施設の整備

　②　平成２３年度における状況
　「埼玉県環境配慮方針（埼玉県環境保全率先実行計画）～公共事業関連～進捗状況評価実施要領」により、
平成２３年度に県が実施した公共事業について、環境配慮方針に基づく環境配慮の度合の評価を各部局で行いま
した。

　③　個別評価事業
　書面により個別評価を行った事業数は８３件でした。各事業において環境配慮方針に基づき環境配慮が必要
であるとされた項目の評価を行いました。総合評価（評価基準については別記のとおり）「５」の事業は４７件
（５６.６％）、総合評価「４」の事業は３３件（３９.８％）、総合評価「３」の事業は３件（２.６％）でした。
　なお、総合評価「２」以下の事業はありませんでした。
　評価結果の概要は表１０－３－１「平成２３年度公共事業自己評価事業種別一覧」のとおりです。

別記　
【評価基準】
総合評価５：当該事業に適用できた項目の割合（以下「実施率」という）が９０％以上で、かつ、技術・社会動向か

ら見て最大限の措置を講じている。
総合評価４：実施率が８０％以上で、かつ、基準５には及ばないが一定のレベルの措置を講じている。
総合評価３：実施率が７０％以上である。
総合評価２：実施率が５０％以上７０％未満である。
総合評価１：実施率が５０％未満である。

　表１０－３－１　平成２３年度公共事業自己評価事業種別一覧

評価
「１」
割合

評価
「２」
割合

評価
「３」
割合

評価
「４」
割合

評価
「５」
割合

０.０％０.０％２.６％３９.８％５６.６％

個　別　事　業　評　価環　境
配　慮
実施率

環境配慮
実　　施
チェック数

環境配慮
必　　要
チェック数

事業数事　　業　　種　　名
１２３４５

―０００１　市街地の整備
１１１８５.７％３６４２３２　道路の整備

１１００.０％３１３１１３　河川・ダムの整備
２４９３.１％１３５１４５６４　公園、緑地の整備
１２１２９０.９％３３０３６３２４５　下水道の整備

２１００.０％２３２３２６　廃棄物処理施設の整備
２８６.７％２６３０２７　住宅団地の建設

１９４８７.３％１８５２１２１４８　農業農村の整備
１４１９９３.５％１８６１９９２４９　治山、森林管理道整備

１９２.７％３８４１１１０　工業団地、工業用地の造成
―０００１１　水道施設の整備

３３９２.４％２１９２３７６１２　建築物の建設、工作物の設置

００３３３４７９１.４％１,２０９１,３２３８３全　事　業　合　計

７　住宅団地の建設
８　農業農村の整備
９　治山、森林管理道整備
１０　工業団地、工場用地の造成
１１　水道施設の整備
１２　建築物の建設、工作物の設置
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２　環境配慮の取組

　①　市街地の整備
　当年度は、対象となる事業はありませんでした。

　②　道路の整備

評価実施率実施チェック数必要チェック数配慮時期・段階部　局事　　　業　　　名番号
５９３.８％１５１６施工段階県土整備部一般国道２５４号和光富士見バイパス１
４８５.７％１２１４施工段階県土整備部主要地方道葛飾吉川松伏線（三郷工区・吉川工区）２
３７５.０％９１２施工段階県土整備部一般県道蓮田杉戸線（新橋通り線）３

　道路の整備に当たっては、「安心・安全の確保」「元気・活力の発現」「ゆとり・潤いの創出」を道づくりの
目指すべき基本的方向として、道路の整備を進めています。
　これらの基本的方向のもと、計画段階においては、希少種への影響や地形、景観、建設副産物の再資源化な
どを考慮した上でルートや道路構造について検討し、施工段階においても、時期や方法等について、希少種や
周辺環境への影響に配慮しながら工事を実施しています。また、剪定街路樹のチップ化による再利用、アスフ
ァルト、コンクリート廃材の再利用など建設資材の再資源化にも取り組んでいます。

　③　河川・ダムの整備

　河川の整備については、河川法に基づき、概ね３０年間に整備を実施する区間を定めた「河川整備計画」に沿
って実施しています。同計画内の「河川環境の整備と保全に関する事項」の中で、環境への配慮についての基
本的な取組を定めています。
　事業を推進するに当たっては、地域社会に必要とされる治水上の安全性を確保しつつ「多自然川づくり」を
基本とし、地域の暮らしや歴史・文化との調和に配慮するとともに、生物の生息・生育環境や多様な河川環境
を保全・創出するよう努めています。
　当該箇所では、「不老川　かわづくり検討会」を設置し多自然川づくりによる施工を検討してきました。
　河道改修の断面においては、河岸の安定による治水と併せて水辺環境に配慮したものとしました。特に流路
の線形については、水制工や床止工の設置による瀬と淵を計画し、護岸は親水性を確保しつつ植生や河川景観
に配慮した環境ブロックを採用しました。また、護岸には植生を促す小段を設け、河床には形状に変化を持た
せて多様な水深を確保することにより、魚類の移動、生息に配慮した環境となるよう整備を行いました。

　④　公園、緑地の整備

　公園、緑地の整備に当たっては、既存の地形・地域環境の特性等を生かした計画により、周辺の自然環境と
一体化した公園づくりを行っています。公園や園内施設の整備・改修に当たっては、建設発生土の区域内利用
や地域特性に配慮した植生の選定、低排出ガス対策重機の使用など環境に配慮しています。
　維持管理においては、公園内で発生する落ち葉等をコンポスト化などにより公園内で利用し、外へ持ち出さ
ない「循環型管理」に取り組むとともに、適切な時期に剪定を行い樹木の活性化を図るなど、多様な緑の創造
の推進に取り組んでいます。また、樹林地・湿地・水辺環境などの適切な保全に努め、必要に応じてボランテ
ィア団体や地元住民と協働で維持管理を行っています。
　平成２４年４月現在、公園スタジアム課が所管する供用済み２７公園は、大宮公園の一部を除き指定管理者によ
り管理運営されていますが、環境配慮の推進については、指定管理者においても県営公園において行うべき管
理運営水準を満たすよう取り組んでいます。また、自然学習施設の管理運営においても指定管理者制度を導入
し、指定管理者の持つ専門的なノウハウを活用しながら、自然保護思想の普及啓発に努めています。

評価実施率実施チェック数必要チェック数配慮時期・段階部　局事　　　業　　　名番号
５１００.０％３１３１設計・施工段階県土整備部社会資本整備総合交付金（河川）事業（不老川）１

評価実施率実施チェック数必要チェック数配慮時期・段階部　局事　　　業　　　名番号
５１００.０％２０２０管理段階環境部自然学習センタ－・北本自然観察公園管理運営１
５１００.０％１９１９管理段階環境部狭山丘陵いきものふれあいの里管理運営２
５１００.０％２０２０管理段階環境部さいたま緑の森博物館管理運営３
５９５.０％１９２０管理段階環境部自然公園等管理事業４
４８４.８％２８３３設計・施工段階都市整備部羽生水郷公園５
４８７.９％２９３３設計・施工段階都市整備部まつぶし緑の丘公園６
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１０

　⑤　下水道の整備

　流域下水道事業は、関連市町からの流入下水量の増加に対応するため、終末処理場、ポンプ場の施設の増設
を行っています。また、施設の老朽化に伴う改築・更新も並行して行っています。
　計画段階では、流域別下水道整備総合計画に基づいて、東京湾の水質環境基準を達成するための事業計画を
策定しました。設計・施工段階では、環境に十分配慮した設計を心がけ、特に建設副産物の削減、リサイクル
の推進に配慮しています。管理段階では、発生汚泥のセメント化、処理水の再利用等によりリサイクルの推進
を図り、また、下水道フェアの開催や下水道局のホームページによる情報提供の実施など、県民に対する下水
道の普及啓発を行っています。

　⑥　廃棄物処理施設の整備

　廃棄物処理施設の整備に当たっては、新技術を導入し、公害のない衛生的な最終処分場として建設・管理を
行い、地域環境の保全を図っています。
　具体的には、廃棄物の飛散や流出、害虫・悪臭などの発生をなくすため、毎日受入れが終了した後に廃棄物
の表面に覆土を行い、廃棄物が表面に出ない方法で埋立を行っています。また、廃棄物に触れた水については、
水質汚濁防止法の基準よりさらに厳しい基準を設定し処理しています。さらに、資源の有効活用のため、覆土
に使用する土砂については、埋立地の造成工事で発生したものをストックし使用しています。
　新しく造成する埋立地は、漏水検知システムを設置するなど、一層環境に配慮した構造となっています。

　⑦　住宅団地の建設

評価実施率実施チェック数必要チェック数配慮時期・段階部　局事　　　業　　　名番号
５１００.０％８８計画段階下水道局荒川左岸南部流域下水道事業１
５１００.０％１６１６設計・施工段階下水道局荒川左岸南部流域下水道事業２
４８９.５％１７１９管理段階下水道局荒川左岸南部流域下水道事業３
５９１.７％１１１２計画段階下水道局荒川左岸北部流域下水道事業４
４８７.５％１４１６設計・施工段階下水道局荒川左岸北部流域下水道事業５
４８１.８％１８２２管理段階下水道局荒川左岸北部流域下水道事業６
５１００.０％１１１１計画段階下水道局荒川右岸流域下水道事業７
５９４.１％１６１７設計・施工段階下水道局荒川右岸流域下水道事業８
５１００.０％１８１８管理段階下水道局荒川右岸流域下水道事業９
５１００.０％１２１２計画段階下水道局中川流域下水道事業１０
５９４.７％１８１９設計・施工段階下水道局中川流域下水道事業１１
５９５.５％２１２２管理段階下水道局中川流域下水道事業１２
５１００.０％１２１２計画段階下水道局古利根川流域下水道事業１３
４８２.４％１４１７設計・施工段階下水道局古利根川流域下水道事業１４
４８１.８％１８２２管理段階下水道局古利根川流域下水道事業１５
５１００.０％８８計画段階下水道局荒川上流流域下水道事業１６
４８５.７％１２１４設計・施工段階下水道局荒川上流流域下水道事業１７
４８８.２％１５１７管理段階下水道局荒川上流流域下水道事業１８
４８８.９％８９計画段階下水道局市野川流域下水道事業１９
４８７.５％１４１６設計・施工段階下水道局市野川流域下水道事業２０
４８８.９％１６１８管理段階下水道局市野川流域下水道事業２１
５１００.０％８８計画段階下水道局利根川右岸流域下水道事業２２
４８３.３％１０１２設計・施工段階下水道局利根川右岸流域下水道事業２３
４８３.３％１５１８管理段階下水道局利根川右岸流域下水道事業２４

評価実施率実施チェック数必要チェック数配慮時期・段階部　局事　　　業　　　名番号
５１００.０％１１１１管理段階環境部３号埋立地埋立１
５１００.０％１２１２施工段階環境部彩の国資源循環工場第Ⅱ期事業２

評価実施率実施チェック数必要チェック数配慮時期・段階部　局事　　　業　　　名番号
４８６.７％１３１５施工段階都市整備部２０県住浦和高層団地１
４８６.７％１３１５施工段階都市整備部２０県住七里団地２
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　県営住宅の建設に当たっては、周辺地域の景観や自然環境に配慮し、建物の配置や構造を工夫するとともに、
オープンスペースの緑化や樹木の有効活用を図っています。また、建物の耐久性に配慮するほか、太陽光の活
用やエネルギーの効率的利用を図るなど、設計段階においても環境配慮に努めています。さらに、施工段階に
おいても、造成工事を最小限に抑えるなど周辺環境への負荷を少なくするとともに、再生品の使用を推進し再
資源化に努めています。
　具体的には、地球温暖化の原因となる二酸化炭素の排出を削減するため、平成９年度から着工した団地に「太
陽光発電システム」を導入し、再生可能エネルギーの活用に積極的に努めています。
　省エネルギー等については、トイレの便器や水道の蛇口に節水型器具を採用して節水対策を実施しているほ
か、共用廊下へのＬＥＤ照明器具の導入や、従来型のエレベーターに比べ電動機の容量が小さく、ランニング
コストが低減でき、同時にイニシャルコストの低減もできる「マシンルームレスエレベーター」を採用し電力
削減を図っています。

　⑧　農業農村の整備

評価実施率実施チェック数必要チェック数配慮時期・段階部　局事　　　業　　　名番号
４８４.６％１１１３設計・施工段階農林部かんがい排水事業（北川辺地区）１
５９４.４％１７１８設計・施工段階農林部地域用水環境整備事業（伊佐沼地区）２
５１００.０％１４１４設計・施工段階農林部水辺再生事業（赤間川用水地区）３
５１００.０％１４１４設計・施工段階農林部水辺再生事業（弁天堀地区）４
４８７.５％１４１６設計・施工段階農林部水辺再生事業（谷在家沼下地区）５
３７５.０％１２１６設計・施工段階農林部水辺再生事業（ほたる池地区）６
４８４.６％１１１３設計・施工段階農林部水辺再生事業（五明用水地区）７
４８３.３％１０１２設計・施工段階農林部水辺再生事業（楠川用水路地区）８
４８１.３％１３１６設計・施工段階農林部水辺再生事業（鍋小路用水路地区）９
４８２.４％１４１７設計・施工段階農林部水辺再生事業（谷古田用水路地区）１０
４８８.２％１５１７設計・施工段階農林部ほ場整備事業（上福田地区）１１
４８１.３％１３１６設計・施工段階農林部ほ場整備事業（上里西部地区）１２
４８３.３％１０１２設計・施工段階農林部ほ場整備事業（熊谷中央地区）１３
５９４.４％１７１８設計・施工段階農林部ほ場整備事業（種足野通川地区）１４

　農業農村整備事業の実施に当たっては、美しい水辺空間や多様な生物が生息する環境を保全するための取組
を進めています。
　例えば、農業水利施設はかんがいや排水の機能が優先される傾向にありますが、動植物の生息の場として貴
重な水際であるとの認識を持ち、施工地区周辺の既存の植物を残すようにし、護岸に玉石や割石を利用して多
彩な河川環境を創出するなど多様な生態系に配慮しています。また、水路法面へのカバープランツの植栽によ
り景観に配慮しているほか、工事の施工に当たっては施工区間に隣接した住宅街に配慮し、低騒音・低振動型
の建設機械により施工を行っています。

　⑨　治山、森林管理道整備

評価実施率実施チェック数必要チェック数配慮時期・段階部　局事　　　業　　　名番号
５１００.０％１０１０施工段階農林部復旧治山事業（栗山）１
４８０.０％４５計画段階農林部復旧治山事業（大血川）２
５９０.０％９１０設計段階農林部復旧治山事業（大血川）３
５１００.０％４４計画段階農林部復旧治山事業（井戸沢）４
５１００.０％８８設計段階農林部復旧治山事業（井戸沢）５
５９２.９％１３１４施工段階農林部復旧治山事業（後山）６
５１００.０％１１１１施工段階農林部予防治山事業（八ヶ原）７
５１００.０％３３計画段階農林部予防治山事業（柴原）８
５１００.０％７７設計段階農林部予防治山事業（柴原）９
５１００.０％４４計画段階農林部予防治山事業（巣場）１０
５１００.０％８８設計段階農林部予防治山事業（巣場）１１
５１００.０％８８施工段階農林部予防治山事業（巣場）１２
５１００.０％１０１０施工段階農林部漁場保全の森づくり事業（浦山）１３



152

埼
玉
県
環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
の
取
組

１０

評価実施率実施チェック数必要チェック数配慮時期・段階部　局事　　　業　　　名番号
５１００.０％１１１１施工段階農林部山地災害総合減災対策事業（畑井）１４
５１００.０％４４計画段階農林部山地災害総合減災対策事業（下川沢）１５
５１００.０％９９設計段階農林部山地災害総合減災対策事業（下川沢）１６
５１００.０％５５計画段階農林部水源の里緊急保全整備事業（大若沢）１７
３７８.６％１１１４設計段階農林部水源の里緊急保全整備事業（大若沢）１８
５９０.０％９１０施工段階農林部森林管理道開設事業（勝呂入山線）１９
４８１.８％９１１施工段階農林部森林管理道改良事業（城峰２号線）２０
４８１.８％９１１施工段階農林部森林管理道改良事業（茅ノ坂峠線）２１
５１００.０％５５施工段階農林部森林管理道舗装事業（権現堂線）２２
４８０.０％８１０施工段階農林部森林管理道舗装事業（栗山七重線）２３
５１００.０％７７施工段階農林部森林管理道舗装事業（大名栗線）２４

　治山事業の実施に当たっては、現地発生材や木製品を利用するなど環境への負荷の少ない工種・工法を積極
的に取り入れ、さらに環境対策型建設機械を使用するなど、環境への配慮を行っています。
　具体的には、木材や自然石など自然素材や自然還元素材の採用に努め、環境負荷の軽減と周辺の景観との調
和に配慮しています。また、資材の運搬等でモノレールを使用したり、仮設道作設に当たって最終的に構造物
が設置される箇所を極力通ることで、地形や植生への影響を最小限に抑えるように努めています。
　森林管理道の整備に当たっては、切土や盛土斜面の法面保護において、周辺環境と調和するような工種・工
法を取り入れ、また、環境対策型建設機械の使用や現地発生材の活用を心がけるなど環境への配慮を行ってい
ます。
　具体的には、木材利用や壁面緑化が可能な補強土壁工を採用し、周囲の景観との調和に配慮したほか、再生
資材の活用や建設発生土を現場内で再利用するなど環境への負荷軽減を図っています。また、道路幅員の縮減
により、地山の切取・盛土を低減させ、地形の改変を極力抑えています。

　⑩　工業団地、工業用地の造成

評価実施率実施チェック数必要チェック数配慮時期・段階部　局事　　　業　　　名番号
５９２.７％３８４１調査・計画段階企業局杉戸屏風深輪地区産業団地整備事業１

　工業団地の造成に当たっては、農地等を工業用地へ大規模に変更することになるため、環境調査や環境アセ
スメントを実施して環境への配慮を行っています。
　造成に向けての調査・計画段階においては、緑化率（公園・緑地）が全体面積の１５％以上となるようにして、
自然環境との共生、地域の特性を生かした工業団地となるよう配慮しています。
　具体的には、公園・緑地の整備について、効果的に植栽を配置するとともに、周辺地域と調和した施設整備
計画となるよう努めています。

　⑪　水道施設の整備
　当年度は、対象となる事業はありませんでした。

　⑫　建築物の建設、工作物の設置

評価実施率実施チェック数必要チェック数配慮時期・段階部　局事　　　業　　　名番号
４８６.７％５２６０設計段階産業労働部西部地域振興ふれあい拠点施設整備事業１
４８１.０％１７２１施工段階都市整備部東部地域振興ふれあい拠点施設整備２
４８５.０％１７２０施工段階都市整備部蓮田特別支援学校給食棟ほか新築工事３
５９６.８％６０６２設計段階病院局がんセンター施設整備事業４
５１００.０％５０５０設計段階警察本部東部機動センター（仮称）庁舎新築工事５
５９５.８％２３２４施工段階警察本部寄居警察署庁舎新築工事６

　建築物の建設や工作物の設置に当たっては、環境配慮方針の趣旨に基づき、企画・設計・施工等の各段階に
おいて配慮事項をもとに検討を加え、再生可能エネルギーの活用や省エネルギー機器の採用による建物の環境
負荷の低減や自然環境の保全に努めています。
　具体的には、太陽光発電設備、屋上や駐車場への緑化の導入を図り、省エネルギーの推進やヒートアイラン
ド対策を実施しています。



153

１０
埼
玉
県
環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
の
取
組

３　今後の課題
　今後とも公共事業における環境への配慮は重要な課題です。
　事業の実施に当たっては、さまざまな工法を検討し、生態系や自然環境の保全、地球温暖化対策を推進してい
く必要があります。また、厳しい財政状況の中で公共事業のコスト削減も求められていることから、将来の管理
や撤去の段階までを含めたライフサイクルの視点を持ち、環境配慮と低コスト化をともに実現できるような工法
等の導入を検討していく必要があります。
　さらに、県民からの意見や事業担当部署の自己評価により洗い出された改善点を、新たな計画や運用面にフィ
ードバックして環境配慮の継続的な向上を図っていく必要があります。
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１０

（４）エコオフィス活動の実施結果について
１　平成２３年度「エコオフィス活動」推進状況
　平成２３年度は、本庁舎ESCO事業を開始し、高効率機器の導入などによる空調システムの再構築をはじめとす
る取組を実施したことなどにより、「エネルギー供給設備の燃料使用量」が減少しました。また、東日本大震災に
伴う供給電力の不足に対応するため、電力削減の取組を実施したことなどにより「事務所の単位面積当たりの電
気使用量」も減少しました。
　一方、コピー用紙の使用量の増加などにより、廃棄物の量は増加し、ごみのリサイクル率も低下しました。

平成２３年度及び過去３年間の推移項　　　　　目

   対前年度比
平成２３年度 ： ３億９,８７５万枚 ＋２２.０％
平成２２年度 ： ３億２,６８２万枚 ＋０.９％
平成２１年度 ： ３億２,４０２万枚 －５.４％

１　コピー用紙の使用量
　　　　　　（Ａ４換算）
　　（全庁）

平成２３年度 ： １７.７％（２４５台／１,３８４台中）
平成２２年度 ： １４.８％（２０９台／１,４１２台中）
平成２１年度 ： １１.８％（１７５台／１,４７７台中）

２　公用車に占める
　　次世代自動車の割合
　　（知事部局及び教育局）

   対前年度比
平成２３年度 ： １２３.１kWh／㎡ －１４.２％
平成２２年度 ： １４３.５kWh／㎡ ＋５.１％
平成２１年度 ： １３６.５kWh／㎡ －３.４％

３　事務所の単位面積当たりの
　　電気使用量
　　（本庁）

   対前年度比
平成２３年度 ： ４９０kL －３０.１％
平成２２年度 ： ７０１kL ＋２.９％
平成２１年度 ： ６８１kL ＋４.９％

４　エネルギー供給設備の
　　燃料使用量（原油換算）
　　（本庁）

   対前年度比
平成２３年度 ： ２２９トン ＋１６.２％
平成２２年度 ： １９７トン －１５.１％
平成２１年度 ： ２３２トン －５５.４％

５　廃棄物の量
　　（本庁）

   対前年度比
平成２３年度 ： ７１.８％ －３.１ポイント
平成２２年度 ： ７４.９％ ＋２.８ポイント
平成２１年度 ： ７２.１％ ＋２０.４ポイント

６　ごみのリサイクル率
　　（本庁）

　表１０－４－１　エコオフィス活動に関する実績値の推移

２　今後の改善方向
　毎年の状況改善に向けて、以下の取組を推進、検討する必要があります。
　燃料使用量については、気候による影響を受けますが、本庁舎ESCO事業を導入した影響で使用量が減少しま
した。
　一方、リサイクル率は低下し、廃棄物の量は増加しています。
　今後も引き続き、ESCO事業等によるハード面での省エネ対応や、事務作業において電気を使用する際に、こま
めな節電を実施するなどの省エネ活動を進めていくことが必要です。
　その他、省エネ以外のエコオフィス活動（リサイクル、グリーン調達等）についても、環境配慮の取組を進め
てまいります。
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事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２４年度当初
予算額（千円）

Ｈ２４年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

バス活性化事業費
バス路線の維持・確保を図るため、バス事業者等に対する支援を行うと
ともに、路線バスの利便性・快適性の向上を図るため、ノンステップバ
スの導入に対して、市町村と協調してバス事業者に補助する。

８６，７０４

交通政策課 企画財政部

交通結節点乗継案内調査費
公共交通機関の利用促進を図るため、高齢者等交通弱者を含めたすべて
の利用者の視点から、駅等交通結節点における案内標示の問題点を調査
し、案内標示の改善に向けて取り組むべき課題を検討する。

（新規）
１２，０００

工場・事業場大気規制事業費
工場・事業場に対し立入検査を実施し、法・条例等による規制の徹底を
図るとともに、大気汚染防止及びフロン類回収に関する事業者指導を行
う。

２２，５３７

大気環境課 環 境 部

NOx・PM総量削減調査費

「埼玉県自動車排出窒素酸化物及び自動車排出粒子状物質総量削減計
画」に掲げる目標を達成するため、自動車からの汚染物質排出状況等の
解析や基礎資料等の収集を行う。あわせて汚染物質総排出量の算定など
大気環境の改善に資する調査を実施する。

１５，８５１

どこでもEV・PHV普及推進事業費
EV・PHVにつき、県内はもとより広く普及推進を図るため、EV・PHV
タウンの実証実験や三県知事会議（群馬県、埼玉県、新潟県）での普及
を進めるとともに自動車から自転車への転換を促進する。

（新規）
１６，０８０

青空再生自動車対策事業費 自動車から排出される窒素酸化物、粒子状物質及び二酸化炭素を削減す
るため、自動車対策を総合的に推進する。 ５２，９４８

自動車公害監察事業費 埼玉県生活環境保全条例に基づき、ディーゼル車の運行規制等を実施す
ることにより、規制の実効性を確保し、自動車対策を円滑に推進する。 ３９，１７８

次世代自動車普及促進事業費 二酸化炭素や有害物質の排出が少ない次世代自動車とエコドライブの普
及促進を図り、大気環境の改善と地球温暖化の防止に資する。 ５，６４７

低炭素なクルマ利用促進事業費
自動車から排出されるCO２を削減するため、次世代自動車のなかでもも
っとも効果が見込める電気自動車（EV）及びプラグインハイブリッド自
動車（PHV）の普及を促進する。

６，８３７

揮発性有機化合物対策事業費
光化学オキシダントの原因物質である揮発性有機化合物（VOC）につい
て、事業者の排出抑制への取組を強力に促進させることによりVOCの大
気への排出削減を図る。

２，８６４

大気汚染常時監視運営管理費

大気汚染状況を常時把握するため、大気常時監視システム運用管理を行
い、環境基準の達成状況等の評価を行う。また、大気汚染緊急時に光化
学スモッグ注意報等を発令し、県民に周知することにより健康被害の未
然防止並びに緊急事態の改善を図る。

９０，５０８

大気汚染常時監視測定局整備事業費 大気汚染状況を的確かつ効率的に把握するため、常時監視測定局を適正
に設置し、老朽化した自動測定機等を更新整備する。 １２３，５９０

有害大気汚染物質等モニタリング調査費 健康被害の防止や大気環境の現況把握を図るため、有害大気汚染物質、
酸性雨、オゾン層破壊及び地球温暖化の原因物質の測定を行う。 １０，２１３

畜政推進事業のうちの一部 「家畜排せつ物法」に基づく指導により、家畜ふん尿の適正管理と利用
を推進する。 ９７９

畜産安全課 農 林 部
畜政推進事業のうちの一部 良質たい肥のための技術指導及び耕畜連携の推進により、良質たい肥の

生産と有効利用を図る。 ４８０

道路改築費

バイパスの整備や交差点や踏切の改良、立体化などを進め、交通渋滞の
解消を図る。

４５２，９９０

道路街路課

県土整備部

重要区間解消推進費 １８５，０００
地方特定道路（改築）整備費 ３，７１６，０００
道路改築事業費 １，０３５，０００
社会資本整備総合交付金（改築）整備事業費 ６，２９９，０００
街路整備費 ７９９，８９８
地方特定道路街路整備費 ９９０，３２０
社会資本整備総合交付金（街路）整備事業費 ３，１２９，９００
橋りょう架換費 耐久力が不足したり、耐震性の劣る橋梁の架換え、河川改修に伴う架換

え及び道路改良工事に伴う新たな橋の架設を行い、交通安全の確保と円
滑な運行を図る。

３３７，０００
社会資本整備総合交付金（橋りょう）
整備事業費 ８２７，０００

交差点整備費
交差点の改良により円滑な道路環境を実現し、環境の改善を図る。

３５６，０００
道路環境課地域自主戦略交付金（交通安全）事業費 １，１８７，９００

地方特定道路（交通安全）整備費 ６０９，６００

自動車更新整備費 出納総務課及び１２集中管理地域機関等保有の公用車につき、「埼玉県次世
代自動車導入指針」等に基づき更新を行う。 ４６，７１１ 出納総務課 会計管理者

（１）平成２４年度環境の保全と創造に関する事業一覧（１８の施策別）
埼玉県環境基本計画［第４次］（平成２４年７月策定）第３章「環境の保全と創造に関する施策展開の方向」に係る

事業一覧表
※ 環境の保全と創造に関する経費のみの算出が困難な事業については、関連予算額の欄に事業費総額を表示し
ています。

Ⅰ 環境負荷の少ない安心・安全な循環型社会づくり
１ 大気環境の保全

埼玉県環境基本計画関係

155

１１
埼
玉
県
環
境
基
本
計
画
関
係



事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２４年度当初
予算額（千円）

Ｈ２４年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

工場・事業場水質規制事業費
工場・事業場に対して立入検査を行い、また、特定施設等の新増設時の
届出に際して事前指導などを行うことにより、排出水の規制を徹底し、
公共用水域の水質保全を図る。

２２，４５４

水 環 境 課 環 境 部

水質監視事業費
公共用水域の水質・底質・流量の測定、地下水の水質測定及び主要湖沼
の水質調査を実施する。また、ダイオキシン類や健康項目の環境基準超
過時における追跡調査等を行う。

５１，８８０

土壌・地下水汚染対策事業費 土壌・地下水汚染の調査及び対策を実施することにより、土壌・地下水
汚染による県民の健康被害の防止を図る。 １９，０７６

水質事故対策費 油類の流出、魚類の浮上・へい死等の水質事故発生時に適切な措置を講
じることにより汚染の拡大を防止する。 ２，０７６

水質環境基準類型指定見直し事業費
近年特に工場事業場の排水規制等により水質改善が進んでおり、一部の
水域で現在の環境基準と現況に不整合が生じているため、実態に即した
見直しを適宜行っていく。

３，７１１

工場立地指導費 工場立地に関する調査及び指導により、環境の保全と適正な工場立地の
促進を図る。 ９１３ 企業立地課 産業労働部

事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２４年度当初
予算額（千円）

Ｈ２４年度関連
予算額（千円）

担 当 課 部 局

化学物質総合対策推進事業費 化学物質の環境中への排出抑制をはじめとする適正管理及びリスクコミ
ュニケーションの普及等により環境リスクの低減を図る。 １０，９８７

大気環境課 環 境 部

大気環境石綿対策事業費
大気汚染防止法に基づき、石綿使用建築物解体工事等の立入検査を実施
するとともに、石綿の飛散状況を把握し、石綿による健康被害の防止を
図る。

９，９９９

石綿健康被害救済基金拠出金 石綿による健康被害の救済に関する法律に基づき設立された石綿健康被
害救済基金へ埼玉県割当額を拠出する。 ３４，１５０

ダイオキシン類大気関係対策事業費
ダイオキシン類対策特別措置法（大気）に基づき、ダイオキシン類を排
出する工場・事業場に立入検査を実施するとともに、県内の汚染状況を
把握し、ダイオキシン類による環境汚染を防止する。

２３，５０４

事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２４年度当初
予算額（千円）

Ｈ２４年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

公害紛争総合調整事業費 公害に係る紛争の迅速かつ適正な解決を図るため、公害審査会の運営、
公害苦情調査等を実施する。 ２，４７８ 環境政策課

環 境 部
公害防止事務市町村指導費

条例で市町村が処理することとされた大気・水質保全、騒音・振動・悪
臭防止等の公害防止業務について、各市町村が円滑に実施できるよう総
合的に支援する。

１３，３３１

水 環 境 課騒音・振動・悪臭防止対策費
市町村の騒音・振動・悪臭事務の支援を行うとともに、自動車交通騒音、
新幹線鉄道騒音・振動及び航空機騒音について環境基準の達成状況を調
査する。

６，９５１

公害防止組織整備費 公害の発生を未然に防止させるための公害防止主任者の資格認定講習を
行う。 １，８３８

工場立地指導費（再掲） 工場立地に関する調査及び指導により、環境の保全と適正な工場立地の
促進を図る。 ９１３ 企業立地課 産業労働部

舗装道整備費 舗装の破損を修繕することにより、交通の安全を確保し、破損に起因す
る騒音、振動から住民を守る。

７，０２６，２２０
道路環境課 県土整備部社会資本整備総合交付金（維持）整

備事業費 ７０，０００

事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２４年度当初
予算額（千円）

Ｈ２４年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

水循環推進費 限りある水資源を有効に活用し、節水型社会を形成するため、「水の日、
水の週間」等の行事を通じた節水思想の啓発を図るものである。 ３，０６８ 土地水政策課 企画財政部

地盤沈下防止対策事業費 法令に基づく地下水の採取規制を行うとともに、地盤沈下の実態調査及
び地下水位等の観測により地盤沈下の防止と地下水資源の保全を図る。 ６７，４２０ 水 環 境 課 環 境 部

森をまもる活動支援事業 施業・経営の集約化に必要な森林情報の収集活動や森林整備のための地
域における活動を支援し、森林の持つ多面的機能の維持・向上を図る。 １４，１２９

森づくり課 農 林 部

美しい森づくり事業

針葉樹や広葉樹の育成等による多様な森林整備を推進し、森林の持つ水
源涵（かん）養機能及び二酸化炭素の吸収・貯蔵機能などの公益的機能の
増進を図る。また、針葉樹の間伐等により花粉削減対策を推進するとと
もに、森林病害虫や火災等から森林を守り、健全な森林を育成する。

１１２，０７２

革新的低コスト造林事業 さし木ポット苗の生産体制を整備し、初期投資を軽減した低コスト植林
を実現する。 ３，１８０

県営林事業 森林の持つ公益的機能を高度に発揮させるとともに森林資源の充実や山
村地域の活性化を図るため、県営林の維持管理を行う。 １０３，９５２

治山事業 山地治山、保安林改良、保育 ５８２，２３７

みんなで育てる森づくり事業 健全な森林を次代に引き継ぐため、社会全体で森林を守る気運を醸成し
て、県民参加による森林づくりを促進する。 １０，５８８

水源地域の森づくり事業
水源涵（かん）養機能などの公益的機能を高度に発揮させるため、水源地
域の森林において針葉樹と広葉樹が混じりあった「針広混交林」の造成
や広葉樹林の再生を行う。

４９０，０００

里山・平地林再生事業

放置された里山・平地林を再生し、景観の向上や生物多様性の保全など、
公益的機能の高度発揮を図るとともに、新たに森林を造成し、憩いの場
を創造する。また、整備後の森林を体験活動の場等として活用するなど
により、森林に関する意識の醸成を図る。

２６０，１７５

２ 公共用水域・地下水及び土壌の汚染防止

３ 化学物質対策の推進

４ 身近な生活環境の保全

５ 水循環の健全化と地盤環境の保全
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事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２４年度当初
予算額（千円）

Ｈ２４年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

森林整備加速化・林業再生事業 森林整備、高性能林業機械の導入、県産木材利用の推進等を実施し、森
林整備の加速化と林業・木材産業の再生を図る。 ３００，１９５ 森づくり課 農 林 部

社会資本整備総合交付金（河川）事業費

水質汚濁の著しい河川において、県、市町村、地域住民と協力して、直
接浄化する施設の設置を行う。また、県内の治水安全度を高め、地下水
を保全・回復するため、貯留浸透施設を設置する。更に、貴重な緑地空
間の保全を行い、動植物の生息できる空間を整備し、水と緑のネットワ
－クを構築する。加えて、良好な河川環境を創造するため、親水型川づ
くりや多自然型川づくりを実施する。

８，０５６，２００ 河川砂防課

県土整備部
社会資本整備総合交付金（河川）事業費
（水辺）

水質汚濁の著しい河川において、県、市町村、地域住民が一体となって、
水環境の改善や良好な河川空間の創出を図る。 ２４０，０００ 水辺再生課

自転車歩行者道整備費

人と自然に優しい道づくりを推進するため、利根川自転車道を整備し、
中川自転車道の検討調査を行う。また、歩道の整備において、透水性舗
装を実施することにより、雨水の地下浸透を促し、地下水の涵（かん）養
を図る。

４４８，０００

道路環境課

地方特定道路（交通安全）整備事業費
交差点の改良により円滑な道路環境を実現し、環境の改善を図る。また、
歩道の整備において、透水性舗装を実施することにより、雨水の地下浸
透を促し、地下水の涵（かん）養を図る。

４４６，１５０

埼玉県水道用水供給事業 地下水の汲み上げによる地盤沈下の防止対策として、水源を河川表流水
として、５５団体（５８市町）に水道用水を卸供給。 ７１，０３４，８５７

水道企画課 企 業 局
埼玉県南部工業用水道事業 地盤沈下の防止を図るため、県南東部に工業用水を供給。 ３，４１５，６６５

事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２４年度当初
予算額（千円）

Ｈ２４年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

申請届出手続電子化推進事業費 申請・届出等手続の電子化により各種申請用紙の使用量を抑制する。 ４２，００４ 情報企画課 企画財政部

浄書事務集中管理費 製版印刷に使用する用紙には再生紙の利用を促進し、両面印刷により紙
の使用量を抑制する。 ２０，９５６

文 書 課
総 務 部文書指導及び文書管理費 保存期間経過文書は再生利用をするための溶解処分を行う。 ３３４

県庁舎環境管理事業費 県庁舎廃棄物収集運搬、古紙等リサイクル ２６，７３７ 管 財 課

消費者啓発事業費

社会・経済の変化に対し、自己責任に基づいて主体的・合理的な消費生
活を実現できる自立した消費者を育成するため、消費生活に関する各種
講座の開催、情報紙やインターネットのホームページでの情報提供を行
う。

４，８３２ 消費生活課 県民生活部

ダイオキシン類大気関係対策事業費
（再掲）

ダイオキシン類対策特別措置法（大気）に基づき、ダイオキシン類を排
出する工場・事業場に立入検査を実施するとともに、県内の汚染状況を
把握し、ダイオキシン類による環境汚染を防止する。

２３，５０４ 大気環境課

環 境 部

PCB廃棄物保管事業者指導費
PCB廃棄物の保管事業者に対する監視指導を強化し、その実態把握と適
正処理の指導を行う。また、適正処理の推進のため、独立行政法人環境
再生保全機構の基金に拠出を行う。

８２，６５３

産業廃棄物
指 導 課

産業廃棄物排出事業者指導費 排出事業者への適正処理の指導、減量化に向けた指導などを行うことに
より、不適正処理や不法投棄の減少を図る。 １９，０６７

土砂適正処理監視指導費 無秩序な土砂のたい積を防止するため、土砂のたい積、排出の規制指導
を行う。 １１，７８４

廃棄物関係団体補助 廃棄物関係団体の健全な育成を図るため運営費の一部を補助する。 １３０

廃棄物の山の撤去・環境保全対策費
県内（さいたま市、川越市を除く）に存する産業廃棄物の山のうち生活
環境の保全上、支障があるものについて、撤去・環境保全し、県民の生
活環境の保全を図る。

３４，６６２

廃棄物不法投棄特別監視対策費
廃棄物の不法投棄や保管と称する悪質な野積み等に対する早期発見・早
期対応をさらに進め、これまでの監視指導事業に加えて、広域・巧妙化
している不法投棄等の不適正処理への対応力の強化を図る。

３８，９６１

産業廃棄物審査事務費
産業廃棄物処理業及び産業廃棄物処理施設設置並びに使用済自動車解体
・破砕業の許可事務を円滑に行うとともに、処理業者等の指導を行い、
適正処理を遂行する。

１３，２４６

彩の国資源循環工場第Ⅱ期事業費
環境産業の集積と、ひっ迫する最終処分場の確保を図るため、環境整備
センター隣接県有地を活用した彩の国資源循環工場第Ⅱ期事業を推進す
る。

２，１９４，５８７

資 源 循 環
推 進 課

資源リサイクル拠点環境調査研究事業費
彩の国資源循環工場において環境モニタリング調査を実施し、安全安心
な廃棄物処理の徹底を図る。また、調査結果を公害防止・環境修復技術
等の研究開発に活用する。

４８，７６５

環境整備センター埋立事業費 自ら最終処分場を確保することが困難な市町村及び事業者の廃棄物埋立
処分を補完するため、県営最終処分場を運営する。 ４９７，１３４

公共関与による資源循環モデル事業費
PFI方式及び借地方式により、環境分野の先端技術産業を誘導・集積し、
総合的な資源循環型モデル施設である「彩の国資源循環工場」を運営す
る。

１９１，７２９

産業廃棄物適正処理情報化事業費 産業廃棄物処理に関する実績報告書の集計を行い、業者指導、関係機関
等への情報提供、適正処理の推進などに利用する。 ７，２４９

首都圏廃棄物広域処理推進費 首都圏の自治体が共同、協調し循環型社会の構築を目指す。 ４，１８２

循環型社会づくり推進事業費 ごみの減量化やリサイクルを推進し、本県に即した循環型社会を構築す
る。 ３，７６３

廃棄物処理施設検査監視指導費 一般廃棄物処理施設の適正な維持管理を推進し、県民の生活環境を守
る。 ３，９６１

廃棄物処理施設整備指導費 国庫補助対象事業として廃棄物処理施設を整備する団体に対し、その施
工における技術及び事務上の指導監督を行う。 ７４２

農山村バイオマス利活用促進事業 農山村バイオマスの利活用促進のため、食品リサイクルに関する普及・
啓発や地域における先進的な取組を支援する。 ６８２ 農業ビジネス

支 援 課 農 林 部

建設副産物対策推進費 建設副産物対策を推進するため、地区連絡会議、講習会を実施。建設リ
サイクル法の適正な執行のため、連絡調整会議、巡回パネル展を実施。 ２，３２０ 建設管理課 県土整備部

埼玉県水道用水供給事業（再掲）
浄水発生土のリサイクルを推進する。

３２５，１９５
水道管理課 企 業 局

埼玉県南部工業用水道事業（再掲） ３０，８０２

６ 資源の有効利用と廃棄物の適正処理の推進
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事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２４年度当初
予算額（千円）

Ｈ２４年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

合併処理浄化槽転換促進事業費

「川の国埼玉」の実現のため、平成３７年度生活排水処理率１００％を目指
し、浄化槽整備区域において、合併処理浄化槽への転換に係る補助を実
施している市町村に補助金を交付する。あわせて、市町村整備型の導入
促進策や個人費用の負担軽減により転換を促進し、公共用水域の水質改
善を図る。

（新規）
４６０，３２０

水 環 境 課 環 境 部
浄化槽関係団体補助 浄化槽関係団体の健全な育成を図るため、運営費の補助を行う。 ３５０

浄化槽検査監視指導費 浄化槽の適正な維持管理を促進し、生活環境の保全を図る。 １８，７１４

水環境事務費 水環境対策の円滑な推進を図る。 １，１１１

共助による川の再生事業費
五感による河川環境指標の導入や川の国応援団サポートデスク運営事
業、川の国アドバイザー活動事業などにより、川の国応援団を中心とし
た民と民との連携強化を図り、共助による川の再生を推進する。

（新規）
１３，２９３

彩の国ゆたかなむらづくり整備事業
（農業集落排水事業）

農村地域における混住化の進展と生活様式の多様化から、農業用水の水
質が悪化している。そのため、生活排水を集合処理する農業集落排水施
設の整備を促進する。

１０４，６８８

農村整備課 農 林 部
川のまるごと再生プロジェクト（農業
用水）推進費（水と緑の田園都市・
水辺再生事業）

「川の国 埼玉」を実現するため、親水護岸や緑道を整備し、安らぎと
賑わいの空間を創出する。また、冬期の水の流れを復活し、水辺の創出
や魚などの生態系の保全を図る。

２５８，３００

社会資本整備総合（河川）事業費
（再掲）

水質汚濁の著しい河川において、県、市町村、地域住民と協力して、直
接浄化する施設の設置を行う。また、県内の治水安全度を高め、地下水
を保全・回復するため、貯留浸透施設を設置する。更に、貴重な緑地空
間の保全を行い、動植物の生息できる空間を整備し、水と緑のネットワ
－クを構築する。加えて、良好な河川環境を創造するため、親水型川づ
くりや多自然型川づくりを実施する。

８，０５６，２００ 河川砂防課

県土整備部
社会資本整備総合交付金（河川）事
業費（水辺）（再掲）

水質汚濁の著しい河川において、県、市町村、地域住民が一体となって、
水環境の改善や良好な河川空間の創出を図る。 ２４０，０００

水辺再生課川のまるごと再生プロジェクト推進費

平成２０年度から「川の再生」のリーディング事業として実施した「水辺
再生１００プラン」の取組をさらにステップアップし、一つの市町村若しく
は複数の市町村に流れる川をまるごと対象にまちづくりと一体となった
川の再生を行う。

（新規）
１，２２０，６７１

川の再生県民運動推進費
川の国応援団美化活動団体などの川の守り人を育成、拡大することによ
り、活動団体の持続的・自立的な地域活動を支援し、共助による「川の
国 埼玉」の実現を図る。

１０，１５８

埼玉県流域下水道事業
（流域下水道建設費〔県単〕）

国庫補助事業の対象とならない流域下水道事業で、補助事業と併行して
早急に実施する。 ２４３，７３８

下水道管理課 下 水 道 局埼玉県流域下水道事業
（収益的支出）

流域関連市町からの下水を効率的に処理し、生活環境の向上及び公共用
水域の水質保全に資する。 ３１，４２７，５９２

埼玉県流域下水道事業
（流域下水道建設費〔公共〕）

公共用水域の水質保全と都市環境の整備を図るため、公共下水道からの
下水を受け、これを合理的かつ経済的に処理する。 ２０，０９７，８９６

事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２４年度当初
予算額（千円）

Ｈ２４年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

見沼田圃（たんぼ）保全・活用・創造事
業推進費

見沼田圃（たんぼ）の土地利用についての連絡調整を行うため、見沼田圃
土地利用連絡会議及び見沼田圃土地利用審査会を運営するとともに、公
有地化事業等を行い見沼田圃の保全・活用・創造を図る。

５４６，３０１ 土地水政策課 企画財政部

グリーン庁舎化推進事業費 県庁舎をグリーン庁舎化することにより、環境負荷低減、地球温暖化対
策を図る。

（新規）
８４，１０６

みどり再生課 環 境 部

身近なみどり重点創出事業
県内の緑化可能なスペースを短期集中的に緑化することで県民の目に見
える形でみどりの再生を図るとともに、将来に向けての環境意識の醸成
を図る。

２８４，７２２

彩の国みどりの基金積立金 彩の国みどりの基金への積み立てを行う。 １，３４１，９４７

身近な緑の保全事業費 埼玉県広域緑地計画の施策を展開し、官民一体となって身近な緑の保全
と創出を推進する。 ７４，９５８

一人一本植樹運動推進事業費 みどりの再生を県民運動として展開するため、県民、行政、民間が一体
となった一人一本植樹運動を展開する。 ４７，５３２

ふるさと自然再生事業費 くぬぎ山地区の保全・再生を図り、平地林や農地が一体となった豊かな
自然環境を次世代へ継承する。 ８７，３０４

自然環境保全推進事業費 県土の優れた自然環境の保全を図り、自然保護活動や自然環境保全思想
の普及啓発を図るとともに、自然保護業務の円滑な推進を図る。 ４５，３４２

緑のトラスト運動推進費 緑のトラスト運動を推進し、埼玉の優れた自然及び貴重な歴史的環境を
保全する。 ３９９，２７３

彩の国みどりの基金運営・広報事業費 彩の国みどりの基金について、県民に導入の必要性などを理解してもら
うとともに、県民会議を開催し県民参加による基金運営を図る。 ２１，３０１

みどりの埼玉づくり県民提案事業費
森林や身近な緑の価値や重要性についての理解と関心を高め、県民共有
の財産として社会全体で支えていくため、県民提案によるみどりの保全
と創出を推進する。

４１，２２０

工場立地指導費（再掲） 工場立地に関する調査及び指導により、環境の保全と適正な工場立地の
促進を図る。 ９１３ 企業立地課 産業労働部

農村地域整備促進費 優良農地を確保・保全し秩序ある土地利用を図るために、市町村農業振
興地域整備計画の策定・管理の指導を行う。 ２４７

農業政策課

農 林 部

農林公園管理事業 農林公園の適切な管理、運営を行い、農林業関係者の資質の向上及び都
市住民の農林業に対する理解の促進を図る。 ７４，１５３

農林総合研究センター試験研究費の
一部（農林総合研究センター）

安全で安心できる農産物の生産技術、新品種の育成や優良種苗の大量増
殖技術、高収益・高付加価値化技術、農林水産業の多面的機能の利活用
技術等に関する試験研究を行う。その一部として①環境と調和した生産
技術や農林水産業の多面的機能の維持・利活用技術の開発、②減農薬・
減化学肥料栽培技術の開発を行う。

１５０，９３２ 生産振興課

見沼農業活性化対策事業 都市と調和した特色ある見沼農業を実現し、農業振興による見沼田圃（た
んぼ）の保全、活用、創造を図る。 ３８，３７６ 農業ビジネス

支 援 課

Ⅱ 再生したみどりや川に彩られ、生物の多様性に富んだ自然共生社会づくり
７ 河川等の環境の保全、創造

８ みどりの保全と再生
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事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２４年度当初
予算額（千円）

Ｈ２４年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

三富地域平地林活用型農業特別対策
事業

循環型農業を核とした生産・流通・販売対策により、三富野菜ブランド
の確立や地域内消費の拡大を図り、平地林を活用した三富農業の確立に
資する。

１，０００

農業ビジネス
支 援 課

農 林 部

彩の国グリーンツーリズム総合対策事業
農山村の多様な資源を活用した都市と農山村の交流を通じて、地域農林
業の振興と農山村の活性化を図るため、必要な体制整備や施設整備を行
うとともに交流活動を推進する。

２１，５３９

農との共生 田園都市豊かなくらし
満喫事業

NPO等の民間団体が自主的に農村の環境資源を維持・活用する実践的な
取組みについて支援する。 １２，４４４

農薬安全対策事業 農薬による危被害防止のため、農薬安全使用の徹底、農薬販売業者等へ
の指導、農産物の農薬残留分析調査等を行う。 ６，４０１ 農産物安全課

都市と山村交流の森管理事業
「県民の森」、「みどりの村」、「森林科学館」、「１００年の森」、「越生ふれあ
いの里山」の各施設を良好に維持し、森林レクリエーションや森林学習
の場等として供する。

４２，６８５ 森づくり課

川のまるごと再生プロジェクト（農業
用水）推進費（水と緑の田園都市・
水辺再生事業（再掲））

「川の国 埼玉」を実現するため、親水護岸や緑道を整備し、安らぎと
賑わいの空間を創出する。また、冬期の水の流れを復活し、水辺の創出
や魚などの生態系の保全を図る。

２５８，３００ 農村整備課

農地・水・環境保全支援事業 地域ぐるみで行う農地・農業用水路等の保全管理に必要な共同活動と化
学肥料・農薬を大幅に削減する先進的な営農活動を支援する。 ８２，３５６ 農村整備課

農産物安全課

道路環境整備費 安心・安全な道路交通及び沿道環境を確保するため、側溝整備、路面清
掃及び雑草刈払い等を行う。 ２，３３１，６９１ 道路環境課

県土整備部

社会資本整備総合交付金（河川）事
業費（再掲）

水質汚濁の著しい河川において、県、市町村、地域住民と協力して、直
接浄化する施設の設置を行う。また、県内の治水安全度を高め、地下水
を保全・回復するため、貯留浸透施設を設置する。更に、貴重な緑地空
間の保全を行い、動植物の生息できる空間を整備し、水と緑のネットワ
－クを構築する。加えて、良好な河川環境を創造するため、親水型川づ
くりや多自然型川づくりを実施する。

８，０５６，２００ 河川砂防課

社会資本整備総合交付金（河川）事
業費（水辺）（再掲）

水質汚濁の著しい河川において、県、市町村、地域住民が一体となって、
水環境の改善や良好な河川空間の創出を図る。 ２４０，０００

水辺再生課
川のまるごと再生プロジェクト推進費
（再掲）

平成２０年度から「川の再生」のリーディング事業として実施した「水辺
再生１００プラン」の取組をさらにステップアップし、一つの市町村若しく
は複数の市町村に流れる川をまるごと対象にまちづくりと一体となった
川の再生を行う。

（新規）
１，２２０，６７１

川の再生県民運動推進費（再掲）
川の国応援団美化活動団体などの川の守り人を育成、拡大することによ
り、活動団体の持続的・自立的な地域活動を支援し、共助による「川の
国 埼玉」の実現を図る。

１０，１５８

公園等建設費 自然環境を保全・活用しつつ、県民生活に潤いと安らぎを与え、広域的
な県民レクリエーションの拠点となるとともに、都市における防災機能
の強化が図られる公園を整備する。

１，８１１，３４２

公 園
スタジアム課 都市整備部

社会資本整備総合交付金（公園）事
業費 １，３７４，２００

新たな森づくり推進費

彩の国みどりの基金を財源とし、既存の県営公園に植樹を行う。一定金
額以上の寄付をいただいた方には、希望により名前やメッセージを記し
たプレートを設置することにより、広く人生の節目などでの植樹を働き
かけ、次世代に引き継ぐ森づくりを実施する。

１５，０００

新たな森建設費 平地林などの緑が少ない都市部に、潤いや安らぎのある自然環境を次の
世代に引き継ぐため、森を中心とした県営公園を整備する。 １０１，９７２

埼玉県地域整備事業 産業団地の造成にあたり、緑地帯を確保し、調整池等において環境に配
慮する。 ７，２６１，１５３ 地域整備課 企 業 局

事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２４年度当初
予算額（千円）

Ｈ２４年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

山村等振興対策事業 山村等の特性に応じた農林業の振興、生活環境の整備等を促進し、山村
地域の活性化を図る。 ４１，０１７

農業ビジネス
支 援 課

農 林 部

中山間地域等支援事業 中山間地域の農業生産活動者を支援し、活力ある中山間地域農業及び多
面的機能の維持を図る。 ２８，７４１

彩の樹の森づくり事業 中山間地域における集落周辺の山林において、山林・原野化した「非農
地」を含めた伐採・下草刈り・補植などの整備を行う。 １５，６５１

木のある生活空間づくり事業 県産木材の供給・加工・流通体制を整備し、PR効果の高い公共施設・土
木工事や木材需要の多い民間住宅等での利用を促進する。 ２，８７１

森づくり課

県産木材流通販売促進事業 民間市場等における県産木材の新たな需要を喚起し、県産木材の需要拡
大を図る。 ９００

林業・木材産業構造改革事業
質・量の安定した県産木材を供給するため、加工・流通体制の整備を進
めるとともに、民間利用への波及効果をねらい、公共施設等への利用促
進を図る。

５３，０８０

CO２吸収・貯蔵量認証事業
森林のCO２吸収量や木材へのCO２貯蔵量を県が認証することにより、社会
全体でCO２削減に取り組む意識の醸成を図る。

４００

森をまもる活動支援事業（再掲） 施業・経営の集約化に必要な森林情報の収集活動や森林整備のための地
域における活動を支援し、森林の持つ多面的機能の維持・向上を図る。 １４，１２９

美しい森づくり事業（再掲）

針葉樹や広葉樹の育成等による多様な森林整備を推進し、森林の持つ水
源涵（かん）養機能及び二酸化炭素の吸収・貯蔵機能などの公益的機能の
増進を図る。また、針葉樹の間伐等により花粉削減対策を推進するとと
もに、森林病害虫や火災等から森林を守り、健全な森林を育成する。

１１２，０７２

革新的低コスト造林事業（再掲） さし木ポット苗の生産体制を整備し、初期投資を軽減した低コスト植林
を実現する。 ３，１８０

県営林事業（再掲） 森林の持つ公益的機能を高度に発揮させるとともに森林資源の充実や山
村地域の活性化を図るため、県営林の維持管理を行う。 １０３，９５２

治山事業（再掲） 山地治山、保安林改良、保育 ５８２，２３７

みんなで育てる森づくり事業（再掲） 健全な森林を次代に引き継ぐため、社会全体で森林を守る気運を醸成して、県民参加による森林づくりを促進する。 １０，５８８

水源地域の森づくり事業（再掲）
水源涵（かん）養機能などの公益的機能を高度に発揮させるため、水源地
域の森林において針葉樹と広葉樹が混じりあった「針広混交林」の造成や
広葉樹林の再生を行う。

４９０，０００

里山・平地林再生事業（再掲）

放置された里山・平地林を再生し、景観の向上や生物多様性の保全など、
公益的機能の高度発揮を図るとともに、新たに森林を造成し、憩いの場を
創造する。また、整備後の森林を体験活動の場等として活用するなどによ
り、森林に関する意識の醸成を図る。

２６０，１７５

森林整備加速化・林業再生事業（再掲） 森林整備、高性能林業機械の導入、県産木材利用の推進等を実施し、森林整備の加速化と林業・木材産業の再生を図る。 ３００，１９５

９ 森林の整備と保全
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事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２４年度当初
予算額（千円）

Ｈ２４年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

希少野生生物保護事業費 希少野生生物保護施策の推進に取り組むとともに、県民の保護意識の醸
成を図る。 １４，６９１

自然環境課 環 境 部

鳥獣保護対策費
鳥獣保護思想の普及啓発や狩猟・密猟取締りを実施するほか、鳥獣保護
区等を整備し、鳥獣の保護繁殖を図る。また、狩猟免許試験等を実施す
る。

２９，６０４

侵略的外来生物対策事業費 特定外来生物の生息状況等の調査を行うとともに防除体制を整備し、被
害の拡散を防止する。 ８，７９２

野生動物レスキュー事業費 傷病野生鳥獣等への市町村相談窓口の設置を推進することにより、傷病
野生鳥獣等への対応の迅速化を図る。 ３，５０４

鳥獣保護団体等育成事業費 鳥獣保護事業の推進を図るため、鳥獣保護思想の普及啓発活動を実施す
る各団体を育成・指導する。 ９００

野生生物保護事業費
自然環境の重要な構成要素である多様な野生生物の保全を図るため、そ
の生息状況等に関する調査を行うとともに、保護体制の整備を推進す
る。

１１，９６３

森林保全対策・「森の番人」育成事業費 増加したシカなどを適正な数に減少させる担い手となる狩猟者を育成・
確保し、森林の保全を図る。 ４，５００

まちのエコ・オアシス保全推進事業費
都市周辺の多様な生物が暮らす水辺空間や平地林等で、地域住民に親し
まれる身近で貴重なみどりを公有地化し、地域の自主・持続的な活動に
よって守りながら、次世代に良好な自然環境を引き継ぐ。

０

都市（まち）の生物多様性創出事業費
希少な生き物の保護・増殖活動の試行による良好な自然環境の創造や、
保全活動を行っている団体の活性化を図ることで、都市の生物多様性を
創出する。

（新規）
３，０００

生き物再生推進事業費 多種多様な生き物からもたらされる自然の恵みを受け続けるため、生き
物が棲（す）みやすい環境づくりを県民参加によって推進する。 ０

身近なふる里みどり創造事業費
（名称変更）

県民参加の取組による動植物のモニタリング調査や在来植物等の復元・
育成を図り、着実にみどりの再生を実現する。 ４，０５０

アライグマ緊急捕獲事業費
アライグマの捕獲数が急増している市町村において、県がアライグマ防
除実施計画に基づく緊急捕獲を実施して、市町村が実施する捕獲と協調
しながら捕獲圧を高め、アライグマ被害の軽減を図る。

１９，２６８

自然植生被害等調査事業費 ニホンジカによる自然植生に対する影響や生息状況有害捕獲の実施者の
確保・育成を図る。 ０

長瀞総合射撃場管理運営事業費 長瀞総合射撃場の管理運営を行うとともに、鉛散弾による周辺汚染を監
視するため水質検査を実施する。 １３，４９１

埼玉県地域整備事業（再掲） 産業団地の造成にあたり、緑地帯を確保し、調整池等において環境に配
慮する。 ７，２６１，１５３ 地域整備課 企 業 局

特別天然記念物カモシカ保護対策事業
特別天然記念物カモシカの保護対策を推進するため、関東山地カモシカ
保護地域内における生息状況や生息環境を継続的に把握するとともに、
生息密度や食害状況等の情報を収集する。

６９６ 生 涯 学 習
文 化 財 課 教 育 局

事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２４年度当初
予算額（千円）

Ｈ２４年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

申請届出手続電子化推進事業費（再掲） 申請・届出等手続の電子化により各種申請用紙の使用量を抑制する。 ４２，００４ 情報企画課 企画財政部

浄書事務集中管理費（再掲） 製版印刷に使用する用紙には再生紙の利用を促進し、両面印刷により紙
の使用量を抑制する。 ２０，９５６

文 書 課

総 務 部

文書指導及び文書管理費（再掲） 保存期間経過文書は再生利用をするための溶解処分を行う。 ３３４

①省エネルギーサービス委託事業費
②県有施設省エネルギーサービス導
入事業費

県有施設を対象にESCO事業導入を促進し、エネルギー消費量の削減を
図る。
「内訳」
総合リハビリ、浦和地方庁舎、県民活動総合センター、障害者交流セン
ター、環境科学国際センター、本庁舎、嵐山郷
省エネルギーサービス委託事業費→①
県有施設省エネルギーサービス導入事業費→②

①２７６，７４０
② ０

管 財 課

県有施設エコオフィス化改修事業費 県有施設の改修工事を行い省エネルギーを推進する。 ２３３，７９８
県有施設エコオフィス化サービス委
託事業費 省エネルギーサービス契約をした施設の委託事業費 ５９，３３７

県庁舎環境管理事業費（再掲） 県庁舎廃棄物収集運搬、古紙等リサイクル ２６，７３７

消費者啓発事業費（再掲）

社会・経済の変化に対し、自己責任に基づいて主体的・合理的な消費生
活を実現できる自立した消費者を育成するため、消費生活に関する各種
講座の開催、情報紙やインターネットのホームページでの情報提供を行
う。

４，８３２ 消費生活課 県民生活部

環境にやさしい県庁推進事業費
本県が一事業体として環境配慮を推進していくことを目的に策定した
「ストップ温暖化・埼玉県庁率先実行プラン」「環境配慮方針」の適切な
推進管理を行う。

７８２ 環境政策課

環 境 部

低炭素型ライフスタイル推進事業費
低炭素型社会の実現を目指し、県民一人ひとりのライフスタイルを転換
するとともに、温暖化防止に向けた取組を促進するため、県民、事業者、
各種団体、行政等が協働しながら様々な取組を実施する。

７，７３５

温暖化対策課

環境学習推進事業費 県民各層の連携のもと、環境保全に向けての自主的な学習と実践ができ
るように支援する。 ４，０７９

地球にいいことグリーンチャレンジ
事業費

小中高校生の環境に関する意識の醸成を図るとともに、児童生徒が学校
の内外で進める体験学習を支援し、地域の環境保全活動を促進する。 １８，４２５

地球温暖化対策事業者計画制度推進費
埼玉県地球温暖化対策推進条例に基づく「地球温暖化対策計画」制度及
び「エコアップ認証」制度により、事業者の地球温暖化対策を促進・支
援する。

２３，０８０

地域エコマネー導入促進事業費
環境配慮行動にポイントを付与し、特典等と交換できる制度（地域エコ
マネー制度）を実施する団体に助成するとともに、連絡協議会を設置し
て各地域の相互交流を促進する。

１，２００

ストップ温暖化・埼玉ナビゲーション
２０５０推進事業費

埼玉県地球温暖化対策実行計画（ストップ温暖化・埼玉ナビゲーション２０５０）
及び埼玉県地球温暖化対策推進条例に定める施策を着実に実行し、総合
的に温暖化対策を推進する。

４，５２２

電力自活住宅等普及拡大事業費 住宅用太陽光発電設備の設置や市民共同発電に対し助成することによ
り、太陽光発電の飛躍的な普及拡大を図る。

（新規）
８３３，６６３

１０ 生物多様性の保全

Ⅲ 生活の豊かさを実感できるエネルギー消費の少ない低炭素社会づくり
１１ 地球温暖化対策の総合的推進
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事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２４年度当初
予算額（千円）

Ｈ２４年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

目標設定型排出量取引制度推進事業費 目標設定型排出量取引制度を円滑に運営し、産業・業務部門の温室効果
ガス排出量の計画的な削減を図る。 ４１，６９７

温暖化対策課

環 境 部

クレジット創出・中小事業者支援事
業費

中小事業者等の温室効果ガス排出量の削減を促進し、排出量取引におけ
る削減量供給として必要な新たなクレジットの創出を支援することによ
り、目標設定型排出量取引制度を円滑かつ活発に運営する。

（新規）
８，３３０

埼玉版グリーンニューディール推進
・事業者支援事業費

目標設定型排出量取引制度により事業者のCO２削減を推進するため、事
業者が行う太陽光発電設備とCO２排出削減設備の複合的整備に対して補
助を行う。

（新規）
１８５，０００

エコタウンプロジェクト推進事業費
再生可能エネルギーを中心とした創エネと徹底した省エネに取り組むこ
とにより、エネルギーの地産地消を具体的に進めるモデルを全国に発信
する。

（新規）
４１，９０１ エコタウン課

工場・事業場大気規制事業費（再掲）
工場・事業場に対し立入検査を実施し、法・条例等による規制の徹底を
図るとともに、大気汚染防止及びフロン類回収に関する事業者指導を行
う。

２２，５３７

大気環境課

有害大気汚染物質等モニタリング調
査費（再掲）

健康被害の防止や大気環境の現況把握を図るため、有害大気汚染物質、
酸性雨、オゾン層破壊及び地球温暖化の原因物質の測定を行う。 １０，２１３

次世代自動車普及促進事業費（再掲） 二酸化炭素や有害物質の排出が少ない次世代自動車とエコドライブの普及促進を図り、大気環境の改善と地球温暖化の防止に資する。 ５，６４７

低炭素なクルマ利用促進事業費（再掲）
自動車から排出されるCO２を削減するため、次世代自動車のなかでもも
っとも効果が見込める電気自動車（EV）及びプラグインハイブリッド自
動車（PHV）の普及を促進する。

６，８３７

どこでもEV・PHV普及推進事業費
（再掲）

EV・PHVにつき、県内はもとより広く普及推進を図るため、EV・PHV
タウンの実証実験や三県知事会議での普及を進めるとともに自動車から
自転車への転換を促進する。

（新規）
１６，０８０

資源リサイクル拠点環境調査研究事
業費（再掲）

彩の国資源循環工場において環境モニタリング調査を実施し、安全安心
な廃棄物処理の徹底を図る。また、調査結果を公害防止・環境修復技術
等の研究開発に活用する。

４８，７６５
資 源 循 環
推 進 課

循環型社会づくり推進事業費（再掲） ごみの減量化やリサイクルを推進し、本県に即した循環型社会を構築する。 ３，７６３

山村等振興対策事業（再掲） 山村等の特性に応じた農林業の振興、生活環境の整備等を促進し、山村
地域の活性化を図る。 ４１，０１７ 農業ビジネス

支 援 課

農 林 部

森をまもる活動支援事業（再掲） 施業・経営の集約化に必要な森林情報の収集活動や森林整備のための地
域における活動を支援し、森林の持つ多面的機能の維持・向上を図る。 １４，１２９

森づくり課

美しい森づくり事業（再掲）

針葉樹や広葉樹の育成等による多様な森林整備を推進し、森林の持つ水
源涵（かん）養機能及び二酸化炭素の吸収・貯蔵機能などの公益的機能の
増進を図る。また、針葉樹の間伐等により花粉削減対策を推進するとと
もに、森林病害虫や火災等から森林を守り、健全な森林を育成する。

１１２，０７２

革新的低コスト造林事業（再掲） さし木ポット苗の生産体制を整備し、初期投資を軽減した低コスト植林
を実現する。 ３，１８０

県営林事業（再掲） 森林の持つ公益的機能を高度に発揮させるとともに森林資源の充実や山
村地域の活性化を図るため、県営林の維持管理を行う。 １０３，９５２

治山事業（再掲） 山地治山、保安林改良、保育 ５８２，２３７

水源地域の森づくり事業（再掲）
水源涵（かん）養機能などの公益的機能を高度に発揮させるため、水源地
域の森林において針葉樹と広葉樹が混じりあった「針広混交林」の造成
や広葉樹林の再生を行う。

４９０，０００

里山・平地林再生事業（再掲）

放置された里山・平地林を再生し、景観の向上や生物多様性の保全など、
公益的機能の高度発揮を図るとともに、新たに森林を造成し、憩いの場
を創造する。また、整備後の森林を体験活動の場等として活用するなど
により、森林に関する意識の醸成を図る。

２６０，１７５

森林整備加速化・林業再生事業（再掲） 森林整備、高性能林業機械の導入、県産木材利用の推進等を実施し、森林整備の加速化と林業・木材産業の再生を図る。 ３００，１９５

建築物環境配慮制度推進事業費 埼玉県地球温暖化対策条例に基づく建築物環境配慮制度により、建築主
の総合的な環境配慮に対する取組の促進を図る。 １，０１３ 建築安全課

都市整備部
公営住宅エコアップ推進事業費

県営住宅においてCO２削減対策を実施し、地球温暖化対策の必要性を広
くアピールするため、立替工事中の住棟と既存住棟に太陽光発電システ
ムを設置する。

５８，０５４ 住 宅 課

埼玉県水道用水供給事業（再掲） 庄和浄水場の取水ポンプに回転速度制御装置を設置し省エネルギーの推
進を図る。 ２７０，７４２ 水道管理課 企 業 局

事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２４年度当初
予算額（千円）

Ｈ２４年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

ヒートアイランド現象対策事業費
「埼玉県ヒートアイランド現象対策ガイドライン」を周知し、これに基
づく対策を推進する。また、県内観測調査を実施し、ヒートアイランド
現象の状況を把握する。

０ 温暖化対策課 環 境 部

美しい森づくり事業（再掲）

針葉樹や広葉樹の育成等による多様な森林整備を推進し、森林の持つ水
源涵（かん）養機能及び二酸化炭素の吸収・貯蔵機能などの公益的機能の
増進を図る。また、針葉樹の間伐等により花粉削減対策を推進するとと
もに、森林病害虫や火災等から森林を守り、健全な森林を育成する。

１１２，０７２ 森づくり課 農 林 部

県立学校等みどり生き生き事業
緑の少ない地域にある県立学校等において、身近な緑を県民の皆様に「見
える」形で新たに創出することにより、街中に潤いと安らぎの空間の整
備を図る。

（新規）
２８，４９６ 財 務 課 教 育 局

事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２４年度当初
予算額（千円）

Ｈ２４年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

再生可能エネルギー地域活用推進事
業費

再生可能エネルギーの導入施策の検討及び具体的な導入に向けた取組を
行う。 ４，１０４ 環境政策課

環 境 部
電力自活住宅等普及拡大事業費（再掲） 住宅用太陽光発電設備の設置や市民共同発電に対し助成することにより、太陽光発電の飛躍的な普及拡大を図る。

（新規）
８３３，６６３ 温暖化対策課

山村等振興対策事業（再掲） 山村等の特性に応じた農林業の振興、生活環境の整備等を促進し、山村
地域の活性化を図る。 ４１，０１７ 農業ビジネス

支 援 課 農 林 部

公営住宅エコアップ推進事業費（再掲）
県営住宅においてCO２削減対策を実施し、地球温暖化対策の必要性を広
くアピールするため、立替工事中の住棟と既存住棟に太陽光発電システ
ムを設置する。

５８，０５４ 住 宅 課 都市整備部

１２ ヒートアイランド対策の推進

１３ 再生可能エネルギーの活用
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事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２４年度当初
予算額（千円）

Ｈ２４年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

次世代自動車普及促進事業費（再掲） 二酸化炭素や有害物質の排出が少ない次世代自動車とエコドライブの普及促進を図り、大気環境の改善と地球温暖化の防止に資する。 ５，６４７

大気環境課 環 境 部
低炭素なクルマ利用促進事業費
（再掲）

自動車から排出されるCO２を削減するため、次世代自動車のなかでもも
っとも効果が見込める電気自動車（EV）及びプラグインハイブリッド自
動車（PHV）の普及を促進する。

６，８３７

どこでもEV・PHV普及推進事業費
（再掲）

EV・PHVにつき、県内はもとより広く普及推進を図るため、EV・PHV
タウンの実証実験や三県知事会議での普及を進めるとともに自動車から
自転車への転換を促進する。

（新規）
１６，０８０

道路改築費（再掲）

バイパスの整備や交差点や踏切の改良、立体化などを進め、交通渋滞の
解消を図る。

４５２，９９０

道路街路課

県土整備部

重要区間解消推進費（再掲） １８５，０００
地方特定道路（改築）整備費（再掲） ３，７１６，０００
道路改築事業費（再掲） １，０３５，０００
社会資本整備総合交付金（改築）整
備事業費（再掲） ６，２９９，０００

街路整備費（再掲） ７９９，８９８
地方特定道路街路整備費（再掲） ９９０，３２０
社会資本整備総合交付金（街路）整
備事業費（再掲） ３，１２９，９００

橋りょう架換費（再掲） 耐久力が不足したり、耐震性の劣る橋梁の架換え、河川改修に伴う架換
え及び道路改良工事に伴う新たな橋の架設を行い、交通安全の確保と円
滑な運行を図る。

３３７，０００
社会資本整備総合交付金（橋りょう）
整備事業費（再掲） ８２７，０００

交差点整備費（再掲）

交差点の改良により円滑な道路環境を実現し、環境の改善を図る。

３５６，０００

道路環境課
地域自主戦略交付金（交通安全）事
業費（再掲） １，１８７，９００

地方特定道路（交通安全）整備費
（再掲） ６０９，６００

自動車更新整備費（再掲） 出納総務課及び１２集中管理地域機関等保有の公用車につき、「埼玉県次世
代自動車導入指針」等に基づき更新を行う。 ４６，７１１ 出納総務課 会計管理者

事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２４年度当初
予算額（千円）

Ｈ２４年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

見沼田圃（たんぼ）保全・活用・創造
事業推進費（再掲）

見沼田圃（たんぼ）の土地利用についての連絡調整を行うため、見沼田圃
土地利用連絡会議及び見沼田圃土地利用審査会を運営するとともに、公
有地化事業等を行い見沼田圃の保全・活用・創造を図る。

５４６，３０１
土地水政策課 企画財政部

国土利用計画等管理運営費 「埼玉県国土利用計画」に基づく、計画的かつ適正な土地利用を進める。 ９，３４３

環境政策推進費 環境基本法第４３条に基づき設置されている埼玉県環境審議会の運営、ま
た、国、他都道府県、市町村の環境担当職員との情報交換等を行う。 ７，１０１

環境政策課

環 境 部

環境にやさしい県庁推進事業費（再掲）
本県が一事業体として環境配慮を推進していくことを目的に策定した
「ストップ温暖化・埼玉県庁率先実行プラン」「環境配慮方針」の適切な
推進管理を行う。

７８２

環境基本計画推進費
埼玉県環境基本計画の効果的な推進と適正な進行管理を行うとともに、
市町村への普及に努める。また、公害防止計画の策定、推進及び適切な
進行管理を行う。

０

環境管理事務所運営費 公害の監視指導、苦情処理等環境管理事務所の円滑な運営を図る。 １４，３３３

環境影響評価制度運営費 埼玉県環境影響評価条例及び戦略的環境影響評価実施要綱に基づく制度
の円滑な運営を図る。 １３，６７２

水ビジネス海外展開チャレンジ事業費

県と連携して水ビジネスを行う意欲のある民間企業及び関係機関と環境
ビジネスフォーラム内に「ウォータービジネスメンバーズ埼玉」を設置
するとともに、県内水ビジネスを支援するため、水ビジネス関連情報の
発信、県内企業の技術紹介、ワンストップサービスなどを目的にポータ
ルサイトを設置する。また、中国四川省において、環境科学国際センタ
ー及び県内企業が蓄積した水処理技術やノウハウを移転し、中国の環境
改善に寄与するため、環境技術セミナーを開催する。

３，５７８

環境ビジネス推進事業費
県内経済の活性化と環境問題の改善を進める環境ビジネスの振興を図る
ため、環境ビジネスセミナーなどにより交流の促進やビジネスチャンスの
拡大を図るとともに、情報提供を行うことで県内環境力の集結を進める。

５６６

再生可能エネルギー地域活用推進事
業費（再掲）

再生可能エネルギーの導入施策の検討及び具体的な導入に向けた取組を
行う。 ４，１０４

環境創造融資事業費 中小企業者等への長期、低利融資を行い、環境改善施設の整備や環境に
配慮した施設整備等の推進を図る。 ２１，６２２

温暖化対策課

地球温暖化対策事業者計画制度推進
費（再掲）

埼玉県地球温暖化対策推進条例に基づく「地球温暖化対策計画」制度及
び「エコアップ認証」制度により、事業者の地球温暖化対策を促進・支
援する。

２３，０８０

低炭素型ライフスタイル推進事業費
（再掲）

低炭素型社会の実現を目指し、県民一人ひとりのライフスタイルを転換
するとともに、温暖化防止に向けた取組を促進するため、県民、事業者、
各種団体、行政等が協働しながら様々な取組を実施する。

７，７３５

クレジット創出・中小事業者支援事
業費

中小事業者等の温室効果ガス排出量の削減を促進し、排出量取引におけ
る削減量供給として必要な新たなクレジットの創出を支援することによ
り、目標設定型排出量取引制度を円滑かつ活発に運営する。

（新規）
８，３３０

埼玉版グリーンニューディール推進
・事業者支援事業費

目標設定型排出量取引制度により事業者のCO２削減を推進するため、事
業者が行う太陽光発電設備とCO２排出削減設備の複合的整備に対して補
助を行う。

（新規）
１８５，０００

埼玉県環境事務研究会連合会補助費 埼玉県環境事務研究会連合会の健全な育成を図るため、運営費の補助を
行う。 １７０ 水 環 境 課

１４ 環境に配慮した交通の実施

Ⅳ 環境の創造・保全に向けて各主体が取り組む地域社会づくり
１５ 環境に配慮した産業・地域づくり
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事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２４年度当初
予算額（千円）

Ｈ２４年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

彩の国新産業創出研究開発推進事業費
産業技術総合センターにおいて、県内中小企業の技術力を強化するた
め、環境・エネルギー関連技術、人と社会に優しい技術に重点を置いて
研究開発を進め、その成果を企業に提供する。

１０，３４０
産業支援課

産業労働部彩の国工場づくり等推進事業 環境面で優れた工場などを指定し、地域に開かれた工場づくりを進める。 １，４２７

工場立地指導費（再掲） 工場立地に関する調査及び指導により、環境の保全と適正な工場立地の
促進を図る。 ９１３ 企業立地課

見沼農業活性化対策事業（再掲） 都市と調和した特色ある見沼農業を実現し、農業振興による見沼田圃（た
んぼ）の保全、活用、創造を図る。 ３８，３７６

農業ビジネス
支 援 課

農 林 部

三富地域平地林活用型農業特別対策事
業（再掲）

循環型農業を核とした生産・流通・販売対策により、三富野菜ブランド
の確立や地域内消費の拡大を図り、平地林を活用した三富農業の確立に
資する。

１，０００

農山村バイオマス利活用促進事業
（再掲）

農山村バイオマスの利活用促進のため、食品リサイクルに関する普及・
啓発や地域における先進的な取組を支援する。 ６８２

彩の国グリーンツーリズム総合対策
事業（再掲）

農山村の多様な資源を活用した都市と農山村の交流を通じて、地域農林
業の振興と農山村の活性化を図るため、必要な体制整備や施設整備を行
うとともに交流活動を推進する。

２１，５３９

農林総合研究センター試験研究費の
一部（再掲）（農林総合研究センター）

従来の研究で得られた知見・技術を基に、他の研究機関等との共同研究
を進めるなど、更に高次の技術の開発・実証を行う。その一部として①
環境と調和した生産技術や農林水産業の多面的機能の維持・利活用技術
の開発、②減農薬・減化学肥料栽培技術の開発を行う。

１５０，９３２ 生産振興課

安全安心農産物確保対策推進事業
生産現場における残留農薬自主チェックの推進や、化学物質等による農
産物への影響回避技術の開発、農産物の自主生産管理の普及などによ
り、安全で安心できる農産物の供給を確保する。

９，０３５
農産物安全課

農薬安全対策事業（再掲） 農薬による危被害防止のため、農薬安全使用の徹底、農薬販売業者等へ
の指導、農産物の農薬残留分析調査等を行う。 ６，４０１

畜政推進事業のうちの一部（再掲） 「家畜排せつ物法」に基づく指導により、家畜ふん尿の適正管理と利用
を推進する。 ９７９

畜産安全課
畜政推進事業のうちの一部（再掲） 良質たい肥のための技術指導及び耕畜連携の推進により、良質たい肥の

生産と有効利用を図る。 ４８０

都市と山村交流の森管理事業（再掲）
「県民の森」、「みどりの村」、「森林科学館」、「１００年の森」、「越生ふれあ
いの里山」の各施設を良好に維持し、森林レクリエーションや森林学習
の場等として供する。

４２，６８５
森づくり課

みんなで育てる森づくり事業（再掲） 健全な森林を次代に引き継ぐため、社会全体で森林を守る気運を醸成して、県民参加による森林づくりを促進する。 １０，５８８

埼玉農業エコひいき推進事業（新規）
環境負荷軽減を図る「エコ」農業に取り組む産地を育成するとともに、
消費者の環境保全型農業への理解を促進し、「エコ」農産物を「ひいき」
にしてもらう取組を推進する。

８，８５６ 農産物安全課

街路整備費（再掲）
バイパスの整備や交差点や踏切の改良、立体化などを進め、交通渋滞の
解消を図る。また、安全で快適な歩行空間の確保や都市景観の向上を図
るため、電線類を地中化する。

７９９，８９８

道路街路課

県土整備部

地方特定道路街路整備費（再掲） ９９０，３２０
社会資本整備総合交付金（街路）整
備事業費（再掲） ３，１２９，９００

社会資本整備総合交付金（維持）整
備事業費（再掲） 安全で快適な歩行空間の確保、都市災害の防止、都市景観の向上を図る

ため、電線類を地中化する。
３０，０００

道路環境課電線地中化（道路）整備費 １５０，０００

道路美化推進費
街路樹の剪定枝や刈草の堆肥化の推進と、道路構造の改善や道路緑化に
より、安全で快適な歩行空間の確保と道路景観の向上を図り、「ゆとり」
社会の実現を目指す。

６４，１２５

用途地域指定・変更 将来市街地像に基づき、適切な土地利用の建築物の規制・誘導を図る。 ５４，５９７ 都市計画課

都市整備部

景観行政推進事業費 田園と都市が織りなす美しい景観を守り、活かし、創造するために景観
施策及び屋外広告物施策を推進する。 ６，２８８

田 園 都 市
づ く り 課田園都市産業ゾーン環境共生推進事

業費

圏央道沿線地域は、豊かな自然環境が広がっていることから、産業基盤
づくりにあたり田園環境との調和が必要である。そのため、埼玉の原風
景をイメージさせる緑地空間（高木植栽空間）創出等の取組に対し支援
を行い、田園環境と調和した産業基盤づくりを促進する。

２，４５０

建築協定 住民の自主的な協定に基づき、良好な住環境を維持、増進する。 ２２，４７３ 建築安全課

エコ住宅ローン負担軽減事業 成長が期待される環境産業の柱の１つであるエコ住宅の建設を促進し、
県内地域産業の活性化を図る。 １９８，６５３ 住 宅 課

三富地域の文化財普及・啓発事業 県指定旧跡を中心とした三富新田地域の歴史的価値と現在的意義、保全
の必要性について普及・啓発を行う。 １６６ 生 涯 学 習

文 化 財 課 教 育 局
文化財保護事業補助 文化財の所有者、管理者が行う文化財保存事業を補助する。 １１７，７７８

事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２４年度当初
予算額（千円）

Ｈ２４年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

首都圏廃棄物広域処理推進費（再掲） 首都圏の自治体が共同、協調し循環型社会の構築を目指す。 ４，１８２
資 源 循 環
推 進 課 環 境 部

循環型社会づくり推進事業費（再掲） ごみの減量化やリサイクルを推進し、本県に即した循環型社会を構築する。 ３，７６３

工場立地指導費（再掲） 工場立地に関する調査及び指導により、環境の保全と適正な工場立地の
促進を図る。 ９１３ 企業立地課 産業労働部

森をまもる活動支援事業（再掲） 施業・経営の集約化に必要な森林情報の収集活動や森林整備のための地
域における活動を支援し、森林の持つ多面的機能の維持・向上を図る。 １４，１２９

森づくり課 農 林 部
みんなで育てる森づくり事業（再掲） 健全な森林を次代に引き継ぐため、社会全体で森林を守る気運を醸成して、県民参加による森林づくりを促進する。 １０，５８８

みどりの再生に取り組む県立高校パ
ワーアップ事業

高校生が教育活動の一環として郷土埼玉のみどりの再生に貢献するとと
もに、みどりを守り育てる教育の一層の充実を図る。 ６，５５８ 高 校 教 育

指 導 課 教 育 局

１６ 連携・協働による取組の拡大
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事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２４年度当初
予算額（千円）

Ｈ２４年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

消費者啓発事業費（再掲）
社会・経済の変化に対し、自己責任に基づいて主体的・合理的な消費生活
を実現できる自立した消費者を育成するため、消費生活に関する各種講
座の開催、情報紙やインターネットのホームページでの情報提供を行う。

４，８３２ 消費生活課 県民生活部

環境科学国際センター事業費
（環境学習分）

環境問題に対する意識の向上を図るため、環境学習の機会及び活動の場
を提供するとともに学習活動の支援を行う。 ２８，２３４ 環境政策課

環 境 部

環境学習推進事業費（再掲） 県民各層の連携のもと、環境保全に向けての自主的な学習と実践ができ
るように支援する。 ４，０７９

温 暖 化
対 策 課地球にいいことグリーンチャレンジ

事業費（再掲）
小中高校生の環境に関する意識の醸成を図るとともに、児童生徒が学校
の内外で進める体験学習を支援し、地域の環境保全活動を促進する。 １８，４２５

自然公園等管理事業費 県内の優れた自然の風景地を自然公園に指定し、施設の整備、維持管理
を行うとともに、自然公園内における開発行為等の規制を行う。 ４９，５１２

自然環境課自然ふれあい施設等管理費 自然学習センター・北本自然観察公園など自然ふれあい施設等４施設の
管理運営を行う。 １３７，６１７

里山・平地林保全イニシアチブ事業費 里山の保全作業への県民参加を図るため、緑の森博物館において、官民
連携による保全活動のシステム構築やマニュアル作りを行う。

（新規）
２，０００

自然環境保全推進事業費（再掲） 県土の優れた自然環境の保全を図り、自然保護活動や自然環境保全思想
の普及啓発を図るとともに、自然保護業務の円滑な推進を図る。 ４５，３４２ みどり再生課

都市と山村交流の森管理事業（再掲）
「県民の森」、「みどりの村」、「森林科学館」、「１００年の森」、「越生ふれあ
いの里山」の各施設を良好に維持し、森林レクリエーションや森林学習
の場等として供する。

４２，６８５ 森づくり課 農 林 部

公園等建設費（再掲） 自然環境を保全・活用しつつ、県民生活に潤いと安らぎを与え、広域的
な県民レクリエーションの拠点となるとともに、都市における防災機能
の強化が図られる公園を整備する。

１，８１１，３４２
公 園
スタジアム課 都市整備部社会資本整備総合交付金（公園）事

業費（再掲） １，３７４，２００

事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２４年度当初
予算額（千円）

Ｈ２４年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

環境保全思想の普及啓発費
環境保全の重要性を認識してもらうため、環境白書の発行等により、本
県の環境の現状と県の施策を広く県民に知らせ、環境保全思想の普及・
啓発を図る。

２，９７０

環境政策課 環 境 部

環境科学国際センター運営費 総合的かつ学際的な試験研究をはじめ、環境学習・国際貢献・環境情報
の収集・発信を行う環境科学国際センターの施設運営を行う。 ６５，９０７

環境科学国際センター事業費（試験
研究費その他）

広範な環境問題に対応するため、試験研究機能の充実強化を図るととも
に、環境に関する総合的・学際的な研究を推進する。 ２１７，１８２

環境科学国際センター事業費（国際
貢献分）

海外において、環境科学国際センターが蓄積した環境に関する技術やノ
ウハウを移転し、環境改善に寄与する。 ７，１９６

環境科学国際センター分析研究機器
整備事業

環境科学国際センターに期待される役割と機能を果たしていくため、セ
ンター内の老朽化した分析機器を更新する。 ２２，１７９

彩の国新産業創出研究開発推進事業
費（再掲）

産業技術総合センターにおいて、県内中小企業の技術力を強化するた
め、環境・エネルギー関連技術、人と社会に優しい技術に重点を置いて
研究開発を進め、その成果を企業に提供する。

１０，３４０ 産業支援課 産業労働部

農林総合研究センター試験研究費の
一部（再掲）（農林総合研究センター）

従来の研究で得られた知見・技術を基に、他の研究機関等との共同研究
を進めるなど、更に高次の技術の開発・実証を行う。その一部として①
環境と調和した生産技術や農林水産業の多面的機能の維持・利活用技術
の開発、②減農薬・減化学肥料栽培技術の開発を行う。

１５０，９３２ 生産振興課 農 林 部

埼玉県水道用水供給事業
埼玉県南部工業用水道事業
埼玉県地域整備事業

事業活動に伴う環境負荷、環境保全対策などを取りまとめた「環境報告
書」を作成し公表。 ０ 総 務 課 企 業 局

事 業 名 事 業 内 容 Ｈ２４年度当初
予算額（千円）

Ｈ２４年度関連
予算額（千円） 担 当 課 部 局

放射線測定体制強化費 モニタリングポストによる空間放射線量の２４時間連続監視及び公共用水
域や土壌などの一般環境中の放射性物質の測定などを行う。 ５，９７０ 環境政策課 環 境 部

１７ 環境を守り育てる次世代の人材育成

１８ 環境科学・技術の振興と国際協力の推進

○ 放射性物質による環境汚染への対応
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施策展開の方向
重点取組施策 指 標 名 目標設定時

（Ｈ２２年度）
現状値

（Ｈ２３年度）
目標値

（Ｈ２８年度）

１ 大気環境の保全

次世代自動車の普及割合 ３．２％ ４．７％ １３．０％
光化学スモッグなどの原因とな
る揮発性有機化合物（VOC）の
排出量

４１，６１８t／年
（Ｈ２１年度）

３９，７２３t／年
（Ｈ２２年度） ３３，０００t／年

２ 公共用水域・地下水及び土
壌の汚染防止

アユが棲（す）める水質の河川の
割合 ７７％ ６３％ ９０％

全国水質ワースト５河川（国土
交通省直轄管理区間） 綾瀬川・中川 綾瀬川・中川 該当河川なし

３ 化学物質対策の推進
リスクコミュニケーション実施数 ８２事業所 １００事業所 ２００事業所
石綿使用建築物の届出解体工事
における作業基準違反件数 １件 ０件 ０件

４ 身近な生活環境の保全
公害防止管理者・主任者向けフ
ォローアップ研修の参加事業者
数

８５人 １３９人 ２，３００人

５ 水循環の健全化と地盤環境
の保全

５年間の累積沈下量が４㎝未満
の地盤観測基準点の割合（平成
２３年度を除く）

９７．８％ ９７．８％
（Ｈ２２年度） ９９．０％

６ 資源の有効利用と廃棄物の
適正処理の推進

レジ袋削減に積極的に取り組ん
でいるスーパーマーケット等の
店舗数

３７５店舗 ３８２店舗 ７６０店舗

一般廃棄物の１人１日当たりの
最終処分量

６１g／人・日
（Ｈ２１年度）

５５g／人・日
（Ｈ２２年度） ５４g／人・日

産業廃棄物の最終処分率 １．６％
（Ｈ２１年度）

１．６％
（Ｈ２２年度） １．３％

新たな産業廃棄物の山（大量た
い積）の発生件数

０件
（Ｈ２４年度～Ｈ２８年度）

県と民間団体との不法投棄通報
協定団体数 １８団体 ２３団体 ３６団体

３Ｒ推進員の登録者数 ７０人 ９６６人 １０，０００人

（２）環境基本計画に掲げた施策指標の推移
Ⅰ 環境負荷の少ない安心・安全な循環型社会づくり
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施策展開の方向
重点取組施策 指 標 名 目標設定時 現状値

（集計年度）
目標値

（Ｈ２８年度末）

７ 河川等の保全と再生

アユが棲（す）める水質の河川の
割合（再掲） ７７％ ６３％ ９０％

全国水質ワースト５河川（国土
交通省直轄管理区間）（再掲） 綾瀬川・中川 綾瀬川・中川 該当河川なし

生活排水処理率 ８８．０％ ８８．４％
（Ｈ２３年度末） ９２．０％

県民が川の再生に取り組む河川
の延長 ３７１㎞ ４００㎞ ５５０㎞

８ みどりの保全と再生

緑の保全面積 ４８８ha ４９５ha ５４２ha
身近な緑の創出面積 ５７６ha ６８９ha １，０６０ha
彩の国みどりのサポーターズク
ラブ入会団体数 ７７団体 １２２団体 ２００団体

９ 森林の整備と保全

森林の整備・保全面積 － ２，４６７ha
１４，０００ha

（Ｈ２４年度～
Ｈ２８年度）

森林ボランティア活動に参加す
る企業・団体数 １１８団体 １３２団体 ２２０団体

県産木材の供給量 ７５，０００�／年 ８１，０００�／年 １１１，０００�／年

１０ 生物多様性の保全
希少野生動植物種の保護など生物
多様性保全活動に取り組む団体数 ３８団体 ４８団体 ２００団体

希少野生動植物の保護増殖箇所数 ５４か所 ６０か所 ９０か所

施策展開の方向
重点取組施策 指 標 名 目標設定時 現状値

（集計年度）
目標値

（Ｈ２８年度末）

１１ 地球温暖化対策の総合的推進

産業・業務部門における温室効
果ガスの排出削減量（※）（平成
１７年度比）

１５５万t‐CO２
（Ｈ２１年度） ２２８万t‐CO２ ２５０万t‐CO２

環境アドバイザー、環境教育ア
シスタント、環境学習応援隊の
派遣回数

２２７回 １９１回 ２８０回

森林の整備・保全面積（再掲） － ２，４６７ha
１４，０００ha

（Ｈ２４年度～
Ｈ２８年度）

１２ ヒートアイランド対策の推進

産業・業務部門における温室効
果ガスの排出削減量（平成１７年
度比）（※）（再掲）

１５５万t‐CO２
（Ｈ２１年度） ２２８万t‐CO２ ２５０万t‐CO２

緑の保全面積（再掲） ４８８ha ４９５ha ５４２ha
身近な緑の創出面積（再掲） ５７６ha ６８９ha １，０６０ha

１３ 再生可能エネルギーの活用
住宅用太陽光発電設備の設置数 ４１，６３７基 ５８，３７４基 １４０，０００基
再生可能エネルギーの供給量
（単位：テラジュール）

３，０７０TJ
（Ｈ２１年度） － ５，６００TJ

１４ 環境に配慮した交通の実現
次世代自動車の普及割合（再掲） ３．２％ ４．７％ １３．０％
エコドライブアドバイザーの認
定者数 ０人 － ２，５００人

※発電時に発生するCO2の増減による影響を除いた実質的な削減量

Ⅱ 再生したみどりや川に彩られ、生物の多様性に富んだ自然共生社会づくり

Ⅲ 生活の豊かさを実感できるエネルギー消費の少ない低炭素社会づくり
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施策展開の方向
重点取組施策 指 標 名 目標設定時 現状値

（集計年度）
目標値

（Ｈ２８年度末）

１５ 環境に配慮した産業・地域
づくり

環境ビジネス関連セミナーの参
加企業数 ３４９社 ５５１社 ５８０社

住宅用太陽光発電設備の設置数
（再掲） ４１，６３７基 ５８，３７４基 １４０，０００基

再生可能エネルギーの供給量
（単位：テラジュール）（再掲）

３，０７０TJ
（Ｈ２１年度） － ５，６００TJ

１６ 連携・協働による取組の拡大

希少野生動植物種の保護など生
物多様性保全活動に取り組む団
体数（再掲）

３８団体 ４８団体 ２００団体

希少野生動植物の保護増殖箇所
数（再掲） ５４か所 ６０か所 ９０か所

県民が川の再生に取り組む河川
の延長（再掲） ３７１㎞ ４００㎞ ５５０㎞

彩の国みどりのサポーターズク
ラブ入会団体数（再掲） ７７団体 １２２団体 ２００団体

地域清掃活動団体の登録数 ３２７団体 ３３０団体 ５３０団体
彩の国ロードサポート団体数 ５３１団体 ６０３団体 ７８０団体
県と民間団体との不法投棄通報
協定団体数（再掲） １８団体 ２３団体 ３６団体

レジ袋削減に積極的に取り組ん
でいるスーパーマーケット等の
店舗数（再掲）

３７５店舗 ３８２店舗 ７６０店舗

環境アドバイザー、環境教育ア
シスタント、環境学習応援隊の
派遣回数（再掲）

２２７回 １９１回 ２８０回

１７ 環境を守り育てる次世代の
人材育成

環境アドバイザー、環境教育ア
シスタント、環境学習応援隊の
派遣回数（再掲）

２２７回 １９１回 ２８０回

環境科学国際センター展示館の
入館者数（平成１２年度からの累
計）

５３６，９３１人 ５７９，５３９人 ８０７，０００人

１８ 環境科学・技術の振興と国
際協力の推進

環境科学国際センターの共同研
究数（平成１２年度からの累計） ２３６件 ２７７件 ３９０件

環境科学国際センター研究発表
数（平成１２年度からの累計） １，４６４件 １，６８０件 ２，４３０件

海外からの環境分野の研修員な
どの県受入者数（平成１２年度か
らの累計）

２１０人 ２５１人 ３６５人

海外との環境分野の交流のため
の県派遣者数（平成１２年度から
の累計）

２１３人 ２５７人 ３６５人

Ⅳ 環境の保全・創造に向けて各主体が取り組む地域社会づくり
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●埼玉県環境白書

●埼玉県環境基本計画

環境アセスメント

―埼玉県環境影響評価条例のあらまし―

埼玉県戦略的環境アセスメント

環境みらい資金

埼玉県ヒートアイランド対策ガイドライン

ストップ温暖化・埼玉ナビゲーション２０５０概要版

家庭のCO２削減ハンドブック

やさしいCO２削減シート

環境学習支援制度案内パンフレット

埼玉県における光化学スモッグの発生状況

大気汚染常時監視測定結果報告書

埼玉の大気環境

大気環境調査事業報告書

生活環境保全条例、化学物質管理促進法

PRTR制度の電子届出のご案内

化学物質と私たちのくらし

化学物質問題総合ガイドブック 目から鱗！

環境コミュニケーション事例集

化学物質取扱事業者の皆さまへ

埼玉県におけるダイオキシン類対策の概要

みんなでVOCの排出を減らそう！

埼玉県の大気規制（ばい煙関係）

埼玉県の大気規制（粉じん発生施設関係）

大気汚染防止法に基づく特定粉じん（石綿）

排出等作業に係る規制

廃棄物焼却炉の規制について

ダイオキシン類に関する規制について

有害大気汚染物質の規制について

埼玉県の大気規制（揮発性有機化合物（VOC）・

炭化水素類関係）

私たちの生活と石綿（アスベスト）

石綿（アスベスト）使用建築物等における

解体等工事時の規制

石綿飛散防止対策マニュアル

埼玉県非飛散性石綿含有建材解体工事

ガイドライン・同解説

アイドリング・ストップ

埼玉県の地球温暖化対策＜自動車対策の概要＞

自動車交通騒音・道路交通振動実態調査結果

航空機騒音調査結果

東北・上越新幹線鉄道騒音・振動測定結果

●埼玉県地盤沈下調査報告書

地盤沈下・地下水位観測年報

公共用水域及び地下水の水質測定結果

事業者のみなさまへ（悪臭の規制）

事業者のみなさまへ

（工場・事業場における騒音・振動の規制）

事業者のみなさまへ

（屋外作業場等の騒音・振動の規制）

建設業のみなさまへ

深夜に営業を行うみなさまへ

公害防止組織制度について

埼玉県の水質規制

工場・事業場等排水の水質規制

工場・事業場等の水質規制

（地下水汚染の未然防止）

工場・事業場排水の総量規制

埼玉県生活排水処理施設整備構想

カッパのキューちゃん街へ来る！

川にやさしい 生活知恵袋

地下水採取の規制

きれいな地下水を次世代へ

印刷物等の作成状況

環境政策課 （０４８―８３０―３０１５）

温暖化対策課 （０４８―８３０―３０３５）

水環境課 （０４８―８３０―３０７８）

大気環境課 （０４８―８３０―３０５５）
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野外焼却、不法投棄禁止

●産業廃棄物処分業特別管理産業廃棄物処分業

許可業者名簿

排出事業者の皆様へ

産業廃棄物の取扱いについて

PCB廃棄物の適正保管について

建設業・解体業のみなさまへ
石綿含有産業廃棄物を適正に処理しましょう

建設系廃棄物を取り扱う排出事業者の皆様へ
廃棄物処理法が大きく改正されました。

産業廃棄物を処理する責任は排出事業者にありま
す。

一般廃棄物処理事業の概況

●埼玉県レッドデータブック２００８ 動物編

●埼玉県レッドデータブック２０１１ 植物編

埼玉県希少野生動植物の種の保護に関する条例

生物多様性保全県戦略

特定外来生物にご注意ください＜アライグマ編＞

特定外来生物にご注意ください

＜カミツキガメ編＞

特定外来生物にご注意ください

＜外国産カブトムシ編＞

外来生物に注意しよう～アライグマ、カミツキガ

メ～

カラスとどうつきあうか

―カラス被害対策―

野生動物にエサを与えないで

生物多様性を考えよう

人と自然が共生する埼玉へ（リーフレット）

人と自然が共生する埼玉へ

―グリーンアクションデータブック―

ナチュラリッ子クラブ ―身近な自然観察手帳―

埼玉県自然学習センター

埼玉県狭山丘陵いきものふれあいの里

ガイドマップ

さいたま緑の森博物館

埼玉県山西省友好記念館神怡館

埼玉県の自然公園

●関東ふれあいの道埼玉県コースルートマップ

奥武蔵自然歩道

緑化計画届出制度の手引き

緑化計画届出制度のあらまし

緑化計画届出制度事例集

埼玉県広域緑地計画概要版

みどりと自然への招待状

（緑のトラスト運動普及啓発リーフレット）

よりどり緑、楽しもう

彩の国みどりの基金ビジョン

彩の国みどりの基金への御寄附のお願い

１人１本植樹運動、埼玉県植樹エントリー

埼玉県環境科学国際センター報

●埼玉県地質地盤資料集

施設案内

（埼玉県環境整備センター・彩の国資源循環工場）

印刷物の詳細については、各課所へお問い合

わせください。

「●」は県政情報センターで販売していま

す。購入方法については、

県政情報センター（� ０４８―８３０―２５４５）

にお問い合わせください。

産業廃棄物指導課 （０４８―８３０―３１２５）

みどり再生課 （０４８―８３０―３１９０）

資源循環推進課 （０４８―８３０―３１０５）

自然環境課 （０４８―８３０―３１４０）

環境科学国際センター （０４８０―７３―８３３１）

環境整備センター （０４８―５８１―４０７０）
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《場 所》加須市上種足９１４
《電 話》０４８０－７３－８３６３
《交 通》・JR高崎線鴻巣駅東口から加須車庫・加須駅

行きバス「環境科学国際センター」下車
・東武伊勢崎線加須駅北口から免許センター
・鴻巣駅行きバス「環境科学国際センター」
下車

http://www.pref.saitama.lg.jp/soshiki/f16/

《開館時間》９：３０～１６：３０（入館は１６：００まで）
《休 館 日》月曜日（休日、県民の日の場合は開館）、開

館した月曜日の翌平日、１２月２９日～１月３
日

《入 場 料》一般３００円、大学生・高校生２００円（中学生以
下、６５歳以上の方、障害者の方は無料）

子どもから大人までが環境問題に興味を持ち、気軽に、楽しく学べる体感型の展示館のほか、屋外には自然観察や
野外作業など、身近な自然とふれあいながら環境学習できる生態園がある。また、環境学習のための情報コーナー、
図書コーナー、研修室などを備え、各種講座や研修を実施している。

《場 所》北本市荒井５－２００
《電 話》０４８－５９３－２８９１
《交 通》JR高崎線北本駅西口から、北里メディカルセ

ンター病院行きバス「自然観察公園前」下車

http://www.saitama-shizen.info/

《開館時間》９：００～１７：００（夏休み期間中・年末年始
は時間変更あり）

《休 館 日》月曜日（休日、県民の日の場合は開館）、休
日の翌日（土、日、休日の場合は開館）
（休館日であっても、夏休み春休み期間中、年末年始
は臨時開館しています）

《入 館 料》無 料

自然学習センターには自然について学習し理解してもらうための展示やシアター、図書情報コーナーを設置してい
る。また、自然観察会や実験教室など週末を中心に多くのイベントを実施している。

《場 所》所沢市大字荒幡７８２番地
《電 話》０４－２９３９－９４１２
《交 通》西武狭山線下山口駅から約１km、徒歩約１５分

http://www.ikifure.info/

《開館時間》９：００～１７：００
《休 館 日》月曜日（休日、県民の日の場合は開館）、休

日の翌日（土、日、休日の場合は開館）、１２
月２９日～１月３日

《入 館 料》無 料

狭山丘陵いきものふれあいの里の中心施設として、展示室、観察バルコニー、講義室などがあり、狭山丘陵の自然
や文化について学び、体験することができる。自然観察会や里山体験講座など様々なプログラムを実施している。

《場 所》入間市宮寺８８９－１
《電 話》０４－２９３４－４３９６
《交 通》西武池袋線小手指駅南口から宮寺西もしくは

箱根ヶ崎駅行きバス「荻原」下車徒歩約１０分
http://www.saitama-midorinomori.jp/

《開館時間》９：００～１７：００
《休 館 日》月曜日（休日、県民の日の場合は開館）、休

日の翌日（土、日、休日の場合は開館）、１２
月２９日～１月３日

《入 館 料》無 料

狭山丘陵の雑木林を保全し、雑木林や湿地などの自然そのものを野外展示物とした自然観察の場で自然の大切さや
人と自然のかかわりなどを学ぶことができる。自然観察会や雑木林体験イベントなども実施している。

《場 所》横瀬町大字芦ヶ久保字丸山北平８９６
《電 話》０４９４－２３－８３４０（ＦＡＸ同じ）

（冬期・埼玉県農林公社森林局０４９４－２５－０２９１）
《交 通》西武秩父線芦ヶ久保駅から徒歩１時間３０分
http://www.chichibu.ne.jp/～ssinrinp/kenmori.html

《開館時間》９：００～１６：３０
《休 館 日》（冬期休業）

１２月１日～２月末日
《利 用 料》無 料

横瀬町の丸山の北側にあり、面積６８ha。森林学習展示館をはじめ、デイ・キャンプ場、野鳥の森などがあり、楽しみ
ながら自然に触れることができる。冬期休業。

施設の設置状況

【埼玉県環境科学国際センター】

【埼玉県自然学習センター・北本自然観察公園】

【埼玉県狭山丘陵いきものふれあいの里センター】

【さいたま緑の森博物館】

【県民の森】
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《場 所》秩父市中津川４４７
《電 話》０４９４－５６－００２６
《ＦＡＸ》０４９４－５６－００２８
《交 通》秩父鉄道三峰口駅から中津川行きバス「中津

川」下車
http://www.chichibu.ne.jp/～furemori/

《開館時間》９：００～１７：００
《休 館 日》１２月２９日～１月３日
《入 場 料》無 料

（ただし、木工工作室、学習室を利用する
場合は有料）

約３，０００haの森の中に、原生林の散策ができる七つの森ゾーンや森林の働きを学習できる森林科学館などがあり、
自然体験を通して、森林の大切さや人と自然との関わりなどを学ぶことができる。宿泊施設こまどり荘が併設されて
いる。

《場 所》小鹿野町大字飯田８５３
《電 話》０４９４－７５－３４４１
《交 通》西武秩父線西武秩父駅から小鹿野車庫行きバ

ス「小鹿野役場前」下車乗換、長沢行きバス「み
どりの村吉田口」徒歩約２５分又は、坂本行き
又は栗尾行きバス「滝原団地前」徒歩約２０分

http://www.chichibu.ne.jp/～takahasi/index.htm

《利用時間》９：００～１６：３０
《休 業 日》１２月２９日～１月３日
《利用料等》無料

（一部有料施設あり）

西秩父に位置し、面積約１７haの緑に親しみながら農林業の理解を深め、都市と山村の交流ができる施設。キャンプ
場、フィールドアスレチック、子どもの広場、テニスコート等があり、年間を通して楽しめる。

《場 所》長�町長�１４１７－１
《電 話》０４９４－６６－０４０４
《ＦＡＸ》０４９４－６９－１００２
《交 通》秩父鉄道上長�駅から徒歩５分

http://www.shizen.spec.ed.jp/

《開館時間》９：００～１６：３０（入館は１６：００まで）
※７・８月は３０分延長

《休 館 日》月曜日（祝日・振替休日、５／１、５／２、
７・８月の月曜日は開館）、１２月２９日～１月
３日

《入 場 料》一般２００円、学生１００円（中学生以下、６５歳以
上の方、障害者の方は無料）

埼玉の自然とその生いたち、自然と人との共生について、化石や岩石、動物や植物など多くの資料によりわかりや
すく展示・解説している。また、科学教室や野外観察会などの各種イベントを行っているほか、県内の自然史に関す
る資料の収集、整理及び調査研究等を行っている。

《場 所》秩父市山田４３８６
《電 話》０４９４－２４－１４６３
《ＦＡＸ》０４９４－２４－６８８７
《交 通》秩父鉄道大野原駅か西武秩父線芦ヶ久保駅か

ら徒歩約２時間

http://yakatu.shopro.co.jp/

《開館時間》８：３０～１７：００
《利用料等》宿泊の場合使用料・食事代等

日帰り利用１日５０円
その他利用内容に応じ、有料のものもあり

《休 所 日》火曜日（月曜が祝日の場合は水曜日、火又は
水曜日が祝日の場合はその週は休所日な
し）、１２月２９日～１月３日
※７月２１日から８月末とGWは休所日なし

秩父市高篠山の中腹にある面積７０haの総合野外活動施設で、キャンプやその他レクリエーションの楽しさを自然の
中で満喫できる。丸太小屋のログハウスなどの宿泊施設あり。

《場 所》秩父市三峰８－１
《電 話》０４９４－５５－０８６２

（秩父市大滝総合支所地域振興課）
《交 通》西武秩父線西武秩父駅から西武バス「三峰神

社」行き終点下車

《開館時間》９：００～１７：００
《入 館 料》無 料

秩父多摩甲斐国立公園が総合的に理解できる施設。自然のしくみと人間とのかかわり合いについて、分かりやすく
展示している。

【彩の国ふれあいの森】

【みどりの村】

【埼玉県立自然の博物館】

【埼玉県青少年総合野外活動センター（（愛称）彩の国グリーンビレッジ）】

【三峰ビジターセンター】
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《場 所》秩父市黒谷地内（美の山・山頂）
《電 話》なし
《交 通》秩父鉄道皆野駅から徒歩９０分、黒谷駅から徒

歩９０分
http://www.pref.saitama.lg.jp/site/minoyamakouen-top/

《開館時間》９：００～１６：３０
《休 館 日》月曜日（休日の場合は翌日）

※月曜日以外も、利用者状況に応じて休館になる場合があります。

１１月２１日～３月２０日
《入 場 料》無 料

首都圏自然歩道（関東ふれあいの道）を総合的に案内する施設。県内のコース図、主要地点からの眺望写真などを展示している。

【長�げんきプラザ】
《場 所》長�町井戸３６７
《電 話》０４９４－６６－０１７７
《交 通》秩父鉄道「野上」駅下車、徒歩１０分

【小川げんきプラザ】
《場 所》小川町木呂子５６１
《電 話》０４９３－７２－２２２０
《交 通》JR八高線「竹沢」駅下車、徒歩３０分

東武東上線「東武竹沢」駅下車、徒歩４０分

【神川げんきプラザ】
《場 所》神川町池田７５６
《電 話》０４９５－７７－３４４２
《交 通》上越新幹線「本庄早稲田」駅、

高崎線「本庄」駅、八高線「丹荘」駅から神
泉総合支所行きバス「池田」下車徒歩１５分

【名栗げんきプラザ】
《場 所》飯能市上名栗１２８９－２
《電 話》０４２－９７９－１０１１
《交 通》西武秩父線「正丸」駅下車約４km

【大滝げんきプラザ】
《場 所》秩父市大滝５９４４－２
《電 話》０４９４－５５－００１４
《交 通》秩父鉄道「三峰口」駅から秩父湖行きバス「大

久保」下車約５km

※各所共通
《利用料等》宿泊に要する食事代、その他活動内容に応

じて実費負担
《休 所 日》月曜日（休日の場合は開所）

１２月２９日～１月３日

子どもから大人まですべての県民が、体験・交流・宿泊の場として利用できる社会教育施設。豊かな自然環境のも
と環境分野を含め様々な生涯学習活動を行うことができる。

《場 所》小鹿野町両神薄２２４５
《電 話》０４９４－７９－１４９３
《交 通》秩父鉄道三峰口駅から小鹿野町役場行き町営

バス「薬師堂」下車徒歩３分

http://www18.ocn.ne.jp/～ogano/shenyi.html

《開館時間》９：００～１７：００
《休 館 日》火曜日（休日、県民の日の場合は開館）、休

日の翌々日（土・日・休日の場合は開館）、
１２月２９日～１月３日

《入 館 料》大人３５０円 小学生１５０円（小学校就学前、
６５歳以上の方、障害者の方は無料）

中国山西省との友好県省締結１０周年を記念して建てられた山西省の歴史、自然、文化等を紹介する中国唐代寺院風建築の展示館。

《場 所》長�町大字野上下郷２３９５－１
《電 話》０４９４－６６－１１１１
《ＦＡＸ》０４９４－６６－１１１２
《交 通》秩父鉄道野上駅または長�駅下車
http://www.nsr.bz
E-mail：nsr@crda.co.jp

《開館時間》４月～１０月 ８：３０～１７：３０
１１月～３月 ９：００～１７：００

《休 業 日》毎週月曜日及び１１月～３月までの第２・４
火曜日（ただし、休業日が祝日に当たる場
合はその翌日）、１１月１５～２１日、年末年始

《利 用 料》ライフル射撃 ６１０～３，５６０円（個人）

日本でも有数の規模の射撃場。クレー射撃場５面、ライフル射撃場１１６射座（射程３００メートルの大口径射場もあり）。
平成２１年６月、ライフル射撃のナショナルトレーニングセンター競技別強化拠点施設に指定。

【彩の国資源循環工場（埼玉県環境整備センター）】
《場 所》寄居町三ケ山３６８
《電 話》０４８－５８１－４０７０
《交 通》JR八高線・秩父鉄道・東武東上線「寄居駅」

からタクシー８分

《見学時間》９：００～１６：００
送迎バス有（詳細はお問い合わせください）

《休 日》土・日曜日・祝日
１２月２９日～１月３日

８つの民間リサイクル施設（彩の国資源循環工場）及び県営の廃棄物最終処分場（環境整備センター）の施設を公開している。

【首都圏自然歩道（関東ふれあいの道）インフォメーションセンター（美の山公園内）】

【埼玉県立元気プラザ】

【埼玉県山西省友好記念館】

【埼玉県長�総合射撃場】（平成１３年１１月１日からクレー射撃場供用一時停止）

〔事前の申込み等により、見学が可能な施設〕
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〈あ行〉
RDF（Refuse Derived Fuel）
可燃ごみ（生ごみ、紙ごみ、廃プラスチック等）を破砕、
選別、乾燥、固形化し、利用しやすい性状の固形燃料にし
たもの。
ISO１４０００シリーズ、ISO１４００１
環境マネジメント（管理）システムの項参照。
アイドリング・ストップ
自動車の駐停車時にエンジンを止めること。埼玉県生活
環境保全条例により信号待ちや交通混雑により停止する場
合等を除き、運転者に義務づけられている。また、一定規
模以上の駐車場の設置者や管理者には、利用者に向けた周
知看板の掲出等が義務づけられている。
IPCC
気候変動に関する政府間パネル（Intergovernmental Panel
on Climate Change）の略。国連環境計画（UNEP）と世界気
象機関（WMO）が共催する国際機関として１９８８年に設立さ
れ、気候変動の原因や影響について、最新の科学的・技術
的・社会的な知見を集約し、評価や助言をおこなっている。
各国政府が参加し協議する「政府間パネル」は、三つの作
業部会から構成されている。
硫黄酸化物（SOx）
硫黄の酸化物の総称であり、大気汚染としては主に二酸
化硫黄を指す。主として石油や石炭などの硫黄分が含まれ
る化石燃料を燃焼させることにより発生し、大気汚染防止
法ではばい煙の一つとして規定し、K値規制や総量規制の
対象物質としている。
石綿（アスベスト）
繊維状の鉱物で、軟らかく、耐熱・耐摩耗性に優れてい
るため、ボイラー配管や自動車のブレーキ、建築材などに
広く利用されたが、繊維が肺に突き刺さったりすると肺が
んや中皮腫の原因になることが明らかになり、現在では製
造や輸入などが禁止されている。
一酸化炭素（CO）
燃料等の不完全燃焼により発生する無色、無臭の気体で
ある。生体に有害で、血液中のヘモグロビンとの結合力が
酸素の約２１０倍であるため、酸素とヘモグロビンの結合が阻
害され、酸素欠乏状態となる。主要な排出源は自動車であ
る。
一般廃棄物
廃棄物の処理及び清掃に関する法律の対象となる廃棄物
のうち、産業廃棄物以外のもの。一般家庭から排出される
生活ごみ（いわゆる家庭ごみ）のほか、事業所などから排
出される産業廃棄物以外の廃棄物も事業系ごみ（いわゆる
オフィスごみなど）として含まれる。
一般廃棄物会計基準
市町村が、一般廃棄物処理事業に係るコスト分析及び評
価を行い、その効率的な運営に取り組むとともに、外部へ
のわかりやすい財務情報の開示を実施するための方法であ
る。一般廃棄物会計の整備を進めていくため、費用分析の
対象となる費目の定義や費用等の配賦方法、減価償却方法
等について標準的な分析手法を定めたもので、平成１９年に
環境省で作成された。
上乗せ基準
大気汚染防止法、水質汚濁防止法及びダイオキシン類対
策特別措置法に基づき、都道府県が国の定める一律の排出
（水）基準に代えて適用するもので、国の定める排出（水）

基準より厳しい基準をいう。
エコアクション２１
広範な中小企業、学校、公共機関などを対象とした「環
境への取組を効果的・効率的に行うシステムを構築・運用
・維持し、環境への目標を持ち、行動し、結果を取りまと
め、評価し、報告する」ための、環境省が策定したガイド
ラインに基づく、認証・登録制度。
エコカー（低公害車）
従来のガソリン車やディーゼル車に比べ大気汚染物質で
ある窒素酸化物や温室効果ガスである二酸化炭素の排出が
少ない車。電気自動車、燃料電池自動車、天然ガス自動車、
メタノール自動車、ハイブリッド自動車及び国土交通省が
認定した低排出ガス自動車などがある。
エコマーク
私たちのまわりにあるさまざ
まな商品の中で、製造・使用・
廃棄などによる環境への負荷が
他の同様の商品と比較して相対
的に少ないなど、その商品を利
用することにより環境保全に役
立つと認められる商品に付けら
れるマークであり、「私たちの手で地球を、環境を守ろう」
という気持ちを表している。�日本環境協会が認定を行っ
ており、代表的な商品としては、リターナブルびん（回収
の上再利用されるびん）、古紙を原料にした印刷用紙、無漂
白のコーヒーフィルターなどが認定されている。
エコライフDAY
簡単なチェックシートを利用して、１日、参加者にCO２削
減・省エネなど地球温暖化防止と環境に配慮した生活を経
験してもらう取組。
エスコ（ESCO）事業
ESCO（Energy Service Company）事業とは、省エネルギー
を民間の企業活動として行うビジネスのこと。ESCO事業
者は顧客に対し、工場やビルの省エネルギーに関する包括
的サービス（①省エネルギー診断、②設計・施工、③導入
設備の保守・運転管理、④事業資金調達、⑤省エネルギー
効果の保証など）を提供し、光熱水費の削減分の一部を報
酬として受取る。
NGOとNPO
NGOはNon-Governmental-Organization（非政府組織）、NPO
はNon-Profit-Organization（民間非営利組織）の略称。近年
は、環境保全などの公共の利益を目的として非営利で活動
する市民団体の総称として使われる。
オゾン層
地上１０～５０kmの高層の大気にあるオゾンの層。オゾン層
は、太陽光線中で酸素から生成され、有害な紫外線を吸収
するはたらきをもつため、フロンによって破壊されると、
皮膚がんの増加や生態系への影響が生じるとされている。
汚濁負荷量
工場・事業場、各家庭等からの排水に含まれる汚濁する
物質量のこと。主として生物化学的酸素要求量（BOD）、化
学的酸素要求量（COD）、浮遊物質量（SS）、窒素（N）、り
ん（P）の１日当たりの総量で表される。これは都市下水や
工場排水などの汚濁源から河川等へ排出される排水量とそ
の汚濁物質の濃度をかけ合わせて算出される。湖や内湾な
どでは汚濁物質が蓄積しやすいため、流入する河川の汚濁
の濃度ばかりでなく、汚濁物質の総量も問題となり、この
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汚濁負荷量の削減が重要となる。
温室効果ガス
太陽により暖められた地表の熱が宇宙に放射されるのを
防ぐ働きを持つ大気中のガス。１９９８年に制定された「地球
温暖化対策の推進に関する法律」の中で、二酸化炭素、メ
タン、一酸化二窒素、代替フロンなどの６種類のガスが温
室効果ガスとして定められている。石炭や石油などの化石
燃料の使用によって排出される二酸化炭素などの大気中の
濃度が増加したことによって、地球の平均気温の上昇（地
球温暖化）をもたらしていると指摘されている。

〈か行〉
カーボンオフセット
自らの温室効果ガスの排出量を認識し、排出努力をした
上で、それでも排出削減が困難な部分について、他の場所
で排出削減・吸収を実現する活動などに資金提供すること
等によって、その全部又は一部を相殺（オフセット）する
こと。
外来生物
国外や国内の他地域から人為的（意図的又は非意図的）
に持ち込まれることにより、本来の分布域を越えて生息ま
たは生育する生物。
化学的酸素要求量（COD）
生活環境項目の一つであり、水の中に含まれる有機物及
び被酸化性の無機物（硫化物、第一鉄、アンモニアなど）
が酸化剤によって化学的に酸化されるときに消費される酸
素の量をいう。単位はmg／Lで表示され、数値が大きいほど
汚濁の程度が高い。BODとともに水の汚濁を示す指標であ
る。
環境アドバイザー制度
地域における自主的な環境保全活動を支援するために、
本県（温暖化対策課）が設ける制度。原則として３０人以上
の参加が見込まれる環境問題に関する講演会・研修会など
に、主催者からの申請に基づいて、県があらかじめ委嘱し
た講師（環境アドバイザー）を派遣する。派遣に要する費
用は県が負担する。
環境影響評価（環境アセスメント）
開発事業等による公害の発生や自然環境の破壊について
事業者が自ら配慮するため、当該開発事業等による環境へ
の影響の有無等を事業の実施に先立って調査・予測・評価
すること。また、事業の計画立案段階で実施される環境ア
セスメントを戦略的環境アセスメントという。
環境カウンセラー
環境保全に関する専門的知識や豊富な経験を有し、その
知見や経験に基づき市民やNGO、事業者など様々な立場の
環境保全活動に関する助言などを行う人材として、環境省
の行う審査を経て登録された人をいう。市民や市民団体を
対象とした環境カウンセリングを行う「市民部門」と、事
業者を対象とした環境カウンセリングを行う「事業者部
門」に分けて登録されている。
環境学習応援隊
企業から学校に人材を派遣したり、学習プログラムを提
供したりすることで、学校における環境学習の取組の支援
を行う。事業の趣旨に賛同する企業を環境学習応援隊とし
て登録している。
環境家計簿
日常生活において、電気、ガスなどのエネルギーや水道
水等をどのくらい使用したかを家計簿風にまとめ、それら
の使用により自分たちがどれくらいの二酸化炭素を排出し
ているかを計算できるもの。自分たちの生活における二酸

化炭素排出量を知ることにより、それまでのライフスタイ
ルを見直して生活の中の無駄をなくし、地球温暖化の主な
原因である二酸化炭素の排出量を減らしていくことをその
目的としている。
環境基準
環境基準とは、環境基本法で「大気の汚染、水質の汚濁、
土壌の汚染及び騒音に係る環境上の条件について、それぞ
れ、人の健康を保護し、及び生活環境を保全する上で維持
されることが望ましい基準」であると定めている。ダイオ
キシン類については、ダイオキシン類対策特別措置法で定
めている。
これは、行政上の政策目標として定められているもの
で、公害発生源を直接規制するための基準（いわゆる規制
基準）とは異なる。
環境基準（水質）
水質汚濁に係る環境基準は、水質保全行政の目標とし
て、公共用水域（河川、湖沼などの水域及びこれに接続す
る水路など）について、達成し維持することが望ましい水
質の基準として定められているもので、人の健康の保護に
関する項目（健康項目）と生活環境の保全に関する項目（生
活環境項目）がある。前者の基準は、全公共用水域につき
一律に定められ、後者の基準は、河川の利用目的に応じ設
定された水域類型ごとに基準値が定められ、類型が当ては
められた水域について適用される。
環境教育アシスタント制度
学校における環境教育の支援を図ることを目的に、環境
に関する豊かな知識や経験を有する人（環境教育アシスタ
ント）を派遣する制度。
環境ホルモン（内分泌かく乱化学物質）
化学物質の中には、生体内に取り込まれた場合に正常な
ホルモン作用に影響を及ぼすものがあり、このような化学
物質が内分泌かく乱化学物質、いわゆる環境ホルモンと呼
ばれている。
これらの物質による影響は、化学的には未解明な点が多
く残されているものの、生物生存の基本的条件に関わるも
のであり、世代を超えた深刻な影響をもたらすおそれがあ
ることから、環境保全上の重要課題となっている。
環境省は平成２２年７月、「化学物質の内分泌かく乱作用に
関する今後の対応方針－EXTEND２０１０－」を定めた。
環境マネジメント（管理）システム
企業などが自ら企業経営の中で排出物を減らすことや、
エネルギー消費量を減らすことなど、環境負荷を低減して
いくための「計画（Plan）」を立て、それを「実施（Do）」、達
成度を「評価（Check）」し、結果をもとに「更なる改善（Ac-
tion）」するというPDCAサイクルを繰り返し行うことによ
って、継続的に環境負荷の削減が図られるような組織体制
にするためのマネジメントシステムである。
１９９６年（平成８年）に、世界共通規格・基準の設定を行
う国際機関である国際標準化機構（ISO）により、環境マネ
ジメント全般に係る国際標準規格である「ISO１４０００シリー
ズ」が発効され、その中の認証取得の対象となる「ISO
１４００１」は、環境マネジメントシステムについて規定してい
る。
環境リスク
人の活動などによって、環境に加えられる負荷が、環境
を経由して人の健康や動植物の生息または生育に悪い影響
を及ぼす可能性のことを「環境リスク」という。化学物質
の環境リスクは、化学物質自体の有害性の程度と、呼吸や
飲食、皮膚接触などにより、どれだけ化学物質に接したか
（暴露量）によって決定される。
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希少野生生物
野生生物のうち、その種の存続に支障を来す程度に個体
数が著しく少ないか、又は、著しく減少しつつあることな
どにより、その種の存続に支障を来す事情があるもの。
揮発性有機化合物（VOC：VolatileOrganicCompounds）
炭素を含む化合物のうち、揮発しやすく大気中で気体と
なる性質を持つ化合物の総称（二酸化炭素など一部例外を
除く）。具体的にはトルエン、キシレンなどが挙げられる。
塗料、インク、接着剤、クリーニングなどの溶剤などに含
まれる。光化学スモッグなどの原因となる。
九都県市指定公害車
首都圏の広域的な課題について取り組む九都県市（埼玉
県、千葉県、東京都、神奈川県、横浜市、川崎市、千葉市、
さいたま市、相模原市）が広く一般への導入を推奨するた
め、窒素酸化物や二酸化炭素の排出量が少ない自動車を指
定している。
京都議定書
１９９７年１２月に京都で第３回地球温暖化防止条約締結国会
議（COP３）が開催され、全会一致で採択された議定書。二
酸化炭素、メタン、一酸化二窒素、ハイドロフルオロカー
ボン、パーフルオロカーボン、六フッ化硫黄の６種の温室
効果ガスを対象とし、２００８年から２０１２年までの間に先進締
結国全体で１９９０年比５％以上（日本６％、アメリカ７％、
EU８％）削減するとの法的拘束力のある数値目標を定め
た。
近隣騒音
商店・飲食店などの営業騒音、拡声機騒音や家庭のピア
ノ、エアコン、ステレオ等の音やペットの鳴き声等の生活
騒音をいう。近年、都市の過密化や生活様式の変化に伴っ
て、近隣騒音の原因も様々となっている。
グリーン購入
購入の必要性を十分に考慮し、品質や価格だけでなく環
境の事を考え、環境負荷ができるだけ小さい製品やサービ
スを、環境負荷の低減に努める事業者から優先して購入す
ること。
グリーン・ツーリズム
緑豊かな農山漁村地域において、その自然、文化、人々
との交流を楽しむ滞在型の余暇活動のこと。
K値規制
大気汚染防止法において硫黄酸化物の排出基準として取
り入れられている規制方式をいう。この基準は、次式で算
出される硫黄酸化物の許容排出量で表せる。
q=K×１０－３×He２（q：硫黄酸化物の許容排出量（�N／h），

He：煙突の有効高さ（m））
このK値の大小により排出基準の厳しさの程度が設定さ
れることから、K値規制とよばれる。
県外産業廃棄物事前協議制度
県外で発生した建設系産業廃棄物を県内の処理施設に搬
入して処理する場合に、排出事業者に対し県への事前協議
を義務付ける制度。
健康項目
水質汚濁物質の中で、人の健康に有害なものとして定め
られた物質のことである。これには、シアンをはじめ蓄積
性のある重金属類のカドミウム、水銀、鉛など、また科学
技術の進歩で人工的に作り出した物質、例えばPCBなどが
ある。
環境中の濃度については、人の健康の保護に関する環境
基準により物質ごとに定められている。
工場などからの排水中に含まれる有害物質の量は、物質
の種類ごとに排水基準として排出許容限度が定められてい

る。
公 害
環境基本法によれば、「環境の保全上の支障のうち、事業
活動その他の人の活動に伴って生ずる相当範囲にわたる大
気の汚染、水質の汚濁、土壌の汚染、騒音、振動、地盤の
沈下及び悪臭によって、人の健康又は生活環境に係る被害
が生ずること」をいう。この「生活環境」には、人の生活に
密接な関係のある財産、動植物とその生息・生育環境が含
まれる。
光化学オキシダント（光化学スモッグ）
工場や自動車の排気ガスなどに含まれる窒素酸化物や炭
化水素（揮発性有機化合物）が太陽の紫外線で光化学反応
を起こし、有害な酸化性物質である光化学オキシダントが
発生する。この光化学オキシダントの濃度が高くなり、白
くモヤがかかったようになった状態が光化学スモッグと呼
ばれる。光化学スモッグが発生すると、眼や喉などの粘膜
に対する健康被害を及ぼすほか、植物への悪影響をもたら
す。
公共下水道
市街地の雨水をすみやかに河川等へ排除し、また、家庭
や工場から排水される汚水を集め終末処理場で処理し河川
等に放流するもので、市町村が建設・管理する下水道。
公共用水域
河川や湖沼、港湾など、公共用に供される水域と、これ

こうきょ

らに接続する公共溝渠、かんがい用水路などの公共用に供
される水路のこと。
公共下水道や流域下水道で終末処理場を有しているも
の、またこの流域下水道に接続している公共下水道は除か
れる。
小型家電リサイクル
使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律
（平成２４年法律第５７号）による小型電子機器からレアメタ
ル等有用資源を回収することを目的としたリサイクル。
コージェネレーション（熱電供給システム）
エンジンやタービンなどで発電を行い、同時にその排熱
を冷暖房や給湯に利用するなど、一つのエネルギー源から
電気と熱のように二つ以上のエネルギーを発生させるシス
テムのこと。
コンポスト
生ごみ、落葉など様々な有機物を原料に微生物のはたら
きで発酵、分解してできる堆肥をいう。

〈さ行〉
最終処分場
一般廃棄物及び産業廃棄物を埋立処分するために必要な
場所及び施設・設備の総体をいう。産業廃棄物最終処分場
には、安定型（廃プラスチック等）、管理型（汚泥等）、し
ゃ断型（有害物質を埋立基準以上含む廃棄物）がある。
最終処分率
廃棄物の排出量に対する最終処分（埋立処分）量の割合。
再生可能エネルギー
太陽光、太陽熱、風力、水力、地熱、生物由来のエネル
ギーや資源であるバイオマスなど、永続的に利用すること
ができるエネルギーの総称。
埼玉県地球温暖化防止活動推進員
地域において地球温暖化対策の普及・推進を図るため、
地球温暖化対策の推進に関する法律（以下「地球温暖化対
策推進法」という。）に基づき県が委嘱する。
埼玉県地球温暖化防止活動推進センター
地球温暖化対策の啓発活動や民間団体の支援を行う機関

175

用
語
解
説



として、地球温暖化対策推進法に基づき、国においては全
国地球温暖化防止活動推進センターが、都道府県において
は都道府県地球温暖化防止活動推進センターが指定されて
いる。本県では平成１７年４月に、「特定非営利活動法人環境
ネットワーク埼玉」をセンターとして指定。
彩の国資源循環工場第２期事業
寄居町にある埼玉県環境整備センター内に先端技術を有
する民間リサイクル施設を集積した総合的な資源循環モデ
ル施設。現在、第１期事業者８社が立地して事業を展開し
ている。第２期事業では、環境負荷の軽減に寄与する製造
業の施設、焼却施設を含まない再資源化施設などを誘致す
るとともに、埋立処分場の整備を行う。
里 川
人との関わりを通して、水や生き物の豊かさが育まれる
水辺。
産業廃棄物
事業活動に伴って排出される廃棄物のうち、廃棄物の処
理及び清掃に関する法律で定める２０品目（汚泥、廃油、廃
プラスチック等）。このうち、危険性の高いものや有害なも
のを含む場合は、特別管理産業廃棄物に分類される。
産業廃棄物の山
産業廃棄物処理業者の倒産や悪質な業者による不適正保
管、不法投棄などによって、建設廃材や廃タイヤなどの廃
棄物が山積みされた状態のこと。火災、崩落、悪臭、有害
物質の発生などにより生活環境を損なうおそれがある。平
成１７年５月末日時点で３，０００�以上の大量たい積の山は県
内９１か所。平成２３年度末までに、そのうち１６か所を解決し
ている。
酸性雨
硫黄酸化物や窒素酸化物などの大気汚染物質が硫酸や硝
酸などに変化し、雲を作っている水滴に溶け込んで雨や雪
などの形で地上に沈着する現象（湿性沈着）。広義にはガス
・エアロゾルとして直接地上に沈着する現象（乾性沈着）
を含む。
次世代自動車
ガソリン車やディーゼル車など従来の自動車と比べて、
環境への負荷を低減させる新技術を搭載した自動車のこ
と。具体的には、電気自動車・燃料電池自動車・天然ガス
自動車・ハイブリッド自動車・プラグインハイブリッド自
動車などがある。
地盤沈下観測井
地盤沈下が地下のどの地層で生じているかを調べるため
の施設。通常二重管構造の井戸を設置し、内管の抜け上が
り量によって沈下量を測定する。また、普通はその井戸に
より地下水位の変動を同時に測定する。
シーベルト
放射線による人体への影響を表す単位（Sv）。数字が大き
いほど、人体（健康）への影響が大きい。
車種規制（NOx・PM法）
自動車NOx・PM法の窒素酸化物（NOx）及び粒子状物質
（PM）の排出基準に適合していない車は、平成１４年１０月１
日以降、対策地域内に新車登録及び移転登録できず、対策
地域内で既に使用されている自動車についても車種に応じ
て定められた猶予期間を超えると登録できなくなる規制。
貨物・バス・ディーゼル乗用車などに適用される。
臭気指数規制
悪臭防止法に基づき、平成１８年１０月１日から、多くの市
町で導入された規制方式。「におい」全体の強さを人間の嗅
覚を利用して測定するので、住民の被害感と一致しやす
く、従来の物質濃度規制と比較して、多種多様な「におい」

の物質に対応が可能である。この臭気指数規制の導入によ
り、従来の規制では捕捉が困難だった複合臭を規制するこ
とができるようになった。
住工混在
同一地域に住宅と工場とが画然と区別されずに存在して
いること。住工混在により、ばい煙、騒音等の都市公害が
発生しやすくなるばかりでなく、土地の高度利用や都市の
防災の面からも障害となる。
循環型社会
製品などが廃棄物になることを抑制し、それらが収集・
廃棄されたときに有用なものを循環的に利用し、循環的利
用ができないものは適正に処分して天然資源の消費を抑制
し、環境負荷を低減する社会をいう。
循環型ライフスタイル
県民が、ものを大切にし、ごみになるものはもらわない、
環境に配慮した買い物をするなど環境にやさしい生活スタ
イルをいう。外出時に水筒などを携帯したり、マイバッグ
を利用することなど。
循環資源
廃棄物や製品の製造、販売など生産活動の副産物のうち
有用なもの。
浄化槽
し尿・生活雑排水（炊事、洗濯、入浴等の排水）を沈殿
分離や微生物の作用による腐敗又は酸化分解等の方法によ
って処理し、それを消毒し、公共用水域等へ放流する施設
をいう。し尿のみを処理する施設を単独処理浄化槽、し尿
及び生活雑排水を一緒に処理する施設を合併処理浄化槽と
いう。なお、法令上の用語としては、浄化槽とは合併処理
浄化槽のみを指す。
植 生
ある地表を覆っている植物共同体の総称。その場のあら
ゆる環境圧に耐え、生き残って形成されている植物集団で
植物群落ともいう。植生は、その性質から次のように分類
されている。
① 原植生
人間による影響を全く受けていない植生のことで、今
日ではほとんど消滅している。
② 代償植生
原植生が破壊され、代わって成立している植生のこと。

③ 現存植生
現実に触れ、見ることのできる植生のことで、人間の
生活圏のほとんどすべての現存植生は、代償植生である。
④ 潜在自然植生
一切の人為を停止した場合、その立地においてどのよ
うな植生になるか、理論的に考えられる植生のこと。
振動加速度レベル／振動レベル
振動の物理的なエネルギーの大きさを示した量のこと。
ある大きさの振動の加速度と基準となる加速度との比を対
数化して表したもの、またはこの値に経済産業省令で定め
る感覚補正を行ったもので、単位はデシベル（dB）が用い
られる。振動の規制等で用いるのは、感覚補正を行ったも
ので、通常、計量法第７１条の条件に合格した感覚補正回路
を持つ振動レベル計により測定される。
なお、感覚補正を行ったものを特に振動レベルとして区
別することがある。
侵略的外来生物
外来生物のうち、在来生物の絶滅につながるおそれがあ
るなど生態系や人間生活に著しい影響を与えるもの。
森林のCO２貯蔵
樹木は、光合成により大気中のCO２（二酸化炭素）を同化
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し、幹や枝として貯える。８０年生のスギ人工林は、１ha当た
り約６２０tのCO２を貯蔵している。
水準点
地盤標高を測定するために設置した水準基標のこと。埼
玉県では毎年１月１日を基準とした標高を水準測量により
測定し、前年の標高と比較することで、地盤変動量を算出
している。
水素イオン濃度（pH）
水の酸性、アルカリ性を表す指標で、中性の水ではpH
７、酸性になると７よりも小さく、アルカリ性では７より
も大きくなる。例えば、牛乳は弱い酸性でpH６程度、石け
ん液は弱いアルカリ性でpH８から９程度である。
試験紙の色やガラス電極pHメーターなどで測定する。水
質関係では、生活環境項目の一つとして測定されている。
ストレーナー
地下水を井戸管の中に取り入れるために、井戸管の途中
に小さい穴が数多く開けられている集水部分のことで、「井
戸（揚水設備）のストレーナーの深さ」によって、その井
戸がどのような深さにある地下水をくみ上げるかが決ま
る。
３R（スリーアール）
循環社会構築に向けた基本的な考え方。廃棄物の発生抑
制（リデュース：Reduce）、再使用（リユース：Reuse）、再
生利用（リサイクル：Recycle）の３つの頭文字をとったも
の。
３R推進員
循環型社会を支える人づくりを促進するため、３Rに関
する取組を積極的に行う方々を３R推進員として登録する
制度のこと。
生活環境項目
水質汚濁に係る基準のうち、生活環境を保全する上で維
持されることが望ましい基準として設定されている項目を
いう。現在水素イオン濃度（pH）、生物化学的酸素要求量
（BOD）、化学的酸素要求量（COD）、浮遊物質量（SS）、大
腸菌群数、全亜鉛などが定められている。
環境基準は、河川、湖沼、海域別に、水道・水産・農業
用水・工業用水・水浴などの利用目的や、水生生物の生息
状況に適応した類型ごとに基準が定められている。排水基
準は、健康項目と同様に項目別に定められている。
生活雑排水
家庭から流れ出る「生活排水」のうちトイレからの排水
を除いたものの総称。主に、台所、洗濯、風呂などから排
出される。
生活排水対策重点地域
水質環境基準が達成されていない水域や、水質の保全を
図ることが特に重要な水域で、生活排水による水質汚濁を
防止するため、生活排水対策の実施を推進することが特に
必要であるとして、水質汚濁防止法に基づき、知事が指定
した地域をいう。
生態系
植物、動物などの生物とそれらを取り巻く大気、水、土
などの無機的な環境を総合した系（システム）。生態系は動
物・植物の再生産や、水や大気を循環させる仕組みを持っ
ており、人間は食料・水・木材など様々な恩恵を受けてい
る。
生物化学的酸素要求量（BOD）
生活環境項目の一つであり、河川水や工場排水、下水な
どに含まれる有機物による汚濁の程度を示すもので、水の
中に含まれる有機物が一定時間、一定温度のもとで微生物
によって生物化学的に酸化されるときに消費される酸素の

量をいう。単位は㎎／Lで表示され、数値が大きいほど汚濁
の程度が高い。
生物多様性
地球上の生物及びその生息・生育環境の多様さを表す概
念。生物多様性条約では、「すべての生物（陸上生態系、海
洋その他の水界生態系、これらが複合した生態系その他生
息又は生育の場のいかんを問わない。）の間の変異性をいう
ものとし、種内の多様性（遺伝的多様性）、種間の多様性及
び生態系の多様性を含む」と定義している。
精密水準測量
水準測量は地面の標高を測る測量のこと。精密水準測量
は最も精度の高い水準測量で、地盤沈下や地殻変動等の調
査のために実施される。精密レベルと精密標尺を用い、誤
差ができるだけ消去されるような、また、最も小さくなる
ような測定方法がとられている。
騒音レベル
ある大きさの音圧と基準の音圧との比を対数化して表し
たもの、またはこの値に経済産業省令で定める聴感補正を
行ったもので、単位はデシベル（dB）が用いられる。騒音
の規制等で用いるのは、聴感補正を行ったもので通常、計
量法第７１条の条件に合格した騒音計で、周波数補正回路A
特性により測定される。
総量規制（水質）
一定の地域内の汚濁物質の排出総量を一定量以下に抑え
るため、工場等に対し汚濁物質許容排出量を割り当てて、
この量をもって規制する方法をいう。濃度規制と対比され
る概念。県では平成１９年６月に、平成２１年度を目標年度と
した第６次水質総量削減計画を策定し、平成１９年９月から
新しい総量規制基準が適用されている。

〈た行〉
ダイオキシン類
ポリ塩化ジベンゾ－パラ－ジオキシン（PCDD）、ポリ塩
化ジベンゾフラン（PCDF）及びコプラナ－ポリ塩化ビフェ
ニル（コプラナ－PCB）の総称。多くの異性体があり、毒性
が異なる。ダイオキシン類の量は最も毒性の強い異性体に
換算した値（毒性等量＝TEQ）で表す。
帯水層
地層を構成する粒子間の空隙・間隙が大きく、かつ、地
下水によって飽和されている地層。
大腸菌群数

せつ

生活環境項目の一つとして、水の汚濁、特に人畜の排泄
物などによる汚染の程度を知る尺度として用いられる。人
畜の腸内に寄生する細菌に大腸菌群と呼ばれる一群の種類
があり、これが多いと他の有害細菌も多くなる疑いがあ
る。
WECPNL
Weighted Equivalent Continuous Perceived Noise Level（加
重等価平均感覚騒音レベル）の略で、航空機騒音の測定評
価のために考案されたものである。時間帯ごとに飛行回数
を重ねづけして算出するもので、単位としても使用され
る。「うるささ指数」と呼ばれることもある。
なお、告示改正が行なわれ、平成２５年４月１日以降は時
間帯補正等価騒音レベル（Lden）が用いられることとなっ
た。
地域制緑地
法令により土地利用の規制・誘導等を通じて緑地の保全
が図られている地区。
都市緑地法で規定する「特別緑地保全地区」や、ふるさ
と埼玉の緑を守り育てる条例で規定する「ふるさとの緑の
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景観地」などがある。
地産地消
地域で生産された農産物を地域で消費すること、また
は、地域で必要とする農産物は地域で生産すること。
窒素酸化物（NOX）
窒素の酸化物の総称であり、大気汚染としては一酸化窒
素と二酸化窒素の混合物を指す。主として物が燃焼するこ
とにより発生し、発生源は自動車や工場・事業場など。光
化学オキシダントの原因物質の一つでもある。
中間処理
廃棄物を減量化、安定化、無害化、再資源化するために
行う焼却・中和・脱水・破砕・圧縮・蒸留などの処理をい
う。
鳥獣保護員
鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律第７８条に基づ
き設置した県の非常勤職員。狩猟の取締り、鳥獣保護思想
の普及啓発及び鳥獣の生息状況調査などを行う。
底 質
河川、湖、海などの水底を形成する表層土及び岩盤の一
部とその上のたい積物を合わせたものをいう。底質の状態
はその上部の水質と相互に関連し合っており、水質が汚濁
すると底質汚染を引き起こし、また汚染された底質から有
機物や有害物質などが溶出し水質を汚濁するという事態が
生じる。また、底質の汚染は底生生物の生育に大きな影響
を与える。
低周波音
人の耳には聞き取りにくい周波数の音（２０～１００ヘルツ程
度）と、可聴域の下限（２０ヘルツ）より低くて耳には聞こ
えないとされる超低周波音（１～２０ヘルツ程度）をさす。
建具や家具のガタつきのほか、人の体には圧迫感や振動
感、頭痛、不眠などの症状がでる場合がある。発生源はプ
レス機械、ディーゼルエンジン、鉄道トンネルなど幅広く、
最近は送風機や屋上の冷却塔など、生活の場に近いものも
原因になりうるとされている。
低炭素社会
化石エネルギー消費等に伴う温室効果ガスの排出を大幅
に削減し、世界全体の排出量を自然界の吸収量と同等レベ
ルとしていくことにより、気候に悪影響を及ぼさない水準
で、大気中の温室効果ガスを安定させると同時に生活の豊
かさを実感できる社会。
デポジット制度
空き缶等の散乱の防止と再生利用のため、あらかじめ飲
料水等の販売価格に一定金額の預り金（デポジット）を上
乗せして、消費者が容器を返却した場合にその預り金を返
却する制度をいう。
登録廃棄物再生事業者
廃棄物の処理及び清掃に関する法律第２０条の２により知
事の登録を受けた者
特定施設
水質汚濁、騒音等の公害を防止するために各種の規制法
は、「特定施設」という概念を設けている。水質汚濁防止法
では「有害物質又は生活環境項目として規定されている項
目を含む汚水又は廃液を排出する」施設、騒音規制法では、
「著しい騒音を発生する」施設、振動規制法では「著しい
振動を発生する」施設、ダイオキシン類対策特別措置法で
は、「ダイオキシン類を発生し、及び大気中に排出する。又
はダイオキシン類を含む汚水又は廃液を排出する」施設を
いい、政令でその規模等の範囲が定められている。
特別管理廃棄物
一般廃棄物及び産業廃棄物のうち、爆発性、毒性、感染

性等人の健康又は生活環境に被害を生じるおそれのある廃
棄物をいい、特別管理一般廃棄物及び特別管理産業廃棄物
に区分される。
特別管理一般廃棄物は、①廃家電製品（廃エアコンディ
ショナー、廃テレビジョン、廃電子レンジ）に含まれるPCB
使用部品、②一定のごみ焼却施設から生じるばいじん、③
病院、診療所等から生じる感染性一般廃棄物である。
特別管理産業廃棄物は、①燃えやすい廃油、②著しい腐
食性を有する廃酸及び廃アルカリ、③病院、診療所等から
生じる感染性産業廃棄物、④廃PCB等及びPCB汚染物、廃石
綿等など特定有害産業廃棄物である。
特別緑地保全地区
都市緑地法に基づき、無秩序な市街地形成や公害・災害
の防止に役立っている緑地などを保全するため、土地の形
質変更などを行うに際し許可が必要となる地区。
都市・生活型公害
大都市地域を中心とする自動車などからの排出ガスによ
る大気汚染、生活排水による河川の汚濁、近隣騒音等の公
害のこと。
トリクロロエチレン
水より重い無色透明の液体で、水に溶けにくく、揮発性
があり、金属機械部品などの脱油脂洗浄、油脂・樹脂など
の溶剤などに用いられる。
蒸気を多量に吸入すると、軽症ではめまい、頭痛が起こ
り、多量に吸入すると意識を失う。場合によっては、肝臓
や腎臓に障害を起こすこともある。また、人に対する発が
ん性について疑いがあるとされている。

〈な行〉
二酸化硫黄（SO２）
硫黄酸化物の項参照。
二酸化窒素（NO２）
窒素酸化物の項参照。
農業集落排水施設
農業用水の水質を保全し、農山村地域における生活環境
を改善するための生活排水処理施設（通常は浄化槽として
設置される。）のこと。公共下水道計画区域外の農業振興地
域などの集落を対象とし、数集落の単位で効率的に整備を
図る小規模分散の集合処理方式をとっている。
濃度規制
水質汚濁防止法に定める排水基準（濃度規制）には、有
害物質と生活環境項目の２種類があり、有害物質は全ての
特定事業場に適用される。生活環境項目は、日平均排水量
が５０�以上の特定事業場を対象としているが、県では上乗
せ条例により規制対象を広げるとともに、BOD等の３項目
について厳しい基準を定めている。埼玉県生活環境保全条
例に定める排水基準はほぼ水質汚濁防止法及び上乗せ条例
に準じたものとなっている。
NOx･PM法
車種規制（NOx･PM法）の項を参照。
m３N／ h
�Nは、「ノルマル（リュウベイ）」と読み、０℃１気圧の
標準状態を表すもので、主として排ガス量等を表す場合に
用いられ、１�N／hは、１時間当たりの標準状態（０℃１気
圧）に換算した１�のガス量を表す。

〈は行〉
ばい煙
大気汚染防止法において、次の物質をばい煙と定義して
いる。�燃料その他の物の燃焼に伴い発生する硫黄酸化
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物、�燃料その他の物の燃焼または熱源としての電気の使
用に伴い発生するばいじん、�物の燃焼、合成、分解その
他の処理（機械的処理を除く）に伴い発生する物質のうち、
人の健康または、生活環境に係る被害を生ずるおそれがあ
る物質で政令で定めるもの（有害物質という）。
バイオディーゼル燃料
生物由来の油を原料として、ディーゼルエンジンの燃料
に加工したもの。
バイオマス
再生可能な生物（植物や動物）由来の有機資源で、化石
資源（石油や石炭）を除いたもの。
廃棄物
その物を占有している者が自ら利用し、又は他人に有償
で売却することができないため不要となった物をいい、ご
み、燃え殻、汚泥、ふん尿、廃油などの固形状又は液状の
ものをいう。廃棄物は、主として家庭から発生する厨芥な
どの一般廃棄物と、主として工場から発生する汚泥などの
産業廃棄物の二つに大別される。
灰溶融
焼却灰を減容化、無害化するために、融点以上（概ね

１，２００℃以上）の高温で溶融処理すること。
焼却灰の状態に比べ１／２～１／３に減容できるととも
に、重金属類が溶出しにくくなる。処理された生成物は「溶
融スラグ」と呼ばれ、道路工事用の資材などに再生利用さ
れている。
PRTR（Pollutant Release and Transfer Register：化
学物質排出移動量届出）制度
人の健康や動植物に有害なおそれがある化学物質につい
て、環境（大気、水、土壌）への排出量及び廃棄物等に伴
う事業所外への移動量を事業者が自ら把握し、県を通して
国に届け出、国や県がその届出データや推計に基づき排出
量・移動量を集計・公表する制度。
PFI（Private Finance Initiative）
公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経
営力及び技術力を活用して行う手法をいう。
ヒートアイランド
冷房による人工排熱、コンクリートの建物による蓄熱な
どにより、都市の中心部の気温が郊外に比べて島状に高く
なる現象。建物や自動車からの人工排熱の低減、地表面や
屋上の緑化、緑地や水面からの冷気のにじみ出しの活用、
ライフスタイルの改善などの対策が効果的とされている。
ヒートポンプ
大気や川の水などの熱を圧縮機（コンプレッサ）を利用
して効率よくくみあげ、移動することにより冷却や加熱を
行うシステムのこと。
ppm（Part Per Million）
割合を表示する単位。１００万分の１をppmと表示する。例
えば１�（１００万�）の空気中に１�の硫黄酸化物がまじっ
ている場合の硫黄酸化物濃度を１ppmと表示する。
ビオトープ
生物を意味する“Bio”と場所を意味する“Tope”を合成
したドイツ語であり、直訳すれば「生物生息・生育空間単
位」の意味である。したがって、特定の生物の生息・生育
を中心に考えた自然環境の一空間を示す言葉であり、より
端的に言えば野生生物の生息・生育空間を意味するもので
ある。
ビオトープ創造事業は、自然環境を野生動植物とその生
息・生育空間に注目してとらえなおし、従来の自然環境の
保全に加え、質の高い自然環境の復元・創造を目指す事業
を展開していこうとするものである。

微小粒子状物質（PM２．５）
大気中に浮遊する物質のうち、粒径２．５μm（マイクロメー
トル：μm＝１００万分の１m）以下の小さな物質。肺の奥深く
まで入りやすく健康への影響も大きいと考えられている。
非メタン炭化水素
炭素と水素からなる炭化水素のうちメタンを除くものの
総称。揮発性有機化合物に含まれる。この物質の大気中の
濃度が高いほど、光化学オキシダントの発生につながりや
すい。（「揮発性有機化合物」の項参照。）
富栄養化
湖沼や東京湾などの閉鎖性水域で植物が生育するうえで
必要とする栄養塩類（代表的なものとして窒素、りん）が、
次第に高い濃度になっていく現象をいう。その結果とし
て、特に湖沼においてはアオコの発生、海においては赤潮
の発生などの現象が起こり、生息動物や浄水場での浄化処
理などに障害を及ぼす場合がある。
浮遊物質量（SS）
生活環境項目の一つであり、水中に懸濁している物質の
うち、ろ過によって水から分離できるものをいう。単位は
mg／Lで表示され、数値が大きいほど透明性が低下する。
浮遊粒子状物質（SPM）
大気中に浮遊している粒子状の物質（粉じん、ばいじん
等）であって、その粒径が１０μm以下の物質をいう。発生源
としては、土壌・海塩粒子など自然起源のもの、工場、自
動車、家庭などから発生する人為起源によるものや大気中
でガス状物質が反応して二次的に生成されるものなどがあ
る。呼吸により体内に入り、肺や気管に沈着して呼吸器に
影響を及ぼすといわれている。
フロン類
炭素、フッ素、塩素等の化合物の総称で、洗浄剤、冷媒、
発泡剤等に使用されている。特にオゾン層を破壊する作用
の強いフロンについては、オゾン層保護条約議定書で特定
フロンに指定され、１９９６年から生産が全廃されている。
粉じん
物の破砕、選別その他の機械的処理又はたい積に伴い発
生し、又は、飛散する物質をいう。
ベクレル
１秒間に崩壊する原子数のことで、放射能の強さを表す
単位（Bq）。数字が大きいほど、たくさんの放射線を出す。
放射性物質
放射線を出す能力を持った物質のこと。
放射線
原子から放出される「波長の短い電磁波」と「高速で動
く粒子」のこと。
放射能
放射線を出す能力のこと。
ポリ塩化ビフェニル（PCB）
有機塩素化合物の一種であり、主に電気機器の絶縁油等
に使用されている。人体に有害であることがわかり、昭和
４７年に原則製造中止となっているが、化学的に安定である
ことや食物連鎖により濃縮されやすいことから人体や環境
への影響が懸念されている。

〈ま行〉
マイバッグ
購入時に持参する買い物袋のこと。レジ袋削減のために
買い物袋を利用する「マイバッグ運動」により、資源の有
効利用やごみの減量化など環境にやさしいライフスタイル
を促進する。
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マイボトル
外出時に携帯する水筒などのこと。ペットボトルなどの
使い捨て容器ゴミの削減のために、水筒などを携帯する「マ
イボトル運動」により、資源の有効利用やごみの減量化な
ど環境にやさしいライフスタイルを促進する。
ミティゲーション
開発に伴う環境への影響を緩和することで、次のような
内容からなる。①開発行為の全部又は一部を行わないこと
による影響の「回避」、②影響の発現を最小限に抑えたり、
発現した影響を修復する「低減」（「最小化」、「修正」、「軽
減／除去」といった環境保全措置が含まれる）、③代替的な
資源又は環境によって影響を埋め合わせる「代償」。
緑のトラスト運動
広く寄附を募り、それを資金として土地を取得すること
により、埼玉の優れた自然や貴重な歴史的環境を県民共有
の財産として末永く保全していこうという運動。
民生部門
家庭分野と事務所などの業務分野をあわせていう。
目標設定型排出量取引制度
原油換算エネルギー使用量が３か年度連続して年間

１，５００キロリットル以上の事業所を対象に、県が事業所ごと
に二酸化炭素の排出削減目標を設定し、目標達成を求める
制度。目標の達成に、他者の削減量、再生可能エネルギー
及び森林吸収量などを利用（排出量取引）できる。

〈や行〉
有害大気汚染物質
低濃度であっても長期的な摂取により健康影響が生ずる
おそれのある物質のこと。大気汚染防止法及び埼玉県生活
環境保全条例では、ベンゼン、トリクロロエチレン等が規
制の対象とされている。
有機塩素化合物
塩素を構造の一部に含む有機化合物のこと。特にトリク
ロロエチレン、テトラクロロエチレン、１，１，１－トリクロロ
エタンなどは、化学的に安定しており、脱脂性に富んでい
るため、メッキやドライクリーニング等の洗浄剤として使
用されている。これらの中には発がん性が疑われるものが
ある。これらの物質による土壌・地下水汚染が問題になっ
ている。
有機農業
化学合成農薬及び化学肥料を使用しないこと並びに遺伝
子組み換え技術を利用しないことを基本として、農業生産
に由来する環境への負荷をできる限り低減した農業生産の
方法を用いて行われる農業のことです。
溶存酸素量（DO）
水中に溶けこんでいる酸素の量のこと。清水中には通常
７から１０mg／L程度含まれるが、有機物による汚濁が進行
すると微生物が酸素を消費するため溶存酸素量は減少す
る。
水の自浄作用や水中生物の生存には欠くことができな
い。
溶融スラグ
灰溶融の項参照。

〈ら行〉
ライフスタイルキャンペーン
県民の地球温暖化問題への関心を喚起し、低炭素型ライ
フスタイルへの転換を促進するため、冷暖房温度（夏は
２８℃、冬は２０℃）の適温設定やクールビズ、ウォームビズ
などの実践を夏と冬に県民や事業者に呼びかける県民運

動。
リサイクルプラザ
びん、缶、ペットボトルなどの資源ごみをリサイクルす
るために選別や梱包を行う施設（リサイクルセンター）の
機能に加えて、再生品の展示・販売や普及啓発を行うリサ
イクル活動の拠点としての機能を持つ施設をいう。
リスクコミュニケーション
地域住民、事業者、行政などが、化学物質など環境に関
する正確な情報を共有し、お互いに理解を深めるために行
う意見交換会のこと。
開催することで化学物質による環境リスクの低減及び住
民の不安解消が図られる。
流域下水道
２以上の市町村からの下水を受け処理するための下水道

きょ

で、終末処理場と幹線管渠からなり、県が建設し管理を行
う。
粒子状物質（PM）
ガス状汚染物質とともに大気汚染の原因となる物質で、
固体及び液体の粒子として存在する物質の総称。
粒子状物質減少装置
DPFと酸化触媒を総称する。DPFは、ディーゼル・パティ
キュレート・フィルター（Diesel Particulate Filter）の略で、
ディーゼルエンジンの排出ガスに含まれる粒子状物質（黒
煙）を、排気管に装着されるフィルターで捕集し除去する
装置。酸化触媒は、白金などの触媒による酸化作用で、粒
子状物質を減少させる装置。粒子状物質の減少率はDPFよ
りも低いが、一酸化炭素及び炭化水素を大幅に減少させる
とともに、ディーゼル車特有の排気ガス臭を低減させる。
緑化計画届出制度
ふるさと埼玉の緑を守り育てる条例により、３，０００㎡以上
の敷地において建築行為を行う場合、緑化計画の届け出を
義務付け、敷地の一定規模以上の緑を確保する制度。
平成２４年４月からは小規模な敷地（１，０００㎡～３，０００㎡未
満）においても届け出を義務付ける「小規模緑化計画届出
制度」を実施している。
類型指定（水質）
水質汚濁に係る環境基準のうち、生活環境項目について
は、河川の利用目的等に応じて、一般項目６段階、水生生物
保全項目４段階に区分した類型ごとに基準が設定されてい
る。これに基づき、国及び県が水域ごとに類型を指定して
いる。
類型指定（騒音）
騒音環境基準については、一般地域では３段階に区分し
た類型ごとに、道路に面する地域では道路やその周辺の状
況に応じて、基準が設定されている。これに基づき、国及
び県が、騒音に関係する都市計画地域等を勘案し、地域ご
とに適用する類型を指定している。
レッドデータブック（レッドリスト）
絶滅のおそれのある野生生物の種をリストアップし、そ
の生息・生育状況を解説した資料集である。国際的には、
国際自然保護連合（IUCN）が昭和４１年（１９６６年）に刊行を
開始し、その後改訂が続けられている。表紙が危機を意味
する赤であったことから、レッドデータブックと呼ばれて
いる。
我が国では、平成３年に環境庁が「日本の絶滅のおそれ
のある野生生物（脊椎動物編）」を発行し、以後順次発行・
改訂している。
埼玉県では、動物編を平成８年に、植物編を平成１０年に
発行し、以降動物編を２回、植物編を２回改訂している。
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S２６
（１９５１）

３ ○「県立狭山自然公園」「県立奥武蔵自然公園」「県
立黒山自然公園」「県立長�自然公園」の指定

S２８
（１９５３）

４ ○「県立長�自然公園」を「県立長�玉淀自然公園」
に名称変更

S２９
（１９５４）

３ ○「県立比企丘陵自然公園」「県立上武自然公園」の
指定

S３１
（１９５６）

５

S３２
（１９５７）

６
７ ○「県立武甲自然公園」の指定

S３３
（１９５８）

４ ○県立自然公園条例制定

S３５
（１９６０）

１１ ○「県立安行武南自然公園」の指定

S３６
（１９６１）

２ ○県南部地域の地盤沈下の監視のため測定を開始
３

S３７
（１９６２）

６ ○公害防止条例制定

S３８
（１９６３）

７ ○工業用水法の指定地域に川口市等６市が指定

S３９
（１９６４）

４ ○衛生部公衆衛生課に公害係設置
９

S４０
（１９６５）

５

S４１
（１９６６）

４ ○大宮市で製薬工場の排ガスにより松林枯れる
９

S４２
（１９６７）

６

８
９

１１ ○鴻巣市でプロパン工場の悪臭により健康被害が発
生

S４３
（１９６８）

３

６

９

S４４
（１９６９）

５
６
７

９

１０ ○公害防止条例全部改正
１２

○熊本県で水俣病第１号患者発生

○自然公園法制定、国立公園法の廃止

○四日市市でぜんそく患者多発

○三島市、沼津市の住民、石油化学コンビナートの
進出を阻止

○新潟県で新潟水俣病患者発生

○新型車の排出ガス規制実施（CO濃度３％）
○新潟水俣病患者、昭和電工を相手に訴訟提起（４
大公害訴訟の第１号）

○公害対策基本法制定
○四日市のぜんそく患者、昭和四日市石油など関係
６社を相手に訴訟提起

○イタイイタイ病患者、三井金属鉱業を相手に訴訟
提起

○大気汚染防止法制定
○騒音規制法制定
○北九州市一帯にカネミライスオイル中毒患者が多
発（PCB中毒）

○政府、初の公害白書を発表
○水俣病患者、チッソを相手に訴訟提起
○大気汚染防止法に基づく二酸化硫黄特別排出基準
告示

○厚生省がカドミウムによる環境汚染暫定対策要領
を制定

○大阪国際空港周辺住民、騒音問題で国を相手に訴
訟提起

埼玉環境年表

年 月 県 内 全 国
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S４４
（１９６９）

１２

S４５
（１９７０）

５
６ ○大気汚染緊急時対策要綱制定（硫黄酸化物）
７ ○県南地域に初めて光化学スモッグ発生

○光化学スモッグ暫定対策要綱制定
８
１１

１２ ○東松山・本庄・坂戸地区でカドミウム判断尺度（玄
米０．４ppm以上）を超える玄米を発見

○公害審査会設置
S４６

（１９７１）
３ ○土採取条例制定
５ ○各地域に公害苦情相談員設置
６ ○公害防止条例に地下水採取の規制を規定、届出制

とし、１９市町を規制地域に指定

７ ○地盤沈下西部台地への拡大を確認
○製紙会社、住民の反対により秩父市進出断念

８ ○公害対策審議会及び水質審議会設置
９ ○大気汚染防止法及び水質汚濁防止法による国の基

準より厳しい上乗せ条例を制定
１０ ○自然保護条例制定

○川口市、浦和市、大宮市の政令市指定（大気）
１２

S４７
（１９７２）

１ ○公害防止条例を一部改正し、地下水採取を許可制
にする

３ ○大気汚染測定車運用開始

５ ○建築物用地下水の採取の規制に関する法律の指定
地域に川口市等７市が指定される
県公害センター完成

６ ○大気汚染緊急時対策要綱制定（硫黄酸化物、光化
学スモッグ）

７

８

９ ○浦和市でサギの肝臓から高濃度（１３０ppm）のPCB
検出

○公害に係る健康被害の救済に関する特別措置法公
布

○新宿・牛込柳町交差点付近住民に鉛中毒患者多発
○公害紛争処理法制定
○田子の浦港のヘドロ公害表面化

○農林省、BHC・DDTの稲作への使用全面禁止
○第６４回国会（公害国会）において公害関係１４法案
が可決（公害防止事業費事業者負担法、水質汚濁
防止法、人の健康に係る公害犯罪の処罰に関する
法律、廃棄物の処理及び清掃に関する法律、農用
地の土壌汚染の防止等に関する法律、海洋汚染防
止及び海上災害の防止に関する法律を制定。公害
対策基本法、道路交通法、大気汚染防止法、騒音
規制法、農薬取締法、下水道法、自然公園法、毒
物及び劇物取締法を一部改正）

○悪臭防止法制定
○特定工場における公害防止組織の整備に関する法
律制定

○イタイイタイ病第１審判決、原告勝訴（富山地裁）
○環境庁発足

○中央公害対策審議会発足
○新潟水俣病判決、原告勝訴（新潟地裁）

○水質汚濁に係る環境基準の告示

○通産省による行政指導でPCBの生産及び使用の中
止を指示

○大気汚染防止法一部改正公布・施行（ディーゼル
車黒煙の規制）

○公害等調整委員会設置法制定
○ストックホルムで第１回国連人間環境会議開催
「人間環境宣言」

○自然環境保全法制定
○四日市公害第１審判決、原告勝訴（津地裁四日市
支部）

○瀬戸内海に大量の赤潮発生、養殖ハマチ甚大な被
害

○イタイイタイ病控訴審判決（名古屋高裁金沢支部）

年 月 県 内 全 国
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S４７
（１９７２）

１０

１２ ○荒川水系流域公害防止計画の承認
S４８

（１９７３）
１ ○公害防止条例改正、地下水採取規制地域１５市町追

加
３ ○ゴルフ場等の造成事業に関する指導要綱制定
４
５ ○都市計画法による線引き凍結宣言
６
７ ○環境部の設置
８

９ ○自然環境保全審議会の設置
○緑化対策総合推進要綱の制定

１０ ○第１次県廃棄物処理基本計画の策定

１２ ○埼玉地域公害防止計画（第１期）の承認（水質以外）
○光化学スモッグ注意報発令日数４５日で全国一

S４９
（１９７４）

１ ○廃棄物処理公社の設立
○悪臭防止法に基づく規制地域の指定

２

３ ○自然環境保全条例制定
○土採取条例全面改正（届出制から認可制へ）

５ ○川口市・浦和市・大宮市の政令市指定（水質）
６
７ ○酸性降雨による被害届１，７０６人

９ ○酸性降雨暫定対策要領制定
○ディーゼル車に対する窒素酸化物規制（以後段階
的に規制強化）

１０ ○川越市の和光純薬工業によるシアン流出事故（大
久保浄水場取水停止）

１１ ○県内２か所の水田から０．４ppmを超えるカドミウ
ム汚染玄米を発見

１２

S５０
（１９７５）

２
３ ○自然環境保全地域の指定開始
４ ○悪臭防止法に基づく規制地域指定（追加）

○入間川水質自動測定機稼働
７ ○光化学スモッグ、史上最高の濃度０．２６ppmと被害

届出者１４，０３２人を記録
○所沢市で年間２７．２�の最大地盤沈下（S４９）

８ ○六価クロム対策合同会議設置
○工業用水法水源転換府省令公布（川口市の一部、
蕨市、戸田市、鳩ヶ谷市）

１１ ○公共関与による廃棄物広域処理事業の実施（寄居
町三ヶ山）を政策会議で決定

１２

○環境庁が米国マスキー法並の自動車排出ガスの量
の許容限度の設定方針を告示

○水俣病訴訟判決、原告勝訴（熊本地裁）
○緑の国勢調査開始
○大気の汚染に係る環境基準について告示
○第１回環境週間始まる（６月５日～１１日）

○福岡・大分両県住民が九州電力を相手取り「環境
権」を掲げて豊前火力発電所建設差し止めを福岡
地裁小倉支部に提訴

○都市緑地保全法制定

○瀬戸内海環境保全臨時措置法制定
○化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律制
定

○公害健康被害の補償等に関する法律制定
○航空機騒音に係る環境基準告示

○大阪空港訴訟１審判決により、夜１０時から翌朝７
時までの発着禁止

○国鉄を相手取り名古屋新幹線訴訟提起
○国立公害研究所発足

○大気汚染防止法改正（総量規制の導入）
○関東一円に酸性雨が降り、「目が痛い」との訴え相
次ぐ

○岡山県倉敷市の三菱石油水島製油所から重油１万
kLが流出、瀬戸内海を広く汚染

○水質汚濁に係る環境基準の一部改正（PCB追加）

○東京都江戸川区で環境基準の２，０００倍にも達する
六価クロム検出

○新幹線鉄道騒音に係る環境基準について告示

○大阪空港公害訴訟の控訴審判決で住民側全面勝利

○小沢環境庁長官、中央公害対策審議会に環境影響
評価制度について諮問

年 月 県 内 全 国
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S５１
（１９７６）

１ ○利根川にフェノール流出の群栄化学工業に対し、
東京都・埼玉県・千葉県の３都県で総額１億４千
万円余を請求

５

６
９ ○中央・川越・熊谷の各保健所に公害監視室を設置

○川口市等県南７市が硫黄酸化物に係る総量規制対
象地域に指定

１０ ○日高町の山善大野製作所による重油流出（小畔
川）大久保浄水場取水停止

１１

１２

S５２
（１９７７）

２ ○入間市のタムラ化研で塩化第二鉄流出（狭山市取
水停止）

３ ○光化学スモッグ注意報発令（全国で初めて３月中
に）

４ ○春日部保健所に公害監視室設置
○市野川水質自動測定機稼働

６ ○大宮市のし尿たれ流し事件発覚（芝川汚濁）
○県緑化推進協議会設置要綱制定

７ ○県民植樹週間制定
１０ ○振動規制法に基づく規制地域指定

○環境影響評価制度検討会議設置
S５３

（１９７８）
１ ○工業用水法水源転換府省令公布（川口市の一部・

草加市・八潮市の一部）
２ ○川口市等県南７市に硫黄酸化物に係る総量規制を

適用
３ ○埼玉地域公害防止計画（第２期）の承認（水質と

水質以外のものを統合）
○「県立両神自然公園」の指定

４ ○県緑化推奨樹種の制定
○ふるさと歩道の整備開始

６ ○三郷市付近一帯で激しい地盤沈下（原因は東京都
三郷浄水場の建設）

７ ○知事、NO２の環境基準の緩和について遺憾の意表明
１０ ○公害防止条例全部改正
１２ ○窒素酸化物対策委員会発足

S５４
（１９７９）

３ ○ふるさと埼玉の緑を守る条例制定
○両神国民休養地計画が承認・整備開始
○緑の問題プロジェクトチームが緑の総合対策につ
いて報告書策定

○河川浄化モデル地域育成事業実施要綱等の制定
４ ○美の山公園開園

○環境情報システム（水質）開発に着手
○騒音規制法及び県公害防止条例に基づく騒音規制
地域指定・規制基準設定

５ ○国に対し緑の政策に関する提言
○セメント工場の石炭転換開始

○熊本地検がチッソ社長・水俣工場長を業務上過失
致死傷で熊本地裁に起訴

○振動規制法制定
○第１回日本近海海洋汚染実態調査結果発表

○経済協力開発機構（OECD）、日本の環境政策につ
いて報告

○環境庁、長野県のビーナスライン美ヶ原線計画を
承認

○環境庁が大阪空港へのエアバス乗り入れに条件付
き同意

○水俣病患者が国の抜本策を要求し環境庁で座込み

○瀬戸内海環境保全特別措置法成立
○政府、水俣病患者への補償金でチッソへテコ入れ
決定

○水質汚濁防止法改正による総量規制導入
○環境庁がNO２の環境基準の大幅緩和を告示

○中央公害対策審議会が環境影響評価のすみやかな
法制化を答申

年 月 県 内 全 国
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S５４
（１９７９）

６ ○緑の審議会の設置

７ ○第１回六都県市首脳会議で廃棄物処理問題協議
○工業用水法地域指定拡大（川口市の一部・浦和市
の一部・与野市）

８ ○地盤沈下県北東部に拡大、鷲宮町で最高１２．５�沈
下（S５３）

９ ○緑の協定実施要綱制定
１０ ○公害防止条例改正で地下水採取規制地域２０市町村

追加
○緑の推進員設置要綱制定

S５５
（１９８０）

２ ○合成洗剤対策の基本方針を定め、県有施設の有り
ん合成洗剤の使用転換決定

３ ○化学的酸素要求量に係る総量削減計画策定
○三ヶ山廃棄物埋立処分場基本構想の策定
○ふるさとの緑の景観地等指定開始

４ ○合成洗剤についての県民意識調査結果を公表

５ ○化学的酸素要求量に係る総量規制基準設定
６

９ ○環境保全連絡協議会設立
１０ ○新幹線鉄道騒音に係る環境基準の類型あてはめ

１１

１２ ○環境影響評価技術審議会の設置
S５６

（１９８１）
１ ○荒川（熊谷市）に不法投棄廃棄物によるシアン流

出（大久保浄水場取水停止）
２ ○環境影響評価に関する指導要綱の告示

○県の快適な環境づくり推進委員会、埼玉の街の快
適な環境を創造するためのプロジェクトチーム発
足

３ ○「県立西秩父自然公園」指定
４ ○環境審査室設置
５ ○環境影響評価技術指針を制定公表

○荒川シアン流出に関連した廃棄物処理業者を行政
処分（営業停止１年６か月）

６ ○セメント工場の石炭転換終了
○秩父市内に民間の産業廃棄物大規模最終処分場を
許可（７９万�）

７ ○水質総量規制の全面実施
○工業用水法水源転換府省令公布（八潮市の一部）
○地盤沈下対策調査専門委員会の発足

８ ○環境影響評価に関する指導要綱第１号案件（日本
硝子�）手続開始

９ ○三ヶ山廃棄物埋立処分場地質調査反対住民に阻止
される

１０ ○綾瀬川浄化対策懇談会開催
１１ ○快適な環境づくり埼玉県民憲章を制定
１２ ○深夜営業騒音に係る条例改正（公害防止資金貸付

制度適用）

○環境政策の後退に危機感をもつ学者や市民が東京
で日本環境会議を開催

○滋賀県議会が琵琶湖富栄養化防止条例を可決し合
成洗剤追放へ

○貴重な野生動物の国際取引を規制するワシントン
条約の批准承認

○環境影響評価法政府案の国会提出を断念
○環境庁が空き缶問題検討会を設置
○環境庁が中央公害対策審議会に「今後の交通公害
対策のあり方」について諮問

○ラムサール条約（特に水鳥の生息地として国際的
に重要な湿地に関する条約）加入

○関東地方知事会内に空き缶等問題研究会設置
○大阪で第１回快適環境シンポジウム開催

○絶滅寸前の佐渡のトキ５羽すべてを捕獲、餌付け
開始

○環境影響評価法案を国会に提出

○NOxに係る総量規制制度の導入並びに東京都特別
区等、横浜市及び大阪市等の３地域について総量
規制地域指定
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S５７
（１９８２）

３ ○庄和町で産業廃棄物を不法処理した業者を行政処
分（許可取消）

４ ○廃棄物行政を環境部へ移管（環境整備課発足、４
保健所公害監視室に廃棄物監視課新設）

○県民休養地（嵐山・飯能）の整備開始
○環境管理計画検討開始、環境情報システム（大気）
開発に着手

５ ○快適な環境づくり運動強調期間の設定及び県民総
ぐるみ運動の展開

６ ○東北新幹線営業開始、騒音振動測定結果発表、国
鉄等へ要望

○窒素酸化物（NOx）による大気汚染の予測結果発表
７ ○東京湾富栄養化対策指導指針施行
９ ○三ヶ山廃棄物埋立処分場地質調査実施
１０

１１ ○上越新幹線営業開始、騒音振動測定結果発表、国
鉄等へ要望

○産業廃棄物行政推進会議設置
○県中期計画で快適環境づくり施策を重要課題とし
て総合的に推進することとする

１２ ○航空機騒音に係る環境基準の類型当てはめ
S５８

（１９８３）
２ ○首都圏自然歩道の整備開始
３ ○三ヶ山廃棄物埋立処分場基本設計完成

○埼玉地域公害防止計画（第３期）承認
○窒素酸化物対策委員会が報告書提出

４ ○環境審査室を環境審査課に名称変更
○加須市内で廃棄物を不法処理した業者行政処分
（許可取消）
○生活排水の水質浄化対策指針施行

５ ○緑のトラストづくりを進めるシンポジウム開催
８

１０

１１ ○公害対策審議会「窒素酸化物対策基本方針」答申

１２ ○湖沼水質調査結果を公表
S５９

（１９８４）
３ ○本庄市・日高町で地下水から有機塩素系化学物質

検出
４ ○川口市で六価クロム垂れ流しの２工場を水質汚濁

防止法違反で摘発
○川越市・所沢市の政令市指定（大気）

７ ○６年ぶりに光化学スモッグ警報を発令
８ ○�さいたま緑のトラスト協会発足

９

○首都圏自然歩道整備計画策定

○国連環境計画管理理事会特別会合開催（於ナイロ
ビ）

○１都９県「ゴミゼロの日」統一美化キャンペーン
実施

○１都９県空き缶等問題訪米調査実施
○ローマクラブ東京大会開催され、各国の経済人や
科学者が参加し、２１世紀の環境問題などについて
意見交換

○湖沼の窒素及びりんに係る環境基準の設定

○中央公害対策審議会が「今後の交通公害対策のあ
り方」について物流・土地利用の面から答申

○浄化槽法公布
○環境庁が全国主要１５都市を対象に実施した地下水
汚染実態調査結果を公表

○ナショナルトラストを進める会第１回全国大会開
催

○環境影響評価法案が衆議院解散により廃案
○ごみ焼却場からダイオキシン・水銀が検出される
○関東知事会が空き缶デポジット方式見送り

○全国的に家庭から排出される乾電池の水銀が問題
となる

○環境庁が生物指標による河川水質調査の統一基準
発表

○湖沼水質保全特別措置法成立
○環境庁がトリクロロエチレン等の排出に係る暫定
指針を設定

○環境影響評価実施要綱を閣議決定
○’８４世界湖沼環境会議（於大津市）で「琵琶湖宣言」
採択
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S５９
（１９８４）

１０ ○第２次廃棄物処理基本計画策定

S６０
（１９８５）

２ ○廃棄物広域処分場建設対策本部設置
３ ○アルミはく回収業者を公害防止条例違反で初起訴

○全国初の「身近な緑の現況調査」実施
○さいたま緑の長期総合計画を策定

４ ○さいたま緑のトラスト基金設置
５ ○県と寄居町、三ヶ山廃棄物埋立処分場に係る公害

防止協定を締結
８ ○河川浄化対策推進委員会設置
１０ ○浄化槽保守点検業者登録条例制定
１２ ○小規模事業所排水指導指針を施行

S６１
（１９８６）

１ ○三ヶ山廃棄物埋立処分場の建設工事を開始

４ ○ミヤコタナゴが滑川町でも生息確認される
５

６ ○環境庁・県・所沢市主催で初の環境大学開催
７ ○地下水採取規制地域に北川辺町追加
８ ○デポジット実施６地域の相互乗り入れ開始

９ ○入間市の不老川で地域住民による家庭でできる浄
化対策実験始まる

１０ ○川口市の公害資源研究所跡地の水銀汚染が明らか
になる

１１ ○環境庁・県主催の第１回環境管理シンポジウム開
催（於浦和市）

１２
S６２

（１９８７）
１

２ ○国連環境特別委員会で嵐山町の「オオムラサキの
森づくり」を発表

３

４ ○環境管理事務所設置（中央、西部、秩父、北部、
東部）

○トリクロロエチレン等の排出に係る暫定指導指針
に基づく指導方針制定

５ ○化学的酸素要求量に係る総量削減計画（第２次）
策定

○化学的酸素要求量に係る総量規制基準設定
○両神国民休養地開園

６

９ ○大気中におけるアスベスト濃度調査結果公表
１２

S６３
（１９８８）

３ ○埼玉地域公害防止計画（第４期）の承認

○環境庁「名水百選」発表

○環境庁、S５９年度の全国大気汚染調査発表、大気汚
染は大都市で依然深刻

○環境庁が先端産業の影響をテーマにした環境保全
ビジョン・シンポジウムを開催

○名古屋新幹線訴訟の和解成立
○化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律改
正される（難分解、低濃縮性物質に対する規制の
追加）

○環境白書で先端技術産業の環境汚染の心配を指摘
○米国で初の電波の環境基準まとまる

○環境庁の生物モニタリング調査でクロルデンと
TBTOが魚介類を汚染していることが判明

○環境庁が大気汚染地域指定全面解除の方針を決定

○環境・通産・厚生・労働の４省庁によるIC工場共
同調査はじまる

○中央公害対策審議会水質部会が水質総量規制の強
化を答申

○環境庁「環境保全長期構想」を発表
○和歌山県の「�天神崎の自然を大切にする会」が
全国初の自然環境保全法人に認定

○国連環境特別委員会が「持続的開発」を呼びかけ
た東京宣言を採択

○茨城県筑波の工業団地に進出する企業と県との間
でハイテク公害防止のための協定を締結

○環境庁が「新幹線鉄道振動指針達成状況調査」発
表

○絶滅のおそれのある野生動植物の譲渡の規制等に
関する法律成立

○公害健康被害補償法改正
○環境庁が「トリクロロエチレン等の排出状況及び
地下水等の汚染状況について」を発表

○環境庁が「窒素酸化物低減のための大都市自動車
交通対策等計画」を発表
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S６３
（１９８８）

３
４ ○ヂーゼル機器狭山工場によるシアン流出事故

（大久保浄水場取水停止）
５

６
７ ○炭化水素類対策指導指針施行
８
１２ ○ゴルフ場農薬安全使用指導要綱制定

S６４
H元

（１９８９）

１

２ ○環境整備センター（三ヶ山廃棄物埋立処分場）一
部供用開始

３ ○環境管理指針策定

５ ○全国野鳥保護のつどいを開催
６

９ ○メタノール自動車導入
H２

（１９９０）
１ ○地球環境を考える県民のつどいを開催
３ ○環境保全基金を設置
４ ○低公害車買換資金融資制度を設置
５

６ ○ゴルフ場使用農薬に関する指導方針を策定

７

９ ○第１回地球環境保全庁内推進会議を開催
１０

H３
（１９９１）

２ ○地球環境モニタリング調査開始
○電気自動車を導入

３ ○第３次廃棄物処理基本計画策定
○化学的酸素要求量に係る総量削減計画（第３次）
策定

○自動車交通公害防止基本計画策定
４ ○地球環境保全推進室を設置

○環境影響評価に関する指導要綱の改正を告示
６ ○環境影響評価技術指針を改正
７ ○地下水採取規制地域に坂戸市・鶴ヶ島市を追加

８ ○「埼玉県における地球環境保全への取組方針」策定
○不老川流域を生活排水対策重点地域に指定

９ ○六都県市共同の環境問題シンポジウムを開催

○公害健康被害の補償等に関する法律改正

○特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する
法律公布・施行

○地球的規模の環境問題に関する懇談会報告書公表

○全国星空継続観察開始
○環境庁がテレビ・ラジオを通じた二酸化窒素予報
事業を実施

○ウィーン条約に加入
○オゾン層を破壊する物質に関するモントリオール
議定書日本国について発効

○水質汚濁防止法施行令の一部を改正する政令公布
（有害物質としてのトリクロロエチレン及びテ
トラクロロエチレンを追加）

○地球環境保全に関する関係閣僚会議を設置
○六都県市首脳会議首都圏環境宣言を発表
○大気汚染防止法改正（特定粉じん（石綿）排出規制）
○水質汚濁防止法の一部改正（有害物質の地下浸透
防止）

○環境庁がゴルフ場で使用される農薬による水質汚
濁の防止に係る暫定指導指針について通知

○水質汚濁防止法等の一部を改正する法律公布（生
活排水対策に関する規定の整備）

○スパイクタイヤ粉じん発生防止法制定
○環境庁に地球環境部を設置
○国立公害研究所が国立環境研究所となる

○地球環境保全に関する関係閣僚会議「地球温暖化
防止行動計画」を決定

○公害防止に関する事業に係る国の財政上の特別措
置に関する法律の一部を改正する法律公布（法律
の有効期限の１０年延長）

○再生資源の利用の促進に関する法律公布

○環境庁がゴルフ場で使用される農薬による水質汚濁
防止に係る暫定指導指針の一部改正について通
知

○土壌の汚染に係る環境基準について告示
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H３
（１９９１）

１０

１１ ○冬季自動車交通量対策を実施（１１月から３か月）
○県の蝶「ミドリシジミ」、県の魚「ムサシトミヨ」
の指定

１２ ○水質汚濁防止法の規定に基づく排水基準を定める
上乗せ条例の改正

H４
（１９９２）

３ ○自動車交通公害防止実施計画を策定
たん ぼ

○トラスト保全１号地（見沼田圃周辺斜面林）取得
５ ○山西省友好記念館「神怡館」開設

６

７ ○自然学習センター開設
○北本自然観察公園供用開始
○元小山川流域を生活排水対策重点地域に指定

１１ ○地球の環境を守る埼玉県民憲章を制定

１２

H５
（１９９３）

２

３ ○地球の環境を守る県民運動指針としてさいたま地
球環境シアターを策定

○埼玉地域公害防止計画（第５期）の承認
○県北東部地域地盤沈下防止対策基本方針を策定

４ ○さいたま環境創造基金を設置
６ ○化学物質環境安全管理指針を策定
８

１１ ○自動車排出窒素酸化物総量削減計画を策定
１２

H６
（１９９４）

３ ○中川上流域を生活排水対策重点地域に指定
○公害防止条例施行規則の改正（１３有害物質の追加）
○「緑豊かな埼玉をめざして」を策定

５

６ ○長�総合射撃場の開設
○エコアジア’９４開催

○廃棄物の処理及び清掃に関する法律及び廃棄物処
理施設整備緊急措置法の一部を改正する法律公
布

○六都県市共同の冬季自動車交通量対策を実施
○関東平野北部地盤沈下防止等対策要綱を策定

○七都県市首脳会議で「地球環境保全首都圏アピー
ル」を採択

○環境と開発に関する国連会議（地球サミット）開催
（於ブラジル）

○自動車から排出される窒素酸化物の特定地域にお
ける総量の削減等に関する特別措置法公布

○絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関す
る法律公布

○モントリオール議定書第４回締約国会合開催、特
定フロン等の１９９６年全廃前倒し、代替フロン等の
規制物質への追加等の採択

○特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関する法律
公布

○自動車排出窒素酸化物の総量の削減に関する基本
方針を告示

○水質汚濁に係る環境基準の一部を改正する件告示

○ラムサール条約締約国会議を開催（於釧路市）
○水質汚濁防止法施行令の一部を改正する政令公布
（海域のN（窒素）・P（リン）規制）

○環境基本法公布
○自動車から排出される窒素酸化物の特定地域にお
ける総量の削減等に関する特別措置法に基づく
車種規制を施行

○水質汚濁防止法施行令の一部を改正する政令の公
布（１３有害物質の追加）

○バーゼル条約（有害廃棄物の国境を越える移動及
びその処 分の規 制に関する条 約）日本において発
効

○環境庁が公共用水域等における農薬の水質評価指
針を設定

○水道原水水質保全事業の実施の促進に関する法律
公布

○特定水道利水障害の防止のための水道水源水域の
水質の保全に関する特別措置法公布
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H６
（１９９４）

７ ○狭山丘陵いきものふれあいの里センターの開設
８ ○環境審議会を設置
９ ○県立安行武南自然公園の区域変更
１２ ○環境基本条例制定

○環境影響評価条例制定
H７

（１９９５）
６
７ ○さいたま緑の森博物館開設
１０ ○第３回気候変動に関する世界自治体サミット（埼

玉サミット）開催
H８

（１９９６）
３ ○環境基本計画策定

○「さいたまレッドデータブック（動物編）」刊行
○彩の国さいたま環境推進協議会発足
○地球温暖化対策地域推進計画策定
○環境と共生する土地利用指針策定
○トラスト保全２号地（狭山丘陵・雑魚入樹林地）
取得

○第４次廃棄物処理基本計画策定
○環境影響評価条例第１号案件（セッツ�）手続開始

５
６

７ ○化学的酸素要求量に係る総量削減計画（第４次）
策定

１１ ○気候変動・都市アジアキャンペーンワークショッ
プ開催

１２ ○第１期分別収集促進計画策定
○北本自然観察公園供用区域の拡大（０．５→９．６３ha）

H９
（１９９７）

１
２

３ ○こどもエコクラブ全国フェスティバル開催（於川
口市）

○HOTな地域を救うホットな行動プラン－彩の国
ローカルアジェンダ２１－策定

○三富地域のダイオキシン類環境調査結果を公表
○彩の国ごみゼロプラン－埼玉県ごみ減量推進計画
－策定

○廃棄物焼却炉のばい煙排出抑制に関する指導指針
策定

４ ○環境生活部の設置、緑政課の設置
６ ○ダイオキシン類削減対策検討委員会の設置
８ ○彩の国こどもエコクラブ交流会開催
９ ○彩の国環境大学開講

○環境配慮方針策定
１１

１２

H１０
（１９９８）

４ ○フロン回収・処理推進協議会設立
○埼玉地域公害防止計画（第６期）の承認
○彩の国湿地・湧水地保全基本計画策定

○環境基本計画閣議決定

○容器包装リサイクル法公布

○生物多様性国家戦略策定

○七都県市低公害車指定制度の発足

○大気汚染防止法の一部を改正する法律公布
○水質汚濁防止法の一部を改正する法律公布（汚染
された地下水の浄化措置命令、油に係る事故時の
措置）

○ナホトカ号原油流出事故
○ベンゼン、トリクロロエチレン及びテトラクロロ
エチレンによる大気の汚染に係る環境基準環境
庁告示

○地下水の水質の汚濁に係る環境基準告示

○環境影響評価法公布
○大気汚染防止法施行令の一部を改正する政令公布

○第４回気候変動に関する世界自治体サミット（名
古屋サミット）開催

○地球温暖化防止京都会議（COP３）開催、京都議定
書採択

○ハイブリッド自動車（乗用車）発売
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H１０
（１９９８）

４ ○「さいたまレッドデータブック（植物編）」刊行
○地球温暖化ワークショップの開催
○自動車交通公害防止実施計画策定
○エネルギービジョン策定
○埼玉ゼロエミッション行動計画策定
○トラスト保全３号地（武蔵嵐山渓谷周辺樹林地）
取得

○ダイオキシン対策室の設置
５ ○生活排水処理総合基本構想策定
６

７ ○あらかわビジターセンター開設
１０
１２ ○彩の国環境保全を実行する県民運動開始

○環境影響評価条例の改正
○公害防止条例の改正
○ダイオキシン対策県民懇話会の設置

H１１
（１９９９）

２ ○県がISO１４００１認証取得
○所沢産野菜ダイオキシン問題がおきる

３ ○彩の国豊かな自然環境づくり計画策定
○ごみ処理広域化計画策定

７ ○第２期分別収集促進計画策定

１０ ○第８回ごみ減量化推進全国大会開催
１２ ○環境影響評価技術指針告示

○さいたま環境賞創設

H１２
（２０００）

２ ○埼玉県立高等学校防災拠点施設の太陽光発電およ
び給湯施設が第４回２１世紀型新エネルギー機器等
表彰（通称新エネ大賞）導入事例の部で通商産業
大臣賞受賞

３ ○希少野生動植物の種の保護に関する条例制定
○トラスト保全４号地（飯能河原周辺河岸緑地）取得

４ ○環境防災部の設置
○環境科学国際センター開設

５ ○彩の国青空再生戦略の発表

６

○環境庁、環境ホルモン戦略計画 SPEED’９８発表
○地球温暖化対策推進大綱決定
○特定家庭用機器再商品化法公布

○地球温暖化対策の推進に関する法律公布

○水質汚濁に係る環境基準の一部を改正する件告
示、地下水の水質汚濁に係る環境基準の一部を改
正する件告示

○ダイオキシン対策基本指針決定

○ダイオキシン類対策特別措置法公布
○特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理
の改善の促進に関する法律公布

○中央環境審議会が「これからの環境教育・環境学
習－持続可能な社会をめざして－」答申

○特定工場における公害防止組織の整備に関する法
律施行令の一部を改正する政令の公布（ダイオキ
シン類関係施設の追加）

○この頃、有明海ノリ不作問題

○建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律公
布

○国等による環境物品等の調達の推進等に関する法
律公布

○循環型社会形成推進基本法公布・施行
○豊島不法投棄問題調停成立
○食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律公
布

○廃棄物の処理及び清掃に関する法律及び産業廃棄
物の処理に係る特定施設の整備の促進に関する
法律の一部を改正する法律公布（マニフェスト見
直し、野焼き禁止など）

○浄化槽法の一部を改正する法律公布
○資源有効利用促進法公布
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H１２
（２０００）

８

９ ○ダイオキシン類削減推進行動計画策定
○二酸化硫黄の大気高濃度汚染時における暫定対応
方針策定

○赤平川流域を生活排水対策重点地域に指定
１０ ○ごみの散乱防止に関する条例制定
１２ ○希少野生動植物の種の保護に関する条例に基づく

県内希少野生動植物種１７種を指定
H１３

（２００１）
１ ○トラスト保全７号地（小川原家屋敷林）取得
２ ○彩の国さいたま環境学習実践指針策定

○彩の国さいたまダイオキシン類削減推進委員会の
設置

○県における内分泌かく乱化学物質問題に関する取
組方針策定

○県における県有施設・樹木の消毒等に関する取組
方針策定

○県緑の骨格づくり計画策定
３ ○地球温暖化対策実行計画～オフィス・事務所に関

する埼玉県環境配慮方針策定
○環境基本計画（第２次）の策定

４ ○越谷市の政令市指定（大気）
５ ○さいたま市の政令市指定（大気・水質）

○彩の国青空再生戦略２１を策定
６

７ ○生活環境保全条例制定
○酸性雨等対策実施要領制定
○彩の国資源循環工場基本構想策定－公共関与によ
る総合リサイクル施設の整備－

８ ○公害防止条例施行規則の改正（３有害物質の追
加）

１０ ○戦略的環境アセスメント基本構想策定
○第５次県廃棄物処理基本計画策定

１１

１２ ○水質汚濁防止法の規定に基づき、排水基準を定め
る条例を改正

○希少野生動植物の種の保護に関する条例に基づく
県内希少野生動植物種５種を追加指定

○生活環境保全条例施行規則公布
H１４

（２００２）
２ ○荒川上流域を生活排水対策重点地域に指定

○県がISO１４００１認証を更新
３ ○トラスト保全５号地（山崎山の雑木林）取得

○「秩父多摩国立公園」が「秩父多摩甲斐国立公園」
に名称変更

○第２次環境基本計画閣議決定

○環境省設置

○自動車から排出される窒素酸化物の特定地域にお
ける総量の削減等に関する特別措置法の一部を
改正する法律公布

○特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の実施の
確保等に関する法律公布

○水質汚濁防止法施行令の一部を改正する政令公布
（３有害物質追加）

○ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に
関する特別措置法公布

○水質汚濁防止法施行令及び瀬戸内海環境保全特別
措置法施行令の一部を改正する政令の公布（水質
総量規制に窒素及びりんを追加）

○ダイオキシン類対策特別措置法施行令の一部を改
正する政令の公布（３特定施設追加）

○新・生物多様性国家戦略策定
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H１４
（２００２）

３ ○「改訂・埼玉県レッドデータブック２００２動物編」
刊行

○グリーン調達推進方針策定
○戦略的環境影響評価実施要綱制定
○環境配慮方針～公共事業関連～改訂

４ ○ごみの散乱防止に関する基本方針策定
○さいたま市に保健所設置

５
６
７ ○化学的酸素要求量、窒素含有量及びりん含有量に

係る総量削減計画（第５次）策定
○第３期分別収集促進計画の策定

１０ ○戦略的環境アセスメント第１号案件（地下鉄７号
線延伸計画）手続開始

○土砂の排出、たい積等の規制に関する条例制定
１１ ○産業廃棄物対策に係る市町村職員の県職員併任制

度の導入
１２ ○槻川・都幾川上流域を生活排水対策重点地域に指

定
H１５

（２００３）
３ ○くぬぎ山自然再生計画検討委員会から提言

○東京電力㈱埼玉支店との間に「廃棄物不法投棄の
情報提供に関する協定」を締結

○彩の国ふるさとの川再生基本プラン策定
○生活環境保全条例の一部を改正する条例の公布・
施行

４ ○生活環境保全条例の一部を改正する条例の公布
○川越市に保健所設置

６

７ ○自動車排出窒素酸化物及び自動車排出粒子状物質
総量削減計画策定

９ ○トラスト保全６号地（加治丘陵・唐沢流域樹林地）
取得

１０ ○生活環境保全条例に基づくディーゼル車の排出ガ
ス規制開始

H１６
（２００４）

２

３ ○地球温暖化対策地域推進計画（第２次）策定
○資源循環戦略２１策定

５

６ ○県ダイオキシン類削減推進行動計画に定めた２つ
の目標の達成を確認

○彩の国さいたまダイオキシン類削減推進委員会の
終了

８ ○埼玉県生活排水処理施設整備構想策定
○水質汚濁防止法の規定に基づき、排水基準を定め
る条例を改正

１１ ○くぬぎ山地区自然再生協議会設立
H１７

（２００５）
２

○土壌汚染対策法公布
○京都議定書批准
○ダイオキシン類対策特別措置法施行令の一部を改
正する政令の公布（４特定施設の追加）

○ダイオキシン類対策特別措置法に基づく底質環境
基準告示

○鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律の公布
○使用済自動車の再資源化等に関する法律の公布

○特定産業廃棄物に起因する支障の除去等に関する
特別措置法公布・施行

○環境の保全のための意欲の増進及び環境教育の推
進に関する法律公布

○都市緑地法閣議決定（都市緑地保全法名称改正
等）

○大気汚染防止法の一部を改正する法律公布（揮発
性有機化合物（VOC）の排出規制）

○特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に
関する法律公布

○京都議定書発効
○石綿障害予防規則公布
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H１７
（２００５）

３ ○ふるさと埼玉の緑を守り育てる条例（ふるさと埼
玉の緑を守る条例を改正する条例）制定

○戦略的環境影響評価実施要綱改正
４ ○埼玉県地球温暖化防止活動推進センターを指定
７ ○第４期県分別収集促進計画の策定
８ ○石綿対策推進本部設置

○石綿（アスベスト）対策に関する緊急要望実施
９ ○２１年ぶりに光化学スモッグ警報を発令

○「石綿（アスベスト）問題に係る埼玉県の当面の
対策」公表

１１
１２

H１８
（２００６）

２ ○「埼玉県の石綿対策（平成１８年度）」公表

３ ○第６次廃棄物処理基本計画策定
○広域緑地計画策定

４ ○公の施設（自然学習センターほか５施設）に指定
管理者制度を導入

○生活環境保全条例に基づくディーゼル車の排出ガ
ス規制を強化（二段階目規制）

６ ○彩の国資源循環工場竣工式
○エコアジア２００６開催（於さいたま市）

１０ ○悪臭防止法に基づく臭気指数規制の導入
H１９

（２００７）
２ ○トラスト保全８号地（高尾宮岡の景観地）取得
３ ○環境基本計画（第３次）策定

○アライグマ防除実施計画策定
６ ○化学的酸素要求量、窒素含有量及びりん含有量に

係る総量削減計画（第６次）策定
７ ○第５期県分別収集促進計画の策定
８ ○１６日、熊谷市・岐阜県多治見市で国内最高気温を

７４年ぶりに更新（４０．９℃）
９ ○環境基本計画における大気環境分野の実行プラン

を策定
１１ ○川の国埼玉 川の再生基本方針策定

H２０
（２００８）

３ ○第２次ごみ処理広域化計画策定
○生物多様性保全県戦略策定
○トラスト保全９号地（堀兼・上赤坂の森）取得
○あらかわビジターセンター廃止

４ ○県立自然公園条例施行規則の改正により、県立自
然公園普通地域における工作物の色彩規制開始

○彩の国みどりの基金設置
○みどりと川の再生推進本部設置

６

７
９ ○「マイバッグ持参運動とレジ袋削減運動の取組に

関する協定」の締結

○政府の「アスベスト問題への当面の対応」公表
○ダイオキシン類対策特別措置法施行令の一部を改
正する政令の公布（３特定施設の追加）

○PCB廃棄物処理（東京事業）開始
○大気汚染防止法施行令の一部を改正する政令公布
（特定粉じん排出等作業の面積要件等撤廃）

○石綿による健康被害の救済に関する法律公布
○石綿による健康等に係る被害の防止のための大気
汚染防止法等の一部を改正する法律公布（特定粉
じん排出等作業の規制対象に工作物を追加
他）

○気候変動政策に関する日米共同ワークショップ開
催

○第３次環境基本計画閣議決定

○特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の実施の
確保等に関する法律の一部を改正する法律公布
（行程管理制度等の導入）

○エコツーリズム推進法公布

○第３次生物多様性国家戦略策定

○京都議定書第一約束期間開始

○生物多様性基本法公布
○環境省「平成の名水百選」発表
○地球温暖化対策の推進に関する法律の一部を改正
する法律公布

○第３４回主要国首脳会議（洞爺湖サミット）開催

年 月 県 内 全 国

194

埼
玉
環
境
年
表



H２０
（２００８）

１１ ○特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理
の改善の促進に関する法律施行令の一部改正に伴
い、生活環境保全条例により指定する特定化学物
質の変更並びに同条例による化学物質の適正管理
及び有害大気汚染物質規制の対象業種に医療業を
追加

１２ ○生活環境保全条例施行規則の一部を改正する規則
の公布（県が独自に指定する特定化学物質の変
更）

○水生生物の保全に係る水質環境基準の類型指定の
告示

H２１
（２００９）

２ ○トラスト保全１０号地（浮野の里）取得
○地球温暖化対策実行計画（ストップ温暖化・埼玉
ナビゲーション２０５０）策定

３ ○地球温暖化対策推進条例制定
○石綿の除去工事に係る事前周知と相互理解の促進
に関する指針策定

○環境省による埼玉県アライグマ防除実施計画の変
更確認

○まちのエコ・オアシス保全地（菩提樹池周辺緑地、
谷田の泉）取得

４ ○地球温暖化対策推進条例に基づく自動車地球温暖
化対策実施方針制度開始

○熊谷市の政令市指定（水質、土壌）
６ ○長�総合射撃場がナショナルトレーニングセンタ

ー競技別強化拠点施設に指定
９

１０ ○地球温暖化対策推進条例に基づく建築物環境配慮
制度開始

１１

H２２
（２０１０）

３ ○トラスト保全１１号地（黒浜沼）取得
○用途地域の指定がされていない区域における開発
行為に係る騒音の規制基準を別に定める場合の取
扱方針策定

○まちのエコ・オアシス保全地（ムサシトミヨ生息
地周辺緑地）取得

４ ○地球温暖化対策推進条例に基づく自動車地球温暖
化対策計画制度開始

○地球温暖化対策推進条例に基づく地球温暖化対策
計画制度開始

５

１２ ○埼玉県が経済産業省の進めるEV･PHVタウンとし
て選定

○埼玉県生活排水処理施設推進委員会設置（埼玉県
河川浄化対策推進委員会廃止）

○特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理
の改善の促進に関する法律施行令の一部を改正
する政令の公布（指定化学物質の変更、対象業種
に医療業を追加）

○土壌汚染対策法の一部を改正する法律公布

○微小粒子状物質（PM２．５）による大気汚染に係る環
境基準の告示

○水質汚濁に係る環境基準についての一部を改正す
る件告示、地下水の水質汚濁に係る環境基準につ
いての一部を改正する件告示

○大気汚染防止法及び水質汚濁防止法の一部を改正
する法律公布（ばい煙又は排出水の測定結果の虚
偽記録に対する罰則の創設等）

○廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部を改正
する法律公布（排出事業者による適正な処理を確
保するための対策の強化等）

○第２期EV･PHVタウンとして１０自治体を追加選定
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H２３
（２０１１）

３ ○埼玉県生活排水処理施設整備構想改定
○埼玉県EV･PHVタウン推進アクションプラン策定
○生活環境保全条例の一部を改正する条例の公布
（ばい煙又は排出水の測定結果の虚偽記録に対す
る罰則の創設等）

○第７次廃棄物処理基本計画策定
○まちのエコ・オアシス保全地（彦兵衛下小笠原遺
跡ふるさとの森、金崎斜面林保全緑地）取得

４ ○目標設定型排出量取引制度導入
６ ○彩の国資源循環工場第２期事業起工式

８

12 ○生活環境保全条例の一部を改正する条例の公布
（特定事業場における排出水の汚染状態の測定回
数の規定）

○生活環境保全条例施行規則の一部を改正する規則
の公布（土壌汚染基準の変更等）

H24
（２０１２）

２ ○化学的酸素要求量、窒素含有量及びりん含有量に
係る総量削減計画（第７次）策定

５ ○利根川流域の浄水場で塩素消毒に伴いホルムアル
デヒドが水質基準を超過して検出されたため取水
停止（ヘキサメチレンテトラミンの流出）

○生活環境保全条例施行規則の一部を改正する規則
の公布（工場等の排水の排出基準における有害物
質の追加等）

７ ○環境基本計画（第４次）策定
○埼玉県広域緑地計画を改定

８

９
１０

○福島第一原子力発電所事故発生

○環境影響評価法の一部を改正する法律公布
○水質汚濁防止法の一部を改正する法律の公布（地
下水汚染の未然防止措置）

○環境の保全のための意欲の増進及び環境教育の推
進に関する法律の一部を改正する法律公布

○平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平
洋沖地震に伴う原子力発電所の事故により放出
された放射性物質による環境汚染への対処に関
する特別措置法公布

○電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達
に関する特別措置法公布

○東日本大震災により生じた災害廃棄物の処理に関
する特別措置法公布

○水質汚濁に係る環境基準についての一部を改正す
る件告示

○使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する
法律公布

○原子力規制委員会設置
○埼玉県等の要望によりヘキサメチレンテトラミン
を指定物質とする水質汚濁防止法施行規則の改
正
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